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平成27年２月高知県議会定例会提出予定案件概要 

 

 

○提 出 予 定 議 案 ------------------------------------  ８６件 

 

平 成 ２ ７ 年 度 当 初 予 算 ----------------------- ２２件 

平 成 ２ ６ 年 度 補 正 予 算 ----------------------- １６件

条 例 そ の 他 議 案 ----------------------- ４８件 

 

 

 

      １  予 算 議 案 ----------------  ３８件 

 

（１） 平成２７年度当初予算 ------------------- ２２件 

 

一 般 会 計      ４，５８４億５，２１７万９千円 

 （対前年度比   1.3%増） 

特 別 会 計      ２，２２７億８，７９１万６千円 

 （対前年度比   6.5%減） 

企 業 会 計        ２０６億３，０１２万９千円 

（対前年度比  15.8%減） 

 

 

（２） 平成２６年度補正予算 ------------------- １６件 

 

一 般 会 計         △５９億２，４２２万６千円 

（対前年度2月現計比  4.4%増） 

特 別 会 計        △１５億３，７０２万４千円 

                                      （対前年度2月現計比 16.6%増） 

企 業 会 計                  ３億円 

      （対前年度2月現計比 19.9%減）             

 

 

      ２  条 例 そ の 他 議 案 ---------------------- ４８件 

 

条 例 議 案 ------------------ ４０件 

そ の 他 議 案 ------------------  ８件  

 



 

 

平成 27 年２月高知県議会定例会提出予定議案目録 

 

 

○  予        算  

 

第 １ 号 平成 27 年度高知県一般会計予算 

第 ２ 号 平成 27 年度高知県収入証紙等管理特別会計予算 

第 ３ 号 平成 27 年度高知県給与等集中管理特別会計予算 

第 ４ 号 平成 27 年度高知県旅費集中管理特別会計予算 

第 ５ 号 平成 27 年度高知県用品等調達特別会計予算 

第 ６ 号 平成 27 年度高知県会計事務集中管理特別会計予算 

第 ７ 号 平成 27 年度高知県県債管理特別会計予算 

第 ８ 号 平成 27 年度高知県土地取得事業特別会計予算 

第 ９ 号 平成 27 年度高知県災害救助基金特別会計予算 

第 10 号 平成 27 年度高知県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 

第 11 号 平成 27 年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計予算 

第 12 号 平成 27 年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会計予算 

第 13 号 平成 27 年度高知県農業改良資金助成事業特別会計予算 

第  14  号 平成 27 年度高知県県営林事業特別会計予算 

第 15 号 平成 27 年度高知県林業・木材産業改善資金助成事業特別会計予算 

第 16 号 平成 27 年度高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計予算 

第 17 号 平成 27 年度高知県流域下水道事業特別会計予算 

第 18 号 平成 27 年度高知県港湾整備事業特別会計予算 

第 19 号 平成 27 年度高知県高等学校等奨学金特別会計予算 

第 20 号 平成 27 年度高知県電気事業会計予算 

第 21 号 平成 27 年度高知県工業用水道事業会計予算 

第 22 号  平成 27 年度高知県病院事業会計予算 

第 23 号 平成 26 年度高知県一般会計補正予算 

第 24 号 平成 26 年度高知県収入証紙等管理特別会計補正予算 

第 25 号 平成 26 年度高知県用品等調達特別会計補正予算 

第 26  号 平成 26 年度高知県会計事務集中管理特別会計補正予算 

第 27 号 平成 26 年度高知県県債管理特別会計補正予算 

第 28 号 平成 26 年度高知県災害救助基金特別会計補正予算 

第 29 号 平成 26 年度高知県母子寡婦福祉資金特別会計補正予算 

第 30 号 平成 26 年度高知県中小企業近代化資金助成事業特別会計補正予算 

第 31 号 平成 26 年度高知県流通団地及び工業団地造成事業特別会計補正予算 

第 32 号 平成 26 年度高知県農業改良資金助成事業特別会計補正予算 

第  33  号 平成 26 年度高知県県営林事業特別会計補正予算 

第 34 号 平成 26 年度高知県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計補正予算 



 

 

第 35 号 平成 26 年度高知県流域下水道事業特別会計補正予算 

第 36 号 平成 26 年度高知県港湾整備事業特別会計補正予算 

第 37 号 平成 26 年度高知県高等学校等奨学金特別会計補正予算 

第 38 号  平成 26 年度高知県病院事業会計補正予算 

 

○  条  例  そ  の  他  

 

第 39 号 高知県民生委員定数条例議案 

第 40 号 高知県産学官民連携センターの設置及び管理に関する条例議案 

第 41 号 高知県立林業学校の設置及び管理に関する条例議案 

第 42 号 教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例議案 

第 43 号 高知県情報公開条例及び高知県個人情報保護条例の一部を改正する条例議案 

第 44 号 高知県行政手続条例の一部を改正する条例議案 

第 45 号 高知県手数料徴収条例及び高知県食品衛生法施行条例の一部を改正する条例議案 

第 46 号 知事等の給与、旅費等に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 47 号 知事等の給与、旅費等に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 48 号 地方自治法第 203 条の２に規定する者の報酬及び費用弁償に関する条例の一 

部を改正する条例議案 

第 49 号 高知県特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例議案 

第 50 号 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 51 号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 52 号 恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在 

職期間と職員の退隠料等の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例の 

一部を改正する条例議案 

第 53 号 知事、副知事及び教育長の退職手当に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 54 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案   

第 55 号 高知県調理師法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案   

第 56 号 高知県看護師等養成奨学金貸付け条例及び高知県助産師緊急確保対策奨学金 

貸付け条例の一部を改正する条例議案 

第 57 号 高知県医療施設耐震化臨時特例基金条例の一部を改正する条例議案 

第 58 号 高知県の事務処理の特例に関する条例及び高知県四万十川の保全及び流域の 

振興に関する基本条例の一部を改正する条例議案 

第 59 号 高知県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例議案 

第 60 号 高知県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

を改正する条例議案 

第 61 号 高知県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定 

める条例の一部を改正する条例議案 

第 62 号 高知県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準 

等を定める条例の一部を改正する条例議案 

 



 

 

第 63 号 高知県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例議案 

第 64 号 高知県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例議案 

第 65 号 高知県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条 

例の一部を改正する条例議案 

第 66 号 高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、 

設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例議案 

第 67 号 高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例議案 

第 68 号 高知県立高等技術学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 69 号 高知県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例議案 

第 70 号 高知県宅地建物取引業法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

第 71 号 高知県建築基準法施行条例の一部を改正する条例議案 

第 72 号 高知県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 73 号 高知県教育委員会委員定数条例の一部を改正する条例議案 

第 74 号 教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 75 号 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 76 号 高知県警察の設置及び定員に関する条例の一部を改正する条例議案 

第 77 号 高知県警察手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

第 78 号 高知県理学療法士養成奨学金貸与条例を廃止する条例議案 

第 79 号 高知県立塩見記念青少年プラザの指定管理者の指定に関する議案 

第 80 号 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

第 81 号 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

第 82 号 県が行う土木その他の建設事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

第 83 号 県が行う流域下水道の維持管理に要する費用に対する市の負担の変更に関す 

る議案 

第 84 号 包括外部監査契約の締結に関する議案 

第 85 号 国道 439 号社会資本整備総合交付金（木屋ヶ内トンネル）工事請負契約の締 

結に関する議案 

第 86 号 高知県公立大学法人がその業務に関して徴収する料金の上限の変更の認可に 

関する議案 



 

平成27年２月高知県議会定例会に提出予定の条例その他議案説明 
 

 

第 39 号 高知県民生委員定数条例議案 

（地域福祉政策課） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平

成25年法律第44号）の施行による民生委員法（昭和23年法律第198号）の一部改正に伴い、厚生労働

大臣が定めた基準を参酌して、民生委員の定数を定めようとするもの 

 

 

第 40 号 高知県産学官民連携センターの設置及び管理に関する条例議案 

（文化推進課） 

  県内外の高等教育機関、企業、研究機関等の多くの英知を導入しながら、産学官民が連携して行う

産業振興及び地域の課題解決に向けた様々な取組を推進し、もって県勢の浮揚につなげる施設として、

高知県産学官民連携センターを高知市に設置することとするとともに、その管理に関する事項を定め

ようとするもの 

 

 

第 41 号 高知県立林業学校の設置及び管理に関する条例議案 

（森づくり推進課） 

  本県の豊かな森林資源を活用した林業、木材産業等の振興を図るため、林業、木材産業等への就業

者を確保し、及び育成し、並びに森林及び林業に関する知識及び技術を習得する優れた人材を育成す

る施設として、高知県立林業学校を香美市に設置することとするとともに、その管理に関する事項を

定めようとするもの 

 

 

第 42 号 教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例議案 

（教育政策課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正を考慮し、特別職と

なる教育長の職務に専念する義務の特例に関し必要な事項を定めようとするもの 

 

 

第 43 号 高知県情報公開条例及び高知県個人情報保護条例の一部を改正する条例議案 

（文書情報課） 

  独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）の一部改正により、独立行政法人のうち、その役員及

び職員の身分が国家公務員とされているものが特定独立行政法人から行政執行法人になることに伴

い、関係条例について必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 44 号 高知県行政手続条例の一部を改正する条例議案 

（法務課） 

  行政手続法（平成５年法律第88号）の一部改正を考慮し、同法の規定の趣旨に合わせて、県の機関

がする行政指導の中止等を求めることができることとするとともに、法令に違反する事実がある場合

に県の機関等に対して是正のための処分等を求めることができることとする等必要な改正をしよう

とするもの 

 



 

第 45 号 高知県手数料徴収条例及び高知県食品衛生法施行条例の一部を改正する条例議案 

（法務課、医事薬務課、食品・衛生課、鳥獣対策課、環境対策課、建築指導課） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平

成26年法律第51号）の施行による食品衛生法（昭和22年法律第233号）、食鳥処理の事業の規制及び

食鳥検査に関する法律（平成２年法律第70号）及び土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）の一部改

正に伴う知事への権限移譲を考慮して食品衛生管理者及び食鳥処理衛生管理者に係る養成施設及び

講習会の登録並びに土壌汚染状況調査等を行う指定調査機関に係る指定等の申請に対する審査に係

る手数料を新たに徴収するほか、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号）及

び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）に係る事務の手数

料を新たに徴収することとするとともに、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）の施行による歯科技工法の一部を改正する

法律（昭和57年法律第１号）の一部改正により歯科技工士国家試験を都道府県が行うことが廃止され

ることに伴い当該試験に係る手数料を廃止するほか、保険業法等の一部を改正する法律（平成17年法

律第38号）に係る事務の手数料を廃止することとし、併せて長期優良住宅建築等計画の認定等の申請

において住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能評価書の活

用が認められることとなることに伴い当該申請に対する審査に係る手数料に新たな区分を設けるこ

ととする等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 46 号 知事等の給与、旅費等に関する条例の一部を改正する条例議案 

（行政管理課） 

  本県の厳しい経済状況及び財政状況を考慮し、知事等常勤の特別職の職員及び教育長の給料月額を

平成27年度の１年間、時限的に減額しようとするもの 

 

 

第 47 号 知事等の給与、旅費等に関する条例の一部を改正する条例議案 

（行政管理課） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正に伴い、教育長が

常勤の特別職とされることによる規定の整理をしようとするもの 

 

 

第 48 号 地方自治法第203条の２に規定する者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例議案 

（行政管理課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正により、教育長が教

育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表することとなり、教育委員会の委員長の職が廃止される

ことに伴い、当該職の者に支給される報酬及び旅費に係る規定を削除しようとするもの 

 

 

第 49 号 高知県特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例議案 

（行政管理課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）の施行に

よる教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

31年法律第162号）の一部改正を考慮し、特別職となる教育長の給料の額及び退職手当の支給基準に

ついて高知県特別職報酬等審議会の意見を聴くこととするよう必要な改正をしようとするもの 

 

 

 



 

第 50 号 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例議案 

（行政管理課） 

  特別の法律により設立された法人である高知商工会議所及び高知県園芸農業協同組合連合会に職員

を派遣することができることとする等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 51 号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例議案 

（職員厚生課） 

  職員の採用形態が多様化し、勤続期間が長期にならない職員についても在職期間中の公務への貢献

度をより的確に退職手当の額に反映させることができるよう退職手当の調整額について必要な改正

をするとともに、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）の一部改正に伴う引用規定の整理等

をしようとするもの 

 

 

第 52 号 恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間と職員 

の退隠料等の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例の一部を改正する条例議案 

（職員厚生課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正等に伴い、教育長等

を定義する規定の整備等をしようとするもの 

 

 

第 53 号 知事、副知事及び教育長の退職手当に関する条例の一部を改正する条例議案 

（職員厚生課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）の施行に

よる地方自治法（昭和21年法律第67号）、教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正に伴い、任期を３年とされる教

育長の退職手当の額の算定に係る規定について必要な改正をしようとするもの 

 

第 54 号 高知県税条例の一部を改正する条例議案 

（税務課） 

  市町村長の同意を得て行う個人の県民税に係る徴収及び滞納処分に関する事項を各県税事務所長に

委任することとするとともに、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（平

成26年法律第46号）の施行による地方税法（昭和25年法律第226号）の一部改正に伴い、鳥獣の保護

及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）の引用規定の整理をしようとするもの 

 

 

第 55 号 高知県調理師法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（健康長寿政策課） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平

成26年法律第51号）の施行による調理師法（昭和33年法律第147号）の一部改正に伴い、同法の引用

規定の整理をしようとするもの 

 

第 56 号 高知県看護師等養成奨学金貸付け条例及び高知県助産師緊急確保対策奨学金貸付け条例の 

一部を改正する条例議案 

（医療政策課） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平

成26年法律第51号）の施行による保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の一部改正により

養成所の指定の権限が厚生労働大臣から都道府県知事に移譲されることに伴い、関係条例について必

要な改正をしようとするもの 



 

第 57 号 高知県医療施設耐震化臨時特例基金条例の一部を改正する条例議案 

（医療政策課） 

  医療施設耐震化臨時特例基金事業が平成26年度末で完了する見込みとなったため、改めて基金の解

散期日を定めようとするもの 

 

             （変更前）         （変更後） 

設置期間（終期）    廃止の際    →   平成27年３月31日 

 

 

第 58 号 高知県の事務処理の特例に関する条例及び高知県四万十川の保全及び流域の振興に関す  

る基本条例の一部を改正する条例議案 

（医事薬務課、環境共生課） 

  知事の権限に属する事務のうち、高知県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例（平成13

年高知県条例第４号）に基づく事務を協議の調った市が処理することができるようにするとともに、

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

25年法律第44号）の施行による医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

（昭和35年法律第145号）の一部改正等に伴い市に移譲される知事の権限に属する事務に係る規定を

削除する等必要な改正をしようとするもの 

 

 

 

第 59 号 高知県介護保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  厚生労働大臣が３年ごとに定める財政安定化基金拠出率を規定する介護保険の医療保険者の納付金

の算定等に関する省令（平成11年厚生省令第43号）が介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平

成26年厚生労働省令第135号）の施行により一部改正されることに伴い、財政安定化基金拠出率を標

準として定める市町村の拠出率を改めるとともに、これまでの高知県介護保険財政安定化基金の運営

状況を考慮し、介護保険法（平成９年法律第123号）の規定により県が当該基金に繰り入れなければ

ならない額の算定の基礎となる当該拠出率の特例を平成29年度まで延長することとする等必要な改

正をしようとするもの 

 

 

第 60 号 高知県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条 

例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）の施行による特別養

護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）の一部改正を考慮し、地域密

着型特別養護老人ホームに置くべき職員に関する基準について、サテライト型居住施設の本体施設で

ある場合の職員の数の算出方法を追加する等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 61 号 高知県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一 

部を改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）の施行による指定居  

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）の一部改正を考

慮し、訪問介護又は通所介護を介護予防・日常生活支援総合事業と一体的に実施する場合の人員等に

関する基準について定めるとともに、指定通所介護事業者及び指定療養通所介護事業者に対して夜間

及び深夜のサービス提供について開始前の届出を義務付ける等必要な改正をしようとするもの 



 

第 62 号 高知県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条 

例の一部を改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令附則第２条第３号及び第４条第３号の規定によりなお

その効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令（平

成27年厚生労働省令第10号）の施行による指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生

労働省令第35号）の一部改正等を考慮し、指定介護予防通所介護事業者に対して夜間及び深夜のサー

ビス提供について開始前の届出を義務付けるとともに、指定介護予防訪問介護事業所に置くべきサー

ビス提供責任者の員数について新たな基準を追加する等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 63 号 高知県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）の施行による介護老

人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号）の一部改正を

考慮し、サテライト型小規模介護老人保健施設及び医療機関併設型小規模介護老人保健施設に置くべ

き従業者の員数に関する基準について言語聴覚士に関する部分を追加する等必要な改正をしようと

するもの 

 

第 64 号 高知県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を 

改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）の施行による健康保

険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚

生省令第41号）の一部改正を考慮し、老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である指定介護療養型

医療施設が設けるべき構造設備の名称について必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 65 号 高知県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部を 

改正する条例議案 

（高齢者福祉課） 

  介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成27年厚生労働省令第４号）の施行による指定居

宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）の一部改正を考慮し、

指定居宅介護支援の具体的取扱方針について新たな事項を追加する等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 66 号 高知県指定障害児通所支援事業者等が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営 

に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例議案 

（障害保健福祉課） 

  児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働

省令第15号）の一部改正を考慮し、基準該当児童発達支援事業所とみなされる施設を追加することと

し、そのために満たすべき要件を定めるとともに、指定放課後等デイサービス事業所について主とし

て重症心身障害児を通わせる場合の基準を追加する等必要な改正をしようとするもの 

 

 



 

第 67 号 高知県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

の一部を改正する条例議案 

（障害保健福祉課） 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準及び厚生労働省関係構造改革特別区域法第34条に規定する政

令等規制事業に係る省令の特例に関する措置を定める省令の一部を改正する省令（平成27年厚生労働

省令第５号）の施行による障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）

の一部改正を考慮し、基準該当生活介護又は基準該当短期入所を提供する事業所とみなされる施設を

追加することとし、そのために満たすべき要件を定めるとともに、指定共同生活援助事業所における

従業者以外の者による居宅介護等の利用に係る経過措置期間を延長しようとするもの 

 

 

第 68 号 高知県立高等技術学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例議案 

（雇用労働政策課） 

  事業主からの要望等を踏まえ、雇用されている労働者等を対象者とする普通職業訓練以外の職業訓

練を高知県立高等技術学校において新たに行うこととするとともに、当該普通職業訓練以外の職業訓

練に係る受講料を徴収することとする等必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 69 号 高知県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例議案 

（林業環境政策課） 

  森林整備加速化・林業再生事業の実施に係る国の通知が一部改正されたことに伴い、一部の事業の

実施期間の延長が可能となるよう必要な改正をしようとするもの 

 

             （変更前）         （変更後） 

設置期間（終期）  平成27年３月31日  →    廃止の際 

 

 

第 70 号 高知県宅地建物取引業法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（住宅課） 

  宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）の一部改正等を考慮し、宅地建物取引主任者が宅地建物

取引士とされることに伴う必要な改正をするとともに、自己都合による宅地建物取引主任者証の宅地

建物取引士証への切替えが認められること等を踏まえて宅地建物取引士証の再交付に係る手数料を

新たに徴収しようとするもの 

 

 

第 71 号 高知県建築基準法施行条例の一部を改正する条例議案 

（建築指導課） 

  建築基準法（昭和25年法律第201号）の一部改正により建築物の計画について必要な構造計算適合性

判定を建築主が直接指定構造計算適合性判定機関に申請することとなることに伴い、建築物に関する

構造計算適合性判定の手数料について、当該指定構造計算適合性判定機関による構造計算適合性判定

の実施が困難となった場合に知事が行うこととなるときに徴収する手数料として、その額の改定をす

る等必要な改正をしようとするもの 

 

第 72 号 高知県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例議案 

（電気工水課） 

  小水力発電所として、新たに土佐郡土佐町に水源のさと石原「北郷」発電所を設置し、経営するこ

ととするよう必要な改正をしようとするもの 



 

第 73 号 高知県教育委員会委員定数条例の一部を改正する条例議案 

（教育政策課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正により、教育長が教

育委員会の委員でなくなることを考慮し、教育委員会の組織について必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 74 号 教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例議案 

（教育政策課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）の施行に

よる教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）の一部改正等を考慮し、特別職となる教育長の勤務時

間その他の勤務条件を定めようとするもの 

 

 

第 75 号 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例議案 

（教職員・福利課） 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）の一部改正に伴い、同法の引用

規定の整理をしようとするもの 

 

 

第 76 号 高知県警察の設置及び定員に関する条例の一部を改正する条例議案 

（警務課） 

  地方警察官の定員の基準を定めた警察法施行令（昭和29年政令第151号）が一部改正されることに伴

い警察官の階級別定員を改めるとともに、定年退職者等を短時間勤務の職に採用することに伴い警察

職員の定員について必要な改正をしようとするもの 

 

 

第 77 号 高知県警察手数料徴収条例の一部を改正する条例議案 

（交通企画課、運転免許センター） 

  運転免許等に関する手数料の標準を定めた道路交通法施行令（昭和35年政令第270号）の一部改正等

を考慮して運転免許等に係る手数料の額を改定するとともに、道路交通法（昭和35年法律第105号）

の一部改正に伴い新たに行うこととなる自転車の運転による交通の危険を防止するための講習に係

る手数料を徴収することとしようとするもの 

 

 

 

第 78 号 高知県理学療法士養成奨学金貸与条例を廃止する条例議案 

（医療政策課） 

  その目的を達成した高知県理学療法士養成奨学金貸与条例を廃止しようとするもの 

 

第 79 号 高知県立塩見記念青少年プラザの指定管理者の指定に関する議案 

（生涯学習課） 

高知県立塩見記念青少年プラザの指定管理者の指定について、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第244条の２第６項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 (１) 施設の名称 

高知県立塩見記念青少年プラザ 

(２) 指定管理者となる団体の主たる事務所の所在地及び名称 

高知市中秦泉寺365番地２ 

特定非営利活動法人たびびと 



 

(３) 指定期間 

平成27年４月１日から平成28年３月31日まで 

 

 

第 80 号 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

（農業基盤課） 

県が行う土地改良事業のうち、農村災害対策整備事業の事業に要する経費の一部について関係市町

村が負担すべき金額を変更するため、地方財政法（昭和23年法律第109号）第27条第２項及び土地改

良法（昭和24年法律第195号）第91条第６項において準用する同法第90条第10項の規定により、県議

会の議決を求めるもの 

 

 

第 81 号 県が行う土地改良事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

（農業基盤課） 

県が行う土地改良事業のうち、かんがい排水事業、中山間地域総合整備事業、県営ため池等整備事

業及び農村災害対策整備事業の事業に要する経費の一部について関係市町村が負担すべき金額を変

更するとともに、震災対策農道整備事業の事業に要する経費の一部について関係市の負担を廃止する

ため、地方財政法（昭和23年法律第109号）第27条第２項及び土地改良法（昭和24年法律第195号）第

91条第６項において準用する同法第90条第10項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

第 82 号 県が行う土木その他の建設事業に対する市町村の負担の一部変更に関する議案 

（公園下水道課） 

県が行う土木その他の建設事業のうち、都市計画事業の流域下水道事業（災害復旧に関する工事を

含む。）に要する経費の一部について関係市町村が負担すべき金額を変更するため、下水道法（昭和

33年法律第79号）第31条の２第２項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 83 号 県が行う流域下水道の維持管理に要する費用に対する市の負担の変更に関する議案 

（公園下水道課） 

県が行う流域下水道の維持管理に要する費用の一部について関係市が負担すべき金額を変更する

ため、下水道法（昭和33年法律第79号）第31条の２第２項の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

 

第 84 号 包括外部監査契約の締結に関する議案 

（行政管理課） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の27第２項に規定する包括外部監査契約を、弁護士で

ある高知市上町一丁目１－11奥田ビル２階松本隆之と締結するため、同法第252条の36第１項の規定

により、県議会の議決を求めるもの 

 

(１) 契約の目的 

当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

(２) 契約の始期 

平成27年４月１日 

(３) 契約の金額 

1,100万円を上限とする額 

(４) 契約の相手方 

住所 高知市上町一丁目１－11奥田ビル２階 

氏名 松本 隆之 

資格 弁護士 



 

第 85 号 国道439号社会資本整備総合交付金（木屋ヶ内トンネル）工事請負契約の締結に関する議案 

（建設管理課） 

国道439号社会資本整備総合交付金（木屋ヶ内トンネル）工事を施行するための請負契約の締結につ

いて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第５号及び高知県契約条例（昭和39年高知県

条例第２号）第２条の規定により、県議会の議決を求めるもの 

 

(１) 工事名 

国道439号社会資本整備総合交付金（木屋ヶ内トンネル）工事 

(２) 契約の方法 

一般競争入札 

(３) 契約金額 

861,840,000円 

(４) 契約の相手方 

高知市日の出町２番12号 

四国
しこく

開発
かいはつ

・南国
なんごく

建興
けんこう

・テスク特定建設工事共同企業体 

(５) 完成期限 

平成28年８月31日 

 

 

第 86 号 高知県公立大学法人がその業務に関して徴収する料金の上限の変更の認可に関する議案 

（私学・大学支援課） 

高知県公立大学法人がその業務に関して徴収する料金の上限を変更しようとするので、これを認可

することについて、地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第23条第２項の規定により、県議

会の議決を求めるもの 
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１ 平成27年度一般会計当初予算（案）のポイント 

全国に先駆けて人口減少が進む中、人口減少による負のスパイラルを克服するため、国のまち・ひと・しごと創生関連
予算を積極的に活用し、課題解決先進県を目指した力強い取組を推進！ 

５ つ の 基 本 政 策  

 日本一の健康長寿県づくり ～第2期日本一の健康長寿県構想ver.4の推進～ 

     県民の健康づくりの支援や在宅療養ができる環境整備、 

                                      地域福祉活動を支える高知型福祉の基盤整備を推進 

 経済の活性化  ～第２期産業振興計画 ver.４の推進～ 

     これまでの産業振興計画の取り組みを土台に、 

            「地産」「外商」をさらにパワーアップさせ、高い次元の新しいステージへ 

 南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化  ～高知県南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～ 

       命を守る対策に引き続き最優先で取り組み、 

            助かった命をつなぐための応急期の対策を充実・強化 

 教育の充実と子育て支援  ～高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～ 

   目標達成に向けた「知」「徳」「体」のさらなるステップアップに向けた取り組みの推進 

  インフラの充実と有効活用 
    公共土木施設（河川・海岸堤防等）や学校施設の耐震化など事前防災対策を加速化 

５つの基本政策に横断的に関わる政策 

 少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大 
    待ったなしの少子化対策を抜本強化し、女性の活躍の場の拡大に向けた取組を強化 

 中山間対策の充実・強化 
        集落活動センターの普及・拡大を中心に、中山間地域の生活を守り、産業をつくる対策を充実・強化 

人口減少の 
負のスパイラルを克服！ 

Ｈ26 205億円 → H27   153 (195) 億円 
    

Ｈ26 362億円 → H27   399億円     

Ｈ26 200億円 → H27  202   (203) 億円    

Ｈ26 993億円 → H27  1,000億円    

Ｈ26 250億円 → H27  258  (277) 億円    

Ｈ26 83億円 → H27  92 (94) 億円    

１ 

２ 

３ 

4 

5 

※対前年減は、バイオマス発電事業補助（△35億円）終了 
  やＧＮＤ基金補助事業（△12億円）の減によるもの 

Ｈ26 407億円 → H27   407  (409)億円    

ポイント１ 

※【 】は２月補正予算への前倒し 

  分を含んだ額 
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若者の学ぶ場の創設 
教育の充実 

 ～全国一学びの機会が多い県づくりを目指して～ 

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速 
   インフラの充実と有効活用 

経済規模の縮小 
若者の県外流出 

過疎化・高齢化の 
同時進行による孤立化 

中山間地域の衰退 

少子化の加速 

特に 

さらなる 
 人口減少の危機！ 

人口減少の 
負のスパイラル 地産外商 

移住促進 

「高知型福祉」の実現 
 ＝「あったかふれあいセンター」 

 地域の拠点づくり 
 ＝「集落活動センター」 

 出会い・結婚・子育ての 

 ライフステージに応じた課題に 
 ワンストップで総合的に支援 

日本一の健康長寿県づくり 
～「日本一の健康長寿県構想」の推進～ 

中山間対策の充実・強化 

 ～中山間地域の生活を守り、産業をつくる～ 

少子化対策の抜本強化と 
女性の活躍の場の拡大 

 対策を下支え  

経済の活性化 
 ～「高知県産業振興計画」の推進～ 真

正
面
か
ら
受
け
止
め
て
対
策
を
推
進 

コンセプト 

（参考） 課題解決先進県を目指した高知県の取り組み（人口減少対策の全体像）

負のスパイラルの 
危機を克服！ 
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財政調整的基金残高は 
昨年の9月推計比で54億円増加

○Ｈ26.9月収支見通し時159億円 
  → 当初予算編成後のＨ27年度末見込213億円 

県税・地方消費税清算金の大幅増により、前年度を大きく上回る一般財源を確保

３,０９８億円と対前年比116億円の増（対前年度比＋3.9％） 

県債残高は21億円減少 
（ 5,000億円を切るのは21年ぶり） 

  ○Ｈ26末見込5,017億円 →Ｈ27末推計4,996億円 
                  臨時財政対策債（※）を除く    

南海トラフ地震対策をはじめ、直ちに講ずべき対策に積極的に対応 
 
南海トラフ地震対策関連予算の推移 
  H23当初:108億円 → H24当初:169億円 → H25当初:256億円 → H26当初：362億円 → H27当初：399億円  

退職手当が増額する見込みにも関わらず、増加した一般財源を活用し、退職手当債の発行を前年度比
10億円減の30億円に抑制して将来負担を軽減。あわせて、財政調整的基金の取り崩しを抑え、将来
への備えを確保 
（退職手当債の過去の発行実績） 
  H20：38.5億円、H21：33.3億円、Ｈ22・23：ー、 H24：35億円、H25：40億円、H26：40億円 

①行政のスリム化の推進、②国の有利な財源の活用、③課題解決先進枠の活用による積極的
なスクラップアンドビルドなどにより、歳入の確保と歳出削減に積極的に取り組む 
 

①行政のスリム化の効果 △7.0億円（定数削減  知事部局△0.3億円、教育委員会△6.7億円） 
②地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）の活用 26億円（H26.2月補正前倒し） 
③課題解決先進枠28億円（Ｈ26:27億円）→ 事業見直し効果△14.7億円、見直し件数152件 
                               （Ｈ26:△14.6億円、145件） 

歳入の確保・歳出削減の取り組み 

中 長 期 的 な 財 政 運 営 を 見 据 え た 財 源 不 足 額 へ の 対 応  

基金残高と県債残高のバランスをと
りながら、今後も安定的な財政運営
に取り組む。 

予算編成後の財政調整的基金残高（見込） 

H26年度予算の執行段階での精査等によ
り、基金の取崩を一部取り止め(68億円)。
当初推計以上の基金残高を確保 

+54 

+62 

平成26年度末残高 
（H26.2月補正後） 

平成27年度末残高
（H27当初予算後） 

（億円） 

臨時財政対策債を除く県債残高 

21億円減 

Ｈ26.９月推計 

財源不足額は127億円（退職手当債除き97億円） 
○Ｈ26年9月推計時の財源不足額118億円（退職手当債除き88億円）  
（参考）財源不足額の推移(当初予算時）H21:174億円 H22:52億円 H23:51億円 H24:134億円 H25:141億円 Ｈ26:104億円 

課題解決のための積極型予算を編成するも、実質的な県債残高の 
減少傾向を維持しつつ、財政調整的基金残高を一定確保 

（※）臨時財政対策債：本来地方交付税で措置されるべき額につい
て、国の財政事情が厳しいことから、臨時的に地方債として配分され
ているもの。後年度、元利償還金の全額が地方交付税で措置される。 

臨時財政対策債（※） 

県債残高の推移（普通会計ベース） 

経済の活性化対策、南海トラフ地震対策などを大幅に加速しながらも、財政の健全性を確保 

ポイント２ 
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（参考１）   「地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金」への対応について

 

１ 趣  旨  地方公共団体による地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と、これに関する優良施策等の実施に対し、国が支援 

２ 総  額  1,700億円（基礎交付：1,400億円、上乗せ交付：300億円） 

３ 対象事業  ①地方版総合戦略の策定、②地方版総合戦略における「しごとづくりなど」の事業（メニュー例：UIJターン助成、地域しごと支援 

        事業等、創業支援・販路開拓、観光振興・対内直接投資、多世代交流・多機能型ワンストップ拠点（小さな拠点）、少子化対策） 

（1） 概   要 

 1   本県への交付見込み額 1,458百万円 ※上乗せ交付の可能性あり 

 2   交付金活用事業    2,566百万円（平成26年度２月補正予算計上） 

  本県の地方版総合戦略に掲載予定であり、かつ、国のメニュー例に該当し、他地域に比べて新規性や先行性が認められる事業を選定 

【主な交付金活用事業】 
 
 

（２）本県での活用 

 

１ 趣  旨  地方公共団体が実施する、地域における消費喚起策やこれに直接効果を有する生活支援策に対し、国が支援 

２ 総  額  2,500億円 

３ 対象事業  地方公共団体が策定する実施計画に定めた事業（メニュー例：プレミアム付商品券、ふるさと名物商品券・旅行券等） 

② 地域消費喚起・生活支援型 

（1） 概   要 

 1   本県への交付見込み額 988百万円  

 2   交付金活用事業    988百万円（平成26年度2月補正予算計上） 

（域外消費喚起）一時的な消費喚起にとどまらず、今後の誘客や外商につながる事業を展開（域内消費喚起）市町村が実施する事業を最大限支援 

【主な交付金活用事業】 
 
 

（２）本県での活用 

① 地方創生先行型 

○ 高知家プレミアム旅行券（仮称）発行事業（560百万円） 
   龍馬パスポート参画施設で利用可能なプレミアム旅行券発行（龍馬パスポート（青）付き） 

○ まるごと高知プレミアム商品券販売事業（27百万円） 
   「まるごと高知」で利用可能なプレミアム商品券販売 

○ 県産品販路拡大事業（28百万円） 
   全国商工会連合会の地域特産品通販サイトの本県掲載商品を増やし、販売促進 

 

域外消費喚起 

○ 地域内消費喚起事業（223百万円） 
     商工会・商工会議所が行う地域プレミアム商品券の発行を支援 
                                     （例：上乗せプレミアム） 

○ 安心子育て応援事業（149百万円） 
     市町村が実施する子育て支援事業を支援（例：子育て世帯に対する 
   プレミアム商品券の上乗せ割引） 

域内消費喚起 

○地方版総合戦略策定経費（6百万円）   ○産業振興計画策定関係経費（8百万円） 
 
 
 
 
 

 
 

○移住促進事業費（136百万円）  ○地産外商推進事業費（213百万円）  
○海外経済活動拠点事業費（178百万円）      ○広域観光総合支援事業費（155百万円）   
○おもてなし基盤整備事業費（34百万円）       ○産学官連携推進事業費（44百万円）  
○事業承継・人材確保支援事業費（117百万円） 等 

戦略策定 

産業振興 

○あったかふれあいセンター事業費（189百万円）  
○保育サービス促進事業費（76百万円） 等 
 
 

 
 

福祉 

○集落活動センター推進事業費（243百万円） 
○地域交通維持対策事業費（116百万円）  等 

中山間・交通 
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① H25年度に当初予算で創設した「課題解決先進枠」（※）を拡充し、課題解決先進県を目指す事業へ予算の重点配分を実施 
   ※H25年度予算から削減した額の1.5倍（一般財源ベース）まで課題解決先進枠として要求可能とする仕組み 

② 費用対効果の観点から、既存事業を積極的に見直し、創意工夫による事業の組み替えやバージョンアップを促進するため、経常的経
費について△５％のマイナスシーリングを設定。 

 
 
 

 
 
【経済の活性化】  19.7億円 
 ・高知家プロモーションのさらなる推進 
 ・事業承継・人材確保センターの設置 
 ・産学官民連携センターの設置 
 ・小規模林業者の活動支援 
 ・ 「高知家の魚 応援の店」等を活用した水産物の販路拡大 
 ・機械系も含めた輸出振興   など 
 

【日本一の健康長寿県づくり】 1.2億円 
 ・がん検診の受診促進の取組を支援 
 ・難病相談支援センターの設置 
 ・要配慮高齢者向け住まいの確保対策   など 
 

【教育の充実と子育て支援】 3.6億円 
 ・厳しい環境にある子どもたちへの支援充実  
 ・スポーツ推進プロジェクトの推進  など 
 

【中山間対策の充実・強化】 1億円 
   ・集落活動センターの経済活動の拡充の取組を支援 など         

 
 
 

 

○補助事業の見直し：10.8億円（51件） 

 当初の補助目的の達成状況や実際のニーズ等を踏まえた見直し 

  【例】・木質バイオマスボイラー導入に対する補助金  
          →木質バイオマスボイラーの普及が一定進んできたことから、 
      県単独の継ぎ足し補助率を見直し（補助率1/２→１/４） 
     ・ショートステイ整備促進事業費補助金等 
        →整備の進捗状況等を踏まえた補助事業の廃止             など 
 
                     ○事務事業の見直し：3.9億円（101件） 

 事業効果の検証や事業手法の精査等を通じた見直し  

  【例】・インターネット動画配信システム運用保守委託料 
     →「こうちインターネット放送局」の動画を無料コンテンツで配 
      信することにより経費を削減 
     ・校内研修を活性化させるためのリーダー育成研修 
             →各校の研究主任が一定のスキルを身につけたことから集合研修は廃    
      止し、指導主事等による研修の充実へ移行することで経費を削減。 
     ・鳥獣被害対策事業費 
     →モデル集落での対策事業は効果が実証されたため廃止し、その成果  
      を県内全域へ普及・拡大させる事業へと見直し  

         

（参考２）課題解決先進枠の拡充による予算の重点化と事業のスクラップ＆ビルド 
～課題解決先進県を目指した事業のさらなるバージョンアップ～ 

 

① H25年度当初予算で創設した「課題解決先進枠」（※）を拡充し、課題解決先進県を目指す事業へ予算の重点配分を実施 
   ※H26年度予算から削減した額の1.5倍（一般財源ベース）まで課題解決先進枠として要求可能とする仕組み 

② 費用対効果の観点から、既存事業を積極的に見直し、創意工夫による事業の組み替えやバージョンアップを促進するため、経常的経費に 
   ついて△５％のマイナスシーリングを設定 

 平成27年度当初予算編成方針のポイント 

 事業の見直し 

（H26：6.6億(34件)） 

（H26：8.0億(111件)) 

H26：約14.6億円（145件） 

⇒ H27：約14.7億円（152件）（＋0.1億円、＋7件） 

 課題解決先進枠  ～新たな課題への対応～ 2 

H26：約27億円  ⇒  H27：約２８億円（＋１億円） 

平成27年度当初予算では、前年度を上回る事務事業の見直しにより、課題解決先進枠を拡充し、課題解決先進県を目指
した事業をさらにバージョンアップ → 予算の重点化と大幅な事業のスクラップ＆ビルドを実現 

１ 
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

推計

H27

推計

7,156 6,889 6,613 6,372 6,201 5,944 5,744 5,443 5,218 5,081 5,044 5,017 4,996 

795 1,113 1,347 1,547 1,705 1,898 2,304 2,758 3,042 3,249 3,446 3,548 3,646

7,951 8,002 7,960 7,919 7,906 7,842 8,048 8,201 8,260 8,330 8,490 8,565 8,642

4,232 4,136 4,187 4,282 4,337 4,340 4,456 4,527 4,584 

2,767 2,748 2,773 2,891 2,889 2,868 2,840 2,868 2,986 

720 714 743 754 807 824 

847 
993 1,000 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

歳出総額 一般財源総額 普通建設事業費（補助＋単独） 

※ 臨時財政対策債 
  本来地方交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、臨時的に 
 地方債として配分されているもの。後年度、元利償還金の全額が地方交付税で措置される。 

一般会計当初予算等の推移 

県債残高の推移（普通会計ベース） 

２ 平成2７年度一般会計当初予算（案）の全体像 

臨時財政対策債を除く県債
残高 

21億円減 

（単位：億円） 臨時財政対策債 

全額交付税 
措置あり 

県の実質的 
な借金 

▲ ▲ 

1,140 1,079 

※一般財源＝地方税＋地方消費税清算金＋地方譲与税＋地方交付税等 ※H25～27年度当初予算
額に経済対策分の補正予
算額を合計した金額 

（単位：億円） 

▲ 
1,083 

（１）歳    入 （単位　百万円、％）

比較 前年度比増減

金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 （C)=(A)-(B) (C)/(B)

309,838 67.6 298,183 65.9 11,655 3.9

県 税 60,735 13.2 53,414 11.8 7,321 13.7

地方 消費 税清 算金 26,189 5.7 16,384 3.6 9,805 59.8

地 方 譲 与 税 14,025 3.1 14,391 3.2 △ 366 △ 2.5

197,668 43.1 202,569 44.7 △ 4,901 △ 2.4

( う ち 地 方 交 付 税 ) ア (172,179) (37.6) (172,856) (38.2) (△ 677) (△ 0.4)

( う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ) イ (25,489) (5.6) (29,713) (6.6) (△ 4,224) (△ 14.2)

財 調 基 金 取 崩 ウ 2,000 0.4 2,000 0.4

そ の 他 9,221 2.0 9,425 2.1 △ 204 △ 2.2

148,614 32.4 154,518 34.1 △ 5,904 △ 3.8

国 庫 支 出 金 65,542 14.3 59,097 13.1 6,445 10.9

県 債 エ 46,967 10.2 39,595 8.7 7,372 18.6

( う ち 退 職 手 当 債 ) オ (3,000) (0.7) (4,000) (0.9) (△ 1,000) (△ 25.0)

減 債 基 金 （ ル ー ル 外 分 ） カ 7,715 1.7 4,367 1.0 3,348 76.7

そ の 他 28,390 6.2 51,459 11.4 △ 23,069 △ 44.8

458,452 100.0 452,701 100.0 5,751 1.3

72,456 15.8 69,308 15.3 3,148 4.5

12,715 2.8 10,367 2.3 2,348 22.6

（２）歳    出 （単位　百万円、％）

比較 前年度比増減

金額(A) 構成比 金額(B) 構成比 （C)=(A)-(B) (C)/(B)

353,763 77.2 351,076 77.6 2,687 0.8

人 件 費 120,050 26.2 118,804 26.2 1,246 1.0

（うち退職手当を除く） (106,301) (23.2) (107,099) (23.7) (△ 798) (△ 0.7)

扶 助 費 12,021 2.6 11,043 2.4 978 8.9

公 債 費 69,497 15.2 75,643 16.7 △ 6,146 △ 8.1

そ の 他 152,195 33.2 145,586 32.2 6,609 4.5

104,689 22.8 101,625 22.4 3,064 3.0

普 通 建 設 事 業 費 100,004 21.8 99,299 21.9 705 0.7

( う ち 公 共 事 業 等 ) (57,733) (12.6) (51,009) (11.3) (6,724) (13.2)

補 助 事 業 費 70,166 15.3 59,207 13.1 10,959 18.5

単 独 事 業 費 29,838 6.5 40,092 8.9 △ 10,254 △ 25.6

災 害 復 旧 事 業 費 4,685 1.0 2,326 0.5 2,359 101.4

458,452 100.0 452,701 100.0 5,751 1.3

(2) 投 資 的 経 費

 総計　(1)+(2)

県債計
(ｲ+ｴ:再掲)

財源不足額
(ｳ+ｵ+ｶ:再掲)

区    分
平成27年度 平成26年度

(1) 経 常 的 経 費

地 方 交 付 税 等 ( ア + イ )

(2) 特 定 財 源

 総計　(1)+(2)

区    分
平成27年度 平成26年度

(1) 一 般 財 源
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●移住促進 
 ・高知家プロモーションと連動した多様な情報発信  
 ・移住希望者への情報提供、サポート  ・人財誘致  等   
 （移住者数）Ｈ23：120組⇒Ｈ25:270組 
                  ※H26：286組（12月末現在） 
          

●産業人材の育成、担い手の確保 
 
 
 （受講者数）H25：32科目に延べ1,648人 
 
 

●設備投資への支援 

          

地産外商の成果を 

拡大再生産へ！ 

４年後の数値目標の達成はもとより、 
更にその先の高い次元の新しいステージを目指す  

 

《第一次産業》 
 

●農業 
 ・学び教えあう場の拡大 
 ・IPM技術の普及  ・集落営農の拡大 
 ・次世代施設園芸団地の整備 等 
 

●林業 
 ・森の工場の整備 

 ・大型製材工場や木質バイオマス発電の稼動 
 ・CLTの推進  等 
 

●水産業 
 ・カツオ等の県内水揚げ促進 
 ・養殖漁業の振興  ・水産加工の推進 等 

 

「
地

産

」
の

強

化

 

新たな技術の普及により、高品質・高収
量を実現する施設園芸農業を展開 

外商の強化により、「高知家の魚」の商流を
拡大させ、更に新たなビジネスにも挑戦 

こうち 
新施設園
芸システム 

拡  県内各地に普及 
   県内外から 
  経営体を誘致 

新 

農
業 

水
産
業 

A材（良質材）→ 
高知おおとよ製材 

    ←B材（中質材） 
 
 

←C材・D材（低質材） 
  木質バイオマス発電 

 CLT関連産業スタート 
（ラミナ工場の整備への支援等） 

 

新 

マグロ・カンパチ人工種苗の種苗生産・中間育成 

◆少量多品種の特性を生かした展開 

◆新たなビジネスへの挑戦 

拡 

拡 

 
●食品加工の推進 
 ・マーケットイン型商品づくり 
 ・食品表示の適正化、生産管理の高度化 等 
  

●ものづくりの振興 
 ・ものづくりの地産地消の推進 
 ・成長分野育成研究会 等 
 

●防災関連産業の振興 
 ・防災関連製品の認定 ・製品の開発支援 等 
 

●地域アクションプランの推進 
 

徹底した一貫サポートにより、本県の
ものづくり力、商品力を更に強化 

 支援体制と支援制度を強化 拡 

○ものづくり地産地消・外商センターの一貫サポート 

地域が一体となった戦略的な観光地づくりを進め、更に国際観光を抜本強化 

拡 ・H27「こうち家・まるごと東部博」 
 H28「奥四万十博」 
・旅行商品造成システムの構築 

●外商支援 
 ・地産外商公社の外商支援 
  (成約件数)Ｈ21：178件⇒Ｈ25：3,333件 
 

 ・ものづくり地産地消・外商センターの外商支援 
  (売上高)Ｈ24：2.5億円⇒Ｈ25：16.2億円 
 

 ・県内外でのフェア・商談会等の開催 
  (開催件数)H20：13件⇒H25：188件 
 

●貿易振興 
 ・ユズを中心とした輸出促進 
 ・海外での展示・商談会、物産展の開催 等   

引き続き、県内事業者の外商活動を
後押しし、更に輸出振興を本格化 

人口減少社会に対応し、人財確保・事業承継の取組を
本格化、更に第一次産業の担い手確保対策を強化 

事業承継・人材確保 
支援センター 

新 移住促進、人財誘致 
の取組 

拡 「林業学校」の開設 
 

就農支援体制の強化 
連 動 

事業承継者や中核人材を確保 
 ⇒ 休廃業件数の減少、企業の成長 

新 

拡 

担い手を確保 
 ⇒ 農林水産業の更なる振興 

観光商品
をつくる 

ＰＲする もてなす 

産学官民が連携し、 
     イノベーションを創出 

 
 
 

●観光の振興 
  ・観光拠点づくり 
  ・広域観光の推進 
  ・旅行商品の作成、磨き上げ支援 
  ・広報、セールス活動 
  ・観光人材の育成 

 
・「台湾」国際観光推進拠点を整備 
・「香港」国際観光団体に職員派遣 

新 

◆国内に加え、国際観光でも、次のサイクルを連動させて推進 

知の
拠点

交流
の拠点

人材育成
の拠点

高知県産学官民連携センター 新 

・県内外の産学官民の英知を導入 
 

・外部との交流を促進 

《国内》 
○地産外商公社の活動範囲を、 
    首都圏中心から、関西・中部、中国、四国、九州に拡大 
○ものづくり地産地消・外商センターの支援機能を強化 
 
 

 
《海外》 
 

○輸出振興拠点を台湾に整備、 
  貿易コーディネーターを増員  

拡 

拡 

◆食品に加え、機械系も含めた輸出振興を本格化 

 （県外観光客入込数） 
     Ｈ21：315万人⇒Ｈ25:407万人 

本県の強みである 
    紙産業の競争力を更に強化 

○紙産業技術センター 
  の機能強化 
 

○新技術、高付加価 
  値製品の開発支援 

拡 

拡 

「
外

商

」
の

推

進

 

ビジネスプラ
ン策定 

試作品発 
商品開発 

販路開
拓・拡大 

「地産の強化」「外商の推進」更に「拡大再生産」へ 

事業拡大 
雇用創出 新たな事業展開

を支援 

・学び教え
あう場 

・集落営農 
 

漁
村 

・高知家の魚
応援の店 

・築地にっぽん
漁港市場 

 

ＪＦ 

こうち 

 （鮮魚等の販売） 

 加工も強化 

《外商強化》 

拡 

一貫サポートにより、企業の事業
拡大に向けた挑戦を全力で応援 

 
○ものづくり企業に加え、食品企業も一貫サポート 
 

○ものづくり地産地消・外商センターの支援機能を
強化 

   

○ものづくりに関する複数の補助金をパッケージ化 
  設備投資の制度も拡充 
 

《機能強化》 拡 

拡 

拡 

拡 

農業担い
手育成 
センター 

構築した川上から川下までの仕組みを生
かして、森の資源を余すことなく活用 

林
業 

原木増産 
の強化 収量

倍増

大規模施設園芸団地

高軒高を中心とする
大規模次世代ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代ハウス

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収量
15～30％UP

収量
30～50％UP

《第一次産業》 

《関連産業の振興》 

３－（１） ５つの基本政策関連予算のポイント 

経済の活性化 ～第２期産業振興計画ver.4の推進～                            Ｈ27：153億円(195億円） Ｈ26：205億円 → 
（ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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 ○ 本県では、全国に先駆けて人口が減少する中、人口減少による負のスパイラルの克服のため、産業振興計画に基づき、

第１次産業や製造業等の「地産」を強化し、県外や海外市場に向けた「外商」に取り組んできた。 

 ○ その結果、外商件数の大幅増など一定の成果も見え始めているが、計画目標である「地産外商が進み、地域地域で若    
   者が誇りと志を持って働ける高知県」の実現のため、これまでの取り組みを土台に、「地産」「外商」をそれぞれ更にパワー 
   アップさせ、４年後の数値目標の達成はもとより、その先の高い次元のステージを目指す（第２期産業振興計画をバージョ 
   ン４へと改定）。 

経済の活性化 ～第２期産業振興計画ver.4の推進～                 Ｈ27：153億円(195億円） 

 ○ 地産外商活動の全国展開をさらに強化するとともに、これまでの食品に加え、機械系も含めた輸出振興の取り組みを本格化。  

 ○ 400万人観光の定着を目指し、地域が一体となった戦略的な観光地づくりを進めるとともに、海外からのさらなる誘客を 

  目指し、国際観光の取り組みを抜本強化。  

 

【外商活動の全国展開の強化や輸出振興の本格化】 

◆地産外商公社の体制を強化、首都圏に加え、関西・中部、中国、四国、九州にも活動範囲を拡大【高知県地産外商公社運営事業 （213百万円）※】 

◆貿易促進コーディネーターの増員（3名→5名）や台湾の支援拠点の整備等【海外経済活動支援事業 （69百万円）※、輸出促進企業支援事業（109百万円）※】 
 

【400万人観光の定着と国際観光の抜本強化】 

◆旅行会社とのタイアップ、地域コーディネーターの配置、観光創生塾の開講等により、地域が主体となった魅力的な旅行商品づくりを支援 

                                                 【地域観光商品造成等事業 （45百万円）】 

◆広域観光組織の機能強化を図るとともに、地域博覧会「高知家・まるごと東部博」(Ｈ27)「奥四万十博」(H28)の開催を支援 

                                               【広域観光推進事業費補助金 （155百万円）※】 

◆国際観光の抜本強化の取り組みの推進 

 ：国際観光推進コーディネーター（2名）の配置や国際観光拠点の整備（台湾・香港）、多言語の情報発信コンテンツの充実により、海外での   

 セールス活動などを強化【観光振興推進事業（うち国際観光関係）（112百万円）※】 

 ：県内の外国人観光客の受入基盤（標識・サインの多言語化、Ｗｉ-Ｆｉ環境等）の整備の支援【おもてなし基盤整備事業（34百万円）※】 

 

主な新規・拡充施策 
※：2月補正予算計上事業 

Ｈ26：205億円 → 
（ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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 ○ 農業分野での「次世代型こうち新施設園芸システム」などの新技術の導入や林業分野でのＣＬＴ関連産業のスタート等に 

    より、第一次産業をさらにステージアップ。また、本県の強みである紙産業の生産力・競争力をさらに強化。 

  ○ 県内外の産学官民の英知の導入や外部との交流促進により、新たな事業展開を支援するため、産学官民の相談・交流・人

材育成の拠点となる「産学官民連携センター」を開設。  

 ○ 県内の休廃業件数が増加する中、積極的な事業の拡大や新しい分野へのチャレンジを促すため、県内事業者の円滑な事
業承継を支援するとともに、人財誘致等の仕組みを活用し中核人材のマッチングを行うための「事業承継・人材確保センター」
を設置（移住促進や人財誘致の取組と連動して推進） 

   ○ 地産外商の成果を事業の拡大や雇用の増加などの拡大再生産につなげる取り組みを強化。 
   

【新技術の導入による第一次産業のステージアップ】 

（農 業）◆環境制御技術を導入した「次世代型こうち新施設園芸システム」の県域への普及促進 【次世代施設園芸モデル事業（369百万円）等】 

     ◆本県農業のステージアップをもたらす経営体の県内外からの参入支援 【企業立地促進事業 （146百万円、債務負担）等】 

（林 業）◆ＣＬＴパネルの前工程となるラミナ（板材）の生産工場整備支援等によるＣＬＴ関連産業のスタート 【木材加工施設整備事業（885百万円）※ 等】 

              ◆技術力向上や安全対策、道具レンタルなど小規模林業者のニーズに応じた施策のパッケージ化による支援【小規模林業推進事業（12百万円）※等】 

（水産業）◆「高知家の魚応援の店」や「築地にっぽん漁港市場」を活用し、県産水産物の外商機能を強化 【水産物外商活動支援事業 （19百万円）※ 等】 

       ◆カンパチ・マグロ人工種苗の量産化による種苗生産・中間育成ビジネスの展開【マグロ養殖振興事業（23百万円）等】 

【本県の強みである紙産業のさらなる振興】 

  ◆技術や製品開発の拠点である紙産業技術センターの機能強化を図り、高付加価値製品の開発などを促進するとともに、「高知県紙産業の在り方検討会」 

   の議論を踏まえた取り組みの推進 【紙産業振興関連予算 418百万円】 

【産学官民連携によるイノベーションの創出】 

  ◆「知」「交流」「人材育成」の拠点「産学官民連携センター」を開設し、産学官民連携に関する相談や事業化に向けた支援プログラム、ビジネス 

          チャンスにつなげる交流事業、土佐まるごとビジネスアカデミーなどの人材育成を実施 【産学官民連携センター関連予算 （97百万円） ※（うち44百万円） 】 

 

【人材確保・事業承継の取り組み強化】 

 ◆経営の拡大等につなげるため、県内事業者の円滑な事業承継や中核人材のマッチングを行う「事業承継・人材確保センター」を設置 

                                                   【事業承継・人材確保支援事業（117百万円） ※ 】 
 ◆全国の林業をリードできる人材を輩出する「林業学校」を開校【林業学校関連予算（59百万円）】 

【 「地産外商」の成果をさらなる雇用の増加へ】 
 ◆設備投資を支援する補助制度を強化するとともに、複数の補助金を統合した「ものづくり産業強化事業費補助金」を創設【ものづくり産業強化事業（278百万円）※】 

主な新規・拡充施策

主な新規・拡充施策

※：2月補正予算計上事業 

※：2月補正予算計上事業 
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  「命を守る」対策に最優先で取り組んできた結果、津波避難施設の整備等も一定進捗。第２期南海トラフ地震対策行動計画

の最終年度である平成２７年度は、目標の達成に向け、「命を守る」対策・「命をつなぐ」応急期の対策に全力で取り組む。 

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化                   Ｈ27： 399億円 

 ○ 計画目標の達成に向けた総仕上げの年度として、津波避難施設の整備等に引き続き最優先で取り組むとともに、実際に 

  避難が可能かといった現地での点検を実施。  

 ○ 昨年８月の台風第１２号、第１１号被害も踏まえ、土砂災害（山津波）対策を抜本強化。  

◆これまでの対策の被害軽減効果を踏まえ、第３期行動計画の減災目標を設定 【第３期行動計画基礎調査委託料（14百万円）】 

◆津波避難対策等加速化臨時交付金を１年間延長し、平成27年度着手事業まで対応 【津波避難対策等加速化臨時交付金（2,160百万円）】  

    津波避難タワー等    H26末：70 → H27末見込：100（H27.2.1現在最終整備予定数 115に対する進捗率87.0％） 

    津波避難路・避難場所    H26末：1,117 → H27末見込：1,361（H27.2.1現在最終整備予定数 1,445に対する進捗率94.2％） 

◆保育所等の高台移転に向けた取り組みを支援（２市町）【保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業（313百万円）】 

◆建築物倒壊による避難路等の閉塞リスク低減のため、県指定道路沿道の耐震診断義務化建築物の耐震化支援【緊急輸送道路等沿道建築物補助事業（7百万円）】 

◆土砂災害（山津波）対策のさらなる強化 【土砂災害対策関連予算（4,747百万円）】 

 ：土砂災害警戒区域指定の加速化、啓発冊子・危険箇所マップの全戸配布、住民の避難行動に結びつく訓練の実施等 

◆地震火災対策を推進する地域の延焼シミュレーション等を実施し、市町の地震火災避難計画の策定を支援【地震火災対策推進事業（19百万円）】 

主な新規・拡充施策

 ○ 県民みんなが正しい知識を身に付け、行動できるよう、啓発活動を強化するとともに、命をつなぐための支援を円滑に行え

るよう、総合防災訓練など関係機関による実践的訓練を実施。 

Ｈ26：362億円 → 
～高知県南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～ 
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◆地震発生時から応急期にかけて必要な応急救助機関の活動拠点や仮設住宅など、市町村の機能配置計画の策定を支援（沿岸18市町村） 

                                                   【応急期機能配置計画策定事業（85百万円）】 

◆地域本部（5ブロック）ごとにモデルとなる避難所（各２箇所）を選定し、市町村の避難所運営マニュアルの作成を支援 

                                                【避難所運営マニュアル作成支援事業（15百万円）】 

◆ヘリコプターによる応急救助活動に必要な燃料確保のため、県西部の燃料給油施設の整備に向けた設計の実施【航空機燃料タンク設計委託料（5百万円）】 

◆地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制を構築 

：地域の医療救護行動計画の検討、医師向けの災害医療研修制度の創設、総合防災拠点での資機材の整備等 【災害時医療救護体制整備事業（429百万円）】 

◆新たな支援制度を創設し、災害対応型給油所の整備を加速化 【災害対応型給油所整備促進事業（28百万円）】   

◆福祉避難所の指定促進や運営訓練の実施を支援 【福祉避難所指定促進等事業（45百万円）】  

◆緊急輸送道路の防災対策 【防災・安全交付金事業（緊急輸送道路の橋梁耐震化、法面防災対策）（3,283百万円）】 

 ○ 各市町村や各地域における「命を守る」対策や「命をつなぐ」対策を積極的に支援するため、平成２６年度に県内５つの地域 

  に設置した「南海トラフ地震対策推進地域本部」の体制を大幅強化。  

    ※ 危機管理部所属の専任職員を増員（17名→25名（８人増））するとともに、各土木事務所と各福祉保健所の職員26人を兼務職員とし、 
   51人体制に。 

○ 「命を守る」対策が着実に進んでいる状況も踏まえ、応急期の対策を充実・強化。  

 ○ 避難所については、不足解消のための確保対策を引き続き推進するとともに、運営を地域の皆様に担っていただく ための

運営マニュアルの作成を推進。併せて、要配慮者の避難生活に必要な福祉避難所の指定促進や運営訓練の実施を支援。  

 ○ 災害時の医療救護については、後方搬送が困難な状況が想定される中、負傷者により近い場所での「前方展開型」の活動

強化のため、災害時医療救護計画に基づく、地域での対策を支援。  

 ○ 救命・救護活動の迅速な実施のために２月に作成する「高知県道路啓開計画（暫定版）」に基づき、緊急輸送道路の防災対

策など具体的な対策に着手。  

 ○ 事業者の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定支援や復興基本方針の事前検討など、着実な復旧・復興に向けた対策を推進。 

主な新規・拡充施策
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日本一の健康長寿県づくり                       Ｈ27：４０7億円（409億円） 

○  「日本一の健康長寿県構想」に基づき、保健、医療、福祉分野での取り組みを全力で進めてきた結果、がん検診や乳 

     幼児健診の受診率向上や「あったかふれあいセンター」の設置・運営数の増など一定の成果。 

○   現構想に掲げる平成２７年度末の目指すべき姿の実現に向け、これまでの成果・課題を検証し、さらに対策を強化。 

  

  ○ 基本的な生活習慣が身についていない子どもたちがいる状況を改善するため、副読本を活用した健康教育を徹底すると

ともに、体育・健康アドバイザーや指導主事の学校への派遣等を通じ、学校ぐるみの健康教育の取り組みを支援。 

  ○ あわせて、家庭内でも、就学前の子どもたちが望ましい生活習慣を身につけられるよう、保護者への働きかけを強化。 

    

 ○ 県民の死亡原因第１位のがんによる死亡率を改善するため、がんの早期発見・早期治療に重要な役割を果たすがん検

診の受診率のさらなる向上を目指し、個別通知の拡充など受診勧奨の取り組みを強化。  

 ○ また、受診者の利便性の向上のため、医療機関での土・日曜日の検診を拡大する取り組みなどを支援。 

    

 ○ 働き盛り世代の血管病による死亡が多いという現状を改善するため、生活習慣の改善を促す「特定健診」の受診率の

さらなる向上を目指し、受診勧奨を強化するとともに、血管病予防のための高血圧・たばこ・糖尿病対策を強化。  

 

保健分野 

Ｈ26：407億円 → 
～第２期日本一の健康長寿県構想 ver.4の推進～  （ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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医療分野 

 ○     医師の３つの偏在（若手医師の減少、地域偏在、診療科の偏在）の解消に向けて、医師の確保・定着を図るため、奨学金

の貸与や若手医師のキャリア形成への支援を積極的に推進。 

 ○ 療養が必要になった場合でも、居宅で生活を続けたいという県民のニーズに応えるため、特に課題となっている中山間地域

等における訪問看護師不足の解消を目指し、訪問看護師の育成の取り組みを強化。 

  
◆在宅療養ができる環境整備の推進 
 ：高知県立大学に寄附講座を設置して、訪問看護ステーションの新任訪問看護師への研修を実施し、研修期間の人件費を助成【中山間地域等訪問看護 
  師育成事業（29百万円）】 

    ：小児に対応できる訪問看護の指導者を育成するための研修派遣費用などを助成【小児在宅医療体制整備事業（7百万円）】 

 ：ＩＣＴを活用した医療・介護の関係機関による在宅療養患者の情報共有システムの整備支援【医療介護連携情報システム整備事業（72百万円）】 

 ◆医師の育成支援・人材確保の推進 
 ：医学生を対象とした奨学金の貸与や若手医師のキャリア形成を支援、寄附講座の設置等【医師養成奨学貸付金【354百万円】、地域医療再生事業費   
  （347百万円）等】 

 ◆難病相談支援センターを新たに設置し、難病患者の皆さんとご家族に対する相談支援体制を充実【難病相談支援センター運営事業（17百万円）等 】 

 
 

主な新規・拡充施策【医療分野】 

◆健康教育の充実 
 ：副読本を活用した健康教育の徹底、体育学習・健康教育を指導・助言する体育・健康アドバイザーの小中学校への派遣、健康教育に教職員全体で 
      取り組む体制づくり等【体育・健康アドバイザー支援事業（6百万円）等】 

◆がん検診の受診促進 
 ：がん検診の個別通知の拡充（40～62歳全員）、一度に複数のがん検診が受診できるセット検診日や医療機関での土・日曜日の検診の拡大への支援等 
   【がん検診受診促進事業（48百万円）、がん検診利便性向上対策事業（10百万円）等】 

◆血管病対策の推進 

  ：がん検診に合わせた特定健診の受診勧奨、高知家健康づくり支援薬局や地域の健康づくり団体が実施する特定健診の受診勧奨の取り組み支援、 

   糖尿病患者への栄養指導等【健康情報拠点整備事業（6百万円）、健康づくり団体連携促進事業（9百万円）、管理栄養士派遣事業（2百万円）等】 

◆安全・安心な出産環境づくり 

   ：分娩施設から遠い地域に居住する妊婦やそのご家族が分娩施設に近い所で出産まで待機できる居室の確保等 【分娩待機施設確保事業（1百万円）等 】   

主な新規・拡充施策【保健分野】 
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福祉分野 

 ○ 訪問介護や通所介護などの介護予防サービスの新しい総合事業への移行に備え、「あったかふれあいセンター」等をこの

新総合事業のサービスの提供拠点として積極的に活用する市町村の取り組みを支援。   

 ○ 今後、一人暮らしの高齢者の急増等が見込まれる中、低所得や独居などの配慮の必要な高齢者が、地域で安心して暮らし

続けられる住まいの整備に取り組む市町村等を支援。   

 

 ○ 福祉・介護分野における中長期にわたる人材の確保に向けて、福祉人材センターの体制強化と福祉研修センターとの連携

を強化することなどにより、新たな人材の参入等を促進。 

 ○ 全国的に見ても憂慮すべき少年非行の現状を改善するため、平成25年6月に策定した「高知家の子ども見守りプラン」に基

づき、無職の非行少年の立ち直りと自立の促進につながる就労支援等の取組を強化。  

 ○ 児童虐待の問題などへの迅速・適切な対応力の向上を図るため、中央児童相談所の組織運営・体制を強化し、市町村の要

保護児童対策地域協議会などの活動を積極的にサポート。  

◆市町村の社会福祉協議会が、地域住民の相談などをワンストップで受け止め、適切な支援機関へと確実につなぐための地域福祉ネットワークを構築する取組  
 を支援【地域福祉ネットワーク構築支援事業等（15百万円）】 

◆新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施に向け、「あったかふれあいセンター」等をこの新総合事業のサービスの提供拠点として活用するために必要 

 となる施設改修や人材育成に係る費用を補助【介護予防等サービス拠点整備事業 （5百万円）（２月補正）】 
◆低所得や独居などの配慮が必要な高齢者向け住まいの確保対策に取り組む市町村等を積極的に支援【高齢者向け住まい確保対策モデル事業（28百万円）】   

◆認知症の早期発見と対応につながる医療と介護の連携支援体制の整備【認知症初期集中支援連携体制整備モデル事業（8百万円）】  

◆福祉人材センターの体制の強化と、福祉研修センターと連携した新規就業者・復職希望者向け研修の拡充等【福祉人材センター運営事業費（68百万円）】 

◆職業訓練コーディネーターの配置や職業訓練の充実などによる働く障害者の一般就労への移行を促進するとともに、職場定着に向けた交流拠点の整備を促進 

【障害者委託訓練事業（26百万円）、就労障害者交流拠点設置事業（4百万円）】 

◆事業所の参入が進まない中山間地域などで障害のある子どもが適切な支援を受けられる体制づくりを支援【発達障害児地域支援モデル事業（4百万円）】 

◆無職非行少年の立ち直りと自立の促進につながる就労支援等を強化【青少年健全育成事業（就労体験講習委託料）（2百万円）】 

◆中央児童相談所の組織運営・体制を強化し、市町村の要保護児童対策地域協議会などの活動を積極的にサポート【中央児童相談所費等（7百万円）】 

主な新規・拡充施策【福祉分野】 
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教育の充実と子育て支援                            Ｈ27： 202億円(203億円） 

 ○ 家庭の経済状況等により十分な学習機会が与えられていないなど、貧困等の厳しい環境にある子どもたちについては、そ

の貧困等が世代を超えて連鎖することのないよう、小中学校の放課後での補充学習の充実・強化（学習支援員新規配置予定校：小学校

43校、中学校64校）やスクールソーシャルワーカーの重点配置（15名）など、支援を充実。 

 ○ いじめの防止、早期発見、早期対応を図るため、「高知県いじめ防止基本方針」（平成26年３月策定）に基づき、開発的生徒

指導の推進や教育相談体制の充実など総合的な対策を推進。   

 ○ あわせて、「高知家の子ども見守りプラン」に基づく非行防止対策や、児童虐待の問題などに対する迅速・適切な対応力の

向上に向けた取り組みを推進【再掲】 

◆市町村が実施する加配保育士の配置、親育ち・特別支援保育コーディネーターの配置や保育所等の一時預かり利用料の減免を支援 

 【保育サービス等推進総合補助金（48百万円）（２月補正）、特別支援保育・教育推進事業費補助金（20百万円）、一時預かり事業利用料減免補助金（2百万円）】 

◆小中学校における放課後の補充学習の充実・強化を支援（学習支援員新規配置予定校：小学校43校、中学校64校） 

                                             【放課後等学習支援事業費補助金（58百万円）】  

◆小中学校における放課後子ども教室や放課後児童クラブ等での学習支援活動に対する支援を充実 【放課後学びの場充実事業（55百万円） 】 

◆新たに学校地域連携推進教員を４名配置し、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の立ち上げ、活動の充実を支援 

◆特に厳しい環境にある子どもたちの支援強化のため、高知市などにスクールソーシャルワーカーを重点配置（15名） 

                                                 【スクールソーシャルワーカー活用事業（101百万円）】 

◆「いじめ防止基本方針」に基づく総合的な対策を推進：子どもに内在する力を引き出す「開発的生徒指導」のさらなる普及・推進 

               【豊かな心を育む教育推進事業（高知夢いっぱいプロジェクト推進事業、いじめ・不登校・中途退学対策事業等）（329百万円））】 

◆児童虐待問題への対応力の向上を図るため、中央児童相談所の体制を強化【中央児童相談所費等（7百万円）】 

主な新規・拡充施策

Ｈ26：200億円 → 
～ 高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～ （ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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 ○ 体力に関しては、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催を好機と捉え、新たに策定する「スポーツ推進プロジェク

ト実施計画」に基づき、子どもたちの体力向上をはじめ、地域におけるスポーツ振興やトップ選手の競技力向上など、多くの県

民がスポーツに慣れ親しむことができる環境を整備。  

 ○ 「県立高等学校再編振興計画」（H26.10策定）を推進するため、新中高一貫教育校・高吾地域拠点校の施設整備を進めるとと

もに、グローバル教育推進校（高知南中高校・高知西高校）においてグローバル教育推進プログラムを実践、検証。 

【学力のさらなる向上】 

 ◆小中学校での国語、算数・数学の思考力向上に向けた取り組みの推進 

  ：学校への直接訪問指導による授業改善の徹底、思考力問題集などの教材の活用促進など【学習問題作成事業（6百万円）等】 

 ◆中学校での英語教育のさらなる推進：英語学習の意欲向上のための新たな教材の作成、教員の指導力向上に向けた研修の実施 

                                                  【英語教育推進プロジェクト事業（31百万円）】 

 ◆義務教育段階での学習内容を踏まえたつなぎ教材を作成し、高校生が授業や家庭学習で活用することを徹底【学習問題作成事業（14百万円）】 

【体力のさらなる向上】  

 ◆市町村や総合型クラブが連携して実施する地域におけるスポーツ振興の取り組みを支援【地域スポーツ活動促進事業費補助金（5百万円）】 

 ◆トップ選手の計画的な育成の強化、県外指導者の招聘などにより各競技団体の一貫指導プログラムに基づく選手育成を支援 

                                                    【競技力向上総合対策事業費補助金（92百万円）】 

 ◆県内各エリアや各種競技の拠点施設の計画的な整備：高知東高校レスリング場の整備、県立青少年センターの体操床等の更新等 

                                【高知東高校レスリング場整備（25百万円）、青少年センター体操床等更新（35百万円）】 

【県立高等学校再編振興計画の推進】                                                            

 ◆新たな中高一貫教育校及び高吾地域拠点校の施設整備【高等学校施設整備費（71百万円）】 

 ◆高知南中高校・高知西高校におけるグローバル教育推進プログラムの実践、検証【グローバル教育推進事業（98百万円）】 

 

主な新規・拡充施策 

 ○ 学力に関しては、 これまでの取り組みにより改善傾向が見られるものの、中学校では、思考力・表現力が問われるＢ問題へ 

  の対応力が相対的に弱く、また、高等学校では、義務教育段階での学習内容が定着していない生徒も入学してきているなどの 

  課題があり、引き続き、小学生から高校生までの学力向上に向けた取り組みを推進。 
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教育の充実と子育て支援～ 高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～      202億円(203億円） インフラの充実と有効活用                                Ｈ27：1,000億円 

○ 県民の安全・安心の確保と地域経済の活性化に繋がり、県民が将来に希望をもって暮らせる県土づくりを推進。 

○ 南海トラフ地震や多発化している自然災害から県民の命と財産を守るため、事前防災・再度災害防止対策を加速化。 

○ 新図書館整備等の大規模建築事業について着実に推進。 

道
路 

○ 幹線道路ネットワークの骨幹である「四国８の字ネットワーク」の整備については、最優先課題と位置付けて促進。 

○  「災害に強い道路」を目指し、緊急輸送道路である国道の改築や橋梁の耐震化、道路の法面対策を推進。 

○ 地域の基幹産業や県民の生活を下支えするため、１．５車線的道路整備を着実に推進。 

 ◆四国８の字ネットワークを構成する道路事業：2,918百万円  ◆緊急輸送道路の橋梁耐震化：2,133百万円（県道春野赤岡線 浦戸大橋ほか） 
 ◆緊急輸送道路の法面防災対策：1,150百万円（国道493号 奈半利～北川ほか） 
 ◆緊急輸送道路の改築：6,646百万円（国道197号 野越バイパスほか） 

主な事業・箇所

○ 平成２６年８月豪雨により浸水被害が発生した宇治川・日下川流域等の再度災害防止対策を推進。また、南海トラフ 

 地震対策として優先度の高い浦戸湾内の河川の地震・津波対策（堤防耐震化、水門・排水機場の耐震・耐水化）を推進。 

○ 人口や経済、社会インフラが集積する高知市とその周辺の河川・海岸堤防の地震・津波対策を加速化するとともに、 

  その他の地域の河川・海岸堤防は、浸水区域内人口、防災・医療拠点等の重要度を検討し、順次整備を実施。 

○ 県経済を支える国際物流・交流拠点とするため、重要港湾３港（高知港、須崎港、宿毛湾港）において防波堤の整備 

 を推進するとともに、大規模な地震・津波に対して防災・減災効果を発揮する防波堤の粘り強い化を推進。  

河
川
・
海
岸
・
港
湾 

Ｈ26：993億円 → 
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○ 平成２６年８月豪雨等で被災し、被害が拡大した森林について、復旧治山・地すべり対策を推進。 

○ いかなる土砂災害（山津波）からも犠牲者を出さないよう、ハード・ソフト対策を一体的に推進。 

治
山
・
砂
防 

そ
の
他 

○ 既に着手している大規模建築事業（新図書館整備、新資料館整備等）について着実に推進。 

○ 既存インフラの有効活用と長寿命化を図るため、計画的かつ効果的な維持管理を引き続き実施。 

【治山事業】 

 ◆山地治山事業：1,300百万円（室戸市白壁ほか28箇所）   ◆山地防災事業費：1,291百万円（北川村長山ほか42箇所） 

 ◆治山等激甚災害特別緊急事業：642百万円（大豊町安野々ほか13箇所） 

【砂防関係施設の整備】 

   ◆砂防関係施設の継続的な整備：2,469百万円（砂防24箇所、急傾斜地66箇所 、地すべり12箇所） 

 ◆土砂災害警戒区域指定の加速化：536百万円（基礎調査2,000箇所を予定） 

主な新規・拡充施策

【その他の主な大規模建設事業】 
 ◆新図書館整備 4,835百万円（対前年度＋2,413百万円）  ◆新資料館整備 2,785百万円（対前年度＋1,486百万円） 

【インフラ老朽化対策】 

 ◆長寿命化計画の策定：122百万円（トンネル、ダム、砂防、海岸） ◆長寿命化計画等に基づく継続的な施設点検：419百万円（道路） 

 ◆点検結果に基づく計画的な修繕：2,411百万円（道路、港湾）  

主な新規・拡充施策

【河川整備】  

 ◆河川における再度災害防止対策：1,140百万円（宇治川支川の天神ヶ谷川、日下川） 

   ◆浦戸湾内における地震・津波対策の加速化：1,785百万円（鏡川堤防耐震化対策ほか） 

 ◆水門・排水機場の耐震・耐水化対策：680百万円（本江田川排水機場ほか） 

【海岸整備】 

 ◆県管理海岸における地震・津波対策：1,133百万円（十市前浜海岸、宇佐漁港海岸） 

 ◆国直轄事業を活用した堤防の耐震化：６,727百万円（高知海岸） 

【港湾整備】 
 ◆防波堤延伸による港内の静穏度確保：1,700百万円（高知港、宿毛湾港）  ◆防波堤の粘り強い化：2,850百万円（高知港、須崎港） 
 
 

主な事業・箇所 
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3-(2) ５つの基本政策に横断的に関わる政策関連予算のポイント 

中山間対策の充実・強化                                                                          Ｈ27： 258億円(277億円） 

 ○ 中山間地域の生活を守り、産業をつくるための拠点となる集落活動センターについて、地域の実情に応じたビジネスプラン

の提案や必要な人材の確保・育成等により、その取り組みのさらなる普及・拡大を目指す。 

 ○ あわせて、国の地方創生関連交付金も活用し、既存センターの経済活動の拡充に向けた取り組みを支援。 

 ○ 本県が先行して取り組んできた「集落活動センター」等の取り組みが、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の主要施策に

位置付け。このような国の動きも追い風に、中山間地域で安心して暮らし続けることができるよう、「生活を守る」・「産業をつく
る」を柱として、集落維持・活性化の仕組みづくりや日常生活を支えるための取り組みをもう一段力強く推進。 

◆新たな地方創生関連交付金も活用し、既存の集落活動センターの経済活動の拡充に向けた取り組みを支援 

                                          【集落活動センター推進事業費補助金（238百万円）（2月補正）】 

◆ポータルサイトを構築するなど、集落活動センターの情報発信を強化【集落活動センター情報発信事業（3百万円）】 

 ○ 中山間地域でのシカ等による被害の大幅な軽減のため、モデル集落での成功事例を県内全域へ普及・拡大させるなど、野

生鳥獣に強い集落づくりと捕獲対策をさらに強化。  

◆鳥獣被害対策専門員の体制を強化（12名→14名）し、被害を軽減したモデル集落での成功事例を県内全域へ普及・拡大し被害集落を半減（３年間で500集落）  

                                                       【野生鳥獣に強い県づくり事業（9百万円）】 

◆皆伐地等での効率的なシカ捕獲技術の開発：シカネットや餌付け等とくくりわなを組み合わせた新たな手法の開発 

                                                    【森林地域シカ捕獲技術研究事業（10百万円】 

主な新規・拡充施策 

主な新規・拡充施策 

Ｈ26：250億円 → 
（ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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中山間対策の充実・強化                                                                           258億円(277億円） 
 ○ 中山間地域での住民の移動手段を確保するため、コミュニティーバスなど地域の実情にあった移動手段の導入を支援する

とともに、広域的バス路線の維持・活性化に向けた取り組み支援を強化。 

 ○ 中山間地域の未来を担う人材の育成・確保のため、高知ふるさと応援隊へのサポートや地方暮らしを志向する都市部の人 

      材と地域のニーズのマッチングなどを強化。  

  ○ あわせて、中山間地域の住民の日常生活を支えるための生活用品等の確保対策を推進するとともに、農林水産物や加工  

  品等を外商につなげる産業づくりを支援。 

◆地域の実情にあったきめ細かな移動手段の仕組みづくりを支援 【中山間地域生活支援総合補助金（移動手段確保支援）（45百万円）（2月補正）】 

◆広域的バス路線の維持・活性化支援の強化    

 ：国庫補助対象路線に係る市町村負担を軽減するとともに、市町村や事業者が実施する利用促進の取り組みを積極的に支援 

                                                  【バス運行対策費補助金（266百万円）】 

◆持続可能な公共交通の実現に向けた基盤整備  

 ：新たな地方創生交付金を活用し、スマートフォンを活用したバスロケーションシステムの構築や「ですか」の普及拡大を支援 

                    【公共交通乗換検索システム改修事業（10百万円）、公共交通基盤整備事業費補助金（116百万円）（２月補正）】 

主な新規・拡充施策 

◆高知ふるさと応援隊のサポート強化：必要な知識・スキルの習得や情報交換、ネットワークづくりのための研修会を開催 

                                           【高知ふるさと応援隊研修等事業（5百万円）（2月補正）】 

◆地方暮らしを志向する多様な人材の確保：全国移住促進センター（仮）を活用した情報発信や都市部での座学と高知での研修を組み合わせた人材マッチン 

 グを実施【起業・就業支援研修事業（15百万円）】 

◆中山間地域における生活用品等の確保など住民の日常生活を支えるための市町村の取り組みを支援 

                               【中山間地域生活支援総合補助金（生活用品確保等支援）（10百万円）（2月補正）】   

◆地域の住民が主体となって取り組む小さなビジネス（農林水産物の加工・販売、観光交流事業等）を促進【地域づくり支援事業費補助金（85百万円）】 

 

 

主な新規・拡充施策 
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少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大         Ｈ27： 92億円（94億円）      

 ○ 女性の活躍の場の拡大によるさらなる経済の活性化を図るため、ワンストップの就労相談窓口「高知家の女性しごと 

  応援室」の機能拡充など、女性の就労支援を強化。  

 ○ 誰もが希望の時期に子どもを生み育てやすい環境づくりに向けて、「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」の拡 

  充による相談体制の強化に加え、出会いの機会のさらなる拡充を図るとともに、独身者へのきめ細かな支援を充実。 

 ○ ４月からスタートする「子ども・子育て支援新制度」に基づき、幼児期の学校教育や保育、地域子育て支援などの取組 

  について量的拡充や質の向上を図る。  

◆「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」の拡充：母子保健の専門職員を配置することにより相談体制を充実・強化し、地域に直接出向いての積極的な

子育てサポート活動等を実施 【出会い・結婚・子育て応援窓口関連事業（5百万円）】 

◆「高知で恋しよ!!応援サイト」に結婚を希望する相手を見つけるためのマッチング機能を付加するなど、出会いの機会のさらなる提供 
                                                     【出会い応援システム改修等委託料（5百万円）】 

◆出会いイベント等で独身者を支援するイベントサポーターを養成するなど、独身者に対するきめ細かな支援の充実 
                                        【出会い・結婚・子育て応援窓口運営業務等委託料（15百万円）】 

◆４月からスタートする「子ども・子育て支援新制度」に基づき、子育て家庭等を対象とする地域子ども・子育て支援事業を積極的に実施 
                                                       【地域子ども・子育て支援事業（102百万円）等】 

 ○ 平成26年度から抜本的に強化している少子化対策と女性の活躍の場の拡大について、国の関連交付金（地域少子化対 

  策交付金等）も積極的に活用しつつ、 ライフステージに応じた総合的な支援をさらに強化。 

主な新規・拡充施策 

◆「高知家の女性しごと応援室」の拡充・強化：マッチング機能強化のため、新たに求人開拓員を１名配置し、職業紹介を実施【女性就労支援事業（21百万円）】 

◆女性のさらなる登用の促進のため、経営層・中間管理職層向けのセミナーや働く女性向けの研修会（「高知家の女性活躍応援塾」）を開催 

                                                        【女性登用等促進事業（5百万円）】 

主な新規・拡充施策 

Ｈ26：83億円 → 
（ ）は２月補正予算への前倒し分を含んだ額 
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人件費 

120,050（26.2％）  

公債費 

69,497 （15.2％） 

貸付金 

8,286（1.8％）  

補助費等 

108,001 （23.6％） 扶助費 

12,021 （2.6％） 

その他 

35,908（7.8％）  

普通建設事業費 
100,004 

（21.8％）  

災害復旧事業 

4,685（1.0％）  

経常的経費 

353,763 

 （77.2％） 

投資的経費 

104,689 

（22.8％）  

地方交付税＋臨時財

政対策債 

197,668 （43.1％） 

地方譲与税 

14,025（3.1％）  
地方特例交付金 

151（0.0％）  
交通安全対策特別交

付金256（0.1％）  

国庫支出金 

65,542（14.3％）  

県債46,967 

（10.2％）  

その他 

2,072（0.5％）  

県税60,735 

（13.2％）  

地方消費税清算金

26,189（5.7％）  

使用料及び手数料 

4,947（1.1） 

分担金及び負担金

2,823 （0.6％） 
財産収入 

852（0.2％）  

一般寄付金 

5（0.0％）  

繰入金20,289 

（4.4％）  
諸収入15,931 

（3.5％）  

依存財源 

326,681 

（71.3％）  

自主財源

131,771 

（28.7％） 

 県民一人当たりの一般会計予算額 

（人口764,456人） 
※人口は平成22年度国勢調査確定値 

教育費141,400円 総務費 18,431円 

警察費 31,384円 土木費 95,910円 災害復旧費 6,173円 

議会費      1,372円 
公債費    90,999円 
諸支出金 47,769円 
予備費           92円 

水産振興費 5,779円 農業振興費 19,014円 

文化生活費  8,761円 

産業振興推進費 4,907円 商工労働費 9,543円 

健康福祉費 90,352円 

危機管理費 7,562円 

林業振興環境費 
18,107円 

観光振興費  2,155円 

歳入・歳出の構成比 
総額 458,452百万円 

歳出 

歳入 

4 グラフと絵で見る一般会計当初予算 

※南海トラフ地震対策についての県民一人当たりの予算額は、52,249円 
 （但し、人件費除く） 24 



○河川海岸堤防や学校施設等の地震対策、山崩れや地すべり防止等の災害対策の前倒し    
                                          など 

○地方版総合戦略の策定や同戦略に掲載予定の先行的な取組 
（移住、地産外商、観光、地域福祉、中山間対策、少子化対策など）                
                                                                                    

○農業分野･･･新規就農者への支援（3.1億円） 
○林業分野･･･木材の高次加工施設の整備（8.9億円）、CLT建築の促進（2.1億円） 
○水産分野･･･漁業集落の環境整備（0.6億円）                など 

○平成26年度中に予定していた減債基金（ルール外）の取り崩しを一部(68億円)取り
止め、将来の財政調整的基金の残高を一定確保 
○後年度負担の軽減を図るために特別会計の繰上償還を前倒し実施 (8.9億円) 
 ・港湾整備事業特別会計   5.0億円 
 ・流通団地等造成事業特別会計 3.9億円  

第一次産業の活性化                       21.9億円 

              

            

             ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 に 向 け た 先 行 的 な 取 組      25.7億円 

５ 平成26年度2月補正予算（案）の概要 

○「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」(平成26年12月27日閣議
決定)の実行に伴う国の平成26年度補正予算を積極的に活用し、まち・ひ
と・しごと創生に向けた先行的な取組、第一次産業の活性化対策、生活者
支援対策を実施するとともに、南海トラフ地震対策等の減災・防災対策を
加速化。 
 
○中長期的な財政運営を見据え、将来の財政調整的基金の残高を確保 

＜ 国 の 経 済 対 策 へ の 対 応 ＞  

＜ 財 政 の 健 全 化 に 向 け た 取 組 ＞  

経済対策と財政健全化の両立を実現 
 

「 地 域 活 性 化 ・ 地 域 住 民 生 活 等 緊 急 支 援 交 付 金 （ 地 方 創 生 先 行 型 ） 事 業 」   

○龍馬パスポート付き旅行券の発行、地域プレミアム商品券の発行支援、子育て世帯へ 
 の支援 など 

生 活 者 支 援                      9.9億円 「 地 域 活 性 化 ・ 地 域 住 民 生 活 等 緊 急 支 援 交 付 金  
 ( 地 域 消 費 喚 起 ・ 生 活 支 援 型 ) 事 業 」   

南海トラフ地震対策等の防災・減災対策の加速化          31.1億円 

（１）歳    入 （単位　百万円、％）

平    成    ２６    年    度

通常分 経済対策分 小計(B) (D) (C-D)/(D)

303,700 5 1,789 1,794 305,494 306,895 △ 0.5

県 税 53,414 1,710 1,789 3,499 56,913 53,819 5.7

地方 消費 税清 算金 18,150 △ 1,150 0 △ 1,150 17,000 14,033 21.1

地 方 譲 与 税 14,391 1,040 0 1,040 15,431 12,910 19.5

地 方 交 付 税 等 (ア+イ） 202,569 874 0 874 203,443 207,132 △ 1.8

( う ち 地 方 交 付 税 ) ア (172,856) 1,937 0 (1,937) (174,793) (173,595) (0.7)

( う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ) イ (29,713) △ 1,063 0 (△ 1,063) (28,650) (33,537) (△ 14.6)

財 調 基 金 取 崩 ウ 4,379 △ 2,461 0 △ 2,461 1,918 2,052 (△ 6.5)

そ の 他 10,797 △ 8 0 △ 8 10,789 16,949 △ 36.3

179,287 △ 17,472 9,754 △ 7,718 171,569 150,222 14.2

国 庫 支 出 金 74,953 △ 6,259 6,947 688 75,641 71,819 5.3

県 債 エ 47,168 △ 3,693 2,601 △ 1,092 46,076 41,378 11.4

( う ち 退 職 手 当 債 ) オ (4,000) 0 0 (0) (4,000) (4,000) 0.0

( う ち 補 正 予 算 債 ) (0) 0 2,601 (2,601) (2,601) (4,076) (△ 36.2)

減債基金（ルール外分） カ 4,367 △ 4,367 0 △ 4,367 0 1,273 △ 100.0

そ の 他 52,799 △ 3,153 206 △ 2,947 49,852 35,752 39.4

482,987 △ 17,467 11,543 △ 5,924 477,063 457,117 4.4

76,881 △ 4,756 2,601 △ 2,155 74,726 74,915 △ 0.3

12,746 △ 6,828 0 △ 6,828 5,918 7,325 △ 19.2

（２）歳    出 （単位　百万円、％）

平    成    ２６    年    度

通常分 経済対策分 小計(B) (D) (C-D)/(D)

356,622 △ 5,046 3,244 △ 1,802 354,820 370,285 △ 4.2

人 件 費 118,758 882 7 889 119,647 116,670 2.6

（うち退職手当を除く） (107,053) 160 7 (167) (107,220) (104,923) (2.2)

扶 助 費 11,087 △ 245 0 △ 245 10,842 10,165 6.7

公 債 費 75,643 △ 1,242 0 △ 1,242 74,401 71,639 3.9

そ の 他 151,134 △ 4,441 3,237 △ 1,204 149,930 171,811 △ 12.7

126,365 △ 12,421 8,299 △ 4,122 122,243 86,832 40.8

普 通 建 設 事 業 費 112,152 △ 10,642 8,299 △ 2,343 109,809 85,634 28.2

( う ち 公 共 事 業 等 ) (60,382) △ 5,823 4,281 (△ 1,542) (58,840) (50,411) (16.7)

補 助 事 業 費 70,004 △ 6,964 6,699 △ 265 69,739 57,530 21.2

単 独 事 業 費 42,148 △ 3,678 1,600 △ 2,078 40,070 28,104 42.6

災 害 復 旧 事 業 費 14,213 △ 1,779 0 △ 1,779 12,434 1,198 937.9

482,987 △ 17,467 11,543 △ 5,924 477,063 457,117 4.4

(2) 投 資 的 経 費

 総計　(1)+(2)

前年度２月補正後 前年度２月比増減

現計予算(A)
２　月　補　正　額

 計 (A+B=C)

(1) 経 常 的 経 費

(1) 一 般 財 源

(2) 特 定 財 源

 総計　(1)+(2)

県債計
(ｲ+ｴ:再掲)

財源不足額
(ｳ+ｵ+ｶ:再掲)

区    分

区    分
前年度２月補正後 前年度２月比増減

現計予算(A)
２　月　補　正　額

 計 (A+B=C)
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改
定
の
ポ
イ
ン
ト 地産外商の成果を 

 拡大再生産へ！ 

外商活動の全国展開の強化や輸出振興の本格化！ 
改定の 
ポイント 1 

「地産外商」の成果を更なる雇用の増加へ！ 

400万人観光の定着と国際観光の抜本強化！ 

本県の強みである 
紙産業の更なる競争力強化！ 

改定の 
ポイント 2 

②様々な対外的な連携を強化！ ①政策どうしの連携によりプラスのスパイラルを生み出す！ 

全力で「地産外商」を進めるにあたって、次の方針に基づき実施 

新技術の導入による 
第一次産業のステージアップ！ 

改定の 
ポイント 3 

改定の 
ポイント 4 

産学官民連携による 
イノベーションの創出！ 

改定の 
ポイント 5 

人財確保・事業承継の取組強化！ 
改定の 
ポイント 6 

改定の 
ポイント 7 

「地産」 
の強化！ 

第１期計画 H21：85億円 ⇒H22：132億円 ⇒H23：137億円 第２期計画 H24：159億円 ⇒H25：165億円 ⇒Ｈ26：205億円 ⇒Ｈ27：195億円（※） 
※対前年度減はバイオマス発電事業補助（△33億円）の終了、グリーンニューディール基金補助事業（△12億円）の減によるもの 

 

足下を固め、 
 活力ある県外市場に打って出る 基

本
方
向 

産業間の連携を強化する 

足腰を強め、地力を高める 

新たな産業づくりに挑戦する 

産業人材を育てる 

移住促進により、活力を高める※ 

4,612百万円 
（うち２月補正：1,255百万円） 

注）上記の予算額は、項目間での再掲を含む ※移住促進は、産業振興、中山間対策、日本一の健康長寿県づくりなどの政策を基礎に展開 

「外商」 
の強化！ 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

2,378百万円 
（うち２月補正：447百万円） 

13,209百万円 
（うち２月補正：2,425百万円） 

1,103百万円 
（うち２月補正：9百万円） 

961百万円 
（うち２月補正：231百万円） 

306百万円 
（うち２月補正：188百万円） 

４年後の数値目標の達成はもとより、 
更にその先の高い次元の新しいステージを目指す  
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外商活動の全国展開の強化や輸出振興の本格化！ 
改定の 
ポイント 1 

○「地産外商」の中心的な役割を担う地産外商公社の成約件数は、平成21年度の178件 
 から平成25年度には3,333件へと飛躍的に拡大している。勢いがついてきた外商の流 
 れをさらに太くしていくことが重要。 
 

○食料品輸出額は、当初目標としていた２億円を早期に達成し、その後も順調に増加して 
 いる。機械系も含め輸出振興は、のびしろがまだまだあり、県産品の海外販路の拡大を 
 さらに進めることが重要。 

ね
ら
い 

《輸出振興の本格化》 
 
 
 
 
○ 海外経済活動拠点事業費（輸出促進支援事業費） 
                       125,786千円［うち２月補正：108,818千円］ 
   輸出量の伸びが期待されるユズや日本酒を中心とした食料系の輸出振興を拡大すると
ともに、機械系も含めた県産品のさらなる認知度の向上と海外への販路開拓を進める。ま
た、貿易促進コーディネーターを配置して、県内企業の海外展開をきめ細かく支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・貿易促進コーディネーターの増員（3名→5名（食品系３名、機械系２名）） 
     ※機械系貿易促進コーディネーターは、ものづくり地産地消・外商センターに駐在し、セ

ンターと連携して県内のものづくり企業の海外展開を支援 
 

○ 海外経済活動拠点事業費（海外経済活動事業費） 
                         79,930千円［うち２月補正：69,100千円］ 
    ビジネスチャンスの創出と販路拡大を図るため、東南アジア諸国や中国、台湾等での県
内企業の貿易活動を支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・台湾に貿易振興・観光推進拠点を整備（現地法人に業務委託） 
    ・シンガポールの量販店内にテストマーケティングの場を設置 
 

○工業振興対策費（○ ものづくり産業強化事業費補助金） 
             うち製品改良支援事業（海外向け） 20,000千円［債務負担］ 
    県内外にニーズのある機械や設備を県内企業で開発・製造するため、試作機の企画から
商品化に至るまでの取組を支援する。  

 【拡充のポイント（統合前の支援制度からの拡充）】 
    ・海外展開を見据えた試作機開発などの補助メニューを追加 

《外商活動の全国展開の強化》 
 
 
 

 
○ 地産外商推進事業費（地産外商公社運営事業費） 
                                    212,937 千円［２月補正］ 
   高知県地産外商公社において、アンテナショップ「まるごと高知」を拠点とした県産品の販
路開拓・販売拡大、情報発信など、各種事業を実施し、地産外商を強力に推進する。 

  【拡充のポイント】 
    ・地産外商公社の体制強化 
      首都圏の体制強化：２課７名 ⇒ ２課８名 
      関西・中部の拠点の設置：大阪に２名 
      中国・四国・九州の体制強化：高知事務所に４名⇒５名 
 

○ 地産外商推進事業費（県産品ＰＲ等推進事業費）           26,887千円  
    関西・中部地区などの量販店やホテル、飲食店等での高知フェアの開催や、県外での商
談会への出展支援などの外商活動を展開し、県産品の販路開拓･販売拡大を図る。   
  

  【拡充のポイント】 
    ・県内５ブロックでの産地視察型商談会の開催 
    ・企業間のネットワークづくりのためのセミナーや交流会の実施 
 

○高知家プロモーション推進事業費 
（○ 高知家統一セールスキャンペーン推進事業費）      17,832千円［２月補正］ 
    高知家プロモーションと連携し、首都圏等において重点プロモーション品目（土佐茶、ニ
ラ、宗田節等）の魅力に説得力を持たせた情報発信を行うなど、セールス施策と連動した
プロモーション活動を展開する。 

  （各部プロモーション予算を整理し、統一セールスキャンペーンとして一体的に実施） 

 
 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

新 

拡 
拡 

首都圏で培ったノウハウを生かして、地産外商公社の活動範囲を関西・中部、
中国、四国、九州にも拡大することで、加速する「外商」の流れをさらに太く展開
します。 

貿易促進コーディネーターの増員や台湾への輸出振興拠点の整備など、これま
での食品に加え、機械系も含めた輸出振興を本格化させます。  

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 
拡 

⇒ ●外商活動の全国展開を強化する！ 
 

⇒ ●輸出振興を本格化させる！ 
 

新 

27 



○官民挙げたこれまでの取り組みにより、各地で新たな観光資源や体験プログラムが誕生し、 
 本県観光のポテンシャルが高まってきている。県全体の観光の更なる底上げにつなげるため 
 には、各地域において、持続的に旅行商品を生み出す仕組みの強化が必要。 
 

○国別戦略や高知家流おもてなしプロジェクトに基づく国際観光の推進により、これまで獲得 
 できていなかった新たな観光客層を呼び込むことに成功しているが、絶対数としてはまだま 
 だ少ない状況。 

ね
ら
い 

《国際観光の抜本強化》 
 

 
 
 

○ 観光振興推進事業費（観光振興推進事業費補助金：事業費補助分） 
                         812,759千円［うち２月補正：95,550千円］ 
    観光コンベンション協会が実施する誘致・受入・プロモーション事業等を支援する。 
  【拡充のポイント】 
    ・国際観光推進コーディネーターを配置（2名） 
    ・国内外の博覧会等への積極的な参加 
 

○ 海外経済活動拠点事業費（海外経済活動事業費） 
                   79,930千円［うち２月補正：69,100千円］［再掲］ 
    ビジネスチャンスの創出と販路拡大を図るため、東南アジア諸国や中国、台湾等での県
内企業の貿易活動を支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・台湾に貿易振興・観光推進拠点を整備（現地法人に業務委託） 
 

○おもてなし基盤整備事業費（○ 国際観光受入環境整備事業費補助金） 
                                      34,281千円［２月補正］ 
    市町村や組合団体等が実施する外国人観光客の受入基盤を整備するため、多言語
の標識・サインやパンフレット等の案内ツール及びWi-Fi環境やトイレの洋式化等を支援する。 

 

《高知家プロモーションとの連動》 
○ 観光振興推進事業費 (○ 高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金） 
                                      44,820千円［２月補正］ 
     個人の旅行者をターゲットにWebを活用した高知家らしい新しい切り口による旅行商品を
開発することで、本県への旅のバリエーションを増やし、観光客の層の拡大を図る。 

（観光プロモーション予算を整理し、高知家プロモーション予算と一体的に執行） 
 

《地域が一体となった戦略的な観光地づくりの推進》 
 
 
 
 
○ 地域観光推進事業費 
 （広域観光総合支援事業費：広域観光推進事業費補助金） 
                                     155,000千円［２月補正］ 
     地域自らが観光資源を磨き上げ、１泊以上滞在することができる観光地づくりを推進す

る。また、地域博覧会（Ｈ27「高知家・まるごと東部博」、Ｈ28「奥四万十博」）の開
催による地域への誘客促進、観光地としての認知度向上や受入体制の整備、さらには広
域観光組織のコーディネート機能の強化を推進する。 

  【拡充のポイント】 
    ・広域観光組織が策定する中長期計画に基づき進める事業に必要な経費（事業費

や人件費）をステージに応じて支援（補助上限も引き上げ） 
 

○地域観光推進事業費 
（○ 広域観光総合支援事業費：地域観光商品造成等事業）       31,000千円 
   旅行業の専門家等のコーディネーターを配置するとともに、事業者向けの講座を開講し、
広域観光組織と地域の事業者が観光資源を磨き上げ、旅行商品に造成していくための仕
組みの構築と地域の観光人材の育成を図る。 

 
○ 地域観光推進事業費 
  （広域観光総合支援事業費：観光商品ブランド化支援事業）      12,831千円 
    地域が主体となった全国から誘客できる旅行商品づくりを進めるため、旅行会社の造成
担当者等のアドバイザーによる旅行商品の磨き上げ等を行う。 

  【拡充のポイント】 
    ・旅行会社等とタイアップして、旅行商品の造成・販売を支援 
 

新 

拡 

拡 

地域博覧会の開催や旅行会社等とタイアップした旅行商品づくりを通じたノウハウ
の蓄積により、自律的に発展する地域観光推進の仕組みづくりを目指します。 

国際観光推進コーディネーターの配置や、海外への観光推進拠点の整備など、
国際観光を抜本強化することで、外国人観光客のさらなる上積みを目指しま
す。 

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 

拡 

400万人観光の定着と国際観光の抜本強化！ 
改定の 
ポイント 2 飛躍への挑戦！

高知県産業振興計画

⇒ ●地域が一体となった 

     戦略的な観光地づくりを推進する！ 
 

 

⇒ ●国際観光の抜本強化を図る！ 
 

新 

新 
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新技術の導入による第一次産業のステージアップ！ 
改定の 
ポイント 3 

［農 業］オランダとの交流により学んだ環境制御などの先進技術を生かして、本県の気候条件などに適 
       合する技術を作り上げた。この技術を生かして、本県農業のステージアップを図ることが重要。 
 

［林 業］大型製材工場や木質バイオマス発電の稼働により、本県の森林資源をダイナミックに活用す 
       る川上から川下までの仕組みが整った。今後、この流れをさらに太いものにしていくことが重要。 
 

［水産業］「高知家の魚応援店制度」や「築地にっぽん漁港市場」の取組によって、大都市圏における本 
       県水産物の外商活動を推進する仕組みが整った。これを具体的な成果につなげることが必要。 
        また、養殖業では、これまでの人工種苗の生産技術開発で得られた成果などを生かして、ビジ 
        ネスとして展開していくことが重要。 

 
 
 
 
 
○ 企業誘致活動推進事業費(企業立地促進事業費補助金） 
                                  ［債務負担：146,250千円］ 
    地域経済の活性化と雇用機会の拡大を図るため、農業分野に進出意向のある民間企
業や農業生産法人も含めた県内外の企業等の参入を促進し、本県の強みを生かした企
業立地を推進する。 

  【拡充のポイント】 
     ・誘致対象に農業参入企業等を追加 
 
 
○ 6次産業化推進事業費                          44,502千円 
    生産者や生産団体に、６次産業化への理解とその取組を進めていくための支援を実施
する。また、生産者と地域の様々な事業者とがネットワークを形成して行う新商品開発や
販路開拓、加工施設の整備等に対して補助を行う。 

  【拡充のポイント】 
     ・６次産業化サポートセンターの体制を強化 
     ・「地域６次産業化支援チーム」を設置 
     ・６次産業化推進事業費補助金を創設 
 
○ 畜産生産基盤強化事業費（○ 畜産競争力強化整備事業費）    274,550千円  
    地域の中心的な畜産経営体等（１戸１法人を含む）が実施する家畜飼養管理施

設等の整備を支援する。 
 

【農業】  
《「次世代型こうち新施設園芸システム」の県内全域への普及促進》 
 
 
 
 
○施設園芸産地確立事業費（○ 次世代施設園芸モデル事業費）   368,530千円   
     施設園芸の技術革新を進めるため、環境制御装置等、オランダ型の先進技術を取り入れ
た次世代園芸ハウス等の整備を支援する。 

 
○ まとまりのある園芸産地総合対策事業費 
 （○ 環境制御技術導入加速化事業費） 
                  107,040千円 
    施設園芸ハウスでの環境制御に必要な 
  環境測定装置や炭酸ガス施用装置等の 
  設備の導入を支援する。（H26補正から 
  H27までの２カ年で実施） 
 
 
○ 施設園芸産地確立事業費（園芸用ハウス整備事業費）          429,199千円 
    園芸産地の維持、強化を図るため、施設の増設や高度化による経営改善を目指す農業
者の育成と新規就農者等の確保に向けたハウスの整備や中古ハウスの改良を支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・「レンタルハウス整備事業費」、「新規就農トータルサポート事業費」、 「園芸用ハウス活

用促進事業費」を統合し、ハウス整備を一元的に支援 
    ・附帯設備の補助限度額引上げ 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

新 

拡 

拡 

「次世代型こうち新施設園芸システム」の県域への普及促進を図り、園芸作物
の大幅な収量アップを図ります。 

家族経営体を引き続き支援するとともに、農業分野への企業参入を支援し、本
県農業のステージアップを目指します。 

Ｈ２７年度当初予算案でのバージョンアップの概要（主な事業） 

新 

新 

拡 

ね
ら
い 

土耕栽培または養液栽培
温度、湿度、CO2濃度を個別に制御

土耕栽培または養液栽培
温度、湿度、CO２濃度を複合環境制御

ハイワイヤー栽培＋養液栽培
生育に最適な状態に統合環境制御

収量

15～30％UP

収量

30～50％UP

収量

100％UP
大規模施設園芸団地

高軒高を中心とする
大規模次世代ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代ハウス

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

⇒ ● 「次世代型こうち新施設園芸システム」の 
県内全域への普及促進を図る！ 

 

⇒ ●ＣＬＴ関連産業をスタート！ 
  ●小規模林業を推進する！ 
 
 

⇒ ●本県水産物の外商機能を強化する！ 
  ●養殖分野における 

種苗生産・中間育成ビジネスを展開する！  
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【林業】   
《ＣＬＴ関連産業のスタート》 

 
 
                  
○木材産業構造改善事業費（木材加工流通施設整備事業費） 

941,420千円［２月補正］  
    製材品の生産拡大を図るため、県内各地で核となる木材加工施設等の整備を支
援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・ラミナ工場の整備を支援 

 
《小規模林業の推進》  
 
 
 
○ 人づくり推進事業費（○ 小規模林業推進事業費） 12,454千円［２月補正］ 
    小規模林業の振興を図るため、現場指導者の派遣や安全パトロールを実践するな
ど、 労働災害防止のための安全対策を総合的に実施する。 

 
○ 原木増産推進事業費（原木増産支援事業費）   
                      135,682千円［うち２月補正：73,625千円］ 
     製材工場等へ供給する原木を増産するため、素材生産事業者等が行う作業道整
備や流通経費、高性能林業機械の導入等を支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・小規模林業を実践する方が行う林業機械のレンタルを支援するメニューを追加 
 

《木質バイオマス発電の推進》 
○ 木質資源利用促進事業費                              176,718 千円 
     木質バイオマスエネルギーの地域循環利用の取組を進めるために、バイオマス利用施
設等の整備や焼却灰収集等を支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・木質バイオマス用原木の中間土場の確保・運営を支援するメニューを追加 

新技術の導入による第一次産業のステージアップ！（つづき） 
改定の 
ポイント 3 飛躍への挑戦！

高知県産業振興計画

新 

拡 

拡 

CLTパネルの前工程となるラミナ（板材）を生産するラミナ工場の整備を支援
することにより、CLT関連産業をスタートさせます。 

小規模林業を実践する方々のニーズに応じた施策をパッケージにして支援する
ことで、担い手のすそ野を広げ、原木生産量のさらなる増加を図ります。 

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 

【水産業】                    
《本県水産物の外商機能の強化》 
 

 
 
 
○水産物地産外商推進事業費 
（○ 水産物外商活動支援事業委託料）         18,798 千円［２月補正］ 
     県漁協の販売子会社の機能を活かし、「高知家の魚 応援の店」等の仕組み
を使い、店舗訪問や商談会の開催等を通じて、産地買受人や漁協などの県内事
業者の外商活動を支援する。 

 
○ 水産物地産外商推進事業費 
 (水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料）11,609千円 ［２月補正］ 
      都市圏の飲食店と産地とのネットワークを強化し、商談会の開催等を通じ、本県水
産物の地産外商を推進する。 

  【拡充のポイント】 
    ・ 「高知家の魚 応援の店」登録店舗数を拡大 
    ・商談会の開催等により都市圏の飲食店と県内事業者とのマッチング機会を拡充 
 

《種苗生産・中間育成ビジネスの展開》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 水産業試験研究費（カンパチ・クロマグロ人工種苗生産技術開発）16,607千円 
   カンパチ人工種苗のさらなる品質向上に向けた生産技術開発や、クロマグロ人工

種苗の量産化にむけた技術開発を行う。   
  【拡充のポイント】 
    ・カンパチ種苗の品質向上やクロマグロ種苗の量産化に向けた生産技術開発を 
 

《漁業生産量の確保》 
○沿岸沖合漁業振興事業費 
 （○ かつお水揚げ促進事業費：活餌供給機能強化事業費補助金） 9,800千円 
     カツオ一本釣り漁業用活餌供給事業の安定化とさらなる水揚げ誘致を図るため、
高知県漁協佐賀統括支所を中心として実施する新たな活餌供給事業を支援する。 

「高知家の魚 応援の店」や「築地にっぽん漁港市場」を活用し、都市圏での外
商活動を強化します。 

民間事業者と連携して、カンパチ・マグロの人工種苗の種苗生産・中間育成ビジ
ネスにチャレンジし、漁村での新たな雇用創出を図ります。 

新 

拡 

拡 

新 

強化 
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本県の強みである紙産業の更なる競争力強化！ 
改定の 
ポイント 4 

○高知県の紙産業は、長い伝統のある本県の重要産業であり、その製造品出荷額等は601億円 
 （H24）、県全体の12％を占めている。この本県産業の強みである紙産業をさらに振興し、経済 
  の活性化につなげていくことが重要。 

 
 
○ 紙産業技術振興促進費 (紙産業技術センター設備整備事業費等)  298,047 千円 
      紙産業技術センターに製品開発等に必要となる機械設備を整備し、技術や製品開発
の向上を図る。 

  【拡充のポイント】 
    ・試験開発機器を導入（熱カレンダー、多目的不織布製造装置裏打ちユニット等） 

 
 
○ 紙産業技術試験研究費（一般研究費等）                 15,498千円 
   県内紙産業の活性化を図るため、紙、不織布製品等の開発研究や実用化研究を実施
し、製紙関連企業への技術的支援を行う。 

  【拡充のポイント】 
     ・複合加工技術や土佐和紙等のレーザー加工技術を活用した高付加価値製品を開 
     発 
    ・四国プロジェクトと連携し、ナノセルロースなどの新素材やリサイクル炭素繊維の利用研 
     究を推進 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

産学官民連携によるイノベーションの創出！ 
改定の 
ポイント 5 

○「土佐まるごとビジネスアカデミー」の開講などにより、志や知識、技術を持った産業人材が数多く育っ 
  てきた。全国に先駆けて人口減少や高齢化が進む本県では、これまで以上に産学官民が連携し、 
  企業や地域の方々を巻き込んだ新たな事業展開を図っていくことが重要。 

○ 産業人材育成事業費（産学官連携産業人材育成事業費）      51,782千円 
   産学官民が連携し、ビジネスの基礎から応用・実践力まで、受講者のニーズやレベルに応
じた研修プログラム「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐ＭＢＡ）」を実施する。 

  【拡充のポイント】 
    ・土佐MBAのカリキュラムを再構築(「応用編」、「アドバンス」コースの創設等）  

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

○産学官連携推進事業費（○ 産学官民連携センター推進事業費）  
                                     44,083千円 ［２月補正］ 
  県内外の多くの英知を導入しながら、本県が抱える課題の克服や新たな事業展開を図る
動きを支援し、県勢浮揚につなげていくための拠点として、「高知県産学官民連携セン
ター」を開設する。  

     
 
 

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 

拡 

新 

拡 

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

ね
ら
い 

ね
ら
い 

◆連携センターに整備する３つの拠点機能 
《知》      産学官民連携のワンストップ窓口と事業化に向けた支援プログラムを持つ拠点 
《交流》    交流事業の実施と人材や英知の集積により課題解決やビジネスチャンスにつなげる拠点 
《人材育成》 さまざまな人材育成事業を展開する拠点 

産学官民連携センターを中心に、県内外の産学官民の英知の導入や外
部との交流促進により、新たな事業展開を支援します。 

紙産業のさらなる振興を図ることで、力強い産業づくりを推進します。 

⇒ ●紙産業のさらなる競争力強化を図る！ 

⇒ ●産学官民連携による 
イノベーションの創出を図る！ 
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○第一次産業をはじめ、地域地域で新たな取組が進んでいるが、担い手が確保でできないために更なる 
  事業展開ができないといったケースが見受けられる。特に、近年、休廃業件数が増加するとともに、後継 
  者不在の企業が５割を超える状況にある。このため、中小企業・小規模事業者の事業承継支援や、 
  様々な分野の人材や担い手の確保対策を、移住促進や人財誘致の取組と連動させながら、官民あげ 
  て進めていくことが重要。 

ね
ら
い 

《第一次産業の担い手確保の取組強化》 
 

 
 
○ 人づくり推進事業費（○ 林業学校設置推進事業費）          60,814千円 
   平成27年４月に新たな林業学校を開校し、林業の実践的な技術・知識をしっかりと学
ぶ「基礎コース」と、知識や技術のスキルアップができる「短期コース」を先行して開講する。 

  ※研修生に対しては「緑の青年就業準備給付金」を支給。  
 
 
 
 
○ 新規就農総合対策事業費（新規就農総合対策事業費） 
                       699,308千円［うち２月補正：314,625千円］ 

新規就農者の確保・育成に向けた就農相談の総合窓口の強化や、市町村等の新規就
農希望者に対する研修事業等を支援し、さらなる担い手確保を図る。 

  【拡充のポイント】 
    ・就農コンシェルジュ（２名）を配置 
    ・条件不利地域での兼業所得を組み合わせた就農研修の支援メニューを追加 
 
○ 農業担い手就農支援事業費(就農支援事業費等） 
                          23,637千円［うち２月補正：6,588千円］ 

新規就農者の確保や既存農業者の育成を図るため、実践を中心とした研修を実施する
とともに、大都市圏を中心とした就農意欲の高い希望者を対象に、本県で農業を始めるに
当たって必要な基礎知識などに関する研修を開催する。 

  【拡充のポイント】 
    ・体験ツアーを開催 

《事業承継支援や人材確保の取組強化》 
 
 
 
 
○ 事業承継・人材確保支援事業費 

116,682千円［２月補正］［債務負担：10,000千円］ 
   事業承継や中核人材の確保に関する相談に対応する窓口や実務に精通した専門スタッ
フが一貫してサポートする機能を備えた「事業承継・人材確保センター」を設置します。 

 
○ 雇用促進対策費（○ UIJターン就職支援事業費）  30,000 千円［２月補正］ 
    県内企業の競争力強化や生産性向上等に必要なプロフェッショナル人材を都市圏から
地方へ受け入れやすくするために、UIJターン助成制度を創設する。 

 
○ 産業振興推進事業費（起業・就業支援研修事業費）          14,561千円 
    高知での起業や就業を考えている方を対象に、都市部での座学と県内での実践研修を
組み合わせることにより、高知県での就業・起業に向けた支援を行う。 

  【拡充のポイント】 
    ・起業向け座学研修を単発から連続に研修内容を充実 
 
○ 移住促進事業費（フォローアップ体制構築事業費）             73,059千円 

  移住の総合案内窓口の体制を強化し、移住希望者に対してきめ細かなフォローアップを
実施することにより、高知県への移住を促進する。 

  【拡充のポイント】 
   ・東京：移住相談体制を拡充（２名→３名） 
         ※新たな相談ブースの設置や国の「全国移住促進センター」と連携の強化 
   ・大阪：月に１度出張相談を実施 
 
 

新 

拡 

Ｈ２７年度当初予算案でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 

拡 

人財確保・事業承継の取組強化！ 
改定の 
ポイント 6 飛躍への挑戦！

高知県産業振興計画

「事業承継・人材確保センター」を設置（12名体制）し、県内事業者の円滑
な事業承継や中核人材の確保をサポートします。 

「林業学校」を開校し、全国の林業をリードできる人材を輩出することを目指し
ます。 

「産地提案型担い手確保」の展開と、就農コンシェルジュの配置や条
件不利地域での就農支援等により、担い手確保の加速化を図ります。 

⇒ ●事業承継支援や人材確保の            
              取組を強化する！ 
 

   ●第一次産業の担い手確保の 
              取組を強化する！ 
 

新 

拡 

新 
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○平成26年度に設置した「ものづくり地産地消・外商センター」では、県内事業者のビジネスプランづくりから 
 販路拡大に至る一貫支援により、外商支援企業の売上高が前年度約５割増になるなど、取組が加速 
  している。また、地産外商公社の成約件数は、平成21年度の178件から平成25年度には 
  3,333件へと飛躍的に拡大している。こうした成果を設備投資の拡大や雇用の増加といった拡大 

 再生産につなげていくことが重要。 

ね
ら
い 

《企業の一貫支援制度の強化》 
 

 
 

 

○ 工業振興対策費、新産業推進費（○ ものづくり産業強化事業費補助金） 
              278,067千円［２月補正］ 214,099千円［債務負担］ 
   ビジネスプランづくりから試作機開発、販路開拓、設備投資など、ものづくりの全てのス
テージに対応できるよう、積み重ねてきた施策を整理・統合する。 

 
 
 

 
 
  【拡充のポイント（統合前の支援制度からの拡充）】 
    ・海外展開を見据えた試作機開発などの補助メニューを追加［再掲］ 
    ・設備投資を支援する補助制度を強化 
      ①雇用にかわる新たな補助要件を新設 
      ②より積極的な設備投資を後押しする支援ﾒﾆｭｰの創設(補助率のかさ上げ） 
 

○ 工業振興対策費（成長分野育成支援事業費等）          19,300千円 
   新産業推進費（成長分野育成支援事業費）      1,903千円［２月補正］ 
  成長が期待され潜在力のある分野（食品・天然素材・環境・健康福祉）で、テーマ
ごとに企業や専門家等で構成する研究会を設置して、積極的に事業化に取り組む企
業を重点的に支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・研究会メンバーにバイヤー等を加え、アドバイス機能を強化 
    ・プラン認定後、毎年、研究会によるプラン検証とアドバイス行い、プランのフォロー

アップを徹底 

《企業の一貫支援体制の強化》 
 
 
 
 
○ 食品加工推進事業費（食品企業総合支援事業費）       
                      18,844千円 ［うち２月補正：13,969千円］ 
    マーケットニーズに基づいた売れる商品づくりを推進するとともに、県内食品事業者の
ビジネスプランづくりから販売促進、生産力の強化などの事業拡大まで一貫支援する。 

  【拡充のポイント】 
    ・県内食品加工事業者の拡大再生産に向けた専門家の活用や関係機関との連

携によるトータルサポートを展開 
 
○ 産業振興センター総合支援事業費 
  （中小企業経営資源強化対策事業費：ものづくり力強化対策事業費補助金） 
                                          139,779千円  
    下請け受注を中心とした企業からメーカーとしての販売ノウハウを有する企業まで、そ
れぞれの企業の状況に応じたビジネスプランづくりから、商品開発・販売促進まで一貫
支援を行うことで、魅力ある商品づくりから外商力までを強化し、本県産業の活性化を
図る。  

  【拡充のポイント】 
    ・ものづくり地産地消・外商センターに主任コーディネーター制を導入し、より質の高 
         い企業サポートを実施 

Ｈ２７年度当初予算案（２月補正を含む）でのバージョンアップの概要（主な事業） 

拡 

「地産外商」の成果を更なる雇用の増加へ！ 
改定の 
ポイント 7 飛躍への挑戦！

高知県産業振興計画

拡 

県内事業者の一貫支援体制の構築や支援制度の拡充を行い、外商の効果を
雇用の増加や設備投資の拡大につなげ、経済の好循環を創出します。 

（統合する支援制度） 
・ものづくり地産地消・外商推進事業費補助金 
・設備投資促進事業費補助金 
・研究会発事業化支援事業費補助金 

研究会にバイヤー等を加えることで、商品開発段階にマーケットインの視点を
取り込み、商品完成と同時に売れる仕組みを構築します。 

⇒ 企業を一貫支援する体制や制度 
をさらに強化する！ 

拡 

新 
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 H27 地産地消・外商課の外商施策の概要 （単位：千円） 

地産外商の全国展開 
 ポイント1 

北
海
道 

・県産品の販売拡大 ・観光PR活動 
・サポーターネットワークづくり 
  北海道地区外商活動等推進事業委託料 7,071 

首
都
圏 

・まるごと高知を拠点とした外商活動の展開 
・大規模展示商談会への出展 
 （ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ･ﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ、FOODEX JAPANなど） 
・大手卸売業者へのあっせん強化 
・県産品ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの充実・強化 など 
  高知県地産外商公社運営費補助金   212,937 

関
西
・
中
部 

・県外事務所と公社が連携した効果的な外商活動 
・大規模展示商談会への出展（フーデムなど） 
・試食商談会「土佐の宴」の開催 
  高知県地産外商公社運営費補助金   212,937 【再掲】                          
  県産品PR等推進事業費           15,744 
  関西地区地産外商戦略推進事業委託料      372 
  中部地区地産外商戦略推進事業委託料   3,700 

中
国
・
四
国
・
九
州 

・県と公社高知事務所が連携した効果的な外商活動 
・産地視察型商談会など【再掲】 
・県産品の認知度向上に向けた高知フェア等の開催 
  高知県地産外商公社運営費補助金       212,937 【再掲】 
  県産品PR等推進事業費            15,744 【再掲】 

地産外商推進事業費 399,849（H26：295,930） 
食品加工推進事業費 040,350（H26：051,353） 
 ※ H27予算にはH26.2月補正前倒し分を含む 

 
 
 
 
 
 
 
  食品企業総合支援事業費       4,875     市場対応商品開発事業費補助金    6,000 
  食品加工業支援事業委託料    7,969 
   

食品加工業のさらなる成長をサポート 

 ポイント3 

県内事業者の外商活動上の商品づくり、販路開拓、事業拡大等の課題に対して、専門家の助言や、関係機
関の参画を得て、企業のビジネスプラン作成と実行の過程を総合的にサポート 

関係機関：地産外商公社、産業振興センター、金融機関等 

マーケットのニーズに基づいた売れる商品づくり 
・業務用商品開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ・土産物・特産品開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

外商を進めるに当たって消費地から求められる生産管理高度化への対応を
図る 
・県立大学を核とした研修の実施・関係支援機関のネットワークづくり 
・食品表示の適正化に向けたワンストップ相談窓口の設置 
  食品生産管理高度化支援事業費   14,226 
  食品表示適正化支援事業委託料     7,280 

食品加工の生産管理高度化支援 

 1 地産外商の全国展開 
 

 2 県内事業者の外商参画機会の拡大 
 

 3 食品加工業のさらなる成長をサポート  

ポ
イ
ン
ト 

高知家プロモーション 連動 

県内事業者の外商参画機会の拡大  ポイント2 

産地視察型 
商談会 

隠れた県産品の発掘や磨き上げ・成約につながる機会を創出する
ため、県外小売店等のバイヤーを県内5ブロックに招き、各エリ
アの生産現場を訪れていただき、県内食品事業者、生産者と商談
を行う産地視察型の商談会を開催 

県産品PR等推進事業費   15,744【再掲】 

  県内量販店
でのテスト
マーケティ
ング 

新たに外商に挑戦する事業者や商品の第1ステップとして、県内
での認知度向上と商品の磨き上げを主目的に県内量販店等でのテ
ストマーケティングを新たに実施 
  地域産品販売促進事業費   502 

  大手卸や
パートナー
企業との   
連携強化 

・販路開拓や商品の磨き上げを目指した「6次産業化及び地産外
商の推進に関する協定」に基づくパートナー企業と県内の食品
事業者、農林漁業者の方々とのビジネスマッチングを支援 

・パートナー企業のパイプを生かす形で、大手卸売業者主催の商談
会への出展拡大等を通じて、外商のパイプを強化 

 公社外商課 
 2課7名→2課8名  
（+1名） 

 県大阪事務所内に 
 公社職員を新たに   
    配置（+2名） 

 公社高知事務所 
 4名→5名（+1名） 
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    ①貿易促進Ｃｏの２名増（（１名：機械系、１名：食品系）新規採用） 
      H26:３名（機械系1名・食品系2名）  ⇒ H27:５名  -機械系2名（ものづくり地産地消・外商Ｃ内常駐） 
         -（地産地消・外商課内）                  -食品系3名（地産地消・外商課内：貿易協会本部） 
    ②海外支援拠点の増 
                    -シンガポールでのテストマーケティングの場の設置 
                    -台湾における観光推進・貿易振興拠点の整備（国際観光・食品・機械系の３分野支援の現地法人への委託） 
                    -香港の国際観光団体へ職員派遣 

                       

高知発の食品及び製品・技術の輸出、観光誘致の強化ポイント 

 【バージョンアップのポイント】  ＜国際観光＞×＜食品＞×＜機械系（ものづくり）＞ 

国
内
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（
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の
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り
）
が
中
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の
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業
者 

セ
ミ
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ー
・

講
座
等
で 
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ウ
ハ
ウ
の 

習
得 

  

市
場
調
査 

（
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出
国
・

地
域
・
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目

の
絞
り
込

み
） 

 
 

  

商
流
等
の 

斡
旋 

 

マ
ッ
チ
ン
グ 

成
約 

事
後 

フ
ォ
ロ
ー 

Ｓ０ Ｓ １ Ｓ ２ Ｓ ３ Ｓ ５ Ｓ６ 

食
品 

機
械
系 

国
際
観
光 

外商機会の増 
（国内外商談会・展示

会出展） 

H26:14回 
↓ 

H27:20回 
(予定） 

外商機会の増 
（中小機構等と連携し
た国内外商談会・展示

会出展） 
＊H26参加実績なし 

 

H27:13回 
商談会：7回 
展示会：6回 

(予定） 

外商機会の増 
（国内外商談会・展示

会出展） 

H26:14回 
↓ 

H27:16回 
（予定） 

 
国内貿易商社と

のマッチング 

H26:2回 
↓ 

H27:2回(予定） 

国内貿易商社と
のマッチング 

H26:1回 
↓ 

H27:1回+α 

台 
湾 
現 
地 
法 
人 
委 
託 

シ
ン
ガ
ポ
｜
ル
事
務
所 

                       

香港国際観光団体への 
職員派遣 

産業振興センター 
基金事業に海外向け 

メニュー追加 
（事前調査～出展） 

テストマーケ
ティングの場

の 
設置(SIN) 

「ものづくり産業
振興補助金」を

創設し、 
海外向け改良 
事業を支援 

[体制強化] 
貿易促進Ｃｏ増員 

（2名） 
↓ 

(３名） 

[体制強化] 
貿易促進Ｃｏ増員 

（1名） 
↓ 

(2名） 

[体制強化] 
国際観光推進
Ｃｏ新規設置 

（0名） 
↓ 

(2名） 

地産外商公社と貿易協会の連携強化 

ものづくり地産地消・外商Ｃと貿易協会の 
連携強化[貿易促進Ｃｏ（2名）外商Ｃ常駐] 

製
品
改
良
・

取
り
扱
い
説

明
書
等
作
成 

Ｓ７ Ｓ ４ 

外部の専門家のアド
バイスによる旅行商品
の磨き上げ 35 



 
 
 
【高知事務所】４名⇒５名に増員 
・事業者別の担当制を導入して輸出も含めた企業の状況を把握し、県内事業者に
寄り添ったこまやかな支援を実施 

【貿易コーディネーター】２名⇒３名に増員 
・地産外商公社とともに県内の事業者の貿易の取組をサポート  

戦略＜２＞  
 商談機会の拡大 
 

・海外市場での自社製品の評価を受
ける場の設定 
・地産外商公社の商談会へ貿易商
社を招待 

①台湾：現地法人に業務委託し、成約に向けた営業活動、現地ニーズの収集、戦
略的なマーケティング（中国大陸等への販路開拓を含む）を実施 

②シンガポール・豪州（東南アジア及びオセアニア地域）：海外事務所を中心とし
て、ユズをはじめとする県産品の販路・販売拡大を強化 

 
③欧州（フランス）：築き上げた商流を活かして販売拡大を強化 
④欧州（イギリス）：ロンドンにて日本酒等の試飲商談会を開催予定 

➄米国：日本食文化振興協会と連携して販路・販売拡大を強化 

★地産外商公社が主催・支援する国内商談会に「貿易商社」を招待し、国内外の販
路開拓につなげる。 

戦略＜１＞  
 貿易に取り組む事業者の拡大 
 

  地産外商公社の企業訪問時に海
外取組へつなげる活動を実施すると
ともに、貿易コーディネーターによる
フォロー体制を築く 

★シンガポールの量販店内にテストマーケティングの場を開設 
New 

New 

 
戦略＜３＞ 
●地域別の強化策 
 

  海外商談会等を開催し、商社・小
売店・業務筋等をターゲットに、県内
事業者とのマッチングを進め、販路・
販売の拡大を図る 

 

New 

●海外でも競争力のある
良い商品をもっているにも
関わらず、海外市場への
関心がない事業者 

●海外市場への関心はあ
るが、情報や経験を十分
に持っていない事業者 

●過去に海外での販売実
績があるが、利益につな
がらなかったりため、海外
への取組をやめている事
業者 

対象事業者 戦略 アクション 

地産外商公社と貿易協会の連携強化 商談機会の拡大 地域別の強化策 

予算額205,716千円 
（うち2月補正:177,918千円） 食品輸出額ポスト3億円の販路拡大に向けた取組 
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地産外商公社（外商課・高知事務所）と 
貿易協会（コーディネーター）との連携強化 

予算額205,716千円 
（うち2月補正:177,918千円） 
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高知発の製品・技術の海外展開支援を本格化 
～ 頑 張 る 企 業 を 徹 底 支 援 ～ 

 
 

海
外
展
開
支
援

の
各
ス
テ
ー
ジ 

○情報発信・発掘 
（外商Ｃ・協会） 

○個別企業支援 
  方針決定 

（外商Ｃ・協会） 

○土佐ＭＢＡ貿易講座 
（計画推進課） 

○貿易ｾﾐﾅｰ・実務講座 
（ＪＥＴＲＯ）  

○市場調査 
（外商Ｃ・JETRO・JICA） 

○市場選定・知財 
  対策（外商Ｃ・協会・ 

JETRO・JICA） 

専任担当者 ＋      貿易Ｃｏ２名（貿易協会から派遣、外商Ｃに常駐） 

○展示会・商談会 
 （外商課・工業振興課・外商Ｃ・協会・JETRO）   

○ミニ調査サービス    （JETRO）  

○改良支援 （工業振興課・外商Ｃ・JICA） 

○契約ｻﾎﾟｰﾄ （協会・外商Ｃ） 

○輸出有望案件支援ｻｰﾋﾞｽ 
                     （JETRO） 

地産地消・外商課   工業振興課   港湾振興課   ＪＥＴＲＯ   ＪＩＣＡ 

貿     易    相    談 

※外商Ｃ＝ものづくり地産地消・外商センター 協会＝貿易協会 

関
係
機
関
に

よ
る
支
援
策 

●ものづくり地産地消・外商センターに貿易協会のコーディネーター２名が常駐し、専任担当者と共に 
 企業ニーズに応じた海外展開を一貫支援 

 

貿易コーディネーター2名の常駐 
による支援体制強化 

 
県等が主催する海外見本市への 
出展や商談会の実施による海外 
展開の拡大支援 

●ものづくり商談会バンコク２０１５への出展（来場者数8,000人規模、参加企業7社想定） 
●METALEX2015（バンコク）への出展（来場者数70,000人規模、参加事業者３～５社想定） 
●台湾での商談会の実施（参加事業者10社にあわせた商談マッチングを実施予定） 

   
海外バイヤーを日本に招いた商談 
会等への参加企業の発掘・支援  

●中小企業基盤整備機構が主催する海外バイヤー招聘商談会（年４回程度）等への参加企業の発掘と 
 サポートを実施 
●INAPのネットワークを活用した商談会を実施 
●防災関連産業交流会で商社との個別相談会を実施 

 
海外販路拡大の取組に対する 
助成制度の拡充 

●新たに創設する「ものづくり産業強化事業費補助金」で海外向け改良事業（技術検証支援や特許・エビ 
 デンス等の作成)も支援 
●海外展開に向けた事前調査から出展までを支援する助成メニューを新たに創設（産振センター基金事業） 

Ｐｏｉｎｔ ① 

Ｐｏｉｎｔ ③ 

Ｐｏｉｎｔ ② 

Ｐｏｉｎｔ ④ 
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内
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平成27 高知家プロモーション セールスプロモーション

C-1

買う

高知家
プロモー
ション

高知家
プロモー
ション

A
認知

B
動

誘発

【ポイント】
◆高知家の「人」に着目したプロモーションの展開

・高知家の一 の魅 である 人 の魅 を発信。高知家の 人 を して、外商、観光、移住などの 体的な情報
を発信・拡散

◆ 動誘発に効果的な デ ア 体によるプロモーションの強化
・ 手 会人などター ットを り、 体的な 動誘発に有 なメディア（雑誌等）とタイアップしたプロモーション

を強化

高知家着地型旅 商品造成等事業費補助
【予算額44,820千円】

重勷品目プロモーション事業委託
【予算額17,832千円】

○各分野の施策への高知家の家族の参画
○家族から各分野の具体的な情報発信などによる

の高 りを活かす

○各分野の施策への高知家の家族の参画
○家族から各分野の具体的な情報発信などによる

の高 りを活かす

NEW
外商（重点品目） 観 光 移 住

3高知家プロモーション 3rdシーズン
高知家プロモーション事業費補助 【予算額130,981千円】

拡充

NEW

※ホームページ関連は、高知家プロモー
ション事業で計上。

移住プロモーション関連
【予算額24,824千円】

連 携

プロモー
ション

買う
く

住む
の具体
的検討

C-2

買う
く

住む
セールスセールス

【ポイント】
◆移住への入口である高知ファンづく

りから、暮らし隊登録までを高知家
プロモーションと一体となって展開

・｢高知家で暮らす。｣ホームページ
・移住関連雑誌等への広告掲載
・移住ガイドブック 等

・コンシュルジュ等によるサポート体
制の充実

・スムーズなパス回しを勪 した相談
会、体験ツアー等の開催

・各産業分野の人材確保策と連携した
人財誘致の取組

・高知市周辺でのお試し滞在の促進 など

【ポイント】

◆高知家プロモーションと連動し、観光プ
ロモーションを強化するとともに、個人
の旅 者をター ットとした高知家らし
い新しい り口による旅 商品を開発

◆本県への旅のバリエーションを増やし、
観光客の層の拡大を図る

【ポイント】
◆高知家の家 （つくり手）と 得 の

ある方（つかい手）により、品目の魅
の を高める高知家プロモー

ションからセールスに る一連の れ
を強化、連携するプロモーションを展
開

ション事業で計上。

移 住重点品目担当部

・フェア、商談会等での販売促進
・企業等への営業活動
・ 関係者等を した産地 会

・外商活動の全国展開の強化（首都圏に加え、
関勽・中部、中国、 国、 にも拡大）

・事業者への商談会出展支援
・バイ ーを した商談会、県外 販 等で

の高知フェアの開催

外商(公社)

連 携

・県外旅 会 等に対するセールスキャラ
バンやモニターツアー等の実施

・個人手配の旅 者をター ットにWebを
活用した高知家ならではの着地型旅 商
品を販売

・高知家ならではの旅 造成などの ウ
ウを地域が主体となった旅 商品づくり
にも活用

観 光
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取組方針取組方針取組方針取組方針１１１１ 核核核核となるとなるとなるとなる観光拠点観光拠点観光拠点観光拠点のののの形成形成形成形成取組方針取組方針取組方針取組方針１１１１ 核核核核となるとなるとなるとなる観光拠点観光拠点観光拠点観光拠点のののの形成形成形成形成

(1)(1)(1)(1)観光拠点観光拠点観光拠点観光拠点等等等等整備事業費補助金整備事業費補助金整備事業費補助金整備事業費補助金 186,000186,000186,000186,000千円千円千円千円
〔H26予算：222,000千円〕

・・・・観光拠点整備事業観光拠点整備事業観光拠点整備事業観光拠点整備事業
産業振興計画（地域アクションプラン）に位置づけた取組で、地域の

誘客の核となる観光拠点を形成する事業に対して補助する。

取組方針取組方針取組方針取組方針２２２２ 観光資源観光資源観光資源観光資源のののの発掘発掘発掘発掘・・・・磨磨磨磨きききき上上上上げのげのげのげの推進推進推進推進取組方針取組方針取組方針取組方針２２２２ 観光資源観光資源観光資源観光資源のののの発掘発掘発掘発掘・・・・磨磨磨磨きききき上上上上げのげのげのげの推進推進推進推進

((((２２２２))))観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金
【【【【こうちこうちこうちこうち旅広場管理運営事業旅広場管理運営事業旅広場管理運営事業旅広場管理運営事業】】】】 202,033202,033202,033202,033千円千円千円千円

〔H26予算：208,662千円〕

ＪＲ高知駅前に設置された観光拠点「こうち旅広
場」の管理運営について、本県観光のエントラン
ス機能と地域への周遊を促すハブ機能を発揮する
よう、高知県観光コンベンション協会に補助する。

((((２２２２))))足摺海洋館管理運営費足摺海洋館管理運営費足摺海洋館管理運営費足摺海洋館管理運営費 62,89762,89762,89762,897千円千円千円千円 〔H26予算：60,656千円〕

＜管理運営費 56,625千円＞
足摺海洋館を管理運営することにより、観光客の誘致を図るとともに、

社会教育施設として海の知識の普及に寄与する。
＜基本計画策定費 6,272千円＞

館のリニューアル等を検討するための基本計画を策定する。

(1)(1)(1)(1)観光拠点観光拠点観光拠点観光拠点等等等等整備事業費補助金整備事業費補助金整備事業費補助金整備事業費補助金【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】

・・・・観光商品磨観光商品磨観光商品磨観光商品磨きききき上上上上げげげげ事業事業事業事業
地域アクションプランに位置づけた取組で、既存の観光商品の更なる磨き上

げや新たな観光商品の創出など観光客の増加を図る取組に対して補助する。

・・・・観光観光観光観光資源創出支援事業資源創出支援事業資源創出支援事業資源創出支援事業

観光振興部 平成27 当 予算の 勥 １６.７億円
（平成26 当 予算14.9億円）

((((３３３３))))観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金【【【【イベントイベントイベントイベント開催開催開催開催・・・・支援事業支援事業支援事業支援事業】】】】
27,44627,44627,44627,446千円千円千円千円 〔H26予算：29,166千円〕

高知城を活用した特別イベント（お城まつり）や、高知の「食」をテーマにした
イベント（土佐の豊穣祭）などの開催について、高知県観光コンベンション協会に
対して補助する。

取組方針取組方針取組方針取組方針３３３３ 広域観光広域観光広域観光広域観光のののの推進推進推進推進取組方針取組方針取組方針取組方針３３３３ 広域観光広域観光広域観光広域観光のののの推進推進推進推進

((((３３３３))))地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業 31,00031,00031,00031,000千円千円千円千円

旅行業の専門家等のコーディネーターを配置するとともに、事業
者向けの講座を開講し、広域観光組織と地域の事業者が観光資源を
磨き上げ、旅行商品に造成していくための仕組みの構築と地域の観
光人材の育成を図る。

((((４４４４))))四国四国四国四国ツーリズムツーリズムツーリズムツーリズム創造機構負担金創造機構負担金創造機構負担金創造機構負担金 35,00035,00035,00035,000千円千円千円千円
〔H26予算：35,000千円〕

四国４県が連携して首都圏等で商談会の開催や航空会社との
タイアップ事業等を実施することで、四国及び高知県の認知度向上
や誘客促進を図る。

・・・・観光観光観光観光資源創出支援事業資源創出支援事業資源創出支援事業資源創出支援事業
新たな観光商品の造成に向けた取組など事業の立ち上げ段階若しくは施行段

階にある取組に対して補助する。

・・・・広域観光圏二次交通対策支援事業広域観光圏二次交通対策支援事業広域観光圏二次交通対策支援事業広域観光圏二次交通対策支援事業
二市町村以上を周遊する観光バスの運行に対して補助する。

(1)(1)(1)(1)広域観光推進広域観光推進広域観光推進広域観光推進事業費補助金事業費補助金事業費補助金事業費補助金 155,000155,000155,000155,000千円千円千円千円
〔H26予算：63,000千円〕

・・・・地域博覧会開催支援事業地域博覧会開催支援事業地域博覧会開催支援事業地域博覧会開催支援事業

広域観光の推進を図るため、地域が主体となって開催する博覧会に要する経費等

に対して補助する。

・・・・広域観光推進事業広域観光推進事業広域観光推進事業広域観光推進事業

広域観光組織が担うべき機能を発揮する体制づくりのため、各エリアの広域観光
組織が定める中長期計画を基に、各組織のステージに応じて支援する。

((((２２２２))))観光商品観光商品観光商品観光商品ブランドブランドブランドブランド化支援事業化支援事業化支援事業化支援事業 12,83112,83112,83112,831千円千円千円千円
〔H26予算：11,709千円〕

地域が主体となった全国から誘客できる旅行商品づくりを進めるため、旅行会社
等とタイアップして、旅行商品の造成・販売を支援するとともに、旅行会社の造成

担当者等のアドバイザーによる旅行商品の磨き上げ等を行う。
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取組方針取組方針取組方針取組方針５５５５ 人材人材人材人材のののの育成育成育成育成

((((１１１１)))) 観光観光観光観光ガイドガイドガイドガイド育成事業費育成事業費育成事業費育成事業費 2,1182,1182,1182,118千円千円千円千円
〔H26予算：2,853千円〕

高知県を訪れる観光客の満足度を高めるため、県内各地域で
観光ガイド団体の連携、育成とガイド技術の向上に取り組む。

((((２２２２))))観光商品観光商品観光商品観光商品ブランドブランドブランドブランド化支援事業化支援事業化支援事業化支援事業 【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】
地域が主体となった全国から誘客できる旅行商品づくりを進めるため、旅行

会社等とタイアップして、旅行商品の造成・販売を支援するとともに、旅行会
社の造成担当者等のアドバイザーによる旅行商品の磨き上げ等を行う。

((((３３３３))))地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業 【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】

取組方針取組方針取組方針取組方針４４４４ 効果的効果的効果的効果的なななな広報広報広報広報・セールス・セールス・セールス・セールス活動活動活動活動のののの推進推進推進推進

(1)(1)(1)(1)首都圏首都圏首都圏首都圏等等等等観光情報発信事業観光情報発信事業観光情報発信事業観光情報発信事業 18,82118,82118,82118,821千円千円千円千円〔H26予算：21,246千円〕

テレビ、新聞、雑誌、インターネット等の媒体で、記事や番組として取り上げてもらう
よう働きかけるパブリシティ活動や、県外事務所によるＰＲ活動により、全国における
本県観光の認知度拡大と誘客促進に取り組む。

((((２２２２))))観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金
【【【【観光客誘致事業観光客誘致事業観光客誘致事業観光客誘致事業（（（（国内国内国内国内））））】】】】 81,96881,96881,96881,968千円千円千円千円〔H26予算：71,059千円〕

県外の旅行エージェント等に対するインセンティブやセールスキャラバン、
モニターツアーの実施などについて、高知県観光コンベンション協会に対して
補助する。

【【【【プロモーションプロモーションプロモーションプロモーション事業事業事業事業】】】】 114,437114,437114,437114,437千円千円千円千円 〔H26予算：158,637千円〕
各種メディアや紙媒体を活用した観光情報の発信やフィルムコミッション活動、

「リョーマの休日～高知家の食卓～」の取組等について、高知県観光コンベンション
協会に対して補助する。

((((３３３３))))高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金 44,82044,82044,82044,820千円千円千円千円
高知家 プロモーションと連動して、個人の旅 者をター ットにWebを活用

した高知家らしい新しい り口による旅 商品を開発することで、本県への旅のバ
リエーションを増やし、観光客の層の拡大を図る。

取組方針取組方針取組方針取組方針６６６６ おもてなしのおもてなしのおもてなしのおもてなしの向上向上向上向上

観光ガイド団体の連携、育成とガイド技術の向上に取り組む。

((((１１１１))))県民総県民総県民総県民総おもてなしおもてなしおもてなしおもてなし推進事業費推進事業費推進事業費推進事業費 2,561 2,561 2,561 2,561 千円千円千円千円
〔H26予算：1,058千円〕

“おもてなしキャンペーン期間”を設定し、一斉清掃をはじめとするおもてなしの取組を
一体的・集中的に実施することなどにより、県民総出での観光客へのおもてなしの気運の
醸成や効果的なアピールにつなげ、観光客の満足度向上を図る。

((((２２２２))))おもてなしおもてなしおもてなしおもてなし推進連絡調整費推進連絡調整費推進連絡調整費推進連絡調整費【【【【タクシー・トイレタクシー・トイレタクシー・トイレタクシー・トイレ満足度向上事業満足度向上事業満足度向上事業満足度向上事業】】】】
1,253 1,253 1,253 1,253 千円千円千円千円 〔H26予算：3,465 千円〕

タクシーとトイレの満足度向上を図るため、タクシーの満足度調査を行い、接客向上に
取り組むとともに、「おもてなしトイレ」の認定及び再チェックを実施する。

(3)(3)(3)(3)観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金【【【【観光客受入事業観光客受入事業観光客受入事業観光客受入事業】】】】 160,044160,044160,044160,044千円千円千円千円
〔H26予算：176,444千円〕

観光客の利便性向上、周遊促進などを図るため、MY遊バスの運行や龍馬パスポート、
臨時観光案内所の設置や渋滞対策、おもてなし研修の実施、おもてなしタクシーの
取組等について、高知県観光コンベンション協会に対して補助する。

((((３３３３))))地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業地域観光商品造成等事業 【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】
旅行業の専門家等のコーディネーターを配置するとともに、事業者向けの

講座を開講し、広域観光組織と地域の事業者が観光資源を磨き上げ、旅行商

品に造成していくための仕組みの構築と地域の観光人材の育成を図る。

((((４４４４))))広域観光案内板広域観光案内板広域観光案内板広域観光案内板設置設置設置設置工事請負費工事請負費工事請負費工事請負費 10,00010,00010,00010,000千円千円千円千円
〔H26予算：10,000千円〕

観光客の利便性を高めるため、観光拠点等を中心とした広域観光ルートを紹介する
広域観光案内板や誘導標識等を多言語により設置する。

((((５５５５))))国際観光国際観光国際観光国際観光受入受入受入受入環境環境環境環境整備整備整備整備事業費事業費事業費事業費補助金補助金補助金補助金 34,00034,00034,00034,000千円千円千円千円

外国人観光客の受入態勢づくりを強力に進めるため、多言語による観光案内板の設置や
パンフレット等の作成、Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備などを支援する。

40



(1)(1)(1)(1)国際観光推進事業国際観光推進事業国際観光推進事業国際観光推進事業 22,42622,42622,42622,426千円千円千円千円 〔H26予算：24,370千円〕

本県への外国人観光客の誘致促進を図るため、海外での認知度向上や誘致活動、
他県との差別化した質の高い旅行コンテンツの提供を行うなど、誘客拡大に向けた総
合的な推進体制の構築を行う。

(2)(2)(2)(2)広域観光案内板広域観光案内板広域観光案内板広域観光案内板設置設置設置設置工事請負費工事請負費工事請負費工事請負費【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】

取組方針取組方針取組方針取組方針８８８８ 国際観光国際観光国際観光国際観光のののの推進推進推進推進

((((４４４４))))観光振興推進事業費補助観光振興推進事業費補助観光振興推進事業費補助観光振興推進事業費補助金金金金（（（（国際観光関連国際観光関連国際観光関連国際観光関連））））
95,55095,55095,55095,550千円千円千円千円 〔H26予算：40,266千円〕

国際観光推進コーディネーターを配置し、国際観光の戦略全体への助言や国内外での博
覧会等でのセールス活動など誘客強化に向けた事業や、本県の認知度向上のための多言語
による情報発信コンテンツの充実、旅行商品の造成、受け入れ等の取組などを行う高知県
観光コンベンション協会に対して補助する。

(1)(1)(1)(1)スポーツツーリズムスポーツツーリズムスポーツツーリズムスポーツツーリズム推進事業推進事業推進事業推進事業 18,08618,08618,08618,086千円千円千円千円
〔H26予算：11,475千円〕

スポーツツーリズムを推進するため、プロ・アマスポーツの
誘致活動を行うとともに受入態勢の充実を図る。

((((２２２２))))観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金観光振興推進事業費補助金 【【【【スポーツスポーツスポーツスポーツ誘致事業誘致事業誘致事業誘致事業】】】】
114,161114,161114,161114,161千円千円千円千円

〔H26予算：120,365千円〕
スポーツツーリズムを推進するため、プロスポーツのキャンプ

や大会の誘致、アマスポーツの合宿への助成を行う高知県観光
コンベンション協会に対して補助する。

取組方針取組方針取組方針取組方針７７７７ スポーツツーリズムのスポーツツーリズムのスポーツツーリズムのスポーツツーリズムの推進推進推進推進

観光拠点周辺及び移動ルート上における広域観光案内板の多言語化等を行い、
外国人観光客の利便性向上を図る。

(3)(3)(3)(3)国際観光国際観光国際観光国際観光受入受入受入受入環境環境環境環境整備整備整備整備事業費事業費事業費事業費補助金補助金補助金補助金【【【【再掲再掲再掲再掲】】】】
外国人観光客の受入態勢づくりを強力に進めるため、多言語による観光案内板の設

置やパンフレット等の作成、Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備などを支援する。

・国際観光推進コーディネーターの配置

・多言語によるＷｅｂサイトやパンフレット、動画など、クロスメディアによる
海外への情報発信機能の強化

・他県との徹底した差別化を図り本県への誘客を図るため、本県の豊かな自然を活かした
様々な体験や温かいおもてなしなど本県の強みを活かした高知家流おもてなしツアーの
実施

41



国際観光の抜本強化

つくるつくるつくるつくる 売り込む売り込む売り込む売り込む

【【【【国別戦略国別戦略国別戦略国別戦略】】】】

○他社と差別化する商品を販売する旅行会社へのセールス活動の
強化

○継続したセールス活動（国内外での商談会・旅行博等への参加、
個別セールス、 香港国際観光団体へ職員派遣
台湾現地法人への業務委託＝産業振興推進部と連携
○四ツー創等と連携した周遊ルートづくり（東部周遊、サイクリング、
ゴルフ他）

○海外旅行会社やメディア招聘の受入れ
○インセンティブ制度の実施
○外国クルーズ客船船社への誘致活動（港湾振興課と連携）
○ターゲット市場別に５種のコンテンツを作成し、情報発信
（WEBサイトやパンフレット、現地雑誌、動画などクロスメディアによる
露出強化）

【【【【高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト】】】】
○広域観光組織等による観
光資源の磨き上げの促進

○広域観光コーディネーター
による観光事業者の経営
戦略セミナー実施

○旅行商品造成販売支援事業による造成
販売
・広域観光組織等による観光商品の造
成・販売の促進

○博覧会の開催による体験プログラム、ツ
アー造成

○外国人目線での観光素材の発掘・受入れ地域の拡大
○「エージェント向け観光素材集」の多言語化（英語）
○高知家流おもてなしプロジェクトのモニターツアー実施
○海外旅行会社のツアー造成をサポート（体験メニュー、
観光施設等の提案）

【【【【高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト】】】】

・モニターツアー実施 5本
・受入可能施設を倍増（H26.12.15時点32施設）
・外国人留学生による観光メニュー調査・発掘
（2地域）（農水省事業）

目標目標目標目標

拡

拡

新

新

新

目標目標目標目標

【【【【観光資源等の磨き上げ観光資源等の磨き上げ観光資源等の磨き上げ観光資源等の磨き上げ】】】】 【【【【旅行商品の造成販売旅行商品の造成販売旅行商品の造成販売旅行商品の造成販売】】】】

国際観光推進コーディネーター国際観光推進コーディネーター国際観光推進コーディネーター国際観光推進コーディネーター
（２名配置）（２名配置）（２名配置）（２名配置）

商品情報

・インバウンドの視点を付加
・モニターツアーによる磨き上げ
・情報のフィードバック

新

新

○高知家プロモーションと連動した高知な
らではのツアーの造成・販売

・商談会・旅行博の参加目標 15回以上
・高知家流おもてなしツアー催行 18本
（７社×２本、シンガポール3本、ロシア1本）
1,080人泊（20人×3泊×18本）
・クルーズ船オプショナルツアー 150人（30人×5本）

目標目標目標目標

【【【【受入環境整備受入環境整備受入環境整備受入環境整備】】】】（国際観光アクションプランを策定し推進）
○国際観光受入環境整備事業費補助金を創設し、市町村や
組合団体等の受入環境整備を支援

○多言語の広域観光案内板を設置（年4基）
○外国人観光案内所の拡大
○外国人旅行者に対応するおもてなし研修の実施

○WEBサイト・パンフレットによる着地観光の情報提供（５言語）
○ＬＣＣ誘致（交通基盤の整備・交通運輸政策課と連携）

○おもてなし添乗員の育成と確保
○ツアー催行時の現地サポート
（外国人観光客とのコミュニケーション支援）

【【【【国別戦略国別戦略国別戦略国別戦略】】】】

【【【【高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト高知家流おもてなしプロジェクト】】】】

もてなすもてなすもてなすもてなす

・おもてなし添乗員を10名確保

目標目標目標目標H28年度末整備目標（２年間）
◆観光施設・道の駅
・多言語観光案内板《14箇所》､Wi-Fi環境整備《62箇所》等

目標目標目標目標

基盤整備の情報を基盤整備の情報を基盤整備の情報を基盤整備の情報を
ＷＥＢサイトにシェアＷＥＢサイトにシェアＷＥＢサイトにシェアＷＥＢサイトにシェア

新新

・体験プログラム30件以上
・高知家ツアー30～50本

目標目標目標目標

受入体制の情報を
商品作りへ反映

セールス情報へ
反映

商品情報
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1.多言語による 外への
的な観光資源の情報発信
・国や顧客層、旅 にマッ

チした情報発信コンテンツが
的に勘 。

・他県と差別化できる本県の自
・ ・体験型観光の魅 が

海外に十分発信されていると
は言い難い。

・増加する個人観光客にはWeb
での情報発信が勘

2.継続したセールス活動
・県・高知県観光コンベンショ

ン職員が現地に出向くセール
ス活動のみでは に限 が
ある。

○台湾WEBサイト等での情報発信による認知
向上

○ 国４県や 施設と連携した商 会・旅
博等でのプロモーション（ 14回）

○旅 会社、商 会等でのセールス活動
○よさ い り・ジオパーク等の の仕組み

づくり
○他部局と連携したLCC・クルーズ船誘致
○旅 商品造成の きかけと観光商品
○インセンテ ブ制 の実施
○周遊ルートづくり

１． 外への情報発信コンテンツの 実による認知 向上
海外での認知 を向上さ 、本県へのさらなる誘客を図るため、外国人観光客の観光情報源として

ニーズの高い多言語によるWEBサイトやパンフレット・動画など、海外への情報発信コンテンツの
充実による認知 向上
・多言語（5言語）による情報発信ＷＥＢサイトの開設
・多言語（5言語）による紙媒体（観光パンフレット）の制作
・プロモーション用の動画制作
・現地メディアでの 出（ の高い雑誌への高知県観光情報の提供）

２．勛 的・ 画的なセールス活動の強化
・国際観光推進コーディネーターの配置（2名）NEWNEW

・現地窓口機能の整備（台湾現地法人への業務委託、香港国際観光団体への職員派遣）NEWNEW

2020 オリンピック・パラリンピック 勤大会に向けた国 観光の 本強化

目標／外国人のべ宿泊者数の増加 平成25 実 2.1万人泊 平成27 目標 3.2万人泊

国
別
戦
略

外国人延べ宿泊者数
2014 １月 月 44.1%増

（全国の び 28.8%）

商 会・旅 博の参加目標
27 15回以上

25 4回
26 14回

①情報発信の強化
②セールス活動の強化

多言語WEBサイト
目標

月間13万ページビュー

高知県の認知 の 的な向上

課課 題題 27 の取組26 の取組

国 観光 勺事業費・観光振興 勺事業費補助
134,552千円

（平成26 当 予算64,636千円）

ある。 ・現地窓口機能の整備（台湾現地法人への業務委託、香港国際観光団体への職員派遣）NEWNEW

・ＪＮＴＯ海外事務所及び県シンガポール事務所への定期的な情報提供と情報収集
・商談会や海外展示会（台湾・香港・シンガポール・韓国等）への参加
・ＶＪ地方連携事業への積極的な参画（高知県東部周遊、サイクリング、ゴルフ）
・新たな市場へのセールスキャラバンの実施（タイ）
・海外旅 会 やメディア の積極的な受入

つくるつくるつくるつくるつくるつくるつくるつくる
○外国人観光客のニーズにあった商品の発掘と

造り込み
売売売売るるるる売売売売るるるる
○ニーズのあるターゲット国とパートナーと

なる 外旅 会社の開
受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる
○農業体験等、受入れ施設の仕組みづくり
（31施設を確保）
○おもてなし添乗員の育成と確保（6名）

つくるつくるつくるつくるつくるつくるつくるつくる
・外国人目線での観光資源の

ブラッシュアップと発掘
・顧客のニーズにきめ細かく

対応できる商品の造成

売売売売るるるる売売売売るるるる
・高知県の認知 向上のための

効果的なプロモーションの展開
・他社と差別化する商品を販売

する旅 会社へのセールス活動
の強化

受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる
・農家等の安定した受入体制の

仕組みづくり
・県内にノウハウを蓄積する

ための「おもてなし添乗員」の
育成と確保

つくるつくるつくるつくるつくるつくるつくるつくる

・外国人目線での観光素材の発掘・受入れ地域の拡大
・「エージェント向け素材集」の多言語化

売売売売るるるる売売売売るるるる

・パイプができた 外旅 会社に対するツアー造成の したセールス活動
・高知家 おもてなしプロジェクトのパートナーとなる旅 会社の拡大
・取組事 の情報発信

受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる受受受受けけけけ入入入入れるれるれるれる

・外国人受入に向けた受入れ農家等のネットワーク化
・おもてなし添乗員のさらなる確保と育成

高
知
家
流
お
も
て
な
し
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（全国の び 28.8%）
全体 13400人泊→19310人泊
台湾 3820人泊→ 6990人泊
香港 600人泊→ 1740人泊

・香港・シンガポール・台湾・タイの７社

本提案

・香港・シンガポール・台湾・タイの７社
のモニターツアー招聘を調整中

・4月のクルーズにオプショナルツアーを9
本提案

①他県と差別化した「拾」の高い旅
コンテンツの提供でリピーター層の
取り込み

②県内観光施設の受入拡大

平成27 の目標平成27 の目標
・ツアー催 18本

（７社×２本、シンガポール3本、ロシア1本）
1,080人泊（20人×3泊×18本）

・クルーズ船オプショナルツアー 150人（30人×5本）
・モニターツアー実施 5本
・受入可能施設を倍増
・おもてなし添乗員を10名確保

と連携して 勺するため
協 ワー ングを設 プロジェクトのさらなる深化
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外国人観光客の受入拟 を２ で強 に 勺

お
も
て
な
し
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に

目標目標目標目標現在の動向現在の動向

外国人観光客のニーズ

■旅 中 った と
1位：Wi-Fi環境
2位：コミュニケーション
3位：目的地 での

情報の入手

外国人観光客の増加
＜国＞
H25 1,036万人
H26 1,341万人

(対 比29.4%増)

＜高知県＞
H25 2.1万人泊

（H26 1~9月勡対 比44%増）

2020 目標
2,000万人

国 観光受入環境整備事業費補助

■目的：外国人旅 者の受入 整備を 勡 で強 に 勺
①多言語対応（表示、案内）
②トイレ洋式化
③通信（Wi-Fi環境）
④ショッピング（消費税免税店）

■勡 ：２か 拘定（平成27 28 ）

■ 積額 : 34,000千円

平成２７ の取組平成２７ の取組

【H27 誘客目標】
3.2万人泊

補助 市町村

緊急に整備すべき事項緊急に整備すべき事項

標 サインの多言語化

周遊先の観光地や観光施設、
商店街等への拡大

案内ツールの多言語化

周遊先の観光地や観光施設、
店舗等への案内パンフレット・
マップ、音声翻訳の拡大

トイレのユニバーサル化

【H28 拢 補助事業に
よる整備目標】

国 観光受入環境整備事業費補助
34,000千円

（平成26 当 予算 －千円）

お
も
て
な
し
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
計
画
的
・
総
合
的
に
推
進

情報の入手

■日本で体験した活動
1位：日本食を食べる
2位：ショッピング
3位：繁華街の街歩き

＜H23観光庁調査＞

国の取組

■ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾂｰﾘｽﾞﾑ振興
免税店10,000店規模(倍増)
※現在9,361店(H26.10.1)

4月と比較し62%増
■多言語対応の強化
■ Wi-Fi整備

補助
先

市町村

補助
事業
主体

市町村 組合団体等
（商店街、商工会、観光
協会、旅館ホテル等）

補助
対象
事業

○多言語観光案内板
○外国語パンフレット、

マップ
○外国語案内ツール
○Wi-Fi環境整備
○トイレ改修

等

(2事業以上パッケージ)
○多言語観光案内板
○外国語パンフレット、

マップ
○のぼり等PR資材
○外国人対応マニュアル
○免税手続一括窓口開設

等

補助 １／2

観光 国実現に向けたアク
ション・プログラム2014

＜現状：高知県内免税店 11店舗＞
(H26.10.1現在）

商店街全体・観光地全体での開設

公 線LAN
（Wi-Fi）環境の整備

消費税免税店の拡大

＜現状:観光施設整備 約28%＞

周遊先でネット 用できるよう、
観光施設、道の駅に整備を拡大

トイレのユニバーサル化

主な観光拠点での多言語案内
表示とセットによる洋式化

■旅館､ホテル等 ２団体

＜観光施設、道の駅＞
■観光案内板 14箇所
■パンフレット 23箇所
■ホームページ 24箇所
■館内案内サイン20箇所
■トイレ改修 29箇所
■Wi-Fi整備 62箇所
■免税店開設等 22箇所

＜商店街・旅館ﾎﾃﾙ＞
■商店街等 ６団体
■旅館､ホテル等 ２団体

インターインターインターインター
ネットネットネットネット
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仁淀川地域仁淀川地域仁淀川地域仁淀川地域

嶺北地域嶺北地域嶺北地域嶺北地域

【広域観光組織が担うべき機能】
広域組織が地域の面的魅 を高めるための地域コーディ

ネートができる組織となる為に必要な機能

① 企画統括機能
・ 勛 、県や市 等との連携等

② 情報発信機能
・ パンフ作成、HP・メルマガ、セールス活動等

③ 旅 取扱機能
・ 総合窓口、着地型商品造成・販売等

④ 観光人材育成
・ インストラクター養成等

⑤ 観光産業化
・ 商品開発、地域内産品の販売等

【広域観光組織が担うべき機能】
広域組織が地域の面的魅 を高めるための地域コーディ

ネートができる組織となる為に必要な機能

① 企画統括機能
・ 勛 、県や市 等との連携等

② 情報発信機能
・ パンフ作成、HP・メルマガ、セールス活動等

③ 旅 取扱機能
・ 総合窓口、着地型商品造成・販売等

④ 観光人材育成
・ インストラクター養成等

⑤ 観光産業化
・ 商品開発、地域内産品の販売等

【平成27 の取組】（県）
１．地域観光プロデューサーの活用 (3,188千円）

・ 県全体の広域組織のあり方や計画づくりの支援
２．広域観光みらい会議の開催（９２２千円）
３．広域観光組織連絡会議の開催（９０千円）

・ 広域観光組織の情報共有や課題解決を図るための場づくり、ネットワークの構築
４．地域観光商品造成等事業（31,000千円）

広域観光組織と地域の事業者が一体となって地域の観光資源を磨き上げ、旅 商品として販売していくため
の仕組みを構築

５．観光商品ブランド化支援事業(12,831千円）
・広域観光アドバイザー事業 ・ 集型旅 商品造成販売事業

旅 会 等とタイアップして地域が主体となった全国から人を る旅 商品づくりを推進
６．広域観光 勺事業費補助 (155,000千円）

・ 広域観光組織の定める中 期計画等を踏まえ、ステージに応じた事業を補助（ 間 ）
・ 補助先：広域観光組織
・ 補助 ：1/2
・ 補助額 A（組織 化）25百万円(① ⑤)    B（ステップアップ）15百万円(① ④)

C（その他）２百万円(①②)た し、ブランド化事業 は の旅 商品化に取組 場合は3百万円

【平成27 の取組】（県）
１．地域観光プロデューサーの活用 (3,188千円）

・ 県全体の広域組織のあり方や計画づくりの支援
２．広域観光みらい会議の開催（９２２千円）
３．広域観光組織連絡会議の開催（９０千円）

・ 広域観光組織の情報共有や課題解決を図るための場づくり、ネットワークの構築
４．地域観光商品造成等事業（31,000千円）

広域観光組織と地域の事業者が一体となって地域の観光資源を磨き上げ、旅 商品として販売していくため
の仕組みを構築

５．観光商品ブランド化支援事業(12,831千円）
・広域観光アドバイザー事業 ・ 集型旅 商品造成販売事業

旅 会 等とタイアップして地域が主体となった全国から人を る旅 商品づくりを推進
６．広域観光 勺事業費補助 (155,000千円）

・ 広域観光組織の定める中 期計画等を踏まえ、ステージに応じた事業を補助（ 間 ）
・ 補助先：広域観光組織
・ 補助 ：1/2
・ 補助額 A（組織 化）25百万円(① ⑤)    B（ステップアップ）15百万円(① ④)

C（その他）２百万円(①②)た し、ブランド化事業 は の旅 商品化に取組 場合は3百万円

■■■■仁淀川広域観光仁淀川広域観光仁淀川広域観光仁淀川広域観光協議会協議会協議会協議会

・構成 1市4町1村

【【【【H26年度取組年度取組年度取組年度取組】】】】

組織のステップアップに向け
た中長期計画作成

■嶺北地域観光・交流推進協議会■嶺北地域観光・交流推進協議会■嶺北地域観光・交流推進協議会■嶺北地域観光・交流推進協議会

・構成 3町1村
・事務局体制（兼務）／地域本部と4町村で分担

広域観光の総合的な支援①（広域観光組織の機能強化）

【地域博覧会の継続支援】

◆地域博覧会開催支援事業
【継続】

予算額：111,000千円
東部70,000千円
高幡41,000千円

補助先：広域観光組織が中心と
なって構成された団体等

補助 ：１ ２以内

上 限：100,000千円以内

仁淀川地域仁淀川地域仁淀川地域仁淀川地域

高幡地域高幡地域高幡地域高幡地域

幡多地域幡多地域幡多地域幡多地域

安芸地域安芸地域安芸地域安芸地域

高知市高知市高知市高知市・・・・物部川物部川物部川物部川
地域地域地域地域

・構成 1市4町1村
・事務局体制
事務局長（兼務）以下計3名
・担っている機能 ①②③

た中長期計画作成

【【【【H27年度予定年度予定年度予定年度予定】】】】
情報発信力の強化

■■■■高幡広域観光推進本部高幡広域観光推進本部高幡広域観光推進本部高幡広域観光推進本部

・構成 1市4町
・事務局体制
本部長以下計2名

・担っている機能 ①②③

【【【【H26年度取組年度取組年度取組年度取組】】】】

博覧会実施に向けた組織
づくり
H27.3までに協議会を設立

【【【【H27年度予定年度予定年度予定年度予定】】】】
H28.4からの実施に向けた

体験プログラムの造成・販
売の強化等

■■■■一般社団法人一般社団法人一般社団法人一般社団法人
幡多広域観光協議会幡多広域観光協議会幡多広域観光協議会幡多広域観光協議会

・構成 3市2町1村
・事務局体制
事務局長以下計7名
・担っている機能 ①②③④⑤

【【【【H26年度取組年度取組年度取組年度取組】】】】

組織の機能強化に向けた中長
期計画作成

【【【【H27年度予定年度予定年度予定年度予定】】】】

機能強化の計画を踏まえた旅
行商品の造成・販売、教育旅行
誘致、人材育成等を実施

■■■■安芸広域市町村圏事務組合安芸広域市町村圏事務組合安芸広域市町村圏事務組合安芸広域市町村圏事務組合
（高知県東部地域博覧会推進協議会）

・構成 2市4町3村
・事務局体制
事務局長（兼務）以下計6名
・担っている機能 ①②③

【【【【H26年度取組年度取組年度取組年度取組】】】】

博覧会実施に向けた体験
プログラム・着地型商品の
造成、販売の強化

【【【【H27年度予定年度予定年度予定年度予定】】】】

博覧会の取組が継続でき
るよう旅行エージェント経験
者を受け入れ（4月～）

■高知中央広域観光協議会■高知中央広域観光協議会■高知中央広域観光協議会■高知中央広域観光協議会

・構成 4市
・事務局体制（兼務）
事務局長以下計3名

・担っている機能／①②

・事務局体制（兼務）／地域本部と4町村で分担
・担っている機能／①②
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企画 発掘・磨上げ パッケージ化取引の仕組み作り

広域観光みらい会議 ・商品造成に向けて最新情報の提供をしてもらう → ベストプラクティスの紹介
・大手旅 会 の 部の勪 を高知県へ

広域観光の総合的な支援②（地域地域の旅 商品づくりを総合的に支援）

最終の商品カルテの作成
○旅 商品カルテを に

パッケージングし商品化

造成会議
○旅 商品カルテをベースに商

品の磨き上げを う

企画会議
○旅 商品カルテの作成

商品毎に統一したフォー
マットでカルテを作成

広
域
組
織

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

広
域
観
光

・カルテ作成の支援
・トレンドを踏襲しているか、

インバウンド対策はできて
いるか等商品化の方向性を

・磨き上げ方針への助言や事業者を
始めとする関係者の巻き込み方な
どを指導

・課題解決に向けた 分 の整

各商品毎に でき
るツール作成

旅
行
会
社

旅 会社の中で
の認知 向上

・素材の名称
・素材の概要等
・オンシーズン ・販売実績
・インバウンドチェック ・ 用者の声
・アドバイスの と の対応状況

イメージ
写真

カルテのイメージ

商品化に向けた協議
○旅 会 で売るため

(販売面)のアドバイスを受ける

消費者の声

・旅 商品として販売するための ウ ウ指導
・ 設定の 勠性の

目 的 地域が主体となった全国から人を る、売れる観光地づくりを進めるため、広域観光組織と地域の事業者が一体となって地域の観光資源を磨き上げ、旅
商品として販売していくため仕組みを構築する

受入体制の整備
○インストラクターの養成、

設定や手 の 整等
パッケージ化にあたって必要
な受入体制の整備

資源の磨き上げ
○最終パッケージとなる資源グ

ループ とに う造成会議に
参加し、共に磨き上げを う

資源の再確認
○カルテ化する資源のピック

アップや状況確認

事

業

者

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

広
域
観
光
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

インバウンド対策はできて
いるか等商品化の方向性を
指導

・課題解決に向けた 分 の整
や 勖の作成等マネジメントを

消

費

者

旅
行
会
社
で
の
商
品
化
・
販
売

・ 設定の 勠性の

最終の商品カルテの共有

○最終の旅 商品カルテに
づき予約や精算やルール、
キャンセル時や、催 中
時の対応など最終確認

・ 設定や、受入体制への助言
・リピーター確保への助言

事業者に寄り添ったキメ細やかな相談・助言
土佐の観光創生塾（事業拡大・創業に向けたスキルの習得）

・広域組織と共に直接現場に入り指導を重ねることで、事業者が日常
的に磨き上げを っていくための支援を い、トレンドを踏まえた
商品づくりを加速

磨き上げから商品化に向けた観光創生塾（地域コーディネーターが主催）

第１回
【顧客ニーズ対策】

第2回
【国際観光のトレンド】

第3回
【地域資源の活用 】

第4回
【セールスの手法】

第5回
【旅 商品の

パッケージ化】

第6回
【パッケージ商品のセー

ルス手法】

２コマ×６回＝１２講義（※県内２地域 各25名 参加）
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産業成長戦略 【農業分野】 の概要 

企業的経営体の育成 

⑤集落営農の推進 

●こうち型集落営農の実現 
 ・コーディネーターや集落リーダーの育成 
 ・農産物加工やグリーン・ツーリズムへの取組を支援 
 ・法人化への支援 
 ・加工、交流施設への取組を促進 
 

●中山間地域で攻めの農業を実現する 
 「複合経営拠点」の整備 

③流通・販売の支援強化 

・法人経営体の育成・組織化と 
 経営発展への支援 
・品目別規模拡大方策の策定 
・施設整備や資金面での支援 

●集落営農組織の育成と活動促進 
 ・話し合いの場づくりと実践 
 ・地域が行う研修会や先進地視察等への支援 
 ・中山間地域等直接支払制度の活用 

 

安心して農業を継続 

販売を見据えた生産 
産地を伝える販売 

 ・基幹的水利施設等の長寿命化対策 
 ・多面的機能支払交付金の活用 
  

生産資源の保全 

  生産性・品質向上 
 販売活動の強化   

 酪農・肉用牛・養豚 
 土佐ジロー・土佐はちきん地鶏 

 高品質安定生産 
 地域ブランド米の育成 
 水田農業の担い手となる稲作経営体の育成  

●IPM技術を全品目へ普及  
●GAPの活用 ●土づくりと施肥の改善 
●高品質・高収量を目指す研究開発 
●次世代施設園芸団地の整備 
●オランダウェストラント市との 
  友好園芸農業協定を活かす 
●有機農業の推進 

 

④品目別総合戦略 

②
環
境
保
全
型
農
業
の 

 

ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
の 

 

地
位
を
確
立 

安全・安心 

園芸品導入 
周年化 

特色のある 
農産物の 
生産量を拡大 

消費者に選ばれる産地へ 

①まとまりのある園芸産地総合支援 

●「学び教えあう場」の強化 
●有望な園芸品目の導入 
●園芸品目の総合戦略支援 

野菜 

「次世代型こうち新施設園芸システム」の推進  

産地づくり 

●ハウス整備事業を再編し、新規就農 
  から規模拡大までを一体的に支援 
●園芸用ハウスの災害復旧支援 
●集出荷等施設の再編・集約、 
  機能向上を支援 

販売額拡大・販路拡大  

●量販店とのパートナーシップの強化 
●新たな出荷・流通・販売体制の構築 
●業務需要開拓等のマーケティングの強化 
●展示商談会の開催 
●輸出の推進 

PR・消費拡大  

●高知フェアの開催 
●アンテナショップ等での販促 
●花きの消費拡大等に 
  向けた取組を強化 
●出前授業 

３．新たな担い手の確保・育成と経営体の強化 

新規就農者の確保・育成  

地域の核となる 
農業の担い手を 
育成 

畜産 

土佐茶 

米 

⑥6次産業化の取組による拠点ビジネスづくり 

●加工、グリーン・ツーリズムの取組強化と 
   6次産業化の推進 
    ６次産業化をリードする人材の育成 
    地域６次産業化支援チームによるハンズオン支援 
 

●拠点ビジネスづくりの推進 
 ・こうち型集落営農を通じた拠点ビジネスづくり 

⑧担い手の育成と生産資源の保全 

拡 

拡 

●薬用作物の生産拡大支援など 

⑦中山間に適した農産物等の生産 

  
・農地中間管理機構による 
 農地の集積・集約化 
・担い手への農地のマッチング 

農地の集積・集約化 

地
域
の
拠
点
ビ
ジ
ネ
ス 

 本県農産物の 

 ファンづくりと地産 
 地消の推進 

地
域
の
担
い
手
を 

確
保
、
雇
用
の
創
出 

   ・UIターン就農者の確保 

   ・実践研修など就農に向けた支援 
   ・農業担い手育成ｾﾝﾀｰの体制強化 
   ・研修用ハウス整備への支援 

 

産地が求める人材を 

積極的に確保する 

「提案型」の活動 

新 

拡 

新 

新 

農業産出額の増加・所得の向上 

１．本県農産物の高付加価値化  

果樹 花き 

まとまりづくり  

●県域への普及 

●大規模経営体の県内外からの誘致 
高品質 
高収量 
低コスト 

新 

新 

２．中山間地域の農業・農村を支える 
仕組みを強化 

地域農業の 
活性化、雇用・ 
所得の確保 

規模拡大 
経営強化 

新 
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 次世代型こうち新施設園芸システムの普及促進 

経営スタイル 規模 販売目標額 導入手法 

県内外企業の 
農業参入 

3～5ha 
程度 

   3~5億円 

企業誘致的 
手法 

 
農業団地整備 

意欲ある農業者と 
県内企業との 

共同経営 
 

県内外の企業が 
有望な農業者の 
スポンサーに 

1～3ha 
程度 

１~3億円 

地域企業支援策
に準じた 

支援 
 

有望な農業者に
「出資」する仕

組づくり 

意欲ある農業者や 
農業生産法人等 
による規模拡大 

50a～
1ha 
程度 

 5千万円 
 

     ～1億円 

ハウス整備 
に関する 

各種支援策の 
活用 

既存型ハウスを使
用している農業者 

 
露地や米作から 

施設園芸に 
転換する農業者 

50a未満 
1千万円 

 

  ～5千万円 

既存型ハウスへ
の環境制御技術

導入 

本県農業を牽引する 
経営体の誘致 

本県農業の中核と
なる経営体の育成 

力強い 
家族経営
体の育成 

 先進技術のすそ野をさらに拡げ、本県の農業 

生産を支える力強い家族経営体を育成する。 

 

大規模施設園芸団地 

 意欲ある農業者の規模拡大をすすめ、本県農
業の中核となる経営体を育成する（県内企業との
共同経営、法人化等）。 

高軒高や低コスト耐候性等の 
次世代型ハウス 

既存型ハウスへの環境制御技術 
の導入 

 資本力のある県内外企業の農業参入を促進するこ
とで、雇用の創出と本県農業のステージアップを図る。 

大規模施設園芸団地 

高軒高を中心とする大
規模次世代ハウス 

低コスト耐候性等の中
規模次世代ハウス 

既存型ハウスへの 
環境制御技術導入 

 施設園芸を競争力のある産業として発展させるため、園芸農業先進国オランダの優れた技術を参考に、環境制御などの先進技術や次世代型
ハウス（高軒高、低コスト耐候性）を、施設規模に応じた支援策により県内全域へ普及促進 

  

学び教えあう場 

 土耕栽培 
または養液栽培 

温度、湿度、CO2濃度を
個別に制御 

 土耕栽培 
または養液栽培 

 温度、湿度、CO２濃度
を複合環境制御 

  
ハイワイヤー栽培 
＋養液栽培 

生育に最適な状態に統合
環境制御 

 

収量 
倍増 

収量 
30～50％UP 

収量 
15～30％UP 

○次世代施設園芸モデル事業費（368,520千円） 

  県内複数個所での次世代型ハウスのモデル整備を補助 

○環境制御技術導入加速化事業費（107,040千円） 

  炭酸ガス発生装置等の環境制御装置の 
 導入を補助 

○次世代型こうち新施設園芸システム導入水資源確保調査費（18,790千円） 

  地下水調査等による候補地の選定 

○次世代型施設園芸等企業参入事業費（4,067千円） 

  ビジネスモデルの作成、企業参入支援 

○企業誘致活動推進事業費（146,250千円）【債務負担】 

  参入企業の施設整備に係る経費等を補助 

27年度の取り組み 

○まとまりのある園芸産地活性化事業費（19,591千円） 

  学び教えあう場のしくみづくり 
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©新需要開拓マーケティング協議会・やなせたかし 

炭酸 

農業分野への企業参入の推進 

農業分野への企業参入による好循環 

産地 

ＪＡ 
参入 
企業 

園芸連 

＜生産・流通コストのメリット＞ 
・「学び教えあう場」に参加し、 
 県、ＪＡによる技術指導を得  
 ながら、県内各産地間で技 
 術情報の共有が可能 
・ＪＡ（集出荷場）を利用するこ 
 とにより、生産に専念するこ 
 とができ、効率的な生産が 
 可能 
・ＪＡ-園芸連出荷ルート活用に 
 よる流通・輸送コストの抑制 

＜産地の活力アップ＞ 
・高齢化、離農による産地規模の縮小に歯止め 
・産地としての出荷量増による、価格の安定・アップ 
・新たな地域雇用の創出 
・若者の就業先の増加 
 

＜価格形成力のアップ＞ 
・量の確保と年間通じた安定出荷 
 による高知県産シェアの拡大 

＜取扱量、稼働率のアップ＞ 
・参入企業からの出荷による 
 取扱量のアップ 
・集荷場の稼働率向上 
 

 
○次世代施設園芸等企業参入事業費（4,067千円）                      ○企業誘致活動推進事業費（146,250千円）【債務負担】 
  ビジネスモデルの作成、企業参入支援                              施設整備にかかる経費等を補助 
 
○次世代型こうち新施設園芸システム導入水資源確保調査費（18,790千円） 
  地下水調査等による候補地の選定 

27年度の取り組み 

民間企業の農業分野への 
参入支援を本格化 

高軒高ハウス 

炭酸ガス施用装置 
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成熟した森林資源をダイナミックに活用した所得の向上と雇用の創出 産業成長戦略（林業分野）の概要 

 
 
 
 
◆生産性の向上と原木の増産   
 ①森林の集約化と経営委任の推進 
    ・森林経営計画と森の工場の整備 
    ・森林施業プランナーの活動支援 
    ・国・公有林等を活用した大規模化   
  ②地形や資源にマッチした効率的な生産システムの 
      導入促進 
    ・林業機械や林内路網の整備 
    ・効率的な路網や架線集材などの普及 
    ・事業体の作業システム改善の支援 
 
 ③協定取引による安定供給の推進 
 
◆事業体や担い手の育成   

 ④事業体のマネジメント能力の向上 
    ・中期的なビジョンに基づく森林組合経営を支援 
    ・森林組合の合併を推進 
    ・森林施業プランナーの育成  
 ⑤担い手の確保・育成 
    ・搬出作業等の技術力アップ 

<新> 林業学校の創設による担い手の育成・確保 

<拡> 小規模林業の生産活動の支援強化 
 

 
 
 
◆持続可能な森林づくり   
 ①地域の森林整備に関する計画の作成支援 
  （適地適木、資源循環 など）  
 ②再造林への支援、省力化の検討  
 ③獣害対策（防護柵設置等）の支援 

 
◆荒廃森林の解消  
 ④保育間伐の推進  
  ・公益的機能が高い森林の間伐支援 
  ・オフセット・クレジットを活用した森林整備の推進 
 
 
 

 
 
 
 
◆企業誘致等による大型加工施設の整備  
 ①大型加工施設の整備      
    ・大型製材工場による製材品の生産拡大 
    ・ラミナ工場の整備 
 
◆県内加工事業体の生産力等の強化    
 ②既存加工事業体の生産力等の維持・強化 
    ・新たな設備導入や既存設備更新の支援 
    （効率化、低コスト化、高品質化等） 
 
◆高次加工施設の整備    
 ③ＣＬＴ（直交集成板）の推進 
    ・ＣＬＴ建築物の普及・建設の促進 
    ・ＣＬＴパネル関連産業の育成 

柱２．加工体制の強化 柱１．原木生産の拡大 
 
 
 
 
◆流通の統合・効率化   
 ①拠点を活用した流通の効率化の推進 
    ・販売窓口の一元化 
    ・県外の流通拠点の設置 
    ・建築工程に応じたきめ細かな配送の推進 
    ・県内事業者の共同輸送（県外へ）体制の強化 
        ・内航船（RORO船）による定期的な輸送    
 
◆販売力の強化   
 ②地産外商の推進（流通拠点の活用など） 
    ・企業・団体と行政が連携した営業活動を推進 
    （土佐材展示会、セミナー、商談会の開催など） 
    ・商品力の向上への支援 
    （ＪＡＳ表示、地域材ブランド化 
          の推進など） 
   
 ③地産地消の推進 
    ・県産材使用住宅の建築、リフォームの支援 
    ・公共施設、公共事業での木材利用の推進 

 
 
 
 
◆木質バイオマスの効率的なエネルギー利用の推進 
 と多面的利用の拡大   
 ①原木や林地残材の搬出に対する支援  
 ②バイオマス利用施設の導入・管理コストの低減 
    ・バイオマス利用ボイラーの導入支援 
    ・一定の地域内での効率化を推進（共同利用・処理）  
 ③発電や製品原材料など多用途利用の推進 
    ・再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度に対応し、 
          木質バイオマス発電を推進  
 

柱４．木質バイオマスの利用拡大 

 
 
 
 
 
 
◆特用林産物の生産等の振興   
 ①特用林産物（炭、キノコ、シキミ等）の 
  生産・販売支援  
 ②提案型等の地域発の取り組みを支援 
  （集落活動センターにおけるコンテナ苗・   
  原木マイタケの生産） 

間伐と皆伐を組み合わせて増産 品質の向上と加工量の増大 地産地消・地産外商の推進 

循環型の林業を持続 森の恵みを余す 
ことなく活用 

マテリアル ＋ エネルギー  利用の推進 

柱３．流通・販売体制の確立 

柱６．健全な森づくり 柱５．森のものの活用 
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【ＣＬＴ建築プロジェクト支援】 
○森連連事務所プロジェクト（木造+CLT 2階 、総床面積約1,200㎡） 
 ＣＬＴパネル（大壁）の強度や耐火性能試験を実施（主に低層用） 
○県農業研修施設プロジェクト（CLT工法 2階、総床面積729㎡） 
 大判の薄型ＣＬＴパネル（90mm）の強度試験を実施 
○窪津漁協事務所プロジェクト（木造+CLT 2階、総床面積約260㎡） 
 ＣＬＴパネル（真壁）の強度試験を実施 
○高齢者福祉施設プロジェクト（木造+CLT 2階、総床面積約580 ㎡ 予定） 

【実施設計の支援】 
○県森連事務所、窪津漁協事務所、高齢者福祉施設 ３件 

【CLT普及・県内技術者向け研修】 
○講演会・フォーラム開催：H25：3回 H26 2回 
○技術研修会：H25 2回 H26 4回 

【ＣＬＴの推進に向けた提携の推進】 
○グラーツ工科大学と「技術交流に関する覚書」の締結 
○銘建工業(株)と「ＣＬＴによる産業振興に向けた協力協定」の締結 

豊富な森林資源を活かしたＣＬＴ建築の実用化を進めＣＬＴ関連産業の育成（H25～） 

これまでの主な取組   

CLT建築促進事業費 H２７予算額 77,000千円 

【成果】 
○建築に必要な試験によるデータ収集等 
 ・ＣＬＴパネルの強度試験による、薄厚・大判パネルの実用 
  化や木造軸組とＣＬＴの組合せが実現 
 ・壁材としての耐火性能試験 
  →低層で耐火性能を求められる建築でＣＬＴを現しで活用 
○県内設計者・施工者の育成 
 ・プロジェクトの実施や、各種技術研修会によりＣＬＴ建築 
  設計のノウハウの取得 
○ＣＬＴ建築の認知度向上 
 ・ＣＬＴ建築の増加に寄与（H27中に5棟が完成予定） 
○多用なネットワークの形成 
 ・グラーツ工科大学との強力なパイプの構築 
 ・建築プロジェクトを通じたＣＬＴ研究者との関係強化 
 ・ＣＬＴ先進企業との連携 

１ 蓄積されたデータやノウハウにより今後の設計に活用 
    （試験項目の軽減・設計期間の短縮） 
  →ＣＬＴ建築事例の拡大を推進 
２ 得られたデータを供与し県内事業者へのノウハウの 
    蓄積・技術力の向上 
  →ＣＬＴ技術者の育成によりＣＬＴ建築プロジェクトの増 
    加が期待 
３ ＣＬＴ先進県としての認知度の向上 
  →ＣＬＴ推進のトップランナーとして全国を牽引 
４ ＣＬＴ関連産業の育成 
   →ＣＬＴパネルの前工程となるラミナの供給体制の整 
    備推進 
   →需要を見極め、ＣＬＴパネル加工施設の整備推進   

期待される効果 

 ○H25.12.20  CLTのJAS規格告示 
 ○ＣＬＴ普及に向けたロードマップの公表（H26.11） 
  →H28年度早期にCLTの設計方法の告示・基準強度の告示が予定 
 ○まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付け（H26.12.27） 
    →林業の成長産業化として「ＣＬＴの早期普及」が位置付け 

国の動き 

これまでの成果を活かしＣＬＴ関連産業を育成するためには 
●人材の育成  ●ラミナ供給体制の整備  ●ＣＬＴ需要の拡大 

27年度の取組 

ＣＬＴ普及促進事業費補助金：H26.2補正42,748千円 

○ＣＬＴ建築の普及推進 
 ・耐火試験の実施（天井、屋根など）  
 →中層建築の床へＣＬＴなど木材の利用を促進 
 ・ＣＬＴを簡易に壁へ部分づかいするためのＣＬＴ強度試験の実施 
 →木造軸組工法との組合せの拡大を促進 
○担い手の育成 
 ＣＬＴ技術の習得（設計・施工） 
○ＣＬＴ普及 
 シンポジウムの開催 

木材加工流通施設整備事業費補助金：H26.2補正885,397千円 

○ＣＬＴパネル等の前工程となるラミナ生産施設を支援 

 ・原木消費量５万m3 

  →県内でのＢ材高付加価値化、雇用創出に寄与 

ＣＬＴ建築促進事業費補助金：当初77,000千円 
             （H26.2補正164,589千円） 

○県内での建築事例を支援 

 ・ＣＬＴ建築物の建築等に要する経費を支援 

 →県内でのCLT建築実例増加により、さらなる 

       需要喚起、早期の法整備の後押しに 

 →建築事例を通じて得た実証データの活用 

   により建築物の増加が期待 

関連事業の推進 拡充 

平成28年度早期にはＣＬＴ工法の設

計が一般化。ただし、目指すべき中
層建築の推進には、多くの事例の積
み重ねが必要 
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 平成２７年度 小規模林業に関する支援制度 

 

◎公有林の活用などについてニーズや可能性を検討 

 

◇森林・山村多面的機能交付金 
 ・活動を実施するために必要な資機材購入 

◎自伐林家等林業機械のレンタル【４，３７５千円】 
 ・協議会登録者に対し林内作業車等支援（補助率１／２） 

◎林業労働力確保支援センター事業費補助金【３，２００千円】 
 ・研修受講者に対して安全防具を支給（40,000円×80人） 

 

◇造林事業 
 ・搬出間伐、作業道開設（補助率６８％）  
◇みどりの環境整備支援交付金【４３，０７５千円】 
 ・造林事業のへの嵩上げ 

◎緊急間伐総合支援事業費【５１，９２１千円】 
 ・木材の搬出を伴う間伐支援（定額補助１８．３万円/ｈａ） 
 ・作業道開設等への支援（開設、丸太積工、路面整備、洗い越し工等） 

◎木質バイオマス中間土場確保対策【１２，０００千円】 
 ・ポータブル型車両重量計導入支援（補助率１０／１０） 

◇副業型林家育成支援事業【１，６３２千円】 
 ・ＯＪＴ研修の実施 

◎林業学校費【５９，４７０千円】 
 ・林業学校研修等委託 
 ・緑の青年就業準備給付事業費補助金 
 ・事務費（林業学校設置検討会議運営費、短期コース運営費） 

 
確保できない 

 
一定の 

初期投資が 
必要 

 
支援制度が 
不十分 

 
研修を受ける 
機会がない 

実践にあたっての 

課題 
政策パッケージ （◎新たな施策 ◇既存施策） 

地域 

おこし協
力隊 

自伐 
林家 

一人 
親方 

ＮＰＯ 
法人 

林研グ
ループ 

ボラン
ティア 
団体 

総勢 
約１，５００名 

小規模 
林業者 
とは 道具 

事業地 

技術力向上 

間伐作 
業道等 

情報提供 

ﾈｯﾄﾜｰｸ 
の拡大 

道具 

間伐・作業道等 

                   
◎小規模林業推進事業費【１２，４５４千円】 ・小規模林業アドバイザー派遣等事業 
   アドバイザー派遣《実践者の要請により現場指導者を派遣》 
   傷害総合保険加入促進支援《実践者が支払う傷害総合保険加入に要する掛け金の補助》 
   実践現場安全点検パトロール《実践している現場を安全指導員が巡回し安全指導を実施》 
◇協議会運営・保守（協議会ＨＰの年間保守、協議会の開催） 

 
安全対策が 
不十分 

安全対策 

事業地 

技術力向上 

安全対策・その他 

予算総額１８８，１２７千円  
※造林事業・森林山村多面的機能交付金を除く  

 
 

高
知
県
小
規
模
林
業
推
進
協
議
会 

○ｽｷﾙｱｯﾌﾟ 
  研修 

○情報共有 

○意見交換 
  要望 

活動内容 

○活動報告 

原
木
生
産
の
拡
大 

担
い
手
の
確
保 

効果 

移
住
の
促
進 

会員 
登録 

会員 
登録 

会員 
登録 
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カツオ等の水揚げ促進  

○ 黒潮牧場6号（足摺岬沖）及び8号（興津沖）の更新  （広域漁場整備事業費 729,692千円） 

○ カツオ船へイワシ活餌を供給するため、黒潮町佐賀で漁協を軸とした新たな体制の構築  
                        （活餌供給機能強化事業費補助金 9,800千円） 

○ 清水サバの漁獲量拡大に向けた、漁具作成の新たな体制の構築と、サメ被害の軽減への支援 
                                 （清水サバ水揚げ促進事業費 2,800千円）    

○ イワシ資源が豊富な宿毛湾をカツオ船への活餌供給基地とする取組の強化 
                            （活餌安定確保対策事業委託料 9,612千円） 

新 

○ 近海カツオ一本釣り船のダウンサイジング等の促進 （かつお一本釣漁業振興対策事業費 2,686千円）    新 

○ 定置網の網成り調査や先進地での技術研修の支援 （定置網漁業振興事業費 5,276 千円） 

○ 急潮の予測に向けた、潮流の解析 （水産業試験研究費 4,472 千円） 新 

新規就業者の確保  

漁業生産量の確保 

○ 大敷組合の経営改善と法人化の促進 （沿岸漁業経営体法人化支援事業費 1,037千円） 

○ 漁業就業セミナーの開催や移住促進策と連携した勧誘活動、短期研修の実施、研修指導者の グループ化による 
  受け入れ体制の強化     （漁業就業支援プログラム推進事業 483千円、新規漁業就業者確保対策事業委託料 11,124千円） 

○ 新規就業者が自立するための長期研修の実施 （新規漁業就業者支援事業費 44,969千円） 

○ 漁船リース事業への支援 （新規漁業就業者漁船リース事業費 12,500千円、漁業就業者漁船リーズ事業 2,000千円） 

漁業の担い手の確保 

養殖業の経営基盤の強化  

○ 養殖ビジネススクールの開講 （養殖ビジネススクール運営事業委託料 4,836千円） 

○ 協業化に向けた設備投資や、新技術の導入等の支援 （養殖業協業化促進事業費補助金 4,122千円） 

種苗生産・中間育成ビジネスの育成（カンパチ、クロマグロ） 

○ クロマグロの親魚養成・種苗生産・中間育成の技術開発  

                                       （マグロ養殖振興事業費 23,078千円、水産業試験研究費 9,030千円） 

○ カンパチ人工種苗の養殖現場への導入と、更なる品質の向上に向けた生産技術開発   

                                                   （水産業試験研究費 7,577千円） 

新 

水産物の販売力の強化と魚価の向上 

大都市圏での外商ビジネスの拡大・強化  

○ 「高知家の魚 応援の店」登録店舗数の増大と県内事業者とのマッチング機会の充実等による 
  取引の拡大                        （水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 11,609千円）（２月補正） 

○ 「築地にっぽん漁港市場」を活用した首都圏における県産水産物のＰＲと外商活動の推進の支援        
                                （水産物首都圏販売拠点設置事業費 5,062千円）（２月補正） 

○ 漁協の販売子会社の機能を活かした「応援の店」や「漁港市場」の活用による外商の強化 
                        （水産物外商活動支援事業委託料 18,798千円）（２月補正） 

○ ｼｰﾌｰﾄﾞｼｮｰへの出展や商談会等への参加による販路開拓とＰＲ活動の支援 
           （見本市出展業務委託料 7,008千円、水産物地産外商推進事業費補助金 4,746千円）（２月補正） 

地産地消の推進 

○「土佐のおさかなまつり」や親子料理教室の開催、小中学校での魚食普及活動の実施 
         （水産物消費拡大事業委託料 7,185千円、水産物食育推進事業委託料 2,341千円） 

水産加工業の振興 

○ 夏季に出荷する養殖ブリの産地加工の拡大への支援 
                （水産物前処理加工等育成支援事業費 13,718千円）  

新たな事業化の推進 

定置網漁業の収益性の向上 

 高品質な水産物を取り扱う取引先の開拓と高鮮度出荷体制の構築 
                    （水産物外商活動支援事業委託料 18,798千円（再掲））（２月補正） 

新 

○ 大阪市場とのネットワークを活かした関西の量販店でのフェア等の開催                
                                                                                  （大阪市場販売促進事業費 1,274千円） 

○ 養殖クロマグロの産地加工の支援（水産物前処理加工等育成支援事業費 13,718千円（再掲））  
○ 加工事業者間の連携やグループ化による販路拡大等の促進 
                      （水産物前処理加工等育成支援事業費 13,718千円（再掲））   

新 

地域資源の活用 

○ ウナギ資源の保護と養鰻業の振興 （増養殖用種苗安定確保対策事業費 2,433千円）                 

                                                                       （種苗放流委託料 17,977千円）  
                                                                  （内水面漁業試験研究費 3,246千円） 

○ アユ資源の維持・増強 （あゆ等放流用種苗生産事業費 143,597千円） 

                                 （カワウ等被害対策事業費補助金 2,000千円）  
                                                   （カワウ生息実態調査委託料 2,063千円） 

○ テナガエビ類の繁殖生態等の把握 （テナガエビ調査委託料 3,630千円） 新 

資源豊かで賑わいのある河川づくり 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

○ 関西・中四国・九州の消費地市場関係者を招聘した県内事業者との交流会の開催 
                                                 （市場合同会議開催事業費 1,367千円） 

新 

第２期高知県産業振興計画 産業成長戦略（水産業分野） 
平成27年度重点施策 ※２月補正予算への前倒し分を含む  
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取引先の紹介・斡旋 

  

県
内
事
業
者
（産
地
買
受
人
、
漁
協
、
水
産
加
工
業
者
等
） 

 

店舗ニーズ（品質、価格等）をフィードバック 

アカムツ、朝どれ定置網鮮魚、 

ブランド養殖魚、カツオ等 

アンケート調査（２回）による取引状況把握 

H26末：350店舗
H27末：500店舗 

魚種ごとの高鮮度出荷方法 

の設計と飲食店のニーズ等への対応等（荷立て方法、
物流ルート等） 

   

関
東
の
高
級
飲
食
店 

「応援の店」の掘り起こし、商談会・産地見学会への参加依頼等 

 

水産物外商活動支援事業委託料 

            18,798千円（２月補正へ前倒し） 
 

高級飲食店への高鮮度魚の試験出荷（計50件実施）と評価の取得 
（品質、価格、物流コスト等） 

県産水産物のサンプル出荷（200件以上）と評価（品質、価格等）の収集 

販売代行・仕入（収益事業） 

地産外商公社 

○施設を拠点とした外商（卸売） 
○店頭販売（小売） 
○養殖マグロの産地加工品等の試験販売 
○県内事業者による催事の実施 
○店頭での映像放映や商品展示等によるＰＲ  など 

鮮魚等の供給（収益事業） 

鮮魚等の販売 

連携 連携 

商談会への参加等に要する連絡・調整 

販
売 

Ｐ
Ｒ 

漁港市場での商談会の開催（応援の店10店舗×5回） 

フェア開催時等に連携 

              ～漁業の生産高を伸ばし、漁業収入を向上～（1／2） 

応援の店の訪問（200店舗以上）によるニーズ収集と県産水産物のＰＲ 

アンケート調査による取引状況や要望等の把握（1回） 

鮮魚等の販売（収益事業） 

高

知

家

の
魚

応

援

の
店

等 

「高知家の魚応援の店」と「築地にっぽん漁港市場」を活用した大都市圏での県産水産物の外商機能強化（H27年度） 

水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 
＜県外飲食店とのネットワークを有する企業に委託＞ 

                    11,609千円（２月補正へ前倒し） ○「応援の店」の掘り起こし：150店舗以上 
○東京・大阪での商談会開催：各200名以上の来場目標 
○産地見学会の開催：東京10店舗、大阪10店舗を産地に招へい 
○高級飲食店の産地招へいによる産地事業者とのマッチング：5店舗 

Ｊ
Ｆ
こ
う
ち
・海
の
漁
心
市
株
式
会
社 

 
 

 
 

委託 
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  ～漁業の生産高を伸ばし、漁業収入を向上～（2／2） 

・ 

   

 活餌供給機能強化事業費補助金 9,800千円 
  カツオ船へイワシ活餌を供給するため、黒潮町佐賀で漁協を軸とした新たな 
   活餌供給体制を構築 
 

    ・漁協、漁業者、黒潮町等で組織する協議会で運営 
  ・漁協が専従担当を配置し、活餌供給事業のノウハウを習得 
  ・周辺餌場との価格競争力を強化するための活餌価格の引き下げを支援 
   

カツオの県内への水揚げ促進 
    活餌安定確保対策事業委託料 9,612千円 
  カツオ一本釣り漁業用活餌の種類や確保手段の多様化を検討し、活餌の 
 県内での安定確保を図る 
 

 ・宿毛湾の中型まき網で採捕されるイワシ類を活餌として供給するため、 
  他県の先進地から技術者を招へいし、採捕や蓄養の技術を習得 
 ・養成した活餌をカツオ船に試験販売し、採算性を検証 

   

   養殖ビジネススクール運営事業委託料 4,836千円 
     新規漁業就業者支援事業費補助金 5,460千円 （養殖業分） 
   新規漁業就業希望者が技術と知識を習得するための、OJTと座学を合わた 
     スクールを開講   
 

     ・養殖に関する専門知識や経営に関する知識を習得するための座学研修を実施 
   ・生活費の支援を２年間受けながら、漁業士等の養殖業者のもとで実践研修を実施 
 

 漁業生産量の確保に向けた取組を強化 

養殖業の経営基盤の強化 

 かつお一本釣漁業振興対策事業費 2,686千円 
  カツオ一本釣り漁業の経営の効率化に向け、新たにカツオ船を建造する 
   場合等に、低利資金を融通する 

    

  養殖業協業化促進事業費補助金 4,122千円          
  中小経営体の協業化と規模拡大に向けた設備投資や、新技術の導入等を支援 
 

   ・中小企業診断士等による経営相談や診断の実施 
  ・３者以上での協業化や規模拡大等を目指す場合に、小割等をリース 
  ・新たに共有船を購入するなどの協業体等に漁船をリース 
  ・新技術導入や経営品質向上のための生産試験に係る経費を支援 

・ 

    マグロ養殖振興事業費 23,078千円 
   マグロ養殖の持続的な振興を図るため、人工種苗の導入を促進するための 
 親魚養成・採卵技術の開発を進める 

種苗生産・中間育成ビジネスの育成（カンパチ・クロマグロ） 

    クロマグロ種苗生産技術開発試験 9,030千円 
  養殖用種苗の安定確保を図るため、マグロ人工種苗の量産化に向けた生産 
 技術開発を実施 

    水産業試験研究費 7,577千円（カンパチ人工種苗関係） 
  カンパチ人工種苗の養殖現場への導入と、人工種苗の品質向上に向けた 
  技術開発を実施 

 
 

○県内の種苗生産企業、養殖業者と 
  連携し、マグロ・カンパチの種苗の 
    量産技術開発を実施 
＜マグロ＞ 
・親魚養成、採卵技術の開発試験 
・人工種苗の生産技術開発試験 

＜カンパチ＞ 
・種苗量産技術開発、品質評価試験 
・親魚の優良形質群選抜、養成試験 
・カンパチ人工種苗の品質向上化試験 

 
・【浦ノ内湾】中間育成経験者の活用、ベコ病    
  フリー漁場の活用により中間育成事業を推進             
・【宿毛湾】国内で有数の好漁場を利用したマグ 
  ロ中間育成事業を推進 
 

種苗生産・中間育成基地の形成 

 

 

○中間育成適地調査(カンパチ） 
 

 ・ベコ病、赤潮、貧酸素への対応検討 
 

○新規マグロ中間育成漁場の設置（マグロ） 
 

 ・新規中間育成漁場測量調査 
   ・地元調整、漁業権設定 
 ・中間育成業者の育成 

種苗量産化のための施策 
漁場の特性を活かした中間育成の産業化 

中間育成の産業化のための施策 

養殖業の振興に向けた取組を加速化 
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産業成長戦略の概要（商工業分野） 

ものづくり 

             
 製造品出荷額等 4,681億円 
    
          

  Ｈ２２ 【目指す姿（ゴール）】 
 製造品出荷額等 
 平成33年度：6,000億円以上 
 平成27年度：5,000億円以上 

 
 
○ものづくりの地産 
   地消・外商の推進 
 ・海外展開や技術 
  の外商などの支 
  援を抜本強化 
 ・他県と連携した 
  海外見本市への 
  出展等の実施 

 

 

 

 

○地域の賑わいと生 

   活を支える商業支 

   援の強化 

   ・南海トラフ地震 

      に備えた安全・ 

      安心な商店街の 

  環境づくりへの 

  支援      

   ・商店街等の賑わ 

  い創出イベント 

  の実施や、既存 

  店舗の魅力向上 

  に向けた取組へ 

  の支援 
○移住促進と連携し 
   た商店街活性化の 
   取組 
   ・一体的な情報発 
      信と商店街での 
      開業支援体制の 
      構築 
  
 
 
 

地消・外商支援 

商業支援 

 

 

○企業立地の推進 

 ・農業分野（生産現場）への県内外企業の参入を促進し、「次世代型こうち 

  新施設園芸システム」等、本県の強みを活かした企業立地の推進 

 ・都市圏の企業をターゲットに本県の支援体制や制度をPRするために企業 

  立地セミナー等の開催 

  

 

 

 

 

○紙産業の振興 

 ・高付加価値製品の開発や加工技術の確立、外商支援の徹底、人材育成、 

  土佐和紙等のブランド化などを促進することによる紙産業のさらなる振興 

○県外や海外に通じる製品づくり 

 ・海外展開に向けた製品改良を後押しするメニューの創設 

 ・研究会メンバーにバイヤー等を加えるなど、プラン策定段階から実行段階 

  までマーケットインの視点によるサポートの強化 

○防災関連産業の振興 

 ・防災関連製品バイヤーとの製品相談会の回数増による外商の加速化 

   ・購買に結びつきやすい県内外の事業継続計画（ＢＣＰ）策定企業や病院等 

  からの情報収集を強化し、製品開発・改良を促進 

○シェアオフィスへの入居及び地域雇用の促進 

  ・企業のサテライトオフィス誘致の取り組みの強化 

  ・移住促進との連携による専門人材の誘致及び県内学生等の誘致企業への 

       就職促進 

○まるごと支援による新たなコンテンツビジネスの創出 

    ・コンテンツビジネス起業研究会に配置した専門家による事業化プランの 

       改善や個別相談、商品の販路開拓、広報支援など、コンテンツ事業の展開

の入口から出口までの一貫支援 

 

 

    

 

  

 

企業立地 

特色のあるものづくり 

事業承継 

ものづくりの基盤整備 
販売の拡大 
（地消・外商） 

◎ビジネスプランづくりから商品開発・販売促進まで一貫した支援 

 
 
○高知県事業承継・人材確保センターの設置 
 ・円滑な事業承継を進めるため、U・Iターンや移住の施策  
  等と連携したワンストップで支援をする拠点の構築 
 
 
  
○企業立地の受け皿となる工業団地の造成  
 ・(仮称）高知一宮団地の整備と（仮称）南国日章工業団地    
  の開発 
 ・継続的な適地調査 
 
 
 
○県内企業の設備投資の促進 
 ・企業の設備投資を一層後押しするメニューの創設 
○産業振興計画推進融資の活用 
 ・産業振興計画の事業や目標に沿った事業を行う者に対す 
  る金融機関と連携した支援 
○産学官連携による継続的な産業育成支援 
 ・産業振興センター等との連携強化による事業化に向けた 
  支援 
 
 
 
 
○スキルを備えた技術人材の育成・確保 
 ・工業技術センターや高等技術学校等による技術研修・技 
  術支援 
 ・産業界、学校、行政の連携強化による県内企業への就職 
  促進 
○幅広い人材の育成や活用を推進するための環境づくり 
 ・就業につながりやすい新たな訓練コースの設定等により 
      女性の活躍促進 
 ・高等技術学校の入校年齢制限の見直しや、女性の訓練生 
      確保に向けた環境整備等 
○高校生や大学生の県内就職の促進 
 ・高校生の保護者に対する県内企業の理解の場の確保 
 ・県内大学との就職支援協定の締結 
 
 

基盤整備 

設備投資 

人材育成･確保 

★ 

★ 

★ 

★ものづくりまるごと応援パッケージの充実  

★ 
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紙産業の振興 飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

 

 
①  製品開発と加工技術の普及・促進 
      ○新たに整備する熱カレンダー・不織布製造装置などを活用し、高付加価値 
     製品を開発 

      ・紙産業技術センター設備整備事業費  279,720千円 

②  リサイクル炭素繊維の利用化研究  
    ○四国連携プロジェクトとして開発研究会を設置（Ｈ26年12月） 
          ○抄紙技術を活用したリサイクル利用研究を推進 

       ・特別研究費  10,775千円 

③ 土佐和紙等のレーザー加工技術研究 
    ○新たにレーザー加工設備を導入し、和紙等に微細な模様づけ技術を開発 
          ○製品に新たな価値を創造し、土佐和紙のブランド化を推進 

      ・紙産業技術センター技術支援事業費  10,120千円 

 
 
 

⑥ 外商活動の機能強化（産業振興センター） 
     ○専任担当者の配置や専門家派遣などにより、ビジネスプラン作成から外商 
     まで一貫したサポートを強化   

   首都圏などへの販路拡大 
    ○見本市や展示会への出展を支援するとともに、バイヤーとの商談機会を 
    拡充  

新 

新 

① 高付加価値製品の開発と加工技術の確立への支援 ③ 外商支援の徹底と紙産業の営業力の強化、  
  新分野への進出を支援 

拡 

 

 
    紙産業技術センターの設備及び研究体制の充実 
     ○職員を新たに配置するなどにより、研究開発やクレーム対応・依頼試験な 
     どの対応力を強化 
      ・依頼分析試験費  7,778千円 

   トイレに流せる製品評価システムの開発 
    ○新たに欧州型評価機器を導入し、本県発の製品評価の公定法を確立 

   ○本県製品の品質の良さを実証・情報発信して販売を拡大   
      ・一般研究費  4,723千円 

② 新技術の企業への普及 

拡 

拡 

拡 

拡 

新産業推進課 
26年度予算額  49,968千円  
27年度予算額 418,508千円 

  
 

   土佐和紙文化と優れた高度技術を持った企業をＰＲ 
     ○高知家プロモーションと連動させたＰＲ等による情報発信を強化 
    ○高知県手すき和紙協同組合が策定した振興計画に基づいて実施される 
    事業への助成 
     ・伝統工芸品産業支援事業費補助金【工業振興課】  500千円 

⑤土佐和紙等のブランド化  

拡 

 
 
   企業を担う中核人材の育成  
    ○新たに整備する機械設備の操作や研究利用の勉強会（かみわざひとづくり 
     事業）を開催し、企業の人材育成と技術力の向上をめざす 

     ・ものづくり力育成事業費  4,724千円 

   伝統的産業の後継者の育成 
    ○手すき和紙協同組合への助成などにより、伝統的産業の振興を促進 
     ・伝統的工芸品産業等後継者育成対策事業費補助金【工業振興課】  5,880千円                       

拡 

④ 人材確保や育成 

拡 

新 

新聞・書籍の電子化や人口の減少などにより、紙の需要は縮小傾向にあり、ここ数年
の製造品出荷額等は全国と同じくほぼ横ばいである。このような状況を打開するため
には、最先端の技術の確立や付加価値の高い新製品の開発が不可欠であり、早期
に紙産業の抜本強化を図る必要がある。 

○土佐和紙の生産に端を発した長い伝統ある本県の重要産業の一つ 

＜高知県紙産業の現状（Ｈ24工業統計)＞ 

 企業数：８７社 従業員数：２,６８５人       

 パルプ・紙・紙加工等の製造品出荷額等：６０１億円（高知県出荷額の１２％） 

「高知県紙産業の在り方検討会」を設置（Ｈ２６年９月） 
 ※製紙工業会をはじめとした県内外の有識者により、紙産業の 
  振興をさらに推進するための方策を検討 
  （年度内に最終とりまとめ） 

背
景 

対
応 

①高付加価値製品の開発と加工技術の確立への支援 
②新技術の企業への普及 
③外商支援の徹底と紙産業の営業力の強化、新分野への進出を支援 
④人材確保や育成 
⑤土佐和紙等のブランド化 

対応方針 
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Ⅱ産学官民の交流機会の創出 
❐企業や地域の方々が、大学等のシーズ・研究内容等を知る 

    場を創設 

 

 

                       

 

      産学官民がつながる “ 交流 “ の拠点 
 
 
 
 

Ⅲ人材育成 
 

❐ 土佐まるごとビジネスアカデミー 

     産学官の連携で構築した産業人材育成プログラム（通称  
   土佐ＭＢＡ）を実施 

❐大学等が実施する社会人教育等を一元的に情報発信 

 
 

 
 
 

 

産業振興等につながる 
 ” 人材育成 ” の拠点 

 
 

❐事業構想検証プログラムの実施 

  ・事業構想の目利き、助言・アドバイス 
 

 ・事業構想検証事業費補助金：1,000千円(200千円×5件） 
  （市場の受容性の高さや市場規模の検証等）   

～「高等教育機関の知見・活力」・「永国寺キャンパス内に設置」を生かし県勢浮揚を目指す “３つの(つながる)拠点機能” ～ 

交流 
の拠点 

人材育成
の拠点 

  事業化に踏み出すためのステップを支援  
事業化 

支援 

 

産・民：大学等の知の活用機会が増加し、 
      ①新サービスや新商品の創出、収益向上や雇用創出 
      ②企業・地域等の課題解決 
      ③若手人材の地域定着 等 
 

 

大学等：①情報の共有化等による、共同研究・外部資金獲得促進 
      ②地域志向型の教育・研究等、大学等の地域貢献活動の促進 
       ③大学等の魅力アップ、大学等に対する県民の信頼増進 等 
県全体：大学等の知・活力を活用した取組の加速化による県勢浮揚 
 

３つの拠点機能が産学官民にもたらす効果  

P
 O

 I N
 T

 

 
 
 
 
 

 

❐ 
   と連携した産業振興等の取組に関する相談窓口を設置 
   

❐産学官民連携のプラットフォームとして、関係機関と連携 
 

❐事業化に踏み出すためのステップを支援 

 
 

  
 

                            
P

 o
 i n

 t 

Ⅰ県内の高等教育機関につなぐ相談窓口の設置 

 

         高等教育機関と つながる “ 知 ” の拠点  知の 
拠点 

大学等の担当者等が日常的に顔を合わせて情報
共有や議論を深め課題解決につなげる 
 

・大学等のシーズ集の作成等 

課題解決・ビジネスチャンスにつなげる 
 

・大学等のシーズ・研究内容紹介（28回） 
 

（産学官民連携の交流機会を積極的につくりだす） 

受講生のフォローアップ 
 

・受講生の学びのステップアップを促進 
 

・事業活動の次なるステージへの支援 

P
 o

 i n
 t 

P
 o

 i n
 t 

本部・講義棟 

図書館 

体育館・ 
 食堂 

学生 
会館 

       地域連携棟 
高知県産学官民連携センター  

 
 

❐応用編 

 ・マーケティング戦略コース、財務戦略コースを新設 

❐アドバンスコース 

 ・地域経済を牽引する事業者養成を目指すコースを新設 

  

 
 
  

 

 土佐ＭＢＡの拡充  

 
 

  
  

 
 
  

 

Ｈ２７年４月 永国寺キャンパス（地域連携棟１階）に開設  

交流スペース      事務室 

     交流スタイル 

ｽﾃｯﾌﾟ 
ｱｯﾌﾟ 

    セミナースタイル 

     会議室 

    セミナースタイル 

 高知県産学官民連携センター（愛称：ココプラ）の取組   

   予算見積額 ：97,457千円 
  （H26年度2月補正予算）産学官連携推進事業費：44,083千円     
（H27年度当初予算）  産業人材育成事業費 ：53,374千円 

 
 

❐講座やワークショップ等の開催 

 ・起業家によるセミナー、経営者による自社紹介 
 

 ・ビジネスチャンス等につなげる連続講座 
 ・高知県パートナーズ協定提携企業との高知家学講座等 
  

 
 
 

県内外の「英知」の導入  
県内外 

連携 

❐県内外の英知を導入し、講座やワークショップ等を開催し、課   

  題解決やアイデアの創発等を推進 

県内の高等教育機関（大学・高専（以下、「大学等」という。）） 
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●地域づくり支援事業費補助金 
［計画推進課］ 
●集落活動センターの活動支援 
［中山間地域対策課］ 
●地域と大学の連携 等 
［各大学］          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業構想（仮説）の可能性の検証・事業構想の策定 事業化支援 事業化アイデア 

 
 
 
○土佐ＭＢＡ 
・商人塾 
・土佐経営塾 
・土佐ＦＢＣ 
 
 
 
○交流事業 

・シーズ、研究紹介 
・連続講座 等 
 

 
 
 
 

地域振興 

学び 

事業可能性検証プログラム 

 
●産学官連携産業創出研究推進事業［新産
業推進課］ 
●ものづくり産業強化事業費補助金［新産業
推進課、工業振興課］ 
●公設試験研究機関による技術支援 
●地域研究成果事業化支援事業 
［産振センター］ 
●A-STEP（研究成果最適展開支援）４ス
テージ（ＦＳ~実用化まで）［ＪＳＴ］ 
●地域アクションプランへの位置づけ［計画推進
課］ 
●産業振興推進アドバイザー制度 
［計画推進課］ 
●産業振興推進総合支援事業費補助金（一
般、ステップアップ）［計画推進課］ 等 

産業振興 

 
●県、高等教育機関の職員 
  （人材育成研修、企業・地域の課題・ニーズに 
   対する相談、産学官民の交流機会の創出） 
 

●産学官民連携コーディネーター           
（県内事業者と高等教育機関の橋渡し） 

 
 
 

  

産学官民連携センター 

 
 
●地域医療介護総合確保基金  等 
［医療政策課］ 
 

健康長寿県 

 
 
 

 

支援機関等 

 連携 

 
 

■事業構想の可能性検証（ＦＳ）補助金 
・予算額：1,000千円（200千円×5件） 
・補助率：１/２   

・（内容）事業可能性の検証等に必要な調査・研究費を
補助 （例）※市場の受容性の高さや市場規模の検証                 

        （市場規模、レベル等） 
                ※戦略構築からアクションへの方向性確認 

                ※事業収支シミュレーション 
 

高等教育機関の知恵・ノウハウの活用 
「学」が積
極的に関
わる案件 

  新たな 
インセンティブ 

県の事業所管課や支援機関等が 
事業化プランの作成・磨き上げ、 
事業化へのサポート等を実施  

■大学等連携プロジェクト委託事業 
・予算額：1,800千円（300千円×6件）  ・委託先：高等教育機関 
・（内容）大学間の連携、産学連携等による研究開発等 

アイデアを事業化につなげるための支援フロー 

事業化支援の 
ステージにパス 

ＦＳ開始
認定 

目利き 
助言 

修了認定 

事業可能性検証プログラム 
 

●アドバイザー・修了認定審査員 
 

●審査員 

 ・産業振興センター 
 ・工業技術センター 
 ・地域産業振興監 
 ・県事業所管課 
  ・金融機関  等 

学びや交流 
から出てくる
様々な事業化
のアイデア等 

交流 

事業化に踏み出すためのステップ 

事業構想 
（仮説） 

                     産学官民連携センターによる支援 
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高知県事業承継・人材確保センターの設置  

【背景（課題）】 
  ・経営者の高齢化が進展する一方、高知県の後継者内定率は、５０％に満たない状況。    
  ・平成18年以降の高知県内の中小企業の倒産件数は減少傾向、休・廃業件数は増加傾向。 
  ・平成25年度の休廃業等の件数は215件と、倒産件数（35件）の6倍。 
      (全国平均 約2.4倍） 
  ・中小企業は、必要な人材を確保する体制が弱く、新たな事業展開に苦慮。 

             
 
  

 

 
    
  

中小企業者の事業引継に係る相談や仲介機関等への紹介を行うため事業承継・人
材確保センターを設置し、事業承継に関する相談にワンストップで対応 

事業承継の実務に精通した専門スタッフがサポート 

移住施策と連携した後継者や事業拡大のための中核人材の確保 

ポイント１ 

ポイント２ 

ポイント３ 

ポイント４ 

事
業
の
ポ
イ
ン
ト 

 
 

◆現状の把握 
 
 

◆方針の決定 ◆事業承継計画の策定支援等 

事業承継を円滑に進めるための助成制度等の創設 

ポイント5 

 
セミナー等、事業承継の課題解決に必要な施策等について情報を集積・発信 
 

 個々の
承継課題
に応じて
その分野
の専門家
も参加 

◆方針の検討 

 
親族外承継 
（従業員・役員） 

 
 

         親族外承継 

   （外部からの受入れ） 
 

親族内承継 
 

 
 
 
 
  
 

〇事業承継計画の策定 
 
〇経営体制の整備 （後継者への権限委譲） 

 
〇事業用資産の引継ぎ （事業用資産の集約、相続対策 等） 

 
〇個人保証・担保の整理 
 
 〇人材育成（社内教育、社外教育、セミナー 等）  
  （後継者教育）  
 
 
 
 

高知県事業承継・人材確保センター 

センター長、副センター長、事業承継プロジェクトマネージャー（１名）、事業承継・人材確保マネージャー（３名）、以下６名 

事業承継を円滑に進めるため 
の助成制度あり 

親族外承継 
（Ｍ＆Ａ） 

支援内容 

○マッチング支援 
  ・Ｍ＆Ａ仲介業者の紹介 
   
   
   

支援内容 

 
廃   業 

 

 
 

○財産・経営資産等の整理 

ポイント１ 

ポイント3 

ポイント3 

◆体  制 

〇
支
援
を
開
始
す
る
企
業
の
事
業
承
継
計
画
の
作
成
に
係
る 

費
用
、
Ｍ
＆
Ａ
仲
介
料
等
の
費
用
に
対
す
る
助
成
の
た
め
の
審
査 

・後継者不在による事業者の休廃業数の増加は、優良な雇用の場の喪失と本県産 
 業基盤の脆弱化につながるため、円滑な事業承継対策が必要。 
・人口が減少（人材不足）する中、企業が積極的な事業展開をするには、人材の確 
 保が必要。 

【出典：H25 帝国データバンク 高知県企業実態調査】 

事業承継を円滑に進めるため 
の助成制度あり 

同
一
法
人
で
事
業
継
続 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

相談企業の課
題整理 

 
①企業概要 
②株主、親族   
   関係 
③個人財産 
 
④必要な 
  人材像 
⑤採用活動の 
   現状    
       等 

 

事 

業 

承 

継 

支 

援 

開 

始 

支援チームに 

よるケース検討
会議 
 
・産業振興ｾﾝﾀｰ 
・金融機関 
・商工会議所 
・商工会 
・専門家 
（弁護士、税理士、  
 会計士 など） 
 
 

 
 
 
 

                        ＜支援チーム＞ 
 高知県事業承継・人材確保センター、商工団体、支援機関、金融機関  等             ＜支援チーム＞ 

円
滑
な
事
業
の
バ
ト
ン
タ
ッ
チ 

（仮
称
）全
国
移
住
促
進
セ
ン
タ
ー
、 

    

人
材
ビ
ジ
ネ
ス
事
業
者 

等 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ポイント4 

 ○人材情報の発信・収集、企業との人材マッチング支援 
  ・協定を締結した人材ビジネス事業者との連携 
  ・U・Iターンシステムの運用 
  ・移住コンシェルジュの活用 
  ・（仮称）全国移住促進センターとの連携  等 

支援内容 

 
人材確保 

  
・キャンペーン 
・意識啓発セミナー、 
 相談会等の実施 
・支援施策の紹介等 

総
合
相
談
窓
口
（ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
対
応
） 

ポイント1 

ポイント5 

事業承継の実務に精通した専門スタッフが一貫したサポート         ポイント2 

ポイント４ 

商工政策課 
26年度補正予算額116,682千円  
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企

業

県

外

求

職

者

求人
情報

UIターン人材情報システム
ＵＩターン就職相談会等

求職
情報

相談窓口
企業訪問、求人開

セミナー開催等
求人ニーズ求人ニーズ求人ニーズ求人ニーズマッチングマッチングマッチングマッチング

高知県事業承継・人材確保センターによる高知県事業承継・人材確保センターによる中核人材中核人材確保の仕組み確保の仕組み

高
知
県

事
業
承
継
・
人
材
確
保○ ものづくり企業等

高知県産業振興センター
(ものづくり地産地消･外商センター)

産業支援機関（商工会議所、商工会、中央会等）

○ 会員企業等

金 融 機 関
○ 顧客企業等

人材確保支援機関

○高知 生機構 ○福祉人材センター
○ 農業会議 ○ 業 確保センター etc

企業支援、企業訪問等による情報

（国）全国移住促進センター

移住コンシェルジュ

民間人材ビジネス事業者
県と協定を結んでいるパソナキャリアカンパニー、

テンプスタッフ、マンパワーグループ等

求
人
求
人
求
人
求
人
ニ
ー
ズ

ニ
ー
ズ

ニ
ー
ズ

ニ
ー
ズ

拡大再生産拡大再生産拡大再生産拡大再生産

事

業

者

者

等

・産業振興推進部・・食品加工会社等
・農業振興部・・農業生産法人、農業関係企業
・ 業振興･ 部・・木材加工会社、太陽光・バ

イオマス発電
・水産振興部・・水産加工会社等
・土木部 等・・土木会社、建設会社等

○ 県内店舗が収集した企業求人情報
・中 人材（ ： 大 者）がほしい
・後継者候補がほしい

県県県県
内内内内
求求求求
職職職職
者者者者
等等等等

庁内各部局

産業振興推進地域本部

市町村

産業支援機関

日常業務を通しての情報

金融機関

人材確保支援機関 高知県産業振興センター
（ものづくり地産地消外商センター）

業界団体
（工業会・製紙工業会等）

ハローワークマッチングマッチングマッチングマッチング 求人情報を全国へ

高知県事業承継・人材確保センター
ホームページ等
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産業振興推進地域本部

○ ものづくり企業等

市 町 村

庁内各部局
○健 策部・・ 法人等
○地域福祉部・・福祉法人等
○産業振興推進部・・食品加工会社等
○商工 部・・ 企業、勱 支援企業等
○農業振興部・・農業生産法人、農業関係企業等
○ 業振興･ 部・・

木材加工会社、太陽光・バイオマス発電企業等
○水産振興部・・水産加工会社等
○土木部 ・・土木会社、建設会社等 etc

業界団体（工業会、製紙工業会等）
○ 会員企業等

○ 支援企業等

○ 地域アクションプラン支援企業等

地産外商公社
○ 食 品製 企業等

地産外商公社
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教育委員会
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農業の担い手確保に向けた新たな取り組み

これまでの
取り組みと成果

161
197

234 221
263 261

0

100

200

300

H21 H22 H23 H24 H25 H26

（人）（人）（人）（人）
新規就農者の推移新規就農者の推移新規就農者の推移新規就農者の推移

就農相談会やアグリスクー
ル等の実施により、新規就
農者は増加傾向

担い手確保の課題

【相談窓口の明確化と強化】
・就農希望者に就農相談時の総合窓口が十分に認識されていない
・就農イメージが固まっていない相談者には、きめ細かいフォローアップが必要
【産地・地域とのマッチング】
・就農希望者に合わせた受け身の相談となっていることから、産地等が求める人材
を明らかにした「提案型」の取り組みが必要
・中山間地域等の農業の維持・発展には、多様な就農希望者の確保・育成が必要

ステップ１ステップ１ステップ１ステップ１
産地が求める人材確保産地が求める人材確保産地が求める人材確保産地が求める人材確保

ステップステップステップステップ２２２２
産地の担い手となり得る人材育成産地の担い手となり得る人材育成産地の担い手となり得る人材育成産地の担い手となり得る人材育成

ステップ３ステップ３ステップ３ステップ３
就農・産地の担い手として育成就農・産地の担い手として育成就農・産地の担い手として育成就農・産地の担い手として育成

提案型担い手確保・育成提案型担い手確保・育成提案型担い手確保・育成提案型担い手確保・育成

○「提案型」の取り組み実践 ○指導農業士等による実践研修
○学び教えあう場での技術支援
○農業講座での経営管理支援

○総合窓口として、「就農コンシェルジュ」「就農コンシェルジュ」「就農コンシェルジュ」「就農コンシェルジュ」を2222名名名名配置
○就農相談から希望する地域での就農までをバックアップ!!
○「移住コンシェルジュ」との密接な連携

○関係機関を巻き込んだ就農支援

【 就 農 希 望 者 】
○ 全国規模等の相談会
○ 県独自の相談会

応
募

提
案
書
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参
で
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集
活
動

面談・体験研修
等により選考

産
地
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し
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人
材
を
派
遣

基
礎
研
修
修
了
者
を

産
地
が
引
受

【農業担い手育成ｾﾝﾀｰ】
○ 基礎研修の実施
※基礎研修の必要性がある者

産地と担い手
センターが連携
し人材育成

連
携

【県農業公社】
○農地の確保
※農地中間管理事業の活用

【ＪＡ等】
○就農者用ハウス整備

【市町村等】
○就農者用住居確保支援

就農コンシェルジュ就農コンシェルジュ就農コンシェルジュ就農コンシェルジュ

【新規就農研修支援事業費補助金 69,770千円】
（条件不利地域での就農者の研修も支援）

【園芸用ハウス整備事業費補助金 427,570千円】
（研修用ハウスの整備も支援）
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【【【【新新新新しいしいしいしい林業林業林業林業をををを学学学学ぶぶぶぶ場場場場のののの創設創設創設創設】】】】
・・・・新新新新たなたなたなたな林業林業林業林業のののの担担担担いいいい手手手手のののの確保確保確保確保とととと地域地域地域地域のののの林業林業林業林業をををを支支支支えるえるえるえる人材人材人材人材のののの育成育成育成育成

現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

●●●●林業就業者林業就業者林業就業者林業就業者やややや自伐林家自伐林家自伐林家自伐林家のののの方々方々方々方々がががが林業経営等林業経営等林業経営等林業経営等をををを学学学学びびびび直直直直ししししするするするする機会機会機会機会がががが十分十分十分十分でないでないでないでない。。。。
●●●●就業前就業前就業前就業前のののの人材育成人材育成人材育成人材育成がががが十分十分十分十分なななな担担担担いいいい手手手手のののの確保確保確保確保にににに至至至至っていないっていないっていないっていない。。。。
●●●●労働条件労働条件労働条件労働条件のののの改善改善改善改善がががが進進進進んでいないことなどからんでいないことなどからんでいないことなどからんでいないことなどから、、、、年々年々年々年々、、、、定着率定着率定着率定着率がががが下下下下がるがるがるがる傾向傾向傾向傾向
にあるためにあるためにあるためにあるため、、、、離職離職離職離職をををを防止防止防止防止するするするする取取取取りりりり組組組組みへのニーズがみへのニーズがみへのニーズがみへのニーズが高高高高まっているまっているまっているまっている。。。。

＜＜＜＜現状現状現状現状＞＞＞＞

＜＜＜＜課題課題課題課題＞＞＞＞

●●●●緑緑緑緑のののの雇用事業研修雇用事業研修雇用事業研修雇用事業研修・・・・・・・・・・・・新規就労者新規就労者新規就労者新規就労者をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとしたOJTOJTOJTOJT研修研修研修研修やややや集合研修集合研修集合研修集合研修
●●●●高校生林業体験講習高校生林業体験講習高校生林業体験講習高校生林業体験講習・・・・・・・・・・・・林業就業希望者林業就業希望者林業就業希望者林業就業希望者やややや高校生高校生高校生高校生をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした林業体験研修林業体験研修林業体験研修林業体験研修

●●●●小規模林業推進協議会小規模林業推進協議会小規模林業推進協議会小規模林業推進協議会・・・・・・・・・・・・林業活動林業活動林業活動林業活動のののの情報共有情報共有情報共有情報共有やややや森林森林森林森林・・・・林業林業林業林業のののの
知識知識知識知識・・・・技術技術技術技術のののの修得等修得等修得等修得等のスキルアップへののスキルアップへののスキルアップへののスキルアップへの取取取取りりりり組組組組みみみみ

高知県立林業学校高知県立林業学校高知県立林業学校高知県立林業学校のののの設立設立設立設立
林業学校費：Ｈ27当初予算：59,470千円

目目目目
的的的的

●●●●事業体事業体事業体事業体のののの経営改善経営改善経営改善経営改善のためにはのためにはのためにはのためには、、、、経営能力経営能力経営能力経営能力をををを持持持持ったったったった人材人材人材人材のののの育成育成育成育成がががが必要必要必要必要
●●●●既存既存既存既存のののの担担担担いいいい手育成事業手育成事業手育成事業手育成事業はははは技術養成技術養成技術養成技術養成がががが主主主主であることからであることからであることからであることから、、、、森林経営森林経営森林経営森林経営やややや
ＣＬＴＣＬＴＣＬＴＣＬＴなどなどなどなど最先端最先端最先端最先端のののの技術技術技術技術をををを持持持持つつつつ人材人材人材人材のののの育成育成育成育成につながらないにつながらないにつながらないにつながらない。。。。

育成育成育成育成するするするする人材人材人材人材

■■■■実践的実践的実践的実践的なななな技術技術技術技術・・・・知識知識知識知識をををを持持持持ちちちち即戦力即戦力即戦力即戦力となるとなるとなるとなる人材人材人材人材 ■■■■地域地域地域地域のののの林業林業林業林業をををを支支支支えるえるえるえる高度高度高度高度でででで専門的専門的専門的専門的なななな能力能力能力能力をををを持持持持ったったったった■■■■林業活動林業活動林業活動林業活動をををを実践実践実践実践しているしているしているしている方々方々方々方々のののの知識知識知識知識やややや技術技術技術技術のスのスのスのス ■■■■実践的実践的実践的実践的なななな技術技術技術技術・・・・知識知識知識知識をををを持持持持ちちちち即戦力即戦力即戦力即戦力となるとなるとなるとなる人材人材人材人材

■■■■対象者対象者対象者対象者：：：：新卒者新卒者新卒者新卒者、、、、就業希望者就業希望者就業希望者就業希望者、、、、移住者移住者移住者移住者

林林林林 業業業業 学学学学 校校校校

■■■■基礎基礎基礎基礎コースコースコースコース

・・・・森林森林森林森林科学科学科学科学 ・・・・森林施業森林施業森林施業森林施業

・・・・森林森林森林森林・・・・林業林業林業林業経営経営経営経営 ・・・・木材利用木材利用木材利用木材利用

・・・・育林技術育林技術育林技術育林技術 ・・・・林業機械林業機械林業機械林業機械
・・・・森林路網森林路網森林路網森林路網 ・・・・森林計測森林計測森林計測森林計測
・・・・里山保全里山保全里山保全里山保全・・・・活用活用活用活用 ・・・・技能講習技能講習技能講習技能講習
・インターンシップ・インターンシップ・インターンシップ・インターンシップ などなどなどなど

■■■■専攻専攻専攻専攻コースコースコースコース■■■■短期短期短期短期コースコースコースコース
・・・・経営高度化経営高度化経営高度化経営高度化 ・・・・木材加工木材加工木材加工木材加工
・・・・人材人材人材人材・・・・組織管理組織管理組織管理組織管理 ・・・・労働安全衛生労働安全衛生労働安全衛生労働安全衛生
・・・・林業改革林業改革林業改革林業改革 ・・・・鳥獣被害対策鳥獣被害対策鳥獣被害対策鳥獣被害対策
・・・・先駆者先駆者先駆者先駆者にににに学学学学ぶぶぶぶ ・・・・元気元気元気元気なななな地域創造地域創造地域創造地域創造
・・・・小規模林業小規模林業小規模林業小規模林業（（（（自伐林家自伐林家自伐林家自伐林家））））養成養成養成養成
・ヨーロッパ・ヨーロッパ・ヨーロッパ・ヨーロッパ林業林業林業林業をををを学学学学ぶぶぶぶ などなどなどなど

■■■■地域地域地域地域のののの林業林業林業林業をををを支支支支えるえるえるえる高度高度高度高度でででで専門的専門的専門的専門的なななな能力能力能力能力をををを持持持持ったったったった
人材人材人材人材

■■■■対象者対象者対象者対象者：：：：新卒者新卒者新卒者新卒者、、、、就業希望者就業希望者就業希望者就業希望者、、、、移住者移住者移住者移住者、、、、基礎基礎基礎基礎コーコーコーコー
スのスのスのスの卒業者卒業者卒業者卒業者

■■■■林業活動林業活動林業活動林業活動をををを実践実践実践実践しているしているしているしている方々方々方々方々のののの知識知識知識知識やややや技術技術技術技術のスのスのスのス
キルアップキルアップキルアップキルアップ

■■■■対象者対象者対象者対象者：：：：森林組合等職員森林組合等職員森林組合等職員森林組合等職員、、、、小規模林業実践者小規模林業実践者小規模林業実践者小規模林業実践者、、、、
ボランティアのボランティアのボランティアのボランティアの方方方方

基礎基礎基礎基礎コースへコースへコースへコースへ 専攻専攻専攻専攻コースへコースへコースへコースへ短期短期短期短期コースへコースへコースへコースへ

定員定員定員定員：：：：20202020人人人人（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ27272727、Ｈ、Ｈ、Ｈ、Ｈ28282828はははは10101010人人人人））））
開講時期開講時期開講時期開講時期：Ｈ：Ｈ：Ｈ：Ｈ27272727年年年年4444月月月月からからからから1111年間年間年間年間

ＨＨＨＨ29292929年年年年4444月開講月開講月開講月開講にににに向向向向けてけてけてけて検討中検討中検討中検討中

定員定員定員定員：：：：コースによるコースによるコースによるコースによる
開講時期開講時期開講時期開講時期：Ｈ：Ｈ：Ｈ：Ｈ27272727年年年年4444月月月月からからからから

各各各各コースによりコースによりコースによりコースにより1111日日日日～～～～1111ヶヶヶヶ月程度月程度月程度月程度
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ものづくりものづくりものづくりものづくりまるごとまるごとまるごとまるごと応援応援応援応援パッケージのパッケージのパッケージのパッケージの充実充実充実充実
～～～～ 「「「「ものづくりものづくりものづくりものづくり」」」」からからからから「「「「販路拡大販路拡大販路拡大販路拡大」「」「」「」「設備投資設備投資設備投資設備投資」」」」までをまでをまでをまでを一貫一貫一貫一貫サポートサポートサポートサポート ～～～～

ものづくりものづくりものづくりものづくりまるごとまるごとまるごとまるごと応援応援応援応援パッケージのパッケージのパッケージのパッケージの充実充実充実充実
～～～～ 「「「「ものづくりものづくりものづくりものづくり」」」」からからからから「「「「販路拡大販路拡大販路拡大販路拡大」「」「」「」「設備投資設備投資設備投資設備投資」」」」までをまでをまでをまでを一貫一貫一貫一貫サポートサポートサポートサポート ～～～～
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プラン策定段階から実行段階までマーケットインの視点でサポートを強化

プラン認定
審査会等
で検証・アド
バイス

総総総総

合合合合

相相相相

談談談談

窓窓窓窓

大学教授等をリーダーとした研究会がビジネスプラン作大学教授等をリーダーとした研究会がビジネスプラン作大学教授等をリーダーとした研究会がビジネスプラン作大学教授等をリーダーとした研究会がビジネスプラン作
りをサポートりをサポートりをサポートりをサポート

成 長 ４ 分 野

成
長
分
野
研
究
会

【【【【研究会テーマ研究会テーマ研究会テーマ研究会テーマ】】】】

販路開拓・拡大試作開発・商品開発相談・方向付け プラン策定
事業拡大
・雇用創出

ものづくり産業強化事業費補助金

事
前
調
査

の
助
成

試
作
開
発

製
品
改
良

海
外
向
け

改
良
へ
の

成 販
路
開
拓

の
助
成

生
産
設
備

へ
の
助
成

産業振興センターによる外商支援の成果（売上高） 2.5億円(H24)⇒16.216.216.216.2億円(H25)⇒27272727億円(H26目標)
防災関連登録製品の売上高 0.6億円(H24)⇒10.610.610.610.6億円(H25)⇒16161616億円(H26目標)

貿易協会からｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ２名の
常駐派遣をうけるなど、「ものづく
り地産地消・外商ｾﾝﾀｰ」の体制を
強化 （実質５名の増）

「海外展開支援」「技術の外商」
「事業承継等」を抜本強化

ＨＨＨＨ
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ポイント１

ものづくりの各段階に対応して助成内容を充実したうえで、３つの補助金を統合
＜充実内容＞
○海外向け製品改良への助成メニューを創設
○売上10億円以下の企業については雇用要件1人にかわる補助要件を新設
「県経済への貢献300万円以上」で利用が可能に

○売上10億円以下の企業の、より積極投資を後押しする支援メニューを創設
補助率：通常：６．８％ ⇒ ２５％（外部審査会で決定）

ポイント２

プラン策定段階から実行段階までマーケット
インの視点でサポートを強化

○研究会メンバーにバイヤー等を加え、
アドバイス機能を強化
○毎年プランの検証とアドバイスを実施
○個別相談会により早期成果を目指す

ポイント３

ＮＥＷ

強化

強化

ＮＥＷ

ＮＥＷ

ポイント２

ポイント３

26年度当初予算額 243,810千円
26年度補正予算額 278,067千円
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究
、
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、
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等
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率
）

食品

成
長
分
野
研
究
会 天然素材 環境 健康福祉

技術統括（産振ｾﾝﾀｰ）

特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて
サポートサポートサポートサポート
特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて特色あるものづくりのためのプラン策定を組織を挙げて
サポートサポートサポートサポート

特 色 あ る も の づ く り

防
災
関
連
産
業
交
流
会
・

産
学
官
連
携
会
議
・経
営
革
新
等

企業

経営統括（産振ｾﾝﾀｰ）

専
任
担
当
者 公設試

専門家（事業に応じ選任）

金融機関

【【【【サポート体制サポート体制サポート体制サポート体制】】】】

関連団体との連携をより一層密にした情報発信、サポートを強化
（市町村、金融機関、 高知県事業承継・人材確保センター、工業会、中小企業団体中央会、商工会議所連合会、商工会連合会、経営者協会、大学・高専等）
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ポイント１

○○○○各企業各企業各企業各企業ごとのごとのごとのごとの専任担当者専任担当者専任担当者専任担当者がががが、、、、事業展開事業展開事業展開事業展開をををを一貫一貫一貫一貫してしてしてしてサポートサポートサポートサポート（（（（20202020人人人人）））） ○○○○貿易貿易貿易貿易コーディネーターをコーディネーターをコーディネーターをコーディネーターを中心中心中心中心にににに製品製品製品製品・・・・技術技術技術技術のののの海外展開海外展開海外展開海外展開をサポートをサポートをサポートをサポート
○○○○技術技術技術技術・・・・経営統括経営統括経営統括経営統括とととと外部専門家外部専門家外部専門家外部専門家がががが全国全国全国全国にににに通通通通じるじるじるじる製品製品製品製品・・・・会社会社会社会社づくりをづくりをづくりをづくりをサポートサポートサポートサポート ○○○○主任主任主任主任コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター制制制制をををを導入導入導入導入しししし、、、、よりよりよりより質質質質のののの高高高高いいいい企業企業企業企業サポートをサポートをサポートをサポートを実施実施実施実施
○○○○県外県外県外県外コーディネーターがコーディネーターがコーディネーターがコーディネーターが外商外商外商外商をサポートをサポートをサポートをサポート（（（（東京東京東京東京・・・・名古屋名古屋名古屋名古屋・・・・大阪大阪大阪大阪 計計計計5555人人人人）））） ○○○○高知県事業承継高知県事業承継高知県事業承継高知県事業承継････人材確保人材確保人材確保人材確保センターとセンターとセンターとセンターと連携連携連携連携してしてしてして県内企業県内企業県内企業県内企業のののの成長成長成長成長をををを支援支援支援支援

○○○○各企業各企業各企業各企業ごとのごとのごとのごとの専任担当者専任担当者専任担当者専任担当者がががが、、、、事業展開事業展開事業展開事業展開をををを一貫一貫一貫一貫してしてしてしてサポートサポートサポートサポート（（（（20202020人人人人）））） ○○○○貿易貿易貿易貿易コーディネーターをコーディネーターをコーディネーターをコーディネーターを中心中心中心中心にににに製品製品製品製品・・・・技術技術技術技術のののの海外展開海外展開海外展開海外展開をサポートをサポートをサポートをサポート
○○○○技術技術技術技術・・・・経営統括経営統括経営統括経営統括とととと外部専門家外部専門家外部専門家外部専門家がががが全国全国全国全国にににに通通通通じるじるじるじる製品製品製品製品・・・・会社会社会社会社づくりをづくりをづくりをづくりをサポートサポートサポートサポート ○○○○主任主任主任主任コーディネーターコーディネーターコーディネーターコーディネーター制制制制をををを導入導入導入導入しししし、、、、よりよりよりより質質質質のののの高高高高いいいい企業企業企業企業サポートをサポートをサポートをサポートを実施実施実施実施
○○○○県外県外県外県外コーディネーターがコーディネーターがコーディネーターがコーディネーターが外商外商外商外商をサポートをサポートをサポートをサポート（（（（東京東京東京東京・・・・名古屋名古屋名古屋名古屋・・・・大阪大阪大阪大阪 計計計計5555人人人人）））） ○○○○高知県事業承継高知県事業承継高知県事業承継高知県事業承継････人材確保人材確保人材確保人材確保センターとセンターとセンターとセンターと連携連携連携連携してしてしてして県内企業県内企業県内企業県内企業のののの成長成長成長成長をををを支援支援支援支援
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震災に強い人づくりのために震災に強い人づくりのために震災に強い人づくりのために震災に強い人づくりのために（県民みんなで南海トラフ地震に備える）（県民みんなで南海トラフ地震に備える）（県民みんなで南海トラフ地震に備える）（県民みんなで南海トラフ地震に備える） 5.25.25.25.2億円億円億円億円

第２期行動計画に基づく南海トラフ地震対策第２期行動計画に基づく南海トラフ地震対策第２期行動計画に基づく南海トラフ地震対策第２期行動計画に基づく南海トラフ地震対策 399399399399億円億円億円億円（（（（37373737億円アップ）億円アップ）億円アップ）億円アップ）

～命を守る対策の総仕上げ、命をつなぐ対策の本格化、中山間地域の地震対策強化、地震による市街地火災対策の推進～～命を守る対策の総仕上げ、命をつなぐ対策の本格化、中山間地域の地震対策強化、地震による市街地火災対策の推進～～命を守る対策の総仕上げ、命をつなぐ対策の本格化、中山間地域の地震対策強化、地震による市街地火災対策の推進～～命を守る対策の総仕上げ、命をつなぐ対策の本格化、中山間地域の地震対策強化、地震による市街地火災対策の推進～

○県民みんなが「正しく恐れ」適切に行動する県民みんなが「正しく恐れ」適切に行動する県民みんなが「正しく恐れ」適切に行動する県民みんなが「正しく恐れ」適切に行動する

【情報提供・防災訓練 88百万円】
・起震車２台による揺れ体験 ・各種メディアを通じた啓発の実施 ・総合防災訓練及び地域防災フェステバルの開催
・防災意識啓発等のための「こうち防災備えちょき隊」の派遣 ・地震・津波県民意識調査、第３期行動計画基礎調査 など

【防災人材の育成 433百万円】
・地域防災対策総合補助金により地域の様々な防災活動を支援 ・防災士の養成（300人） ・自主防災組織のリーダー育成
・救急救命講習の実施への支援 ・消防団の安全装備品の整備への支援 など

H25.6
第2期

行動計画
策定

南海トラフ地震南海トラフ地震南海トラフ地震南海トラフ地震対策関連予算対策関連予算対策関連予算対策関連予算

起震車による揺れ体験

H23H23H23H23当初予算見直し当初予算見直し当初予算見直し当初予算見直し
「いますぐできること」「いますぐできること」「いますぐできること」「いますぐできること」
・啓発・津波避難対策・啓発・津波避難対策・啓発・津波避難対策・啓発・津波避難対策

「抜本的な対策」「抜本的な対策」「抜本的な対策」「抜本的な対策」
・堤防耐震化等・堤防耐震化等・堤防耐震化等・堤防耐震化等

H24H24H24H24予算予算予算予算
「対策の加速化と「対策の加速化と「対策の加速化と「対策の加速化と

抜本強化」抜本強化」抜本強化」抜本強化」
・津波避難対策・津波避難対策・津波避難対策・津波避難対策
・耐震対策の加速化・耐震対策の加速化・耐震対策の加速化・耐震対策の加速化

H25H25H25H25予算予算予算予算････H24.3H24.3H24.3H24.3補正補正補正補正
「新想定を踏まえた「新想定を踏まえた「新想定を踏まえた「新想定を踏まえた

新たな対策」新たな対策」新たな対策」新たな対策」
・人命最優先・人命最優先・人命最優先・人命最優先
・あらゆる地震・津波・あらゆる地震・津波・あらゆる地震・津波・あらゆる地震・津波
に対応に対応に対応に対応

H26H26H26H26予算予算予算予算
「第２期行動計画「第２期行動計画「第２期行動計画「第２期行動計画

に基づく対策」に基づく対策」に基づく対策」に基づく対策」
・命を守る対策を最優先・命を守る対策を最優先・命を守る対策を最優先・命を守る対策を最優先
・助かった命をつなぐ・助かった命をつなぐ・助かった命をつなぐ・助かった命をつなぐ
応急対策を加速化応急対策を加速化応急対策を加速化応急対策を加速化

東日本
大震災

H27H27H27H27予算予算予算予算
「第２期行動計画の目標「第２期行動計画の目標「第２期行動計画の目標「第２期行動計画の目標

の達成に向けた充実強化」の達成に向けた充実強化」の達成に向けた充実強化」の達成に向けた充実強化」
・命を守る対策の総仕上げ・命を守る対策の総仕上げ・命を守る対策の総仕上げ・命を守る対策の総仕上げ
・命をつなぐ対策の本格化・命をつなぐ対策の本格化・命をつなぐ対策の本格化・命をつなぐ対策の本格化
・中山間地域の地震対策強化・中山間地域の地震対策強化・中山間地域の地震対策強化・中山間地域の地震対策強化
・・・・市街地の地震火災対策の推進市街地の地震火災対策の推進市街地の地震火災対策の推進市街地の地震火災対策の推進
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H24 H25 H26 H27

被害を軽減するために被害を軽減するために被害を軽減するために被害を軽減するために（発生時の被害を最小化する）（発生時の被害を最小化する）（発生時の被害を最小化する）（発生時の被害を最小化する） 271271271271億円億円億円億円

○災害に備える災害に備える災害に備える災害に備える

【津波避難対策 5,098百万円】
・津波避難タワー、津波避難シェルターの整備 ・避難路、避難場所等の整備
・津波避難対策等加速化臨時交付金による市町村への支援 など

○火災に備える火災に備える火災に備える火災に備える
【津波火災への対策 249百万円】
・石油基地等に対する地震・津波対策の検討
・農業・漁業用燃料タンクの地震津波対策の推進 など

○災害に強くなる災害に強くなる災害に強くなる災害に強くなる

【防災関係の研究開発の促進 11百万円】
・防災関係の製品開発、産業育成の促進 など

【事前の防災対策 350百万円】
・防災教育の推進（実践的な防災教育の実施） ・医療機関の資機材等の整備への整備
・社会福祉施設における防災対策の促進（避難用階段等の施設整備への支援等） など

○揺れ、津波に備える揺れ、津波に備える揺れ、津波に備える揺れ、津波に備える

【建築物等の耐震化 7,306百万円】
・既存住宅、保育所、幼稚園、学校、医療施設の耐震化への支援
・旅館などの大規模建築物等の耐震化への支援 など ○土砂災害等に備える土砂災害等に備える土砂災害等に備える土砂災害等に備える

【土砂災害等の防止 3,405百万円】
・砂防、地すべり、急傾斜地崩壊対策の実施
・土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の指定の

加速化、住民への周知
・ため池の整備等 ・ダム等の耐震化 など

【津波・浸水被害の軽減 10,494百万円】
・海岸及び河川堤防の耐震化 ・企業誘致のための工業団地の整備
・保育所等の高台移転に伴う施設整備への支援 など

H27拢 計画総数
避難 ・避難場所 1361箇所 1445箇所
津波避難タワー 100基 115基

高台に移転！

津波被害に遭う前に・・・

【地震による火災等の対策 19百万円】
・地震火災対策のための延焼シミュレーションの作成

【室内の安全確保対策 183百万円】
・県有建築物の窓ガラスの飛散防止対策 など
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応急対策の速やかな実行のために応急対策の速やかな実行のために応急対策の速やかな実行のために応急対策の速やかな実行のために（救助救出、救護活動を行い、被害の拡大を防ぐ）（救助救出、救護活動を行い、被害の拡大を防ぐ）（救助救出、救護活動を行い、被害の拡大を防ぐ）（救助救出、救護活動を行い、被害の拡大を防ぐ） 107.8107.8107.8107.8億円億円億円億円

○早期の救助救出と救護を行う早期の救助救出と救護を行う早期の救助救出と救護を行う早期の救助救出と救護を行う

○被災者の支援を行う被災者の支援を行う被災者の支援を行う被災者の支援を行う

【避難所・被災者対策 465百万円】
・地域が所有する集会所等の耐震化への支援 ・避難所運営マニュアル作成への支援
・避難所や災害時に拠点となる施設における再生可能エネルギーや蓄電池の導入を支援
・避難所にラジオを整備する市町村への支援 ・避難者用の食糧等を備蓄 など

○輸送手段を確保する輸送手段を確保する輸送手段を確保する輸送手段を確保する

【緊急輸送の確保 7,517百万円】
・緊急輸送道路の橋梁点検、耐震化 ・秦南団地への高知北消防、高知赤十字病院の立地に関連する街路整備

【迅速な応急活動のための体制整備 1,774百万円】
・消防防災ヘリ基地の整備 ・前方展開型の医療救護体制の構築
・ＤＭＡＴの資機材整備や研修、訓練への参加を支援
・応急対策活動用の燃料供給体制の確保
・広域火葬体制整備の推進、火葬場設備の整備に対する支援 など

【集落の孤立対策 342百万円】
・緊急用ヘリコプター離着陸場の整備

【応急活動に必要な施設・用地の利用調整 85百万円】
・応急期機能配置計画策定への支援

【要配慮者の支援 255百万円】
・避難行動要支援者の個別避難計画の作成や避難訓練への支援
・福祉避難所の指定を促進
・社会福祉施設等の施設整備への支援（避難スペース等整備）

・人工透析医療施設の災害対策を進めるための検討会を開催 など

防災拠点漁港
の岸壁耐震化

○素早く情報を集める・伝える素早く情報を集める・伝える素早く情報を集める・伝える素早く情報を集める・伝える 【情報の収集・伝達対策 279百万円】 ・防災行政無線中継局の非常用発動発電機の燃料タンク増強 など

助かった命をつなぐ
応急対策を本格化

県県県県 民民民民 のののの 安安安安 全全全全 ・・・・ 安安安安 心心心心 のののの 確確確確 保保保保 ！！！！！！！！

着実な復旧・復興のために着実な復旧・復興のために着実な復旧・復興のために着実な復旧・復興のために（巨大災害から一日も早く立ち直る）（巨大災害から一日も早く立ち直る）（巨大災害から一日も早く立ち直る）（巨大災害から一日も早く立ち直る） 15.315.315.315.3億円億円億円億円

・緊急輸送道路の橋梁点検、耐震化 ・秦南団地への高知北消防、高知赤十字病院の立地に関連する街路整備
・四国８の字ネットワークの整備促進 ・防災拠点漁港の岸壁耐震化 など

○被災者の生活環境を確保する被災者の生活環境を確保する被災者の生活環境を確保する被災者の生活環境を確保する ○事業活動を継続する事業活動を継続する事業活動を継続する事業活動を継続する

【生活環境の確保 4百万円】
・市町村災害廃棄物処理計画策定への支援

橋梁の
耐震補強

【業務継続体制の確保 12百万円】
・市町村ＢＣＰ策定への支援
・事業所の防災力を向上させるため講習会や訓練の実施
・南海トラフ地震対策の優良取組事業所を認定
・建設業ＢＣＰ認定制度の推進 など

○復旧・復興に備える復旧・復興に備える復旧・復興に備える復旧・復興に備える

【地籍調査 1,495百万円】
・市町村が実施する土地情報の基礎となる

地籍簿・地籍図の整備への補助

・市町村の防災対策支援や地震発生時に総合防災拠点の運営等を行う「南海トラフ地震対策推進地域本部」に必要となる資機材等を整備

・総合防災拠点の整備（室戸広域公園の屋内運動施設のほか、拠点機能確保のための備蓄倉庫等を整備）

地域防災体制の確立地域防災体制の確立地域防災体制の確立地域防災体制の確立 3.53.53.53.5億円（再掲）億円（再掲）億円（再掲）億円（再掲）

【住居の確保 3百万円】
・災害公営住宅の整備指針の作成

【復興計画 13百万円】
・災害から早期に復興するための事前の検討
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『『南海トラフ地震対策推進地域本部南海トラフ地震対策推進地域本部』』の体制を強化の体制を強化

○ トラ 地震に対する地域の防災 の をめ して、 勱26 4月から5つのブロック（安 、中央 、中央勽、 、 多）
に「南海トラフ地震対策推進地域本部」を設置。

○ 勱２ は危機拻 部所 の 職員を 人 員（地域本部 計２５ ）とするとともに、各土木事務所と各福祉保健所
の職員２６人を兼務職員とし、合計５１人体制とする。

○ 危機拻 部 と 先機関との連携を勮化し、市町村や地域の防災活動などの支援をより一層進める。

◇ 推進体制

平成２６年度平成２６年度平成２６年度平成２６年度

安芸 中央東 中央西 須崎 幡多 計

職員数 ４ ３ ３ ３ ４ １７

平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度

安芸 中央東 中央西 須崎 幡多 計

【H26 の勢な勚り組 】
・災害対策支部体制の整備、拠点運営マニュアルの検討
・市町村や関係機関等との連携体制の構築
・市町村の防災対策の支援 等

市町村や地域、出先機関と連携し、市町村や地域、出先機関と連携し、市町村や地域、出先機関と連携し、市町村や地域、出先機関と連携し、
地域での地震・津波対策を強化！地域での地震・津波対策を強化！地域での地震・津波対策を強化！地域での地震・津波対策を強化！

【H27年度の主な取り組み】

新新新新 ◇地域で行う対策の相互連携の確認（連続性の確認）

◇地域津波避難計画の現地点検
508地区を平成27～29年度で完了

新新新新 ◇災害時要配慮者の個別避難計画策定を支援
福祉保健所と連携して実施

◇市町村BCP作成支援

○地域本部体制に必要な機材の整備や運営費用 56,544 千円

○総合防災拠点としての機能を確保するために必要となる
非常用電源設備や通信機器、備蓄倉庫等の配備 75,903 千円

○室 域公 での 内運動施設の整備 203,500 千円
[債務負担 883,500 千円】

○災害対策支部訓練の企画、実施 （新）13,824 千円

安芸 中央東 中央西 須崎 幡多 計

職員数 ４ ４ ４ ４ ４ ２０

非常勤 １ １ １ １ １ ５

土木（兼） ３ ３ ３ ３ ４ １６

福祉（兼） ２ ２ ２ ２ ２ １０

計 １０ １０ １０ １０ １１ ５１

◇ 平成27年度当初予算の概要

市

町

村

支

援

◇自主防災組織の活動支援
防災ミニ講演会の開催、避難訓練の支援

◇孤立集落対策
（新）ヘリランディングポイントのデータベース化、離着陸場の整備

◇山津波避難訓練への参画
住民参加型訓練を土木部と連携して実施

新新新新 ◇避難所運営マニュアルの作成支援
H27年度はモデル地区10箇所で作成

新新新新 ◇避難所の確保対策の支援
旅館、ホテルとの協定、地域集会所の耐震化の促進

◇広域避難の検討
H27年度に全てのブロックで基本合意

新新新新 ◇応急期の機能配置計画の検討
策定支援とブロック別機能配置の検討

◇道路啓開計画の策定支援
土木部と連携して実施

◇地域ごとの医療救護の行動計画の検討支援
福祉保健所と連携して実施

支
部
・
拠
点
の

整
備
・
強
化

◇災害対策支部体制の強化 ◇総合防災拠点の整備・運用

新新新新 ◇災害対策支部訓練の企画・実施
市町村と連携した訓練の実施
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県指定 の診断義務化建築物の耐震化支援（6,508千円） 住 課・建築指 課
耐震改修促進法の改正（H25.11施 ）
○県や市町村が緊急 送道 等の避難 を指定することにより、

沿道の一定の高さの建築物の耐震診断を建築物の所有者に
義務付け、診断結果を公表

○耐震診断が義務付けられた建築物の耐震化にあたっては、
通 より 補助 を 用

市町村の区域を える緊急 等の の 建築物の実 調査を実施（H26 ）

○ インター ンジと 域の防災拠点を結 道 及び県外からの救援ルートのう 二 国道の沿道に、S56 5月以前に建築され、
すれ を する 能勯が る建築物が570 存在

（H27 は、総合防災拠点と市町村の災害対策本部が設置される庁 を結 道 等について実拟調 を実施）

高さ（Ｌ／２）
中央

45°

前面道路（Ｌ）

道路境界線

高さ６ｍ

道路４ｍ

６ｍ

①前面道路の幅員が12ｍ
を超える場合

幅員の１／２の高さを超え
る建築物

②前面道路の幅員が
12ｍ以下の場合
６ｍの高さを超える建築物

【耐震診断義務化対象となる建築物のイメージ】 【倒壊した建築物による道路の閉塞状況】

出典：（一財）消防
科学総合センター

実 調査の結果を えた の指定と、耐震診断が義務化される 建築物の耐震化支援（H27 ）

指定する予定の （ 930km）
・インター ンジと 域の防災拠点を結 道
・県外からの救援ルートとなる国道
・総合防災拠点と市町村の災害対策本部が設置される庁 を結 道

一
体
不
可
分

○県の道 指定により耐震診断が義務付けられた建築物
の所有者が耐震化を う場合に、市町村と一体となっ
てその費用を補助

耐震診断：国1/2、県1/4、市町村1/4 (6,508千円)
改修設計：国1/2、県1/4、市町村1/4
耐震改修：国2/5、県1/5、市町村1/5、所有者1/5

の指定 緊急 等 建築物補助事業の 設

指定に伴い耐
震診断が義務
化される建築
物を特定

義務化される
建築物の所有
者への説明等

国道33号から
順次指定
（H27.6 ）

義務化された
建築物の耐震
診断等を支援

耐震診断の結
果を公表

の指定 ら耐震診断結果の報 ・公表 での れ

建築物の耐震化を促進する とで、緊急 等の の勣 勯を確保！

NEW

68



■新たに作成する土砂災害に備える冊子、危険箇所
マップ（Ｈ26 ９月補正予算対応）の 配 ７百万円

■砂防ボランティア等を活用した広報活動、
教育委員会を通じた児童等への防災学習の実施、
市町村や自主防災組織と連携した防災学習会の実施 2百万円

■土砂災害警戒区域 2,000箇所の指定に向けた基礎調査の実施
・土砂災害危険箇所：18,112箇所

警 域指定 ： 8,000箇所（H27.3月拢 ）

（１）土砂災害警戒区域指定の｢さらなる加速化」 536百万円

（２）土砂災害危険箇所の「さらなる周知」 9百万円 （６）平成26 8月豪雨等による地すべり被災箇所の 災害防 728百万円

【【【【目標目標目標目標】】】】指定を平成指定を平成指定を平成指定を平成32323232年度に完了年度に完了年度に完了年度に完了((((残事業残事業残事業残事業 約約約約20202020億円億円億円億円))))
****国国国国 2222月補正予算対応月補正予算対応月補正予算対応月補正予算対応465(465(465(465(百万百万百万百万))))で１年前倒し：Ｈで１年前倒し：Ｈで１年前倒し：Ｈで１年前倒し：Ｈ31313131年度完了年度完了年度完了年度完了

NEW

NEW

■要配 者 用施設や 所等の 的保 2,469百万円
・対策予定箇所：砂防24箇所、急傾66箇所、地すべり12箇所

H26:2,471百万円 → H27:2,469百万円（1.00倍）

■急 地 危険区域 での津波 備 33百万円
・ 市勽町、高知市 拞の２箇所

市町村からの要望全26箇所をH27

（５）地域住 の と らしを る ード 備の 実 2,502百万円

■公 土 施設災害 事業（ 施設） 434百万円
・四万十市伊才原、宿毛市二ノ宮
・外に 所で災害 予定（ 2,000百万円）

■特定緊急地すべり対策事業 294百万円
・高知市鏡的渕

H28 230百万円により 予定

NEW

H26 :265百万円 →  H27:536百万円（2.02倍）

防災砂防課

■南海トラフ地震後の山津波を想定した訓練
・地震後の深層崩壊に伴う 道 や豪雨による 津波等に加え、

集 が発生したことを 定した、情報 訓練と住 避難訓
練の実施(１回 )

■豪雨による大規模土砂災害を想定した訓練
・豪雨及び地震後の深層崩壊に伴う大規模土砂災害を

定した 訓練と住 避難訓練の実施
（3回 ）

■平成26 8月豪雨に 化した家 のがけ対策の強化
・市町村への補助

H26:240百万円 → H27:322百万円（1.34倍）

（３）住 の 動に結 く訓練の「さらなる 実」 12百万円

（４）がけくずれ住家防災対策の強化 322百万円
■ 事業 300百万円
・直轄砂防 勜（ ）、 勜（ 勜、 勜）
・直轄地すべり 勜（ ・ ）

■ 災害 連事業 127百万円 ((((残事業負担残事業負担残事業負担残事業負担 約約約約5555億円億円億円億円))))

・特定緊急砂防 勾勜村（ ）
事業期間:H24 H28→H24 H30 総事業費：1,800百万円→4,800百万円

（８） 土砂災害対策への 427百万円

■砂防 連施設の 化計画の策定 51百万円
・H30までに策定

■ 化した砂防施設の緊急改築 53百万円
・宿毛市 勜、大月町 勜

■「土砂災害警戒情報」発表に必要となる雨 施設の 修
44百万円

（７）砂防 連施設等の計画な 148百万円

NEW

NEW

NEW

H28 230百万円により 予定
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応急期の機能配置計画の策定支援 ８４，６９６千円

課題の解決に向けた取り組み

計画策定の目的

課題

◆地震発生時から応急期にかけて、避難所、応急救助機関の活
動拠点、遺体安置・検案所、災害廃棄物仮置場、応急仮設住

用地等の機能が多数必要となる

◆各市町村において、あらかじめ、必要となる機能配置を検討
し、市町村ＢＣＰを実効性のあるものとすることにより、応
急対策や ・ 興対策を円 に進める

◆発災後の時間経過に応じた配置の検討や施設・用地の 用 合の調整が必要

想定される体制 必要となる機能（用地・施設）

被災者の救助など応急救助機関（警察・消防・自衛
隊）の活動体制 応急救助機関の活動拠点

避難所への避難者収容体制 避難所

遺体発 から遺体 体制 遺体安置・検案所の設置、仮埋葬地

災害廃棄物の 体制 災害廃棄物仮置場

救 体制 救 所

救援物資の受入配送体制 市町村物資集積所

ライ ライン拱期 のための活動体制 電気、ガス、水道、通信 のための活動拠点、資
機材置き場

応急仮設住 の建設体制 仮設住 建設用地

◆応急期の機能配置計画の策定を積極的に支援
＜具体的な支援内容＞
・計画策定に対する財政的支援

応急期機能配置計画策定事業費
補助 の新設 （2/3補助：84,696千円）

・地域本部の支援

・市町村の関係課による総合的な検討組織の
、運営の支援

・県計画との調整
・消防、警察、自衛隊との調整
・総合防災拠点の活用

●応急期の機能配置計画
県：６月補正予算

応急期機能配置計画ガイドライン作成

モデル市町村（中土佐町）で計画を策定

●ＢＣＰ策定
県：策定費用の１ ２補助（ 補助 ）

策定に対する助言

課題の解決に向けた取り組み

早
期
の
復
旧
・
復
興

円
滑
な
応
急
対
策
の
実
施

【ガイドラインの内容】
・策定の具体的な手順
・各種機能の時間経過に応じた配置の優先

順位の考え方
・各種機能の基本的な配置条件 等

H27H26

◆全市町村で、応急
期の機能配置計画
（案）の策定とブ
ロック内、ブロッ
ク間の調整

Ｈ28

策定過程・結果を反映

H25末 5市町村策定済
Ｈ26末 11市町村策定（予定）

70



避難所運営マニュアルの作成を進めるための取り組み １４，９０４千円

・大規模災害に備えた避難所運営マニュアル作成の手引き
・避難所運営マニュアル作成のすすめ
・運営マニュアル作成例
・大規模災害に備えた避難所運営について（解説）

・自主防災組織リーダー研修
・避難所運営（HUG）研修
・避難所運営マニュアル作成のすすめの配布

各段階の活動に必要となる情報を記載した冊子の作成（H26.10月）
県県県県

様々な啓発活動（H25年度～
県県県県マニュアルを作成する

必要性の認識

マニュアルに記載する
事項の確認

マニュアルを作成する
モデル的な取り組み

今後は、すべての避難所で、運営マニュアルの作成を支援していくことが必要

市町村市町村市町村市町村

・運営マニュアル作成の啓発
・ワークショップの支援
・運営マニュアル作成支援

積極的積極的積極的積極的
支援支援支援支援

モデル避難所（5ブロック×２箇所）

支援支援支援支援

市町村職員だけではなく、これから避難所運営マニュアルの作成に取り組もうとする周辺地域の住民

も策定の過程を共有していただきやすくするため、背景の異なるモデル避難所を設定

取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの主体主体主体主体

Ｈ26

Ｈ27

H26.10に公表した「大規模災害に備えた避
難所運営マニュアル作成の手引き」に基づく
地域での作成支援

市町村が地域でワークショップを進めるため

・運営マニュアル作成の啓発
・市町村の取り組みの支援
・モデル地区の選定
・福祉避難所的な運用の検討

地域本部地域本部地域本部地域本部

【避難所運営マニュアル策定支援事業】

Point① マニュアルの作成

Point② マンパワーの支援

地域本部地域本部地域本部地域本部をををを核核核核としたとしたとしたとした支援支援支援支援

マニュアルの実効性を
高めるための取り組み

避難所避難所避難所避難所

・地域でのワークショップ
・運営マニュアル作成

ノウハウノウハウノウハウノウハウ
共有共有共有共有

支援支援支援支援

マニュアルを作成する
取り組みの拡大

モデル的な取り組みで得られたノウハウを活用しながら、県内全域に拡大
（Ｈ27年度の成果を活かし、次期行動計画で重点的に取り組む）

作成した避難所運営マニュアルに基づく訓練の実施

必要な施設改修や、備品の整備
○継続的なマニュアルの見直し

市町村市町村市町村市町村

地域地域地域地域

支援支援支援支援 県県県県

【スケジュール】 ～Ｈ27.3月
モデル避難所の設定

Ｈ27.4月～
地域でのワークショップ

Ｈ27.11月
ノウハウのとりまとめ・手引きへのフィードバック

Ｈ28.3月
モデル避難所のマニュアル完成

【スケジュール】 Ｈ27年度
�モデル避難所での作成
�ノウハウのとりまとめ・市町村と共有
�スケジュールを検討し行動計画に位置付け

Ｈ28年度
�全市町村で取り組みを開始
�優先して作成する避難所の選定
�市町村での作成スケジュールの検討

Ｈ29年度以降
�優先して作成する避難所での取り組みを開始
�避難所の運営訓練を通じ、マニュアルを見直し

�すべての避難所でマニュアルが作成されるよう啓発の推進

地域本部が主体 地域本部が支援

県県県県

Ｈ27

Ｈ28

～

市町村が地域でワークショップを進めるため
の、人手ノウハウの不足を支援

ワークショップから得られたノウハウをとり
まとめるとともに、手引きへのフィードバッ
ク

【避難所運営マニュアル策定支援事業】

C=14,904千円

○業務の概要（ＷＳ補助業務）
・ワークショップの開催資料作成
・議事録のとりまとめ
・ノウハウのとりまとめ

Point③ ノウハウのとりまとめ

自主防災組織等自主防災組織等自主防災組織等自主防災組織等
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地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築

南海トラフ地震発生時の医療救護活動の課題（応急期）南海トラフ地震発生時の医療救護活動の課題（応急期）南海トラフ地震発生時の医療救護活動の課題（応急期）南海トラフ地震発生時の医療救護活動の課題（応急期）

建物倒壊、津波、急傾斜地の崩落、
火災などにより、同時同時同時同時に、広域広域広域広域で、大大大大
量量量量の負傷者負傷者負傷者負傷者が発生する。

道路網の被災等により、搬送ができ搬送ができ搬送ができ搬送ができ
なくなるなくなるなくなるなくなるとともに、外からの外からの外からの外からの
支援の到着にも時間を要する支援の到着にも時間を要する支援の到着にも時間を要する支援の到着にも時間を要する。

ライフラインの寸断等により、被災地
内の医療提供機能が低下医療提供機能が低下医療提供機能が低下医療提供機能が低下する。

後方搬送ができない状況が想定される中、前方となる、後方搬送ができない状況が想定される中、前方となる、後方搬送ができない状況が想定される中、前方となる、後方搬送ができない状況が想定される中、前方となる、
より負傷者に近い場所での医療救護活動より負傷者に近い場所での医療救護活動より負傷者に近い場所での医療救護活動より負傷者に近い場所での医療救護活動を可能な限りを可能な限りを可能な限りを可能な限り
強化する。強化する。強化する。強化する。

対策の方向性対策の方向性対策の方向性対策の方向性

既存の医既存の医既存の医既存の医
療資源だ療資源だ療資源だ療資源だ
けでは絶けでは絶けでは絶けでは絶
対的に不対的に不対的に不対的に不
足。足。足。足。

救われた救われた救われた救われた
命をつなぐ命をつなぐ命をつなぐ命をつなぐ
ためにためにためにために
は・・・は・・・は・・・は・・・

《《《《場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開》》》》

前方展開型の医療救護活動の姿前方展開型の医療救護活動の姿前方展開型の医療救護活動の姿前方展開型の医療救護活動の姿
全体方針

平成2 らの取 組

～前方展開型の医療救護活動～
●地域の医療施設や医療従事者、さらには住民も参画した
「総力戦」「総力戦」「総力戦」「総力戦」の体制づくりと必要な資機材の導入を図る。

●外部支援の到着や搬送機能の回復まで、地域に残存す残存す残存す残存す
る医療資源で耐えうる体制る医療資源で耐えうる体制る医療資源で耐えうる体制る医療資源で耐えうる体制をつくる。

南海トラフ地震では、いわゆる「瓦礫の下の医療」の展開
までは困難であり、地域の医療機関を活用する

L2：最大クラスの地震・津波 Ｌ１：発生頻度の高い地震・津波

Ｌ２では負傷者36,000人（重症者(※）3,600人）
（※トリアージ上の最優先治療群（赤タッグ））

➣重症者は、年間の３次救急患者数に匹敵
（Ｌ１では負傷者14,000人（重症者1,400人））

・停電軒数 L2:52.1万軒(停電率99%)
・断水人口 L2:57.5万人(断水率82%)

※人的被害が最大となるケース

・揺れによる道路被害:250箇所
・津波による道路被害:200箇所(約360km)

※高速道路、国道、主要地方道の被害

・孤立集落数 L2:658集落 ※最大被害ケース

★前方展開型の医療救護活動の実現を目指すアクションプランを策定。
できることから取組を開始。

《《《《場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開場所：面的な前方展開》》》》
・医療救護所、救護病院医療救護所、救護病院医療救護所、救護病院医療救護所、救護病院を最前線の場所とし、その数の増
加や連携の強化を図る。
・医療機関が全て津波浸水地域にあるなど、医療機能の喪
失が懸念される地域には、医療モジュールなど臨時的な臨時的な臨時的な臨時的な
医療設備医療設備医療設備医療設備の配置を行い、前方展開の場所とする。

前方展開 の医 護活 ､
避難所など被災者に近い場所で、 病の予防や医 が

必要な者の拱 発 、拱 につなぐための健康相談
や訪問 などの活 を、保健・医 ・福祉の関 者は
もとより、住 参加も りながら実施し、災害関連死や
生活 活 病を する。

（県救護計画）

地域方針
（行動計画）

国策の導入等による
更なる機能強化

地域ごとの医療救護
体制の具体化

【気運の醸成】

医療：研修等による
災害医療の理解

県民：自助共助によ
る医療の負担軽
減の啓発

１１１１ 災害時医療救護計画の見直し内容等の周知災害時医療救護計画の見直し内容等の周知災害時医療救護計画の見直し内容等の周知災害時医療救護計画の見直し内容等の周知（2,683千円）
①医療関係者、市町村等への医療救護計画の周知
②県民への周知（防災・減災の取組の強化とセットで広報）
③県民に対する救護活動やボランティアへの参画の呼び
かけと応急手当の普及（危機管理部・地域福祉部の取組と連携）

２２２２ 地域における「前方展開」の具体的検討地域における「前方展開」の具体的検討地域における「前方展開」の具体的検討地域における「前方展開」の具体的検討
①地域ごとの医療救護の行動計画の検討（1,262千円）
②地域の行動計画等を踏まえた医療救護体制の更な
る見直しの検討（2,149千円）

３３３３ 提供できる医療の充実に向けた取組提供できる医療の充実に向けた取組提供できる医療の充実に向けた取組提供できる医療の充実に向けた取組
①医師を対象とした災害医療に関する研修制度の創設（670千円）
②医療救護活動車両の整備（(公財)高知県総合
保健協会に助成）（33,104千円）
③総合防災拠点での医療活動を支援する資機材
の整備（56,752千円）
④医療機関の資機材整備への支援（50,035千円）

４４４４ 国の検討状況の把握と対応国の検討状況の把握と対応国の検討状況の把握と対応国の検討状況の把握と対応【【【【必要な政策提言必要な政策提言必要な政策提言必要な政策提言】】】】
①被災地外からの支援機能の強化（DMAT等の早期か
つ大量の投入、広域医療搬送機能の抜本強化など）
②被災地の医療救護体制の充実（医療モジュールの設置など）

持続可能な人材育成や
資機材確保の仕組みの
検討と実施

《《《《提供する医療：質的な前方展開提供する医療：質的な前方展開提供する医療：質的な前方展開提供する医療：質的な前方展開》》》》
・全ての地域の医師が傷病者への初期対応初期対応初期対応初期対応（※）を適切に
実施できることを目指す。
・救護病院では、近隣の医療機関等との連携も図りながら、救護病院では、近隣の医療機関等との連携も図りながら、救護病院では、近隣の医療機関等との連携も図りながら、救護病院では、近隣の医療機関等との連携も図りながら、
中等症の患者への対応を一定完結中等症の患者への対応を一定完結中等症の患者への対応を一定完結中等症の患者への対応を一定完結できるようにすること
を目指す。

※応急処置、さらには安定化処置。できれば小外科的処置までの
段階的な修得を目指す。

実
現
に
向
け
た
ス
テ
ッ
プ

新新

拡

新

新

新

新

拡

できることから取組を開始。

72



道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応道路啓開の確実な実施と啓開に長時間を要する拠点への対応

◉ 地域の防災拠点1,193箇所、広域の防災拠点35箇所への優先啓開ルートを選定優先啓開ルートを選定優先啓開ルートを選定優先啓開ルートを選定

◉ 優先順位が高い地域の防災拠点（250箇所）と広域の防災拠点の啓開日数を算出啓開日数を算出啓開日数を算出啓開日数を算出

◉ 啓開に長時間を要する拠点の啓開日数を短縮するための対応方針を検討啓開日数を短縮するための対応方針を検討啓開日数を短縮するための対応方針を検討啓開日数を短縮するための対応方針を検討

◉ 残る地域の防災拠点（943箇所）の啓開日数を年度末を目途に算出

道 路 整 備 に よ る 対 応 策道 路 整 備 に よ る 対 応 策道 路 整 備 に よ る 対 応 策道 路 整 備 に よ る 対 応 策

地震の揺れによる落橋を防ぎ、啓開ルートを確保

橋梁の耐震化橋梁の耐震化橋梁の耐震化橋梁の耐震化

①Ｈ26年度の成果を踏まえた地域の防災拠点の見直しによる道路啓開計画の更新道路啓開計画の更新道路啓開計画の更新道路啓開計画の更新

②道路防災総点検の再調査結果等に基づく、より精緻な啓開日数の算定より精緻な啓開日数の算定より精緻な啓開日数の算定より精緻な啓開日数の算定

③津波による落橋が想定される箇所の仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成

④建設業協会との道路啓開に係る防災協定の締結防災協定の締結防災協定の締結防災協定の締結

⑤道路啓開手順書の作成手順書の作成手順書の作成手順書の作成

⑥道路啓開用資材の事前確保に向けた検討資材の事前確保に向けた検討資材の事前確保に向けた検討資材の事前確保に向けた検討

道 路 整 備 以 外 に よ る 対 応 策道 路 整 備 以 外 に よ る 対 応 策道 路 整 備 以 外 に よ る 対 応 策道 路 整 備 以 外 に よ る 対 応 策

ヘリコプターによる輸送ヘリコプターによる輸送ヘリコプターによる輸送ヘリコプターによる輸送

（１）道路啓開の確実な実施に向けた計画の更新（（１）道路啓開の確実な実施に向けた計画の更新（（１）道路啓開の確実な実施に向けた計画の更新（（１）道路啓開の確実な実施に向けた計画の更新（10101010百万円）百万円）百万円）百万円）

（２）啓開に長時間を要する拠点への対応（２）啓開に長時間を要する拠点への対応（２）啓開に長時間を要する拠点への対応（２）啓開に長時間を要する拠点への対応

揺揺揺揺
れ
に
よ
る

れ
に
よ
る

れ
に
よ
る

れ
に
よ
る

◉ 緊急用ヘリコプター離着陸場の整備緊急用ヘリコプター離着陸場の整備緊急用ヘリコプター離着陸場の整備緊急用ヘリコプター離着陸場の整備（342百万円）
・高知市土佐山地区 外35地区

開 の策定状

２
．
来
年
度
以
降
の
取
り
組
み

①揺れによる落橋①揺れによる落橋①揺れによる落橋①揺れによる落橋

②津波による落橋②津波による落橋②津波による落橋②津波による落橋

③落石崩壊③落石崩壊③落石崩壊③落石崩壊

④長期浸水④長期浸水④長期浸水④長期浸水

【【【【啓開に長時間を要する主な原因啓開に長時間を要する主な原因啓開に長時間を要する主な原因啓開に長時間を要する主な原因】】】】

（Ｃ＝（Ｃ＝（Ｃ＝（Ｃ＝7,6667,6667,6667,666百万円）百万円）百万円）百万円）（Ｃ＝（Ｃ＝（Ｃ＝（Ｃ＝7,6667,6667,6667,666百万円）百万円）百万円）百万円）

◉ 法面防災計画の作成法面防災計画の作成法面防災計画の作成法面防災計画の作成

◉ 法面防災総点検の再調査（法面防災総点検の再調査（法面防災総点検の再調査（法面防災総点検の再調査（30303030百万円）百万円）百万円）百万円）

◉ 法面防災対策の設計、工事（法面防災対策の設計、工事（法面防災対策の設計、工事（法面防災対策の設計、工事（1,7361,7361,7361,736百万円）百万円）百万円）百万円）
◉ 防災拠点等での物資の備蓄の推進

◉ 防災行政無線の確保（中継局燃料タンク増強：151百万円）

◉ 車両、重機等の燃料の確保（災害対応型給油所の整備：28百万円）

◉ 魚梁瀬大橋（魚梁瀬公園線）、薬師橋（大田口停車場線）魚梁瀬大橋（魚梁瀬公園線）、薬師橋（大田口停車場線）魚梁瀬大橋（魚梁瀬公園線）、薬師橋（大田口停車場線）魚梁瀬大橋（魚梁瀬公園線）、薬師橋（大田口停車場線）

津波により落橋する箇所毎の詳細な仮設道路計画を作成し、啓開日数を短縮

◉ 県管理国道（国道県管理国道（国道県管理国道（国道県管理国道（国道197197197197号、国道号、国道号、国道号、国道321321321321号）号）号）号）12121212箇所箇所箇所箇所

◉ 県道県道県道県道（宿毛津島線）（宿毛津島線）（宿毛津島線）（宿毛津島線）１箇所１箇所１箇所１箇所

法面の防災対策法面の防災対策法面の防災対策法面の防災対策

法面の落石崩壊危険箇所を再調査し、防災推進計画を作成

船舶による輸送船舶による輸送船舶による輸送船舶による輸送

備蓄物資の増強備蓄物資の増強備蓄物資の増強備蓄物資の増強

その他の対策その他の対策その他の対策その他の対策

※法面防災対策工事の設計、工事の額には、啓開ルート以外の箇所を含む

・Ｈ27～Ｈ28：橋梁耐震化の調査、設計（Ｈ27：42百万円）

・Ｈ28～Ｈ31：橋梁耐震化工事
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◉ 防災拠点漁港の整備の推進防災拠点漁港の整備の推進防災拠点漁港の整備の推進防災拠点漁港の整備の推進

◉ ダム湖内の船舶輸送の検討ダム湖内の船舶輸送の検討ダム湖内の船舶輸送の検討ダム湖内の船舶輸送の検討（魚梁瀬ダム、早明浦ダム）

・防災拠点漁港（室戸岬漁港等全６港）の啓開計画の策定（8百万円）

・高知市土佐山地区 外35地区

◉ 南海トラフ地震高知市長期浸水対策連絡会 ◉ 宿毛市長期浸水対策検討会

・重要港湾（高知港外２港）での防波堤延伸、粘り強い化（4,550百万円）

み

◉ 防災拠点港の整備の推進防災拠点港の整備の推進防災拠点港の整備の推進防災拠点港の整備の推進 ※直轄事業費

・地方港湾（奈半利港、久礼港）での防波堤延伸、岸壁の耐震化（198百万円）

◉ 緊急用ヘリコプター離着陸場のデータベース化緊急用ヘリコプター離着陸場のデータベース化緊急用ヘリコプター離着陸場のデータベース化緊急用ヘリコプター離着陸場のデータベース化（20百万円）

◉ 県西部へのヘリ燃料給油（備蓄）施設整備に向けた設計県西部へのヘリ燃料給油（備蓄）施設整備に向けた設計県西部へのヘリ燃料給油（備蓄）施設整備に向けた設計県西部へのヘリ燃料給油（備蓄）施設整備に向けた設計（5百万円）

そ
の
そ
の
そ
の
そ
の
他他他他

・重要港湾３港、奈半利港でのＢＣＰ計画作成及び防災訓練運営補助（19百万円）

・防災拠点漁港（室戸岬漁港外４港）の耐震化等の推進（527百万円）

浸
水
浸
水
浸
水
浸
水長期浸水対策の検討長期浸水対策の検討長期浸水対策の検討長期浸水対策の検討

建設業者等の確保建設業者等の確保建設業者等の確保建設業者等の確保 ◉ ＢＣＰによる津波浸水区域外での重機保管の促進 ◉ 建設業者の重機の保有を促す取組み

仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成仮設道路計画の作成（再掲）

・国道194号、県道本川大杉線等
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健康維新の志士

健康教育をさらに充実させ、健康的な生活習慣の定着を促進（16,774千円）
・健康教育を「学校経営計画」に位置付け、副読本を活用した健康教育を徹底
・小・中・高等学校の教職員を対象とした研修の実施など、教職員全体で健康教育に取

り組む体制づくりを推進
・体育・健康アドバイザーや専任の職員が各学校を訪問して、学校ぐるみの取組を支援

検 の を する に、検 の の を 、 促進
を一層強化 （69,936千円）

・市 が う対象者への検診の通知や 訪問などの取組を支援
（対象 齢： ）
・市 が う 受診者への や 送、訪問などによる 勧奨の取組

を支援
・ に 数のがん検診が受診できるセット検診日を拡大
・ がん・子 がん検診を拋・日 日に医 機関でも実施できるよう

医 圏ごとに、2025 の各医 機能の必要 等を む地域の
医 体制の の 指す き を した「地域医 構想」を策定

訪問看護サービス等の提供体制の強化訪問看護サービス等の提供体制の強化（97,972千円）
・中山間地域等の 採算な地域への訪問看護に対する助成の拡充（対象となる地域を拡大

し、対象施設を医 機関にまで拡大）
・医 ・介護関 者が在 養患者の日 の情報を共有できるシステム整備を支援

訪問看護師の育成支援・人材確保の推進訪問看護師の育成支援・人材確保の推進（36,175千円）
・高知県 大学や看護協会などと協 し、新任訪問看護師への研修による訪問看護師育成

スキームを構築し、中山間地域等における訪問看護を担う人材の確保・育成を支援
・看護協会による小児に対応できる専門性の高い訪問看護師の育成を支援

医師の育成支援・人材確保の推進（881,248千円）
・医学 や研修医を対象とした奨学 等の 拜

県民とともに医療環境を守り育てる県民自らが病気を予防し、生涯を健康に暮らす

県 健や で に、支 いな ら生 生 らせる県 の推進県 健や で に、支 いな ら生 生 らせる県 の推進

２２２２２２２２ 医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進医療従事者の育成支援・人材確保の推進

日本 の健康 県づくり

１１１１１１１１ 子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進子どもの頃からの健康的な生活習慣の定着を促進

１１１１１１１１ 在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進在宅療養ができる環境整備を推進

２２２２２２２２ がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進がん対策の推進

保
健

医
療

拡充

地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定地域医療構想の策定

NEW

拡充

拡充

拡充

健康維新の志士
けん しん太郎くん

・ がん・子 がん検診を拋・日 日に医 機関でも実施できるよう
医師・看護師等の人件費を支援

定健 の の強化や 場での高血 ・ こ対策などの健康 、
病患者に対する栄養指導の取組を拡げて血管病対策を推進（46,143千円）

・がん検診の 内に合 せて特定健診の 内も い、健診の 要性の を促進
・高知家健康づくり支援薬局や健康づくり団体からの声かけの強化などによって

受診勧奨を徹底
・ を通じた健康づくりのための ーフ ットの全 配布や ディアを

活用した高血圧・たばこ対策等の血管病の予防に関する啓発の実施
・協会けんぽと連携して、高血圧・たばこ対策等に関する研修や出前講座

を事業所で実施し、職場での健康づくりを推進
・ で保 が 用をされない方に対する 費の 部助成制 の 設
・ 養士会と連携して、 病患者に対する専門的な 養指拗のための

養士を派遣（モデル地区の拡大）

地域の実 に ら までの れ ない支援（94,241千円）
・分娩施設から遠い地域に居住する妊婦やそのご家族が分娩施設に近い所で出産まで待

機できる居室を確保
・地域の実情に応じた産前・産後ケアサービス提供体制構築のための人材育成研修会や

圏域単位での地域実践会議の実施
・ の 妊 に加 、 性 妊 に対して 費の上拳せ助成を実施

災害 医 護 の し 等の 知（2,683千円）
・医 関 者、市 、県 への 知や県 に対する 護活 や

ボランティアへ参画の呼びかけと応急手当の普及
地域における「前方展開」の具体的検討（3,411千円）

・地域ごとの医 護の 計画を検討し、その計画等を ま た医
護体制の なる 直しを検討

提供で る医 の充実に け 取組を推進（140,561千円）
・医師を対象とした災害医 に関する研修制 の 設 ・医 護活 の整備を支援
・総合防災拠点での医 活 を支援する 機材の整備 ・医 機関の 機材整備を支援

・医学 や研修医を対象とした奨学 等の 拜
・高知医 機構や高知地域医 支援センターなどと連携した拊手医師のキ ア 成

支援を推進
薬剤師の人材確保の推進（2,207千円）

・県外への大学訪問や就職説明会へ参加するほか、県内の求人情報を集約・発信するため、
薬 師会が う ームペー の整備を支援

難病相談支援センターを新設し、相談支援体制を充実（16,915千円）
・難病患者の皆さんからの各種相談や患者交 会、就労支援などを う「難病相談支援セ

ンター」を新たに設置し、難病患者の皆さんとそのご家族に対する相談支援体制を充実

３３３３３３３３ 血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）血管病対策の推進（特定健診の受診促進、高血圧・たばこ対策、糖尿病対策等）

NEW

４４４４４４４４ 妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援妊娠・出産への切れ目ない支援

NEW

３３３３３３３３ 難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化難病対策の強化

NEW

～～～～地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築～～～～～～～～地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築地域の医療資源を総動員した「前方展開型」の医療救護体制の構築～～～～

拡充

拡充

NEW

拡充
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ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現

(1)地域住 の相談などをワンストップで受け め、 な支援機関へと
確実につなぐための地域福祉ネットワークの構築を支援

【地域福祉ネットワーク構築支援事業等 14,877千円】
(2)地方 交付 事業の活用によるあったかふれあいセンターの

機能強化
【あったかふれあいセンター事業費拙助 189,470千円】 →

○新たな人材の参 促進を るとともに、 産業への人材の 出を防 する取組を強化
(1)福祉人材センターの体制強化と福祉研修センターとの連携強化
(2) ーワークや 性しごと応援室などの関 機関と連携した取組の推進

【福祉人材センター運営事業費等 284,305千円】

１ ともに支え合う地域づくり

(1)「高知家の出会い・結婚・子育て応援コー ー」に 子保健の専門職
員を配置し、相談支援体制を充実・強化
【出会い・結婚・子育て応援 口運営業 等 等 22,620千円】

(2)マッチングシステムの構築などによる出会いの機会の拡充とイベント
等で独身者を支援するサポーターの養成等

【出会い・結婚支援事業費 47,248千円】

(1)児童 待の問 などへの ・ な対応 の 上を るため、中央
児童相談所の体制を強化

【中央児童相談所費等 6,507千円】
(2) 職の 少 の ち直りにつながる就労支援の取組の強化等による

「高知家の子ども りプラン」の推進
【就労体験講 2,243千円】

(3)ひとり親家庭の親の学び直しを支援することによる子どもの養育環境
の改善

【高等学校卒業程 定 験合 支援事業費拙助 750千円】

福
祉

４ 次代を担うこども達を守り育てる環境づくり

拡充

NEW

NEW

拡充

NEW

拡充

拡充

拡充

２ 高齢者が安心して暮らせる地域づくり

H26年度
2月補正

(1)「あったかふれあいセンター」等を活用した新しい総合事業のサービ
ス提供拠点の整備を支援

【介護予防等サービス拠点整備事業費拙助 5,000千円】 →
(2)低所得や独居などの配慮が必要な高齢者が、地域で安心して暮らせる

住まいの整備を支援
【高齢者 け住まい確保対策モデル事業費拙助 27,500千円】

(3) 知 の拱 発 と対応につながる連携支援体制の整備を推進
【 知 集中支援連携体制整備モデル事業費拙助 8,000千円】

【高等学校卒業程 定 験合 支援事業費拙助 750千円】

(1)福祉避難所の指定促進や運営訓練の実施を支援
【福祉避難所指定促進等事業費拙助 45,000千円】

(2)避難 要支援者名 を活用した 避難計画の作成や避難訓練の実施を支援
【要配慮者避難支援対策事業費拙助 19,632千円】

(3)福祉専門職による災害時の広域支援体制のあり方などの検討
【災害福祉広域ネットワーク事業 1,471千円】

○津波想定浸水区域内にある社会福祉施設等の施設改修や
装備確保を支援するとともに、高台への移転や避難スペースの整備
に要する経費を助成
【社会福祉施設等地 防災対策推進事業費拙助 30,000千円】

【障害児・者施設整備事業費拙助 187,100千円】

○福祉サービス事業者等を対象としたＢＣＰ策定の支援講座の開催
【事業継続計画策定支援講座実施 2,707千円】

(1)福祉避難所の指定促進や運営訓練の実施を支援
【福祉避難所指定促進等事業費拙助 45,000千円】

(2)避難 要支援者名 を活用した 避難計画の作成や避難訓練の実施を支援
【要配慮者避難支援対策事業費拙助 19,632千円】

(3)福祉専門職による災害時の広域支援体制のあり方などの検討
【災害福祉広域ネットワーク事業 1,471千円】

○津波想定浸水区域内にある社会福祉施設等の施設改修や
装備確保を支援するとともに、高台への移転や避難スペースの整備
に要する経費を助成
【社会福祉施設等地 防災対策推進事業費拙助 30,000千円】

【障害児・者施設整備事業費拙助 187,100千円】

○福祉サービス事業者等を対象としたＢＣＰ策定の支援講座の開催
【事業継続計画策定支援講座実施 2,707千円】

NEW

拡充拡充拡充拡充

(1)障害者就労支援機関への職業訓練コーディネーターの配置や職業訓練の
充実による 就労への移 を促進

【実践能 得コース実施 業開 等 5,088千円】
(2)職場定着に けた く障害者の交 拠点の整備を推進

【就労障害者交 拠点設置事業 3,760千円】

○中山間地域の保育所などにおいて、障害のある子どもが障害特性に応じ
た な支援を受けられる体制づくりを支援

【発 障害児地域支援モデル事業費拙助 4,000千円】

３ 障害児・者が生き生きと暮らせる地域づくり

高台に移転！

津波被害に
遭う前に・・・

NEW

拡充

NEW

NEW

拡充

拡充

H26年度
2月補正

NEW

NEW
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養 で る を する の訪問看護提供体制の なる強化

■訪問看護ＳＴ（ステーション）の状況
・訪問看護師が少ない（人材確保が難しい）

H22（175名）→H24（186名）人口10万人対：24.7名（全国：26名）
・小児等に対応 能な高い専門性を った訪問看護師が 拒

（専門性の高い患者への対応が困難）
小児に対応経験のある訪問看護ＳＴ数：11/51事業所

・小規模ＳＴが多い（24時間体制が困難）
常勤4.6人うち看護職3.8人（全国：常勤5.9人うち看護職4.7人）

・訪問看護ＳＴの地域偏在（訪問看護の空白地域がある）
訪問看護ＳＴ数：51（H26/9 在）うち中央医 圏：32（うち高知市：24）
中芸、室 、 地域で 施設のみ

・診 報 の対象外のサービス提供（ 採算サービス）
交通費（患者負担）、2回 の 調整会議など

高知県における訪問看護の現状

人材
確保・
育成

・新卒者を教育するだけの人的、経済的余裕がないため新卒者の採用が
進まない

・代替要員がいないため研修に参加しにくい
・高い看護スキル（ 人で訪問など）が要求されるが、医 機関勤 に

拜等の待 は っている

訪問看護
提供体制

・経済 から多くのＳＴが遠 訪問を る にある
・訪問看護師が少ない小規模ＳＴ単独での24時間体制は困難である
・郡部のＳＴを中心に人材確保が十分進んでいないことに伴う地域偏在
がある（上記参照）

その他
・訪問等に要する交通費は診 報 に算定でき 、患家から するこ
とになるが 実には困難（特に遠 訪問）

・ 調整は 数回を要することが多いが、診 報 上は 1回しか算
定できない

医 策

これまでの主な取組

課 題 等

人材確保・育成
（０ → 20,000千円）

新任訪問看護師への研修による継続的な育成スキームの構築

安定的、継続的な確保とキャリア形成スキームの構築

新

H26予算額23,137千円（9 ・12月補正含む）

→ H27当初予算額134,147千円

■看護師等養成奨学 付制
■中山間地域介護サービス確保対策事業

・訪問や送迎に要する時間に応じた県独自の加算の実施
■訪問看護師スキルアップ研修

・参加しやすいよう日程を工夫し実施
■県 ・関 者への啓発事業

・フォーラムの開催、ＤＶＤ作成、配布

26 の新 な取組

■中山間地域等訪問看護サービス確保対策事業
・訪問看護ＳＴ連絡協議会による派遣調整
・ 採算となる遠 地への訪問看護への支援

■訪問看護提供体制強化事業
・訪問看護体制が脆弱な安芸地域に訪問看護コーディ

ネータを配置し、相談や訪問看護の派遣調整を う

26 12月補正対応
■在 ICTシステムの開発の検討

・H28の運用開 を 指し、在 養を支 る多職種間
の情報共有やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾂｰﾙの開発準備に着手

新任訪問看護師への研修による継続的な育成スキームの構築
・ 大学が研修プログラムを開発し育成する

（0 → 9,180千円）
・研修参加期間の人件費を支援

（０ → 6,995千円）
小児に対応できる専門性の高い訪問看護師の育成
・看護協会による小児訪問看護の指導者育成を支援し、訪問看護師を指導育成する
など小児訪問看護体制強化に向けた取組を加速化する

訪問看護提供体制
（6,000千円→ 25,662千円）

機関からの訪問看護を促進 (＊22,027千円）26 9月補正予算
・対 に訪問看護を 機関を追加するとと に対 大

小児の訪問看護体制の強化
・小児の退院調整や訪問に係る経費への支援を追加

間 等に ける安定的な訪問看護 ス ムの確

新

新

拡

新

（継） の に た 制 となるよ への政策提言を
政策提言等

（継） （1,110千円→72,310千円）

を支 る 間の や の開発継続 関係者の連携

基
金
を
活
用
し

27
年
度
か
ら
更
な
る
加
速
化
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難病相談支援センターの新たな設置による難病患者への相談支援の充実難病相談支援センターの新たな設置による難病患者への相談支援の充実難病相談支援センターの新たな設置による難病患者への相談支援の充実難病相談支援センターの新たな設置による難病患者への相談支援の充実

課課課課 題題題題

■事業予算 １６，９１５千円

（ 委託料 16,513千円 ・ 事務費 402千円 ）

■運営体制

ＮＰＯ法人高知県難病団体連絡協議会に委託

■設置場所

高知市内 （相談室、交流スペース、事務室等）

■開所日・時間

月曜～土曜日 9：00～17：45

（相談時間 9：30～17：30）

■相談員

難病相談支援員 （保健師・看護師等）

現 状 難病相談支援センターの設置難病相談支援センターの設置難病相談支援センターの設置難病相談支援センターの設置

■「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行
第29条で難病相談支援センターを規定 (H27年1月）

⇒国が全国のセンターの機能充実へ
■医療費助成の対象疾患の拡大医療費助成の対象疾患の拡大医療費助成の対象疾患の拡大医療費助成の対象疾患の拡大
平成26年12月56疾患⇒平成27年夏300疾患程度に
Ｈ25年度末 5,918名 ⇒ 11,000名程度と試算

■気軽な相談場所が少ない気軽な相談場所が少ない気軽な相談場所が少ない気軽な相談場所が少ない
・平成17年度から県福祉保健所５か所に難病相談支援セ
ンターを設置（相談件数 H24年度4,145件 H25年度3,451件）
・患者等の交流活動は患者団体に医療相談会として委託
・気軽な相談窓口、集える場の要望あり

■現行では支援しきれない難病患者のニーズ現行では支援しきれない難病患者のニーズ現行では支援しきれない難病患者のニーズ現行では支援しきれない難病患者のニーズ
・診断直後の不安な気持ちの受け止め
・治療のこと、介護のことなど様々な問題への総合的な相談
・就労、雇用継続等の相談など

■気軽な相談場所の確保気軽な相談場所の確保気軽な相談場所の確保気軽な相談場所の確保
・相談先が分からない患者が気軽に
相談できる場の提供
・複合的な問題に総合的な相談支援
の提供

■患者同士の交流・支えあいの充実患者同士の交流・支えあいの充実患者同士の交流・支えあいの充実患者同士の交流・支えあいの充実
・患者交流の場づくり
・患者家族の相互支援の促進
・患者会等の活動支援

■福祉保健所の相談機能の充実福祉保健所の相談機能の充実福祉保健所の相談機能の充実福祉保健所の相談機能の充実

・重症難病患者等への支援の充実
・地域の支援体制の構築等
・身近な地域の相談窓口

■目指す姿目指す姿目指す姿目指す姿
診断初期から気軽に相談できる地域の相談窓口診断初期から気軽に相談できる地域の相談窓口診断初期から気軽に相談できる地域の相談窓口診断初期から気軽に相談できる地域の相談窓口
～～～～変化する患者ニーズに合わせた相談支援ができる場変化する患者ニーズに合わせた相談支援ができる場変化する患者ニーズに合わせた相談支援ができる場変化する患者ニーズに合わせた相談支援ができる場～～～～

気軽に相談したい。
どこに行けばいい
の？

≪心配していること≫ 調査：1336名

H27当初
16,915千円

健康対策課

ピアカウンセラー、サポーター（交流会担当）

難病相談支援センターの機能難病相談支援センターの機能難病相談支援センターの機能難病相談支援センターの機能

・就労、雇用継続等の相談など

� 電話や面談・メールによる各種相談・支援電話や面談・メールによる各種相談・支援電話や面談・メールによる各種相談・支援電話や面談・メールによる各種相談・支援

� ピアカウンセリングピアカウンセリングピアカウンセリングピアカウンセリング

� 患者交流会患者交流会患者交流会患者交流会 交流サロン交流サロン交流サロン交流サロン

� 就労相談・支援就労相談・支援就労相談・支援就労相談・支援

� 講演会・研修会講演会・研修会講演会・研修会講演会・研修会

� ピアカウンセラー養成研修ピアカウンセラー養成研修ピアカウンセラー養成研修ピアカウンセラー養成研修

� 出張相談会出張相談会出張相談会出張相談会

〈併設機能〉 小児慢性特定疾病児童（高知市外）への対応

療養生活上の不安軽減・困りごとの解消療養生活上の不安軽減・困りごとの解消療養生活上の不安軽減・困りごとの解消療養生活上の不安軽減・困りごとの解消
仲間づくり仲間づくり仲間づくり仲間づくり

� 難病に関する情報の提供難病に関する情報の提供難病に関する情報の提供難病に関する情報の提供

≪心配していること≫ 調査：1336名
病気や症状のこと 73.5%

将来に対する不安 55.8%

治療費や生活費のこと 43.9％
（複数回答）

療養生活・病気や介護等の相談への対応

患者・家族と同じ立場にある相談員が対応

仲間づくり、情報交換を目的
とした患者・家族の交流

公共職業安定所等と連携した支援

患者・家族に対して傾聴の仕方等の研修を実
施し、相談員を養成

県内の市町村に出向き相談会を開催

全国のセンターと連携した情報提供

医師等を講師に各種研修を実施

他の患者さん
と交流し、仲
間づくりがで
きた

他の患者さん
と悩みを共有
し、病気と上
手に付き合お
うと思った

就労のことの相
談をしたら、専
門機関と一緒に
対応してくれた

〈総合的な相談〉

〈患者交流〉
〈就労相談〉

〈気軽な窓口〉

どこに相談していい
のかわからなかった
が、気軽に相談でき

た

病気のこと、介護のこと、
福祉のこと、総合的な相
談が一度にできた
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２．特別養護老人ホームの入所要件の厳格化への対応 １．高齢者の一人暮らし世帯の急増への対応  

現状及び今後の課題 

（２）特別養護老人ホームの入所者の所得段階別の状況 

  ○入所者の約2/3が第1～2段階（概ね基礎年金以下）
であり、そのうち、要介護1～2の方は、粗い推計で
123人（2,436×5.1%（※）≒123人） 

■高齢者向け住まい確保対策モデル事業費補助金 

                             27,500千円 
■低所得や独居などの配慮が必要な高齢者が、低廉な  

家賃で入居し、日常の生活支援サービスなどを利用し
ながら地域で安心して暮らせる住まいの整備に取り組
む市町村を積極的に支援する。 

 
  

（１）制度改正の概要 
  ○原則、新規入所者を要介護度3以上に限定 

後期高齢者 
の独居世帯 

一般世帯 

■介護予防等サービス拠点整備事業費補助金 
                    （26年度2月補正）  5,000千円 
■介護予防給付（訪問介護、通所介護）の新しい総合事業への円 
  滑な移行に向けた取組を支援する。 
■「あったかふれあいセンター」などの活動を地域の創意工夫で活

用し、新しい総合事業のサービス確保に向けた取組を進める市
町村を積極的に支援する。 

 

      ○あったかふれあいセンターの設置状況 
 

              28市町村38ヶ所 

◇対象者… 
 ①比較的軽度だが自宅等で自立 
  した生活を送ることが困難 
 ②経済的に不利な立場 
 ③単身世帯の高齢者     など 

◇住まい… 
  基礎年金並の収入での 
  生活が可能となる低廉 
  な家賃での入居 

 

全市町村がH29年4月までに予防給付（訪問介護・通所介護）
の新しい総合事業への移行を開始 

３．新しい介護予防・日常生活支援総合事業への対応 

 

■地域の実情に応じた多様な主体による効果的か
つ効率的なサービスの提供が可能となる体制を
構築する。 

 

■今後の介護給付費の増大をにらみ、介護予防機
能の充実・強化を図る。 

 地域ニーズに対応したサービスの確保 
視点
１ 

 リハビリテーションの視点（総費用の低減化） 
視点
２ 

 介護予防・生活支援サービスの確保 
 

「あったかふれあいセンター」等を新しいサービスの提
供拠点として活用できるよう充実・強化を図る。 

〈想定される内容〉 

※要介護1～2の方が特別養護老人ﾎｰﾑの入所者全体に占める割合 

 

低所得や独居などの配慮が必要な高齢者が、低廉な家賃で、日常の生活支援サービスを利用しながら地域で安心して暮らせる住まいの確保対策の推進 

今 後 の 対 応 の 基 本 方 針 

｢あったかふれあいセンター」
等のサービス提供主体と高齢
者向け住まいの一体的な整備 

2010(H22) 2015(H27) 2025(H37) 2035(H47)

321,004 317,354 296,114 264,902

44,773 52,771 55,177 52,896

うち後期高齢者 27,360 30,933 36,161 35,272

※H22は国勢調査、H27以降は日本の世帯数の将来推計（国立社会保障人口問題研究所）

一般世帯

うち高齢者独居世帯

13.1% 
32.2% 

28.9% 

-1.1% 
-7.8% 

-17.5% 

-20.0% 

-10.0% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

2010 2015 2025 2035 

第１段階

638人
16.7%

第２段階

1,798人
47.1%

その他

1,385人
36.2%

＜総数：３，８２１人＞ 

出典：介護保険事業状況
報告（H25.11月末時点） 

高齢者向け住まい確保対策推進事業 

住み慣れた地域での自立
した生活を継続して支援 

新しい総合事業への移行支援事業 

在宅医療・介護・福祉・住まいの整備などによる包括的なネットワークづくりの推進 高齢者福祉課 

H27当初予算    27,500千円 
26年度2月補正  5,000千円 
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福祉・介護 

人材対策室 

の設置 

 （H27～） 

 

●介護分野の有効求人倍率は平成24年度まで減少傾向（H20：1.83→H24：0.99）であった 

 が、平成25年度に再び１.04倍まで上がり、その後も徐々に人手不足感が大きくなってい
る。 

●福祉人材センターのマッチング実績がハローワークに比べてかなり低くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

●やりがいを持ちながらも、健康と将来の生活への不安を抱えて働いている人が多い。 

●介護分野の仕事は、収入が少ない割に内容がハードだといったイメージが先行している。 

 

地域福祉政策課・高齢者福祉課 
【予算額】H2６当初 247,198千円 →  H2７当初案 284,305千円 

 福祉・介護分野の人材確保対策の抜本強化 

現 状 

主な業務内容 
  ①無料職業紹介事業の実施（求人・求職のマッチング） 

  ②ふくし就職フェア等の開催（相談会・セミナー・就職面接会） 

  ③福祉職場への関心を高める取り組み（広報啓発・職場体験）   
  ④福祉職場の人材確保・定着化支援 (事業所訪問・セミナー）    
  ⑤関係機関との連携（ハローワーク、福祉団体）          など 

  

 
主な業務内容 

  ①体系的な研修の提供 (専門職・地域福祉の担い手育成） 

  ②地域及び職場の研修の推進 (地域の指導者養成・実践支援） 

  ③福祉研修情報の収集・提供 (研修便覧・HP等）   など 

福祉人材センター（Ｈ３～）  

●福祉・介護職場への新規就業
や復職の促進 

 

●求人・求職のマッチング機能
の強化 

 

●福祉・介護職場の離職防止と
キャリアアップの推進 

 

●福祉・介護の仕事のイメージ
アップを図る普及啓発の強化  

 

●県の支援・推進体制の強化 

課 題 

単位：人  
24年度  25年度  26年度(11月末)  

人材ｾﾝﾀｰ  ﾊﾛｰﾜｰｸ  人材ｾﾝﾀｰ  ﾊﾛｰﾜｰｸ  人材ｾﾝﾀｰ  ﾊﾛｰﾜｰｸ  

新規求職者数  (a) 808 5,432 840 5,393 417  3,497 

新規求人数  (b) 1,505 9,359 1,786 9,642 1,377  6,579 

就職人数     (c)  109 2,613 122 2,480 86  1,694 

充足率 (c)/(a)  13.5% 48.1% 14.5% 46.0% 20.6%  48.4% 

福祉研修センター（Ｈ23～） 

平成2７年度の取り組み 

連携により福祉・介護人材の確保・育成を推進 

12月～
民間 

からの 
人材を
派遣中 

県の 
支援・推
進体制の
強化 

（２）マッチング機能の強化 (1)新規就業（復職を含む）の促進 

２ 他職種への人材流出防止対策の強化  ３ 普及啓発の充実・強化 

 ・福祉研修センターと連携した新規就業・復職希望者向け研修の開催 

 ・学生・主婦・潜在的有資格者等の職場体験 

 ・介護福祉士資格取得者データ等の活用による働きかけ 

 ・求職者支援制度の積極的な活用と普及促進 

 ・ふくし就職フェア・就職支援セミナーの開催 

 ・「高知家の女性しごと応援室」と連携した福祉就職セミナーの開催 

 ・介護福祉士等修学資金貸付（県社協）          など 
  

 ・介護福祉士等養成施設の高校訪問・体験入学実施への支援 
 ・合同入職式・新任職員研修の実施 
 ・外国人介護福祉士候補者への日本語修得等の支援     など 
  

 ・民間人材の積極活用による就職実績の向上 
   ・マッチング業務のサポート 
   ・求人・求職者の掘り起こし 
   ・求職者の継続的なフォロー 
   ・事業者の人材確保力の強化 
   ・情報発信力の強化 
 ・キャリア専門支援員の配置 
 ・事業者からの相談対応                など 

 ・体系的な研修の実施 
 ・職場・地域における研修の推進 
 ・キャリア形成促進助成金の積極的な活用 

 ・介護職員等の研修参加に係る代替職員派遣 
 ・職能団体等が実施する研修への支援 
 ・介護福祉機器導入への補助と     ソフト対策支援 
  

 ・ふくし就職フェア等の広報啓発テレビＣＭの製作放送 

 ・インターネットホームページ、ＳＮＳを活用した情報発信 

 ・介護の日イベント開催 
 ・啓発テレビ番組の製作放送 
 ・パンフレット作成 

63,092 →  77,636千円 45,700 →  69,041千円 

19,589 →  20,094千円 118,817 →  117,534千円 

拡  

新  

新  

 ・福祉職場に対する採用状況調査の実施・事業者への助言・対策の 
  見直し 
 ・福祉人材センターによるマッチングの進捗管理・指導  など      
                                
  

新  

 １ 新たな人材の参入促進策の強化 

新  

拡  

福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー 

県 

福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー 

県 

福
祉
研
修 

セ
ン
タ
ー 

福
祉
人
材 

セ
ン
タ
ー 

県 県 

委託先 人材派遣会社 

 アドバイザー   １名      H27 

 コーディネーター １名→２名 

民間からの人材派遣 
（Ｈ26.12～：H27通年化） 

拡  

拡  

拡  

拡  
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☆計画の最終年度となる『高知県教育振興基本計画 重点プラン』の 
 目標達成に向けた取組を推進します。 

☆子どもたちの“命を守り、命をつなぐ”ための南海トラフ地震対策を 
 推進します。 

☆厳しい環境にある子どもたちへの支援の充実を図るとともに、高等学校 
 再編振興計画の着実な推進や2020年オリンピック・パラリンピック東京大 
 会を契機としたスポーツ振興など、将来を見据えた取組を進めます。 小学校の学力は全国上位に、中学校の学力は全国平均まで引き上げる 

児童生徒の自尊感情を育むとともに、社会性、規範意識を高める 

小・中学校の体力、運動能力を全国平均まで引き上げる 
重点プランの「目標」  
     （～H27） 

 

小学校の学力は
全国上位に 
 

中学校の学力は
全国平均まで引
き上げる！ 

H27目標 

小学生は、すべての教科で改善傾向
にある 
 
 

 

中学生は、改善傾向にあるが全国平
均には達していない。特に、Ｂ問題
に対応する力に課題がある 

全国学力・学習状況調査結果（全国と本県の平均正答率の差）から 学力向上のPDCAサイクルの構築 

児童生徒の思考力や表現力の育成 
 学力向上に向けた取組     

  H27 教育改革 ～目標達成に向けた｢知｣｢徳｣｢体｣のさらなるステップアップ～ （1/2） 

小学生 中学生 

現状 

  

 
学力向上のための学校経営力向上支援事業 20,040千円 
 ・各小中学校で中期的な視野に立った『学校経営計画』の作成 
 ・学校経営アドバイザー（７名）による学校への支援 
 ・中学校学力向上推進校（18校指定）への支援訪問実施 
 

 放課後等における学習支援事業 57,629千円  
 

学校経営力の向上 

児童生徒の学力定着状況の把握 

高知県学力定着状況調査実施事業  30,126 千円 
 児童生徒の学力定着状況を把握し、学習指導の充実や指導方法の改善を行う 
 【小学校第４学年】国語・算数  【小学校第５学年】国語・算数・理科 
 【中学校第１・２学年】国語・社会・数学・理科・外国語 
 

全国学力・学習状況調査 
 【小学校第６学年】国語・算数・理科 
 【中学校第３学年】国語・数学・理科 

授業の質・教科専門力の向上 

調査実施日 
 平成28年１月12日（火） 

調査実施日 
 平成27年４月21日（火） 

授業力向上 

 ことばの力育成プロジェクト推進事業 66,918千円 
 

全国学力・学習状況調査のＢ問題で求められる児童生徒の思考力や表現力の向上 
 

算数・数学学力向上実践事業 3,339千円 
 

・授業改善プランに基づく支援訪問の実施 ・数学思考力問題集、数学Ｂ問題集の活用 
・採用10年未満の中学校数学教員を対象に教育センターで半年間の研修を実施 など 
 

理科教育推進プロジェクト 6,623千円 
 

・理科の中核教員（コア・サイエンス・ティーチャー：CST）養成 
 （年間10名程度） など 
 

 英語教育推進プロジェクト事業 33,166千円 
 

・外国語教育の中核となる「コア・ティーチャー」の育成（年間20名程度） 
・コア・スクールの充実(小４校、中４校) 
・早期英語教育の地域拠点モデルの構築 
・小学校外国語活動の教科化を見据えた集合研修やe-Learning研修の実施 など 

 

  探究的な授業づくりのための 
教育課程研究実践事業 11,510千円 

中学校段階から生徒の主体性
や課題解決能力を育成 

探究型学習の推進 

郷土を愛し、高知から世界へチャレ
ンジできるグローバル人材を育成 

 

  グローバル教育推進事業 98,068千円 
 

・グローバル人材の育成を図るため、高知南中・高校 
 と高知西高校を連携推進校として、グローバル教育 
 プログラム、英語教育プログラムの開発・実践、成 
 果の普及を行う 
・先導的な学校づくりを進めるため、国際バカロレア  
 認定に向けた取組を進める 

※探究型学習…各教科等において、生徒と教員のやりとりや、生徒同士で討議しながら進める授業形態の学習 

 

・各教科との連携を図った総合的な学習の時間  
 の研究と実践 （指定校：中学校５校） 
・各教科における探究的な学習（授業づくり） 
 の研究と実践 
・ICTを活用した授業研究 

高知県英語教育推進の
ためのガイドラインに
基づく取組の充実 
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 体力・運動能力の向上に向けた取組    学校等における南海トラフ地震対策   

 南海トラフ地震から“子どもたちの命を守り、命をつなぐ”ため、
学校施設等の耐震化や保育所等の高台移転などの対策を促進すると
ともに、防災教育を徹底する。 

○県立学校施設の耐震化 3,008,948千円 

  平成27年度末耐震化完了予定 
 

○公立小中学校の耐震化 137,326千円 

  平成27年度末耐震化率 96.4％ 
 

○保育所・幼稚園の耐震化 696,576千円 

  平成27年度末耐震化率 92.0％ 
 

○保育所等の高台移転に伴う施設整備への補助 312,550千円 

  室戸市・中土佐町の保育所への補助 
 

○防災教育推進事業 15,710千円 

 ・防災学習教材「南海地震に備えちょき」改訂 
 ・県立学校等の教職員や生徒を対象とした避難所 
  運営訓練（HUG）の実施 など 
 

  ◆『スポーツ推進プロジェクト』の推進 
   ～2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を契機としたスポーツ振興～ 
 

 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催決定による国民のスポーツへの関心

の高まりを好機と捉えて、県民がスポーツに親しみやすい環境を整えるとともに、子どもたち
の体力・運動能力の向上につながるスポーツの裾野の拡充からトップ選手の更なる競技力向上
までを一体的に捉えた施策を推進する。 

  H27 教育改革 ～目標達成に向けた｢知｣｢徳｣｢体｣のさらなるステップアップ～ （2/2） 

 ○体育・健康アドバイザー支援事業  5,817千円 
 

 ○運動部活動サポート事業              7,385千円  
 

 ○競技スポーツ選手育成強化事業 91,925千円     
 

 ○スポーツトータルサポート事業   4,809千円 
 

 ○地域が連携したスポーツ活性化促進事業 
                   5,701千円 
 ○スポーツ施設等の整備 
 

  ・県立青少年センター体操床等の更新       34,565千円 
 

  ・高知東高校レスリング場の整備           25,387千円 

スポーツ推進プロジェクト実施計画（H27～H32） 

対策の重点項目 
 

 ①子どもの運動・スポーツ活動の充実 

 ②競技力の向上 

 ③地域における運動・スポーツ活動の活性化 

 ④障害者スポーツの充実 

 ⑤スポーツ施設・設備の整備 

  厳しい環境にある子どもたちへの支援の充実   

 

  ○放課後等学習支援員(小中学校)の配置 
                            57,629千円      
 

  ○学習支援員(高等学校)の配置拡充  13,993千円 
 

  ○放課後学びの場における学習支援の充実  
                    55,284千円 ○放課後子ども総合プラン 599,698千円 

 

○学校支援地域本部等事業   41,679千円 
 

○学校地域連携推進教員（４名）の配置 
 コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の立ち上げ等を支援 

 

 ○スクールカウンセラー・心の教育アドバイザー等の配置拡充 184,911千円    
 

 ○スクールソーシャルワーカーの配置拡充・重点配置         100,868千円 
 

 「高知家の子ども見守りプラン」やいじめ防止対策を着実に推進するとともに、厳しい環境にあり
様々な課題を抱える子どもたちに対して、発達段階に応じた様々な取組を充実・強化するとともに、地
域ぐるみで子どもの育ちを見守る体制づくりを進めることで、高知県の将来を担うすべての子どもたち
の夢や希望を育み、健やかな育ちを支援する。 

 

  ○親育ち・特別支援保育コーディネーターの 
  配置拡充               19,740千円  
 

  ○加配保育士の配置拡充      47,337千円  
 

  ○一時預かり利用料の減免       1,674千円 

◆就学前の子どもへの支援の充実 

◆教育相談体制 
 の充実 

◆学 習 支 援 の 充 実  

◆地域ぐるみで子どもたちを支援する体制づくり 

○高知夢いっぱいプロジェクト推進事業  8,108千円 
  子どもに内在する力や可能性を引き出す開発的生徒指導の推進    
 

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の 
 配置拡充など教育相談体制の充実【再掲】 
 

◆いじめ防止対策の総合的な推進  

高知県いじめ防止基本方針 
（平成26年3月策定） 

（放課後子ども総合プラン、学校支援地域本部等事業 の内数） 
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○保護者研修 H27予定：50回 1,000人程度 
○保育者啓発 H27予定：50回  500人程度 

 保護者用啓発パンフレットを作成し、全保育 
 所・幼稚園等を通じて保護者に配布 
 

・パンフレットの活用に関する説明会（保育者対象） 
・基本的生活習慣についての講演会（保護者・保育者等対象） 

就学前 小学校 

H26：135か所 
→H27：142か所 
 

H25実績（※高知市除く） 
 利用人数:1,726人/日、 
 平均開催日数:158日/年、 
 宿題:89％、宿題以外学習:46％    

放課後等学習支援員を新規配置   【41,469千円】 

生徒の状況に応じた個別指導の充実（学校経営  
計画に基づく低学力対策の強化） 
 

H27実施予定 
・支援員新規配置予定：22市町村 64校 119人 
・2～4ｈ×3～5回/週 延べ63,056時間 
・参加予定生徒数：3,443人 

H26：40か所  
→ H27：41か所 
 

H25実績（※高知市除く） 

 利用人数:492人/日、 
 平均開催日数:91日/年、 
 宿題:57％、宿題以外学習:83％、 
 補習:91％、入試対応:83％ 
 （以上で学習実施100％） 
 

H27拡充の方向 
・教材購入等経費をメニューに新設（27か所予定） 

中学校 高等学校 

 厳しい環境にある子どもたちへの支援の充実 事務局各課 

◆放課後児童クラブ ② 

◆放課後子ども教室 ① 

◆学校での補充学習 

◆放課後学習室 ③ 

◆親育ち支援啓発 

◆基本的生活習慣向上事業 

◆学習支援員の配置拡充 

◆スクールカウンセラー・心の教育アドバイザー等（ＳＣ等）の配置拡充 

◆スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置拡充 

 H26：270校 
（小113,中107,高37,特13） 

 H26：42人（25市町村,3県立中） 

 放課後や長期休業期間中に、基礎学力の
定着状況に課題のある生徒への補力補習を
実施 
 

H26：延べ60人1,835時間 
→H27：延べ90人4,980時間 

◆課題のある生徒への個別支援の充実 

○支援の必要な生徒に対し、個別の支援計画を 
 作成し、組織的に支援（H26～） 
 

○補力補習、習熟度別学習の充実 
 

○相談体制の充実（H27実施内容） 
  ・SC等：全公立校に配置、うち15校に週2日配置 
  ・SSW：新たに県立5校に配置 

◆教育費負担の軽減 

○高等学校等就学支援金【934,497千円】 

  支給対象  H26:１学年⇒H27:１･２学年 
 

○高校生等奨学給付金【158,078千円】 

  支給対象  H26:１学年⇒H27:１･２学年 
 

○高等学校等奨学金の貸与【382,368千円】 
 

○授業料免除 
  海洋、東の専攻科の生徒の家計状況によっ 
  て授業料を減免（半額または全額） 
 

放課後等学習支援員を新規配置   【16,160千円】 

学校経営計画に基づく低学力対策の強化 
 

H27実施予定 
・支援員新規配置予定：12市町 43校 80人 
・５～10h/週 延べ25,600時間 

◆学校での補充学習 

◆加配保育士等の配置拡充 

◆一時預かり利用料の減免 

○市町村へのコーディネーターの配置【19,740千円】 

 要対協との連携、支援計画の進捗管理 など 
 H26：5市町村5人→H27：13市町村17人 
 

○加配保育士の配置【47,337千円】※26年度2月補正 

 課題を有する子どもの洗い出し、関係機関 
 とのつなぎ、保護者へのアプローチ など 
 H26：41人→H27：68人 

H26：138か所 
→ H27：151か所 
 

H25実績（※高知市除く） 
 登録人数:2,663人、平均開催日数:259日/年、 
 宿題:100％、宿題以外学習:52％、おやつ:100％ 

左記の通常配置に加え、新たに、 

◆特に厳しい状況にある子どもたちへの支援を充実させるため、ＳＳＷを重点配置 
 

 高知市等の市部では、現在の国庫補助対象となるSSWの配置のみでは支援が十分に行き届いてい
ない現状がある。特に厳しい状況にある子どもに対して、福祉部門と連携した支援を行うとともに、
居場所づくりや学びを保障するため放課後学習室やチャレンジ塾等への誘導を促すなどの支援を充
実・強化するため、県単独事業としてSSWの追加重点配置を行う。 
 

    ○高知市：新たに８人を追加配置（高知市計16人） 
    ○高知市以外：６市に７人を追加配置 
 

       ⇒さらなる支援を必要としている子どもへの支援の充実 
       ⇒これまで支援が行き届かなかった子どもへの支援の拡充 

○放課後学びの場 
 充実事業 
 

・地域人材の協力による 
 教科の学習支援 
（学習支援員の加配 
 ：約100人分） 
 

・教材等の購入に係る経 
 費への支援 

H27：実施率94％ 
※全公立小における 
 学びの場設置率 

・2町村2か所（学校の空き教室） 
・１～2ｈ×１～2回/週  
・指導者：地域住民 
・参加予定児童数：約10名 

・10市町村22か所（公民館等） 
・2ｈ×2～3回/週  
・指導者：教員OB,大学生等 
・参加予定生徒数：400～500人 

◆生活困窮者への学習支援（H27) ◆生活困窮者への学習支援（H27） 

○学校と地域をつなぐコーディネート役としてコミュニティ・ 
 スクールや学校支援地域本部の立ち上げ、活動の充実を支援 
 

○各教育事務所（東部･中部･西部）及び高知市に配置 
 

 ⇒様々な困難を抱える子どもたちが健やかに育つことが 

  できる環境づくりを学校･家庭･地域が連携して支援 

学校地域連携推進教員（４名）の配置 

学校 

地域 
コーディネート 

H27：実施率81％ 
※全公立中における 
 放課後の学習支援 

知事部局所管 

【1,422千円】 

【3,803千円】 

【1,674千円】 

放課後子ども総合プラン
推進事業【599,698千円】 

① ②  ③ 

【184,911千円】 

【76,583千円】 

【24,285千円】 

【13,993千円】 

 H27：299校（小141,中107,高37,特14） 
 ※問題行動の低年齢化に伴い小学校に配置拡充 
 ※生徒指導上、大きな課題を抱える中学校に重点配置 
 ・２中学校に週５日配置・小中連携配置２中学校区 

 H27：50人（27市町村,3県立中,5県立高,1特支） 
 ※長期欠席など支援が必要な生徒を多く抱える 
  県立高校、特別支援学校へ新たに配置  

高知市も支援
対象に拡充 
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     2020年オリンピック・パラリンピック競技大会が東京都で開催されることが決定したことにより、全国でスポーツに対する関心が高まり、さらに今後、国では選手育成をはじめスポーツを 
  通した様々な取組が強化される。この機会をとらえ、県民がスポーツ活動に親しみやすい環境を整えるとともに、オリンピック・パラリンピックや国民体育大会等で活躍する選手を本県か 
  ら輩出することも見据えて、本県の子供達の「夢」や「志」を育みながら、体力・運動能力の向上につながるスポーツの裾野の拡充からトップ選手のさらなる競技力向上までを一体的にとら 
  えた施策を推進する。 

１ 体育学習及び健康教育等の充実 ２ 多様なアスリートライフスタイルの支援 

４ スポーツを通じた地域活性化 

３ エリアネットワークによる課題解決 

５ スポーツ施設の整備 

１．体育・健康アドバイザー支援事業 【5,817千円】 
  ◆体育授業の改善及び健康教育充実のアドバイザーを派遣 

３．運動部活動サポート事業 【7,385千円】 
         ◆公立中学校及び県立高等学校 

                  の運動部活動に指導力のある 

                  外部人材を派遣   

２．こうちの子ども体力向上支援事業 【3,687千円】 
  ◆小学校の体育授業における副読本の活用及び 

           体力向上に向けた課題対策 

 
 

各種 
サポート 

 

 
 

各種 
サポート 

 

 施設の
整備 

運動習慣の定着 
体力の向上 

スポーツへの関
心の高まり 

指導力 
の向上 

競技人口増加 
裾野の拡大 

競技力の向上 

運動・スポーツの
活性化 

対 
 

策 

◆運動好きの子どもを増やすために小中学校の体育授業等の充実を図る 
★こどもの体力向上支援委員会の設置 

 ◆競技団体の組織力向上や指導者のレベルアップに向けた支援の徹底 
 ◆優秀な選手の発掘・育成の体制づくり 
★競技力向上プロジェクトチームの設置 

１．競技力向上総合対策事業 
 (1)競技ｽﾎﾟｰﾂ選手育成強化事業 【91,925千円】 
   ①競技力向上プロジェクトチーム会議 

   ②基礎強化  ③特別強化選手支援    

   ④障害者スポーツ選手強化  

       ⑤アドバイザー招聘 

   ⑥一貫指導プログラムによる育成強化 

   ⑦コーチアカデミー 

  (2)中学生競技力向上対策事業 【11,441千円】 
  ①基礎強化 ②中３対策 

２．ジュニア選手育成事業 【4,340千円】 
 ◆優秀な小学生の発掘・育成（小学４～６年生） 
３．スポーツトータルサポート事業 【4,809千円】 
 ◆スポーツ医・科学等を活用した各種サポート 

◆エリアにおける関係者間の連携・協働による取組の推進 
★ネットワーク会議の設置 

１．スポーツを通じたエリアネットワーク事業 【5,701千円】 
  ◆市町村や総合型クラブ等が連携し、各地域でのスポーツ 
        振興に関する課題解決に向けた会議等の開催を通して、 
                               エリア内ネットワーク化を図るとともに、 
               エリアネットワーク計画を策定し、地域 
                の実態に応じたスポーツの振興 
       を図る。 

１．2015世界陸上北京大会事前合宿受入【5,790千円】 

◆国際交流やスポーツツーリズムの推進 

２．オリンピック・パラリンピック東京大会事前合宿招致活動 
    【2,840千円】  新 

◆競技拠点スポーツ施設等の整備 
◆各競技の拠点となるスポーツ施設や学校のトレー  
  ニング設備など県内のスポーツ施設・設備を整備 
１．県立青少年センター体操床等の更新【34,565千円】 
２．高知東高校レスリング場の整備（設計） 
  【25,387千円】 
 

課
題 

＜課題８＞ 
スポーツ施設・設
備が充分に整備さ
れていない 

＜課題７＞ 
障害者スポーツの基盤と
なる組織や施設が充分に
整備されていない 

＜課題６＞ 
スポーツを通した地
域活性化に資する取
組が少ない 

＜課題５＞ 
成人の運動習慣が充
分に定着していない 

＜課題４＞ 
スポーツ医・科学の
サポート体制が不十
分 

＜課題３＞ 
全国トップレベルの
実績がある指導者が
少ない 

＜課題２＞ 
効果的な発掘・育成・
強化ができていない 

＜課題１＞ 
・運動習慣の定着が不十分 
・子供の競技人口が減少傾向にある 
・幼児期の遊びを通した運動が不十分 

            ①運動・スポーツ活動の基盤を強化する  ②本県におけるスポーツ活動が継続的に充実、発展する仕組みや体制の構築  ③多様な連携の推進 基 本 方 針 

              将来にわたって誰もがスポーツに親しみ 
                    夢や志を育むことができる環境の整備                                                       基 本 理 念 

１．子供達の体力・運動能力の基礎を培うために学校教育を通じた体力づくりが効果的に推進できる体制を整える。 
２．全ての地域において子供から高齢者まで、スポーツに親しみ体力の向上を目指すことができる環境を整える。 
３．質の高い一貫指導を将来にわたって継続して提供し、高知県から日本代表選手を目指すことができる環境を整える。                                                      

                       （高知県スポーツ推進審議会・スポーツ推進プロジェクト検討会） 
                                                                  ※障害者スポーツの推進に関する事項を含めプロジェクトの重要な指針となる計画の策定  スポーツ推進プロジェクト実施計画の策定 

 スポーツ推進プロジェクトの推進 スポーツ健康教育課ほか 

新 

新 

新 

新 

拡 

新 

拡 

拡 

拡 

新 
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インフラの充実と有効活用 （１／３） 

 

 
 
    
   Ｌ 

 
 

     ・ 四国８の字ネットワークなどの「命の道」の整備   ・ 橋梁耐震補強や法面防災対策による緊急輸送道路機能の確保 
  ・ 河川・海岸堤防の耐震化や津波避難タワーの整備など、南海トラフ地震対策を新行動計画に基づき着実に実施  
  ・ 平成26年8月豪雨による被災地区の床上浸水対策   ・ １次産業の基盤整備をはじめ、引き続き遅れた社会基盤の整備  

 

                             高知東部自動車道・なんこく南ＩＣ～高知龍馬空港ＩＣ間は平成２７年度中の開通を目指す。  

 
【7工区 ２，５７７（8の字関連）】 

・高知南国道路 ・安芸道路 
・南国安芸道路 ・窪川佐賀道路 
・中村宿毛道路 ・片坂ＢＰ 外1工区 
 

国直轄道路事業負担金 

国直轄道路事業をバックアップし、県事業と併せて８の字関連事業を推進 

 
【4工区 ６３５】 
・大久保伊尾木線    
・安芸中インター線 外2工区 

ＩＣアクセス道路（県事業） 

（単位：百万円） 

８の字関連事業（３，６９８）  

緊急輸送道路上における橋梁の耐震補強  
・春野赤岡線浦戸大橋など６工区 

（参考）緊急輸送道路以外の橋梁耐震対策 
 ・優先度が高い橋梁より調査設計に着手 

橋梁耐震対策（２，１３３） 

１ 
 

緊急輸送道路等における道路法面対策 
・国道493号（奈半利～北川工区）など33工区 

（参考）道路防災総点検再調査 
 ・緊急輸送道路における道路法面等の 
   再点検・対策の優先順位の検討について実施 

  
 
 
   

法面防災対策（１，１５０） 
法面対策により、 
・災害時の道路網の確保 
・落石事故等の発生を防ぐ 

 

緊急合同点検を踏まえ、本格的な対策 

を実施（平成28年度概成を目指す） 
   

通学路の安全対策（１，０１０） 

 

 中山間地域における安全・安心を確保するため、地域の実情に応じた道路を整備 
    

１．５車線的道路整備事業（３，４２７） 

１．道路事業の概要 

橋梁耐震対策 

普通建設事業のうち、公共・直轄事業については 南海トラフ地震対策など「命を守る」対策を中心に、5７７億円を計上 
（南海トラフ地震関連事業やインフラ老朽化対策の推進、平成26年8月豪雨の再度災害防止事業の実施等により前年度当初比67億円の増額） 

高知東部自動車道 高知南国道路 
（高知市一宮） 

高知東部自動車道 高知南国道路 
（南国市田村） 

高知空港インター線 

←至 高知龍馬空港 

高知龍馬空港IC付近 

至 R55→ 

橋梁の損傷を限定的なものにと
どめ、 
・緊急輸送道路の機能確保 
・孤立集落の発生を防ぐ 

対策実施例 

対策前 対策後 

法面防災対策 

 

橋梁、トンネル等の点検を行い、点検結果に基づく効率的・効果的な修繕を実施 
・仁淀川河口大橋など140橋 
・早明浦トンネルなど19本 

老朽化対策（２，１０６） 

５年に１回、道路法に基づく点検を実施 
・損傷程度に応じて修繕計画を策定 
・計画的な修繕で道路機能を維持 

対策前 対策後 

対策前 対策後 

老朽化対策 

通学路安全対策 
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（単位：百万円） 

地震高潮対策河川事業費 2,854 
 ・ 国分川、鏡川等の堤防耐震化 
 ・ 浦戸湾流入河川の排水機場の耐震化・耐水化  等  

鏡
川 

国分川 

江ノ口川 

江ノ口川 

工事状況 

インフラの充実と有効活用 （２／３） 

２．河川・海岸・港湾・漁港事業の概要 

液状化対策により、地震発生時の堤防の沈下量を 
抑えることで、長期浸水の期間を短縮する 

河川の地震・津波対策 

海岸の地震・津波対策 港湾の利用促進と地震・津波対策 

浦戸湾内河川堤防及び排水機場の耐震化 

海岸堤防の耐震補強状況 

国直轄河川海岸事業費負担金 1,277 
・ 高知海岸 海岸堤防耐震補強 等 
河川海岸高潮対策事業費 1,292 
 ・ 十市前浜海岸 海岸堤防耐震補強 等 
漁港海岸高潮対策事業費 472 
 ・ 宇佐漁港海岸  海岸堤防耐震補強 
海岸陸こう等常時閉鎖推進事業費 67 
 ・ コンクリートによる常時閉鎖等 50箇所    

国直轄港湾事業費負担金 1,489 
・高知港 東第一防波堤の延伸と粘り強い化 

・高知港 南防波堤の粘り強い化 

・須崎港 津波防波堤の粘り強い化 

・宿毛湾港、室津港の防波堤整備 

コンクリートによる陸こうの閉鎖 

漁港事業 

 広域水産物供給基盤整備事業費  527 
 ・室戸岬漁港 沖防波堤の粘り強い構造化 
 ・安芸漁港  沖防波堤の粘り強い構造化 
 ・田ノ浦漁港 岸壁耐震強化 
 ・清水漁港  岸壁耐震強化 等 

-4.0ｍ岸壁耐震強化 

田ノ浦漁港 

再度災害防止にむけた河川事業 

床上浸水対策特別緊急事業費 1,140 
国直轄河川事業費負担金負担金 82  
（床上浸水対策特別緊急事業分） 

  
 ・ 平成26年8月の台風第12号で甚大な被害をうけた、宇治川、日下川流域に 
  おいて、国、県、町村の３者が連携して浸水対策を実施  

ほんごう     ひだか 

本郷地区（日高村） 
浸水状況 

えだがわ 

枝川地区（いの町） 
浸水状況 

（参考：物件費） 鏡川流出解析外調査 16  

 平成26年8月豪雨において、計画高水位の超過、鏡ダムの水位の 

急激な上昇のあった鏡川の流下能力の再評価と改善案の検討を実施  
鏡川の出水状況 

   港内静穏度を確保     
するため東第一防波堤を
延伸 

   津波来襲時に防波
堤が減災効果を発揮で
きるよう粘り強い化を促
進 

高知港防波堤の整備 
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インフラの充実と有効活用 （３／３） 

【ソフト対策】  土砂災害警戒区域の指定を推進、土砂災害危険箇所
マップ全戸配布、大規模土砂災害（山津波）を想定した訓練 

４．砂防事業の概要  

特定緊急地すべり対策事業費 294（H27新規） 
 ・高知市鏡的渕地区 
通常砂防事業費 776 
 ・馬路村瀬戸ヶ谷川外23箇所 
地すべり対策事業 239 
 ・大豊町佐賀山外11箇所 
急傾斜地崩壊対策事業 1,454  
 ・佐川町久万田外65箇所 
砂防等基礎調査費 536 
 ・指定予定箇所数2,000箇所 

（単位：百万円） 

【ハード対策】 住家、要配慮者利用施設、地域防災拠点、避難所な
ど、防災上重要な施設を土砂災害から保全 

通常砂防事業 地すべり対策事業 急傾斜地崩壊対策事業 

５．耕地事業の概要  

かんがい排水事業費 657 
・須崎市桐間地区外１１地区 

 

県営ため池等整備事業 283 
・室戸市西山地区外５地区 

 

経営体育成基盤整備事業費 167 
・四万十市入田地区外２地区 

農村災害対策整備事業費 1,410 
・安芸市伊尾木地区外７地区 

 老朽ため池の耐震化等の整備計画 
及び整備補強工事を実施 

農村地域の防災対策として、津波避難タワー
や農業用施設の整備を実施 

担い手への農地集積 

を進めるため、ほ場 

整備の計画策定及び 

整備工事を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

治山事業 林道開設事業費 487 
  ・島日浦線 他14路線 計16箇所 
道整備交付金事業費 1,060  
  ・河口落合線 他8路線 計16箇所 
山のみち地域づくり交付金事業費   778  
 ・中村・大正線 他3路線 計9箇所 
 
        

 

山地治山事業費 1,300  
・室戸市白壁 他28箇所 
山地防災事業費 1,291   
・北川村長山 他42箇所治山等激甚災害
対策特別緊急事業費  642 
 ・大豊町安野々 他13箇所 等 
 

豪雨等により被災又
は被害の拡大した森
林において、復旧治
山及び地すべり対策
等を行う 

健全な森林の育成のための間伐や多様な森林
整備を推進する。 

間伐例（施工前） 施工後 

造林事業費 1,088 

・室戸市外30市町村 

３．治山・造林・林道事業の概要  
造林事業 林道事業 

林道開設前 林道開設施工後 

効率的な林業経営や適正な森林整
備基盤の充実を図る 

治山対策例（施工前） 施工後 

基本方針：｢いかなる土砂災害が発生
しても犠牲者を出さない｣ 

特定緊急地すべり対策事業 
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県内の現状・国の動き 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4つの重点テーマを中心に 
全庁を挙げて取り組みを推進 

●生活用品や生活用水等、安心して暮らせる 
 生活環境を確保するための支援 
 

●民間事業者等との連携・協力体制の構築に 
 よるモデル事例づくり 

●集落活動センターの更なる拡大に向けた取 
 り組みの推進 
●集落活動センターの経済活動支援と情報発 
 信の強化 
●高知ふるさと応援隊の拡大とサポート体制 
 の充実 

中山間対策関連予算（案） 

これまでの取り組み 

だ
れ
も
が
一
定
の
収
入
を
得
な
が
ら
、
安
心
し
て
暮
ら
し
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
中
山
間
地
域 
将来像 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H27取り組みの全体像 

277.2億円（うち2月補正18.7億円） 

集落活動センターの取り組みの推進 

中山間地域の課題が浮き彫り 

●集落活動センターの取り組
みの県内への普及･拡大 

 (H27年2月現在,16カ所で開設) 

●集落ぐるみで取り組む野
生鳥獣に強い集落づくり 

 を県内３１集落で実施 

●地域の実情に合った移動
手段の確保の取り組みを県
内30市町村で実施 

●拠点ビジネス（14件）、 
   小さなビジネス（55件） 
   の取り組みを推進 

集落 

集落活動の拠点 

集落 集落 

まち(地域)づくり しごと(産業)づくり 

●鳥獣被害対策専門員の活動の強化 
●被害軽減集落の成功事例の普及・拡大 
●市町村へのきめ細かい支援の実施 
●森林皆伐地でのシカ捕獲技術の開発 

鳥獣被害対策 

 
 

●地域資源の活用や地域活性化に向けての 
 取り組みの着手への支援 
 

●新たに農業や加工品づくりに意欲的に取り 
 組むグループ等への人材育成・情報提供 
 

●県内量販店等でのテストマーケティング 
 

●マーケットの実需に対応した商品開発・ 
 改良の取り組み等へ 
 の支援 
 
 
 
 

 

●産業振興計画の取り組みや地域APへのア 
 ドバイザー派遣等の支援 

●地域の実情にあったきめ細かな移動手段の 
 導入・維持支援 
●路線バス・鉄軌道等の地域の生活に密着し 
 た移動手段の維持支援 
●広域的バス路線の維持・活性化支援 

移動手段の確保対策 

中山間の産業づくり 
（拠点ビジネス・小さなビジネスの推進） 

インフラ整備 
(道路・情報通信・ 

生活環境等) 

の推進 

日本一の 
健康長寿県構想 

の推進 

教育振興基本計画 
重点プラン 

の推進 

南海トラフ地震 
対策の抜本強化 

生活 健康・福祉 教育 防災 

地産外商  

移住促進 観光 商工業 水産業 林業 農業 

産  業 

産業振興計画の推進 

生活用品等の確保対策 

平成24年度から 

●中山間地域では、人口減  
  少や高齢化の進行による地 
  域の担い手不足や産業の衰 
  退など、依然として厳しい 
  状況が進行 

●国は本県提言による｢小さ 
  な拠点｣の形成など、地方 
  創生に向けた施策を新たに 
  推進 

更
な
る
取
り
組
み
の
加
速
化 

生活を守る 産業をつくる 

●地域づくりやビジネスの基礎知識から応 
 用・実践力を身につける研修の実施 
 

●地域を支える人材の育成・確保 
 

●新規創業者等への支援 
 

●都市部の人材と地域の求人 
 ニーズのマッチング 

中山間地域の未来を担う 
人材の育成・確保 

ひとづくり 

●市町村や地域等と連携・協働しながら、全庁を挙げて総合的に推進 

● 課題解決先進県を目指し、中山間地域への処方箋となる実効ある施策を実施し、全国に発信 

各 分 野 の 施 策 を 融 合  

etc. 

etc. 

etc. 

etc. 

etc. 

etc. 

●共同作業や冠婚葬祭等、 
 コミュニティ活動が衰退 

●一次産業をはじめとする担 
 い手の高齢化と後継者不足 

 ●耕作放棄地の増大 
 

 ●収入につながる働く場の不足 

 ●生活環境の悪化 
 （商店の消滅、公共交通機関の 
  撤退、病院や診療所の廃止） 
 

 ●野生鳥獣による被害の拡大 

中山間対策を抜本強化 

集落実態調査の実施 
平成23年度 
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主な事業の概要 

 
○計画的、一体的な森林施業に不可欠な森林調査等の地域活動への支援 
  ・森林整備地域活動支援交付金                     129,224千円 
○未整備のまま高齢林へと移行している人工林の間伐にかかる整備支援 
  ・緊急間伐総合支援事業費補助金                     91,121千円 

○市町村やＮＰＯ等の団体が行う移住を促進する事業の実施を支援 
  ・移住促進事業費補助金                          135,700千円 
○新規漁業就業者の確保 
  ・漁業就業者確保対策事業                          71,348千円 

・高
知
ふ
る
さ
と
応
援
隊
の
育
成･

確
保
、
定
住
の
促
進 

・セ
ン
タ
ー
の
継
続
発
展
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り 

・セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
の
更
な
る
普
及
、
県
内
へ
の
広
が
り 

課題 

小計 66.2億円 
（9.5億円） 

 

○中山間地域の生活環境を整備するための市町村の取り組みの支援 

 ・中山間地域生活支援総合補助金 

 （生活用品の確保等支援事業・生活用水確保支援事業）       249,935千円 

○地域福祉の拠点を整備し、地域の生活課題に対応した支え合い活動等を支援 
 ・あったかふれあいセンター事業費補助金                 189,470千円 
 ・地域福祉推進交付金                              14,972千円 
 

○地域支援事業のサービス確保に向けた取組みに対する支援 
 ・介護予防等サービス拠点整備事業費補助金                5,000千円 
 

○低所得の高齢者のための環境整備する取組みへの支援 
 ・高齢者向け住まい確保対策モデル事業費補助金           27,500千円 
  

○住民の健康づくりのため、地域内にある健康づくり団体が連携した取組みを支援 
 ・健康づくり団体連携促進事業費補助金                     7,800千円 

 
○市町村やＮＰＯ等の団体が行う移住を促進する事業の実施を支援 
  ・移住促進事業費補助金                          135,700千円 

○市町村等が整備するシェアオフィスで創業や事業を行おうとする事業者等の入居
を促進し、その活動を支援 

  ・中山間地域等シェアオフィス推進事業                  29,131千円 

 
○地域ぐるみで支え合う地域防災対策を総合的に推進 
  ・地域防災対策総合補助金                        375,872千円 

○住まいの近くで避難生活ができるよう、自治会等が所有する集会所や公民館等
を避難所として活用するための耐震改修を行う支援制度 
  ・地域集会所耐震化促進事業費補助金                    161,893千円 
○市町村が所有又は借家する空き家の耐震改修等への補助 
  ・空き家活用促進事業                            97,500千円 
○住宅の耐震対策のスピードアップに取り組む市町村への補助 
  ・住宅耐震対策市町村緊急支援事業                   20,400千円 

⑤防災活動 

④健康づくり活動 

③安心・安全サポート 

①集落活動サポート 

②生活支援サービス 

○園芸品等の農作物の集荷力の強化を支援 
  ・園芸品等生産・集荷力強化事業                      11,998千円 
○安心して就農できる環境づくり 
  ・青年就農給付金事業                             600,464千円 
○魅力的な直販所づくり、加工品づくりを支援 
  ・農林水産物直販所支援事業                         1,405千円 
 
 

⑦交流・定住サポート 

⑧農産物等の生産・販売 

○集落活動センターの初期投資に係るハード又はソフト経費及びセンターの取り組
みに必要な人材の人件費・活動費、経済活動の拡充に必要な経費を支援 

  ・集落活動センター推進事業費補助金                  238,000千円 
 

○集落活動センター推進アドバイザーの派遣、研修 
  ・集落活動センター推進アドバイザー派遣事業・集落活動センター研修事業 
                                              １,886千円 
 

○集落活動センターの情報発信の強化 
  ・集落活動センター情報発信事業                       3,768千円 
 

○情報通信基盤整備と利活用の推進 
  ・中山間地域等情報通信基盤整備事業費補助金             1,000千円        
  ・中山間地域情報化推進事業                           1,136千円 
 

○土佐まるごとビジネスアカデミーの開催、地域の課題に応じた講師を派遣する「出  
前講座」の実施、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾗｲﾌﾞ中継の科目の拡大 

  ・産学官連携産業人材育成事業                       51,782千円 
 

○地域の農業生産の維持、多面的機能の確保の為、集落協定に関する事務代行 
  ・中山間地域等直接支払事業                       1,034,807千円 

○木質バイオマスのエネルギー利用施設整備に要する経費への支援 
  ・木質資源利用促進事業費補助金                     164,718千円      

⑪運営全般、その他 

高知ふるさと応援隊の定住支援 

○地域活動の更なる推進を目指す取り組みに対する外部アドバイザーの派遣 
  ・地域づくりアドバイザー事業                         1,285千円 
○特産品販売所等の設置や共同集出荷の取組みに必要な設備等への支援 
  ・こうち商業振興支援事業費補助金                     14,400千円 

⑨特産品づくり・販売 

集
落
活
動
セ
ン
タ
ー
の
取
り
組
み
の
推
進 

⑩エネルギー資源活用 

※                に関連する事業は、鳥獣被害対策のテーマに分類 ⑥鳥獣被害対策 

拡 

拡 

新 

新 

新 

拡 

拡 

  ：新規     ：拡充    ：見直し 新 拡 見 

拡 

新 

拡 

拡 

新 

※小計のカッコ書きは２月補正の予算（案）額、以降の小計欄も同様 

拡 
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・地
域
の
実
情
に
合
っ
た 

市
町
村
ご
と
の
き
め
細
か
な 

仕
組
み
づ
く
り 

 
 

 

小計 4.5億円 

小計 4.7億円 
（1.6億円） 

課題 

・野
生
鳥
獣
に
強
い
集
落
づ
く
り
の
普
及
拡
大 

 
 

・
新
規
狩
猟
者
の
確
保 

 
 

課題 

移
動
手
段
の
確
保
対
策 

鳥
獣
被
害
対
策 

 
○モデル集落での成功事例を県下に普及拡大するため、鳥獣被害対策専 
  門員を中心に被害集落を総合的に支援 
  ・野生鳥獣に強い県づくり事業委託料                8,516千円 
 
  ・鳥獣被害対策専門員配置事業委託料                39,886千円 
 
○防護柵の設置などの被害対策やシカ等の捕獲に対し､国の交付金を交付 
  ・鳥獣被害防止総合対策交付金                 171,431千円 
 
○市町村が実施する被害対策、担い手確保等へのきめ細かい支援 
  ・鳥獣被害対策市町村支援総合補助金             44,000千円 
 
○伐採跡地の再造林と一体となって実施する付帯施設（シカ被害対策）等へ 
  の支援 
  ・森林資源再生支援事業費補助金                21,782千円 
 

 
○わな配付による集落ぐるみでの捕獲の推進とシカ捕獲技術の向上 
  ・シカ捕獲推進事業経費                       20,044千円 
 
○ 事業実施計画を策定し、シカの管理を抜本強化 
  ・指定管理鳥獣捕獲等事業                        3,309千円 
 
○自然植生被害の深刻な三嶺において、関係機関が連携協力し、自衛隊の 
   支援を得ながら、シカ捕獲対策を実施 
  ・三嶺シカ捕獲支援業務委託料                    2,751千円 
 
○皆伐地等での効果的なシカ捕獲技術の開発 
  ・森林地域シカ捕獲技術研究委託料                 9,878千円 
 
○捕獲鳥獣の地域資源としての有効活用への取り組み 
  ・ジビエ活用推進事業委託料                       4,000千円 
 

被害対策（捕獲） 

新 

新 

・高
齢
者
等
が
生
活
用
品
等
を
確
保
す
る
た
め 

 
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

課題 

生
活
用
品
等
の
確
保
対
策 

小計 2.5億円 
（2.5億円） 

○中山間地域の生活環境を整備するための市町村の取り組

みの支援 

 ・中山間地域生活支援総合補助金 

 （生活用品の確保等支援事業・生活用水確保支援事業） 

 

                            249,935千円 

被害対策（野生鳥獣に強い県づくり） 

新 

新 

拡 

○路線バス等を補完するきめ細かな移動手段の導入・維持
に向けた市町村の取り組みを支援 

 ・中山間地域生活支援総合補助金 
 （移動手段確保支援事業）                44,861千円 
 

○中山間地域生活支援アドバイザー派遣 
  （移動手段確保対策）                  179千円 
 

○地域の生活を支える鉄軌道、路線バスなどの確保に必要
な調査経費、利用促進活動の広報費及び施設整備費等を
支援 

  ・地域の交通維持支援事業費補助金     40,422千円 
 

○県内の公共交通ネットワークの基幹となる広域的幹線的
バス路線の維持のための運行支援 

  ・バス運行対策費補助金            266,070千円 
 

○持続可能な公共交通の実現に向けた、路線バス事業の
基盤強化のための取り組みへの支援 

  ・公共交通基盤整備事業費補助金      116,131千円 
 
 

拡 

新 
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○地域資源の活用や地域の活性化に向けての取り組みなどへの支援 
  ・地域づくり支援事業費補助金                         85,000千円   
                                
○地域づくりアドバイザーの派遣 
  ・地域づくりアドバイザー事業                          1,285千円 
 

○ビジネス研修を実施し、産業人材を育成する 
  ・産学官連携産業人材育成事業                        51,782千円 
 

○先進技術を習得した農業者の育成 
  ・農業担い手育成センター整備事業                     355,211千円 
 

○産地と加工業者等の出会いの場を創出 
  ・６次産業化推進事業                               44,502千円 
 

○こだわり青果物の販路開拓を支援 
  ・こだわりニッチ野菜・果実販路開拓事業                   6,853千円 
 

○地域農業の持続、活性化及び拠点ビジネスへの発展 
  ・集落営農・拠点ビジネス支援事業                     107,505千円 
 

○品質向上等に取り組む生産者グループへの新規参入を支援 
  ・養殖生産チャレンジ促進事業                         10,978千円 
 

○沿岸漁業経営体の法人化による企業経営への転換を支援 
  ・沿岸漁業経営体法人化支援事業                      1,037千円 
 

○情報通信基盤整備と利活用の推進 
  ・中山間地域等情報通信基盤整備事業費補助金             1,000千円 
  ・中山間地域情報化推進事業                           1,136千円 
           

○マーケットの実需に対応した業務用商品や土産物・特産品の開発を支援   
  ・食品加工業支援事業委託料                           7,969千円 
  ・市場対応商品開発事業費補助金                       6,000千円 
 

○漁村で活動する加工グループの活動を支援 
  ・水産物前処理加工等育成支援事業                     490千円 
 
 

・中
山
間
地
域
に
収
入
を
も
た
ら
す
小
さ
な
ビ
ジ
ネ
ス
等
の
発
掘
・育
成 

 

・
地
産
地
消
の
推
進 

 
 

・農
林
水
産
物
や
そ
の
加
工
品
等
を
地
域
外
や
県
外
へ
と
売
り
出
す 

 
 

・地
域
の
拠
点
づ
く
り 

 
 

○「高知家」プロモーションを継続・強化し、各セールス施策と強力に連動し、県産品
の販売拡大等を支援 

  ・高知家プロモーション事業費補助金                    124,743千円 
 

○県外バイヤーを県内の５ブロックに招き、各エリアの生産地視察も併せた産地視察 
  型商談会を開催し、県内全域で事業者の活動を支援 
  ・県産品PR等推進事業                              2,358千円 
 

○県内量販店等でのテストマーケティングを新たに実施し、県内事業者の商談機会の拡 
  大を支援 
  ・地域産品販売促進事業                                               502千円 
 

○商工団体等が行う商店街等の活性化に向けたソフト事業、商業機能の維持及び地
域生活者の利便性の確保を図る事業や、地域コミュニティの維持発展に資する事業
を支援 

  ・こうち商業振興支援事業費補助金                      14,400千円 
 

○新規創業者等への人材育成や開業に向けた支援 
  ・チャレンジショップ事業費補助金                      28,656千円 
 

○地域が主体となった全国からの誘客につながる観光地づくりのための観光拠点の   
   整備及び観光資源の発掘・磨き上げ等の取組の支援 
  ・観光拠点等整備事業費補助金                      186,000千円 
 

○旅行者のニーズに即した広域観光の振興に向けて、広域観光組織の機能強化を
支援し、地域で自主的、自律的に旅行商品が生まれる仕組みの確立をめざす。 

  ・広域観光総合支援事業                            203,031千円 
 

○県産材を活用した施設整備や県産木製品の購入等への支援 
  ・木の香るまちづくり推進事業費補助金                   33,000千円 
 

○既存の道の駅を災害時の防災拠点として活用するための施設を整備 
  ・道の駅防災拠点化事業                             52,356千円 

小計 43.0億円 
（4.9億円） 

課題 
生産・企画段階 

加工段階 

流通・販売段階 

 
○地域アクションプランの取り組み等へのアドバイザーの派遣   
 ・産業振興推進アドバイザー事業費                     17,515千円 
○産業振興計画に位置付けられた取り組み等への支援   
 ・産業振興推進総合支援事業費補助金                  450,000千円 
○ビジネスの基礎から応用・実践力まで体系的に身につけられる研修の実施  
 ・産学官連携産業人材育成事業（土佐まるごとビジネスアカデミー）   51,782千円 

各段階に関わるもの 

中
山
間
の
産
業
づ
く
り 

（
農
林
水
産
物
や
加
工
品
等
を
外
商
に
つ
な
げ
る
取
り
組
み
、
小
さ
な
ビ
ジ
ネ
ス
・
拠
点
ビ
ジ
ネ
ス
の
推
進
）  

○新規創業者等への支援による雇用創出  
 ・中山間地域等シェアオフィス推進事業                      29,131千円 
 

○企業の総合力を高める支援体制の強化 
 ・食品企業総合支援事業                               4,875千円 

その他 

拡 

拡 

拡 

拡 

拡 

拡 

新 

見 

拡 

新 
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○公共施設の維持修繕・安全対策 
  ・地域の安全安心推進事業                  1,600,000千円 
  ・通学路の交通安全対策                      1,010,469千円 
 
○道路の整備・防災対策等 
  ・道路防災対策・修繕事業                   7,802,092千円 
  ・１．５車線的道路整備事業                   3,426,718千円 
  ・せいかつのみち整備事業                    400,000千円 

そ
の
他
の
取
り
組
み 

小計 2.2億円 
（0.2億円） 

･

若
者
や
専
門
人
材
が
地
域
に
還
流
し
、
定
着
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り 

・都
市
部
の
人
材
と
地
域
の
求
人
ニ
ー
ズ
の
マ
ッ
チ
ン
グ 
･

中
山
間
地
域
の
活
性
化
の
推
進
役
と
な
る
人
づ
く
り 

課題 

中
山
間
の
未
来
を
担
う
人
材
の
育
成
・
確
保 

 
○地域の担い手養成研修の実施 
  ・高齢者等担い手養成事業費補助金                1,400千円 
 

○情報通信基盤整備と利活用の推進 
  ・中山間地域等情報通信基盤整備事業費補助金       1,000千円 
  ・中山間地域情報化推進事業                     1,136千円 
 

○高知ふるさと応援隊のサポート体制の充実 
  ・高知ふるさと応援隊研修等委託料                4,981千円 
 

○中山間地域農業を担う多様な新規就農者等への研修支援 
  ・新規就農研修支援事業費補助金                69,770千円 
 

○6次産業化に取り組む人材の発掘・育成 
  ・農業創造人材育成事業                      5,042千円 
 

○小規模林業への支援 
  ・小規模林業推進事業                       12,454千円 
 

○林業学校での就業前研修 
  ・林業学校設置推進事業                      59,470千円 
 

○新規漁業就業者の確保 
  ・漁業就業者確保対策事業                     71,348千円 
 

○養殖生産者グループへの新規参入、規模拡大や新技術導入試験を支援 
  ・養殖生産チャレンジ促進事業                   10,978千円 
 

○中山間地域における保育士の人材確保と育成 
  ・保育士修学資金貸付事業費補助金                            34,691千円 
  ・特別支援保育・教育推進事業費補助金（特別支援保育専門職員育成事業）                 
                                        6,163千円 
 

○中山間地域での教育の実践研究 
  ・中山間地域小規模・複式教育研究指定事業            2,111千円 

新 

 
 
 
 
 
○中山間地域における訪問看護提供体制の整備 
  ・中山間地域等訪問看護サービス確保対策事業費補助金    25,662千円  
          
○へき地医療の確保 
  ・無医地区巡回診療事業費補助金                 1,920千円 
 
○地域医療格差の是正 
  ・ドクターヘリ運航事業                       244,593千円 
 
○地域で支え合う仕組みづくり 
  ・地域福祉ネットワーク構築支援事業               3,588千円 
 
○介護・障害福祉サービスの充実・確保 
  ・中山間地域介護サービス確保対策事業費補助金      27,030千円 
  ・発達障害児地域支援モデル事業費補助金           4,000千円 
 

○藻場の回復等による水産資源の維持増加、河川等の環境保全、環境学
習など、漁村が持つ多面的機能の発揮に資する取組を支援 
  ・水産多面的機能発揮対策事業                  8,448千円 
 
○内水面漁業資源の維持・再生・有効利用 
  ・内水面漁業資源保全事業                    26,190千円 
  ・あゆ等放流用種苗生産事業                  143,597千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

新 

新 

新 

○へき地勤務医師の確保 
  ・へき地勤務医師研修事業                     9,217千円 
 

○中山間地域等の訪問看護師の確保 
  ・中山間地域等訪問看護師育成講座開設寄附金        20,000千円 
  ・中山間地域等訪問看護師育成事業費補助金               9,180千円 
 

○情報通信基盤整備と利活用の推進 
      ・中山間地域等情報通信基盤整備事業費補助金        1,000千円  
  ・中山間地域情報化推進事業                    1,136千円 
 

○都市部の人材と地域の求人ニーズのマッチング 
  ・起業・就業支援研修事業                     14,561千円                 
  ・人財誘致促進事業費補助金                    6,000千円      
 

○新規漁業就業者の確保 
  ・漁業就業者確保対策事業                    71,348千円 
 

  人材の育成 

  人材の確保 

新 

新 

新 

新 

拡 

拡 

新 

小計 154.1億円（うち道路関連等 142.4億円） 

拡 

新 

拡 

91 

拡 



         
             

  

          
 
  

    補助メニューの拡充により、集落活動センターの経済活動の拡充を図る 

  
 経済活動の拡充を図る事業計画の作成や事業の実施に必要な経費 
 

補助対象経費 

  市町村 

補助事業者 

 補助対象経費の１／２以内 
 （市町村・事業実施主体の義務負担を要する）  

補助率 

 集落活動センター運営組織及びその構成団体 

 １箇所 5,000千円以内／年度 
 （ただし、知事が特に認める場合はこの限りでない）  

補助限度額 

 整備事業の補助対象期間（３年）終了後、次の３年 

補助期間 

  事業実施主体 

センターの更なる拡大                               
センター間のネットワーク化 

   ・活動の基盤づくり 
   ・外部人材等の活用 
   ・仕組みづくり 

   ・運営組織の成熟化 
   ・リーダー育成 
   ・仕組みの充実化 

   ・運営組織の強化 
   ・内部人材の育成 
   ・仕組みの拡大 

センターの取り組みの推進 

 １～３年                 ４～６年                  ７年～ 

活動の基盤整備 

事業の拡大 
雇用の受け皿 

更なる事業の拡大 
雇用の拡大 

センター機能の拡充・収益の
拡大 
取り組み地区の拡大 

 ○集落活動センターの経済活動の新たな展開や事業の拡充を支援することにより、センターの機能の拡充・収益の拡大を目指す  
 ○「小さな拠点」＝集落活動センターのロールモデルをつくり、県内外に発信することにより、取り組みを加速化させる  

●整備事業 
 集落活動センターの初期
投資にかかるハード・ソフト
経費を助成 
 

･補助率：1/2以内 
･1箇所30,000千円/3年 

 
●人材導入活動事業 
 集落活動センターの立ち
上げ準備・活動に従事する
者の人件費・活動費を助成 
 

･補助率：1/2以内 
･1人1,000千円/年 
･最長4年 
 （準備期間1年＋活動期間3年） 

  

支援 

           経済活動拡充支援事業 

産業振興アドバイザー・ 
財務アドバイザーの助言 

事業計画の作成  Ｄ 事業の実施（計画の実践） 

事業実施の確認  次年度計画への反映 

補助金交付にあたっては、前
年度の取り組み状況等を勘案 

決算後、財務アドバイザー 
等の助言 

目的 

事業内容の提案 
支援チームによる支援 

            集落活動センター推進事業費補助金（拡充） 
 予算（案）額 
 238,000千円のうち 15,000千円 

【事業計画をPDCAサイクルに基づき実践】 

現状 

集落活動センター推進事業費補助金の拡充【経済活動拡充支援事業】 

概要 

         

  国への政策提言等により、高知県が先行して推進してきた集落活動センター等の取り組みが「小さな拠点」づくりとして、国の地方創生における「まち・ひと・ 
 しごと創生総合戦略」の主要施策の一つに位置づけられた。 これを追い風に、集落活動センターの取り組みをもう一段力強いものとするため、「地域活性  
 化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）」を活用し、集落活動センターが取り組む経済活動の新たな展開や事業の拡充を支援する。 

C 

P 

A 

拡充 

支援 
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少
子
化
対
策
の
抜
本
強
化 

３－１．子育ての経済的負担の軽減     
◆多子世帯保育料軽減事業費補助金(105,101千円)   

     第３子以降３歳未満児の保育料の無料化（軽減） 
◆子育て世帯支援事業費補助金 （149,400千円）  

     市町村が実施する18歳未満の子どもがいる世帯に対する支援            など 

１．結婚を希望する独身者の 
  実情に添った総合的な支援 
◆出会い・結婚支援事業費 
           (47,248千円) 

 ・出会いの機会の充実・拡充 
    （マッチングシステムの構築等） 
 ・【再掲】独身者に対するきめ細かな支援   
  の充実 
  （独身者のスキルアップ研修の実施や  
    イベントサポーター等の養成）     
 ・結婚の気運の醸成 
   （ライフプランセミナーの開催等）      
                       など 
 

              
 
  

 ２．県民のだれもが安心して 
   妊娠･出産できる環境整備 
 ◆周産期医療体制整備事業費 
        (43,915千円) 

  周産期医療体制充実のため 
  財政支援と研修の実施等 
         

◆母体管理支援事業費 
                        (15,512千円) 

  分娩施設より近い場所で分娩待   
  機等ができる居室を提供する施 
  設への助成及び産前・産後ケア 
  促進のための地域検討会や研 
  修会等の開催 
         

 ◆不妊治療費助成事業費 
        (78,729千円) 

  特定不妊治療の助成     など     

３－２．子育て支援の拡充・強化（子ども・子育て支援新制度関連） 
 本年４月からは、子ども・子育て支援新制度に基づき、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援などの
取組について、量的拡充・質の向上を計画的に推進 
 

◆子ども・子育て支援事業に係る負担金等 (2,243,271千円)  

   子ども・子育て支援法による特定教育・保育施設及び特定地域型保育等に係る給付費の支給に要する費用 
 
 

◆安心子育て応援事業費補助金(16,773千円)  

   子育て支援センターを含めた地域の子育て支援に関する取組への助成 
  

◆放課後子ども総合プラン推進事業 (599,698千円)   

  放課後の子どもの居場所づくりと学びの場の充実                               など 

H26年度2月補正 

H26年度2月補正 

 
 

きめ細かな支援と 
応援コーナーの充実・強化！ 

 「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」での総合的な支援 （22,620千円）    

  ライフステージに応じた相談へのワンストップでの情報提供に加え、地域の子育て支援センター等に専門職員が直接出向き地域の実情に応じた支援を実施       

女
性
の
活
躍
の
場
の
拡
大 

２．登用(能力を十分発揮するための)支援 ～経済団体や大学等とタイアップし、県内企業(ﾄｯﾌﾟ･ﾐﾄﾞﾙ)など幅広く意識啓発を実施    
      

１．希望する女性への就労支援 ～意欲のある女性を就労に結びつけるため、マッチング機能を大幅に強化 
 
  

３．働き続けられるための環境の整備  ～働きながら安心して子育てができる環境づくりは、女性の活躍の基盤  

  女性就労支援事業（｢高知家の女性しごと応援室｣） (20,959千円） 
  キャリアコンサルティングや情報提供などきめ細かい支援を引き続き実施するとともに、就労に結びつけるマッチング機能を強化 

 
 

働きたいと考える 
全ての女性を応援 

拡充 

◆出産後の女性再就職促進事業 （16,091千円） 

 出産を機に退職した女性を正規職員として雇用した事業主 
  に一時金を支給（対象となる女性が養育している末子の年 
  齢を｢小3まで｣から｢小6まで｣とするなど要件拡大） 

 ◆ 地域人づくり次世代育成支援事業（8,737千円） 

  仕事と家庭の両立など子育てしやすい職場環境づくり 
   に取り組む企業を認証する「次世代育成支援企業認証 
      制度」の普及 

 ◆ファミリーサポートセンター事業（3,470千円） 
  地域において子育ての助け合いを行う、 
  ファミリーサポートセンターへの運営費補助 

 ◆福祉・介護就労環境改善事業（17,567千円） 

  女性が働きやすい福祉・介護職場づくりに向け、介護福祉機 
    器の導入等を促進 
  

 ◆女性登用等促進事業（4,811千円） 企業のトップ層、ミドル層を対象にしたセミナーや、働く女性の継続就業に向けたキャリアの節目に応じた研修により、県内企業の女性の登用を促進 

組替 

◆ 福祉人材センター運営事業・福祉研修センター事業 （89,151千円） 

 ・相談や職業紹介により福祉や介護職場への就労支援 
 ・専門家の配置、福祉就職フェアの充実によるマッチング機能を強化 

拡充 ◆ 女性のための起業支援講座（1,020千円） 

 土佐MBAと連携し｢起業｣について入門編、 
 基礎編講座実施。受講者のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ等強化 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 

少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大 ～ライフステージに応じた総合的な支援～ 95億円 

 今後とも少子高齢化の進展が見込まれる本県において社会の活力を維持するためには、国の交付金などを積極的に活用し、誰もが希望の時期に子どもを生み育てやすい
環境づくりに向けて少子化対策を抜本的に強化するとともに、就労や登用の支援などにより女性の活躍の場の拡大を推進する。 

H26年度2月補正含む 

子育て 妊娠・出産 結婚 進路選択 

など 

など 

など 

※H27年度当初予算には、地域住民生活緊急支援のための交付金（先行型）を活用して前倒し対応するＨ26年度2月補正予算 184,851千円 
 地域住民生活緊急支援のための交付金（地域消費喚起・生活支援型）を活用するH26年度2月補正予算 149,400千円を含む 
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 「出会い･結婚･子育て応援コーナー」の機能強化 地域少子化対策強化交付金事業 

○婚活イベントやサポーターの紹介、 
 スキルアップ講座の案内などといった 
 様々な情報提供を通じて、独身男女へ 
 のきめ細かな結婚支援を実施 
 

○婚活サポーターの研修・交流会や、 
 サポーターと連携した休日出張相談 
 会などの開催 
  

○結婚･妊娠出産･子育て･仕事との両立 
 など、ライフステージ全般を通じた 
 幅広い相談を受付 
 

○相談内容に応じた情報提供に加えて、 
 より専門的な相談・支援窓口などを 
 紹介 
  

 
 

相
談
員 

相
談
員 ＋ 

  
 
 

 平成２６年７月、少子対策課内に開設！ 
   ２名の相談員が「ライフステージに応じた情報提供」と「結婚支援」に対応。 
   他県で結婚支援の実績も持つ法人会に運営を委託。 
   

◆マッチングシステムの構築 
 趣味や年齢層など一定の条件で相手を検索し、 
 条件の一致した男女を引き合わせる仕組みの 
 導入 
 

H28秋:スタート! 

◆ イベントサポーター等の養成 
 イベントでのアドバイスや交際時の支援を行う 
  ボランティアが、独身者を強力に後押し 
 

◆母子保健の専門知識を持つ相談員を配置 
 保健師･助産師による専門的な相談体制を確保 

◆地域に直接出向き妊娠期からの子育て相談等を
実施（市町村の子育て支援をバックアップ） 

・子育て支援センターの妊婦教室や、各地域の 
 子育て講座などで個別相談を実施 
・市町村と連携し、地域での支援体制を構築  

     総合的な結婚相談・支援 機能２ 

○育児や発達等に関する相談内容に 
 ついては、相談者の悩みに具体的に 
 助言できる専門性が必要！ 
 

○情報提供のみにとどまらず、地域に 
 直接出向いて相談を受けられる体制 
 整備も必要！ 

○多様なニーズに迅速に応えるため 
 には、自分に合った相手を、より 
 効率的に探せる仕組みが必要！ 
 

○出会いを成婚などの成果につなげ 
 ていくためには、イベントや交際 
 時にもきめ細かな支援が必要！ 

    出会いから子育てまでのライフステージに応じた情報提供 機能１ 

相
談
員 

相
談
員 

  27年度の取組 

  27年度の取組 

登録者募集 H27:システム構築 

バージョンアップに向けた平成２７年度の体制強化 

～ 見えてきた課題 ～ 

～ 見えてきた課題 ～ 

新たに保健師、助産師を配置 

相
談
員 

相
談
員 

 
 

市町村  
 

子育て支援 
センター 連携 連携 

統
括 

委託（継続） 

結婚相談 子育て相談 

委 託 
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◆キャリアコンサルティング・相談 
・延べ相談件数：365件、実相談者数：136人、就職件数：33件 
・来室者アンケート（回答者数52人） 

 応援室の対応⇒全員が「良い」又は「とても良い」と回答 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆応援室主催研修 
・H26.10.28 女性のための職業訓練コース説明会 
  (労働局、職業訓練校とタイアップ)､参加者20人 
・H27.1.19 福祉職場説明会 
  (福祉人材センターとタイアップ)､参加者17人 
・H27.3.14(予定) 高知家の女性しごと応援DAY 
  門倉貴史氏の基調講演、高知市(こども未来部)による子育て支援の説明など 

◆潜在的な求職者の掘り起こし（広報） 
・県広報(さんSUN高知など)、チラシ、求人情報紙への広告掲載 
・イベント参加（ブースを出展し出張相談実施） 
 H26.7.26~27 すこやか2014 
 H26.11.3 高知家あったか家族フェア 
 
 
 

 

 
■H26.6.28 こうち男女共同参画センター｢ソーレ」 
 2階に開室 
■事業概要 
 ①キャリアコンサルティング・相談 ②情報提供 
 ③県内企業へのアプローチ ④研修の企画・実施  
 ⑤潜在的な求職者の掘り起こし ※無料託児サービス有 
■運営 
 ・3名配置(室長・ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・事務ｽﾀｯﾌ） 

事業概要 

H26の主な実績 
※H27.1.31（開室119日目)現在 

H27の取組 

◎H27当初予算額  20,959千円(H26 15,767千円） 

 
 キャリアコンサルティングや情報提供などきめ細かい支援を引き続き実施するとともに、 
 就労に結びつけるマッチング機能を強化し、女性の就労に関するワンストップ窓口としてバージョンアップ 
  

 
 

働きたいと考える 
全ての女性を応援 

「非常に丁寧で熱心なアドバイスをいただき、来て良かったです。」 

「自分の状況を冷静にみつめなおすことができました」 

「職員さん皆さん親切で、相談しやすかったです」 

「不安ばかりだった今後に、光を感じることができました」 

「無料なので気軽に利用できました」 

 
 

相
談
者
の
声 

＜H26＞きめ細かいキャリアコンサルティングの後、ハローワークへ誘導 
 
＜H27＞さらに、応援室独自で職業紹介(あっせん)を実施し、就労に結び 
    つけるマッチング機能を強化 
     

◎ 職業紹介責任者(室長兼務)を配置するとともに、新たに求人開拓員を１ 
 名配置し、相談者のニーズに沿ったオーダーメイド型の求人開拓を実施 
 ⇒3名→4名へ体制充実 
◎併せて企業が求める人材ニーズを把握、キャリアコンサルティングや 
 研修の企画にフィードバック 

求人者
(企業等) 

ハローワーク 

求職者 

誘導 
あっせん、 
求人開拓 

求人申込 

あっせん 
 
求職申込 

あっせん、求人開拓 

求人申込 

高知家の女性 
しごと応援室 

相談 

＜H27からの取組＞ 

関係機関と連携し、相談者一人ひとりに応じた支援メニューへ誘導 
 ◎労働局,職業訓練校,福祉人材センター等とタイアップし、それぞれの 
  ニーズに応じた研修へ誘導(3→4回) 
 ◎高知学園短期大学が行う、結婚等で離職した有資格者(歯科衛生士, 
  管理栄養士,保育士等)の復職支援を目的とした研修会へ誘導 

相談者のニーズを反映し、相談件数の多い平日の開室を増 
 ◎曜日別相談件数 火(130人)木(93人)土(66人)日(26人) 
  ⇒火木土日 から 月火木土へ 

チラシ(50,000部)配布とともに、求人情報紙へ広告掲載(36回) 

  １．職業紹介の実施 

 ２．研修及び情報チャンネルの充実 

 ３．開室曜日の見直し 

 ４．広報によるさらなる周知 

※H27.1.11現在 
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☆「子ども・子育て支援新制度」がH27年4月に本格スタート！ 

すべての子ども・子育て家庭を対象に、教育・保育、地域の子ども・子育て支援の量及び質の充実を図る。  

◆支援の   を拡充！→必要とするすべての家庭が利用できる支援を目指す。 ◆支援の   を向上！→子どもたちがより豊かに育っていける支援を目指す。 

➣ 県及び市町村では地域の保護者ニーズに合わせた子育て支援の取組を計画的に進めるために、平成27年度から平成31年度までの計画を作成し、地域の実情に応  
 じた子育て支援施策を充実させる。 
 

  子ども・子育て支援新制度に基づく子育て支援の拡充・強化 

 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（施設型給付）及び小規模保育
等への給付（地域型保育給付）を創設（高知市の私立施設についても、県が負担（１/４）） 

➣  量的拡充とともに、３歳児の職員配置の改善、職員給与の改善等の質の改善を図る。 
 

１ 「施設型給付」「地域型保育給付」の創設 

２ 地域の子ども・子育て支援を充実 

 地域の実情に応じ、市町村子ども・子育て支援事業計画に従って市町村が実施する以下の事業等について、県が積極的に支援。 

 ➣ すべての子育て家庭を支援する仕組みとして、一時預かりや放課後児童クラブなど地域の様々な子育て支援を充実させる。 

①施設型給付費負担金 2,025,629千円 
      保育所、幼稚園、認定こども園において教育・保育を受けた 
 場合の給付 

②地域型保育等給付費負担金 104,474千円 
  ・市町村の認可を受けた事業により保育を受けた場合の給付 

    ・へき地保育事業により保育を受けた場合の給付 

③施設型給付費補助金 113,168千円 
     私立幼稚園、私立認定こども園の１号認定の子どもの 

  地方単独費用部分について補助 

◆ 地域子ども・子育て支援事業費補助金 101,017千円 

 ① 病児・病後児保育事業 
  病気や病後の子どもを、病院・保育所などに付設されたスペースで預かる事業 

 ② 延長保育促進事業 
  通常の利用日・利用時間以外の日・時間に、認定こども園、保育所等で保育を 

 実施する事業 

 ③ 一時預かり事業 
  子育て家庭の様々なニーズに合わせて、子どもを保育所等で一時的に預かる事業 

 ④ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 
  生活保護世帯を対象に給食費、教材費、行事費等の一部を補助する事業 

新制度での教育・保育の施設について 

３
つ
の

区

分

認

定

 

１号認定 
子ども 

満３歳以上で、教育を希望される場合 
幼稚園 
認定こども園 

２号認定 
子ども 

満３歳以上で、「保育の必要な事由」に該当し、
保育所等で保育を希望される場合 

保育所 
認定こども園 

３号認定 
子ども 

満３歳未満で、「保育の必要な事由」に該当し、
保育所等で保育を希望される場合 

保育所 
認定こども園 
地域型保育 

利用施設の種類 

○幼稚園（３歳～５歳）  小学校以降の教育の基礎をつくるための幼児期の教育を行う学校 
○保育所（０歳～５歳）  「保育の必要な事由」に該当する家庭の保護者に代わって保育をする施設 
○認定こども園      幼稚園と保育所の機能や特徴を併せ持つとともに、地域の子育て支援を行う施設 
     （０歳～５歳）  
○地域型保育             「保育の必要な事由」に該当する家庭の保護者に代わって保育をする施設 
     （０歳～２歳）       （原則19人以下の少人数の単位） 

量 質 

・子どもの年齢や親の就労状況など
に応じた多様な支援を用意。 

・職員配置の改善、職員の処遇改善
により、職員１人が担当する子どもの
数を改善・質の高い人材を確保。 

・地域型保育を新設し、待機児童の多
い３歳未満児の保育を増やす。 

◆ 放課後児童クラブ推進事業費補助金       288,523千円 
◆ 放課後児童クラブ施設整備助成事業費補助金 121,342千円 
・留守家族の児童に対して、授業終了後等に適切な遊びや生活、学習の場を提供し、健全な育成を図る事業 

◆ 乳児家庭全戸訪問等事業費補助金 14,444千円 
 ・生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う  
  事業 

◆ 地域子育て支援拠点等運営事業費補助金   101,740千円 
 ・乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て等に関する相談や情報提供、講習などを実施
する事業 
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7 平成27年度当初予算 主要な事業の概要 

移住促進策の更なる強化 200,749   
 
  平成27年度の目標に掲げる県外からの移住者数年間500組の達成に向け、

国の地方創生の動きと連動するとともに、各産業分野や県・市町村・民間
団体との連携を更に深め、「ＡＬＬ高知家」による移住促進策の展開を図
る。 

  
 （1）移住・交流総合案内業務委託料  59,049千円 
  ・委託内容：移住希望者の相談業務等 
  ・委託先：民間企業 
  ・契約方法：随意契約（プロポーザル） 
 
 （2）移住促進事業費補助金  135,700千円 
  （市町村支援事業） 
  ・補助先：市町村等 
  ・補助率：１／２以内 
    （補助限度額：ハード30,000千円、ソフト4,000千円／団体） 
  ・補助対象：移住促進策の実施に必要な経費（ハード・ソフト）   
  （ＮＰＯ等支援事業） 
  ・補助先：ＮＰＯ法人等 
  ・補助率：定額 
    （補助限度額：500千円、2,000千円（ネットワーク団体）／団体） 
  ・補助対象：移住促進策の実施に必要な経費（ソフト） 
 
 （3）人財誘致促進事業費補助金  6,000千円 
  （研修支援事業） 
  ・補助先：民間事業者 
  ・補助率：定額（補助限度額：500千円／人） 
  ・補助対象：対象者の研修（OJT、OFF-JT）に必要な経費  
  （地域づくり人財確保支援事業） 
  ・補助先：市町村等（実施主体：市町村等又は公共的団体） 
  ・補助率:１／２以内（補助限度額：1,000千円／人） 
  ・補助対象：対象者の雇用又は受け入れに必要な経費    

                  （産業振興推進部 移住促進課） 
   

 

産業振興計画の推進 450,000 
（産業振興推進総合支援事業費補助金） 

 
  産業振興計画に位置付けられた事業等を対象に、商品の企画、加工、販路

拡大等、生産段階から販売段階までの取り組みを総合的に支援する。 
  ・補助先：市町村等 
  ・補助率：ステップアップ事業 1/2 
       一般事業（通常分） 1/2 
       一般事業（特別分） 2/3  等 
  ・補助対象：産業振興計画に位置付けられた事業等 
  ・限度額：ステップアップ事業 2,000千円 
       一般事業等 50,000千円 

（産業振興推進部 計画推進課） 
    

    高知家統一セールスキャンペーンの推進 17,832  
（重点品目プロモーション事業委託料） 

 
 

  重点品目について、各品目の掲げる販売目標等の後押しとなるセールスプ
ロモーションの企画及びマスメディアへの露出等を行うことで、県産品の
販売促進につなげる。  

  ・委託内容：セールスプロモーションの企画等 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：随意契約（プロポーザル） 

                
 

 （産業振興推進部 地産地消・外商課） 
 
 
 

 
 

NEW 

地産外商戦略の強化 212,937 
（高知県地産外商公社運営費補助金） 

 
 
   地産外商戦略を推進するため、高知県地産外商公社の運営、販売拡大及び

情報発信等に対して助成する。                
  ・補助先：（一財）高知県地産外商公社 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象：地産外商公社の運営に要する経費 

 
（産業振興推進部 地産地消・外商課） 

 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

単位：千円 
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県内企業の海外での活動を支援 69,100  
（海外経済活動支援事業委託料） 

 
   
  シンガポールと上海に続き、新たに台湾において輸出振興拠点を設置し、

東南アジア諸国、中国、台湾等における県内企業の活動支援を行い、ビジ
ネスチャンスの創出や販路拡大を図る。 

  ・委託内容：海外事務所及び現地支援拠点の設置・運営 
  ・委託先：（公社）高知県貿易協会 
  ・契約方法：随意契約           

  （産業振興推進部 地産地消・外商課） 
 
 

 
 

海外に向けた販路開拓の支援 108,818 
（輸出促進企業支援事業委託料） 

 
 
  県内企業の貿易業務支援にあたる貿易促進コーディネーターを増員し、こ

れまでの食品に加えて、機械系も含めた輸出振興を本格化させ、海外展開
を目指す企業の支援を強化する。 

 
  ・委託内容：貿易振興の実務支援等 
        ※貿易促進コーディネーターの増員 
         （3名→5名（食品系3名,機械系2名）） 
  ・委託先：（公社）高知県貿易協会 
  ・契約方法：随意契約            

   （産業振興推進部 地産地消・外商課） 
 
 

 
 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

国際観光の抜本強化 112,126 
（観光振興推進事業費補助金） 

 
 

  外国人観光客の誘致促進を図るため、国際観光の戦略全体への助言や海外

旅行会社との繋がりを活かしたセールス活動を行う国際観光推進コーディ

ネーターを配置し、国内外でのセールス活動を強化する。      

  また、海外での本県の認知度を飛躍的に向上させるため、多言語によるＷ

ＥＢサイトなどの情報発信コンテンツの充実や海外メディアの招聘による

露出強化に取り組む。 

 
  ・補助先：（公財）高知県観光コンベンション協会 
  ・補助率：定額 
 
 
 
 
 

（観光振興部 観光政策課） 
 
 
 
   

NEW 

  高知家プロモーションと連動した新しい視点での 
             着地型旅行商品の造成  44,820  

（高知家着地型旅行商品造成等事業費補助金） 
 

   
  高知家プロモーションと連動して、個人の旅行者をターゲットにWebを活

用した高知家らしい新しい切り口による旅行商品を開発することで、本県
への旅のバリエーションを増やし、観光客の層の拡大を図る。 

   
  ・補助先：（一財）高知県地産外商公社 
  ・補助率：定額 
 
 
 

（観光振興部 観光政策課） 
 
 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

      外国人観光客の受入態勢の整備 34,000 
（国際観光受入環境整備事業費補助金） 

 

 

  外国人観光客の受入態勢向上のため、標識・サインの多言語化やWi-Fi環

境構築などの受入基盤整備に対して補助を行う。 

 
      ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2 
  ・補助対象：①市町村が実施する観光案内板・ 
         パンフレット等の多言語化、 
         Wi-Fi環境整備、トイレの洋式化等 
        
        ②組合団体等が実施するパンフレット等の多言語化、のぼ 
         り旗等歓迎資材、外国人接客対応ツール、消費税免税手続  
         窓口開設等 
 
 
                     （観光振興部 おもてなし課） 
 
 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 
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足摺海洋館基本計画の策定 6,272 
 

  「足摺海洋館あり方検討委員会」において、今後の方向性が示されたこと
を踏まえ、基本計画を策定する。 

  （1）基本計画策定委託料 5,484千円 
     委託内容：足摺海洋館基本計画の策定 
     委託先：（株）大建設計大阪事務所 
  （2）事務費 788千円 

（観光振興部 地域観光課） 
    

          

NEW 

広域観光の推進 199,843     

 
  地域が主体となった全国から人を呼べる観光地づくりを進めるため、地域

の観光資源を磨き上げ、旅行商品として販売していくための支援システム
を構築するとともに、広域観光組織が行う地域博覧会や機能強化に対する
支援を行い、広域観光基盤の構築を目指す。 

    （1）広域観光みらい会議（事務費）  1,012千円 
   （2）地域観光商品造成等委託料    31,000千円 
       委託内容：観光資源磨き上げを行うための 
            助言、観光創生塾の開催 
       委託先：未定 
       契約方法：公募型プロポーザル 
    （3）観光商品ブランド化支援事業 12,831千円 
    （4）広域観光推進事業費補助金  155,000千円 
       補助先：広域観光協議会等 
       補助率：1/2 

（観光振興部 地域観光課） 
 

NEW 

拡充 

拡充 

     新規就農希望者や研修受入農家等への支援  69,770   
         （新規就農研修支援事業費補助金） 

 
  実践研修を行う新規就農希望者や研修受入農家等へ支援を行い、新規就農

者の確保・育成を図る。 
  ・補助先：市町村等 
  ・補助率：①定額、②2/3、③1/2 
  ・補助対象：①研修生の受入農家への謝金 
        ②国の青年就農給付金（準備型）の給付を受けられない研修 
                           生への研修手当及び給付を受ける研修生への研修手当の上   
                           乗せ 
          ③中山間地域等の条件不利地での就農を目指す研修生への研   
                           修手当(新規） 

（農業振興部 農地・担い手対策課） 

      新規就農者等のハウス整備や中古ハウス活用を支援     
                       427,570  

（園芸用ハウス整備事業費補助金） 
   
   園芸用ハウスの増設や高度化による経営改善を目指す農業者の育成と新規

就農者等の確保のため、研修用ハウスや就農・規模拡大時のハウス整備に
補助する。 

 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/3～2/5以内 
  ・補助対象：園芸用ハウス、附帯設備、施工費、流出防止装置付燃料タ   
        ンク設備 
 
 
 
 

 
（農業振興部 産地・流通支援課） 

 

     6次産業化に取り組む県内事業者の支援  17,554  
         （6次産業化支援業務委託料） 

   
  県内で6次産業化に取り組む事業者の発掘や育成、六次産業化・地産地消

法に基づく総合化事業計画認定事業者の支援を行う6次産業化サポートセン
ターの運営を委託する。 

 
  ・委託内容：6次産業化サポートセンターの運営 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：公募型 

 
 

（農業振興部 地域農業推進課） 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 
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 農業分野における企業参入の推進  22,857 
         【債務負担】 146,250 

 
  「次世代型こうち新施設園芸システム」等、本県の強みを活かした農業の

振興と雇用の拡大に向け、農業分野への企業参入を支援する。 
 
 （1）次世代施設園芸等企業参入事業費（事務費） 4,067千円 
  
 （2）地下水調査委託料 18,790千円 
   ・委託内容：地下水調査業務 
   ・委託先：コンサルタント会社 
   ・契約方法：一般競争入札 
 
 （3）企業立地促進事業費補助金  
          【債務負担】146,250千円 
   ・補助先：民間企業等 
   ・補助対象：土地、建物、機器などの 
        取得経費、雇用奨励金等 
   ・補助率：【通常】25％ 
        ・投資総額5千万円以上 
        ・県内新規雇用5人以上 
       【重点事業加算】20％（10％） 
        ・県内新規雇用15人（10人）以上 
        ・設備投資額1.5億円（1億円）以上 
       雇用奨励金：100万円/人 

 
（農業振興部 産地・流通支援課、農業基盤課） 

（商工労働部 企業立地課） 
         

大規模施設園芸団地 

高軒高を中心とする
大規模次世代ハウス 

低コスト耐候性等の
中規模次世代ハウス 

既存型ハウスへの 
環境制御技術導入 

本県農業を牽引する 
大規模経営体を誘致 

NEW 

     次世代型ハウスの普及促進 368,520 
         （次世代施設園芸モデル事業費補助金） 

   
  環境制御装置等の先進技術を取り入れた次世代園芸ハウスの整備を支援

し、県内への普及を目指す。 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2 
  ・補助対象：整備面積概ね50a以上の環境制御装置 
        を備えた高軒高ハウス等の整備に要す 
        る経費 

 
（農業振興部 産地・流通支援課） 

NEW 

県産園芸品の販売強化 30,700 
（新需要開拓マーケティング協議会負担金） 

           

  卸売会社との連携や、量販店、中食、外食等の実需者との関係強化を行

い、実需者・消費者ニーズに対応した園芸品の販路拡大・販売促進を進

め、農家所得の向上を図る。 

 

  ・負担先：新需要開拓マーケティング協議会 

       （県、園芸連、ＪＡ中央会） 

  ・負担額：30,700千円（定額） 
 

 
 
 

（農業振興部 産地・流通支援課） 
 

集落営農や複合経営拠点による地域営農 
      の仕組みづくり  102,456 

（集落営農・拠点ビジネス支援事業費補助金） 

      

  農業生産の共同活動に取り組む集落営農組織や中山間地域の農業を支える

複合経営拠点の体制整備を支援し、農家所得の向上と担い手の確保による

地域農業の維持・活性化を図る。 

 

  ・補助先：市町村 

  ・補助率：①1/2以内 

       ※条件により別途加算（１/10以内）あり 

       ②定額 

       ③3/5以内 

  ・補助対象：①一般タイプ（農業機械・施設整備事業等） 

        ②集落営農推進支援タイプ 

        ③中山間農業複合経営拠点タイプ 

 
 

（農業振興部 地域農業推進課） 
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     小規模林業の実践者に対する支援  32,029 
            

  小規模な林業活動を実践している方々に対して、木材増産の一翼を担って
もらうため、林業活動の情報共有や森林・林業の知識・技術の修得等のス
キルアップが図られるよう小規模林業推進協議会を開催するとともに労働
災害防止のための現場指導者の派遣や林道機械のレンタルに要する経費に
支援することなどにより、小規模林業の推進に取り組む。  

 
  （１）小規模林業推進事業費 12,454千円 
    ①小規模林業アドバイザー派遣等事業費補助金  
                    10,745千円 
     補助先：林材業労働災害防止協会高知支部 
     補助対象者：小規模林業推進協議会の会員 
     補助内容： 
      ア アドバイザー派遣 6,000千円（補助率：定額） 
      イ 傷害総合保険加入促進 2,025千円（補助率：1/2） 
      ウ 実践現場安全パトロール 1,904千円（補助率：定額） 
      エ 付帯事務費    816千円 
    ②ＨＰ保守委託料 388千円 
    ③事務費 
     報償費（講師謝金）  488千円 
     その他事務費     833千円  
  （２）林業労働力確保支援センター事業費補助金  
     （安全防具支給）        3,200千円 
     補助先：（公財）高知県山村林業振興基金 
     補助対象者：小規模林業推進協議会の会員 
     補助内容：研修終了時に安全防具を支給 
  （３）原木増産推進事業費補助金  
    （うち自伐林家等林業機械レンタル） 4,375千円 
     補助先：市町村 
     補助対象者：小規模林業推進協議会の会員 
     補助内容：林内作業車のレンタル経費等の支援（補助率1/2以内） 
  （４）木質資源利用促進事業費補助金 12,000千円 
     （木質バイオマス中間土場確保対策） 
     補助先：中間土場管理運営者（森林組合、NPO等） 
     補助率：定額（上限1,500千円） 
     補助内容：ポータブル型車両重量計の導入に係る経費  
 

               （林業振興・環境部 森づくり推進課） 
               （林業振興・環境部 木材増産推進課） 
               （林業振興・環境部 木材利用推進課） 

 
 

     林業学校の設置 59,470 
           

  平成27年4月から「林業学校」を開校し、知識や技術のスキルアップがで
きる「短期コース」と、就業前に林業の実践的な知識や技術を学べる「基
礎コース」を先行して開講する。 

  また、高度で専門的な職業能力を持つ人材を育成するため、林業学校（専
攻コース）の創設を検討する。 

 
 （１）林業学校研修業務等委託料  33,907千円 
    委託内容：基礎・短期コースの運営 
    委託先：未定 
    契約方法：随意契約（プロポーザル）  
 （２）緑の青年就業準備給付事業費補助金  18,000千円 
    補助先：基礎コース受講生 10名 
    補助率：定額（150千円/月） 
 （３）短期コース講師謝金等     664千円 
    報償費       400千円 
    旅費        264千円 
 （４）設置検討会議運営費     1,299千円 
    委員報酬（９人）  735千円 
    旅費          564千円 
 （５）その他事務費  5,600千円 
 
 

                （林業振興・環境部 森づくり推進課） 

NEW 

   木材の高次加工施設の整備に対する支援  885,397 
  （木材加工流通施設整備事業費補助金） 

   
 
  県内の豊富な森林資源を活用した木材産業の振興を図るために、ＣＬＴ等

の新たな製品や新たな技術を導入する施設などの整備に要する費用に対し
て補助する。 

 
  ・補助先：市町村等 
  ・補助率：7/10以内 
  ・補助対象：製材施設の整備 
 
 
 
                   （林業振興・環境部 木材産業課） 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

NEW 
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    土佐材の外商促進のための仕組みづくりの支援 9,126 
（県産材販売促進検証事業費補助金） 

            
  土佐材の外商規模拡大と強化のために協同組合高知木材センターが取り組

む、県外新規取引先開拓のためのサンプル出荷及び県外消費地への定期便
輸送事業を支援する。 

 
  ・補助先：協同組合高知木材センター 
  ・補助率：①7,500円/㎥（定額） 
         ②3,000円/㎥（定額） 
  ・補助対象：①新規顧客開拓のためのサンプル出荷にかかる経費 
        ②県外消費地への定期便輸送にかかる経費 
 
                   

                 （林業振興・環境部 木材産業課） 
 
  

マグロ養殖の振興 32,108 
            
  本県マグロ養殖の持続的な振興を図るため、人工種苗の導入を促進する親

魚養成・採卵及び種苗生産の技術開発を進める。 
  
 （1）人工種苗生産技術開発委託料 22,851千円 
     委託内容：人工種苗導入促進のための親魚養成、 
          採卵技術の開発 
     委託先：道水中谷水産（株） 
    
 （2）事務費 9,257千円 
 
                   

      
 
 

  （水産振興部 漁業振興課） 
 
  

新規漁業就業者等への支援 71,348 
   

  高齢化が進み、今後急激な減少が予想される漁業就業者の後継者を確保

し、本県沿岸漁業の活性化を図る。  

 

 （1）新規漁業就業者確保対策事業委託料 11,124千円 

    委託内容：新規漁業就業者の掘り起こし及び 

         研修指導者のグループ化による受入体制強化        

    委託先：高知県漁協 

    契約方法：随意契約 

  

 （2）新規漁業就業者支援事業費補助金 59,469千円 

    補助先：市町村 

    補助率：2/3以内、1/3以内、定額 

      補助内容：新規漁業就業者への生活費や、漁船リースを目的に 

         中古船を取得する漁協に対する補助等を実施 

 

 （3）事務費 755千円           
                 

（水産振興部 漁業振興課） 
 
  

  CLTによる建築の促進 284,337 
（ＣＬＴ建築促進事業費） 

            
   豊富な森林資源の活用方法として新しい建築工法であるCLTによる木造

建築を推進するため、CLT建築の整備に要する費用に対して補助する。 
 
 （１）CLT建築促進事業費補助金 77,000千円 
  ・補助先：建築主体 
  ・補助率：5.5/10以内 
  ・補助対象：CLT建築物の建築 
 
 （２）ＣＬＴ普及促進事業費補助金 42,748千円 
  ・補助先：CLT建築推進協議会 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象：協議会が行う検証、研修会等 
 
 （３）CLT建築促進事業費補助金 164,589千円 
  ・補助先：建築主体 
  ・補助率：5.5/10以内 
  ・補助対象：CLT建築物の建築 
   
                   
                 （林業振興・環境部 木材利用推進課） 
 
  

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 
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水産物の地産外商の推進 33,927 

 
  「高知家の魚応援の店」や「築地にっぽん漁港市場」を活用し、本県水産物   

    の地産外商を推進する。 

 

 

（１）水産物都市圏外商ネットワーク強化事業委託料 11,609千円 

   委託内容：「高知家の魚応援の店」の掘り起こし、 

         商談会や産地見学会の開催等 

   委託先：未定 

   契約方法：随意契約（プロポーザル） 

 

（２）水産物首都圏販売拠点設置事業費補助金  3,520千円 

   補助先：築地にっぽん漁港市場に出店している事業者 

   補助率：1/2以内 

   補助対象：施設の家賃及び設備の拡充に必要な経費 

 

（３）水産物外商活動支援事業委託料 18,798千円 

   委託内容：「高知家の魚応援の店」への訪問等による 

        本県水産物のＰＲ・ニーズ収集・サンプル出荷、 

        高級飲食店への高鮮度魚の試験出荷、築地にっぽん漁港市場     

        を活用した商談会の開催等 

   委託先：ＪＦこうち・海の漁心市株式会社 

   契約方法：随意契約                      
              

                                
（水産振興部 合併・流通支援課） 

拡充 

NEW 

産学官民連携センターの開設 97,457 
 

  高知県産学官民連携センターを開設し、産学官民連携に関する相談窓口や 

 事業化に向けた支援プログラム、さまざまな課題解決やビジネスチャンスに 

 つなげていく交流事業、土佐まるごとビジネスアカデミーなどの人材育成研 

 修事業を実施する。 

 

 

 （1）高知県・大学等連携協議会（仮称）負担金  21,749千円 

  ・負担先： 高知県・大学等連携協議会（仮称） 

  ・負担割合：10/10 

  

 （2）事業構想検証事業費補助金 1,000千円 

  ・新事業の実現可能性の検証等に必要な調査・研究費の補助 

  ・補助率：1/2 

  

 （3）事業構想検証プログラム 

  ・審査員等報償費    6,242千円 

  

 （4）産学官民連携コーディネーターの配置    6,873千円 

    

 （5）ホームページ運用保守委託料、事務費等    8,219千円 

 

（文化生活部 文化推進課） 

 

   

 （6）産業人材育成研修委託料 36,532千円 

   ・委託内容：産業人材育成プログラムに基づいて行う研修の会場設営、 

         運営及び資料・議事録・報告書の作成等 

   ・委託先：民間企業 

   ・契約方法：随意契約（プロポーザル等）     

 

 （7）土佐フードビジネスクリエイター人材創出講座開設寄附金 

                            12,500千円 

 

 （8）事務費 4,342千円 

    

（産業振興推進部 計画推進課） 
    

 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成27年度当初予算計上分 
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県内ものづくり産業の強化  554,372 
            【債務負担】    30,710 

 
  県内企業が人材・技術・情報などの経営資源を円滑に確保するための支援

を行うとともに、製品の開発段階から外商段階までの間に抱える様々な課
題に対し、一貫した支援を行うことで地産地消から外商までの取り組みを
強力に加速化させる。  

  (1)中小企業経営資源強化対策事業費補助金 269,934千円 
   補助先：（公財）高知県産業振興センター 
   補助率：定額 
   補助内容：経営支援や販路開拓支援事業等 
  (2)ものづくり総合技術展開催等委託料 50,036千円 
   委託先：（公財）高知県産業振興センター 
   契約方法：随意契約 
   委託内容：ものづくり総合技術展開催等 
  (3)ものづくり力強化対策事業費補助金 139,779千円 
   補助先：（公財）高知県産業振興センター 
   補助率：定額 
   補助内容：ビジネスプラン策定支援や国外見本市出展支援等 
  (4)見本市出展業務委託料 94,623千円 
       【債務負担】 30,710千円 
   委託先：（公財）高知県産業振興センター 
   契約方法：随意契約 
   委託内容：県外展示会への県内企業出展支援 

（商工労働部 工業振興課） 
 
  

県内紙産業の振興 418,508 
 

   長い伝統があり本県の重要産業である紙産業の振興を図るため、技術や製
品開発の拠点である紙産業技術センターの機能を強化するとともに、高付
加価値製品の開発や加工技術の確立などに取り組む。 

 
  （1）備品購入費 308,862千円 
  （2）電気設備整備工事請負費 51,180千円 
  （3）電気設備整備設計委託料 1,038千円 
  （4）試験機器保守点検等委託料 1,188千円 
  （5）その他事務費等 56,240千円 
 

（商工労働部 新産業推進課） 
    

          

   県内食品関連企業に対する総合的な支援 18,844  
 
  マーケットニーズに基づいた売れる商品づくりを推進するとともに、県内

の食品事業者のビジネスプランづくりから販売促進、生産力の強化などの
事業拡大まで一貫的に支援する。  

   
  
 （1）食品加工業支援事業委託料 7,969千円 
   ・業務用対応 
     委託内容：業務用商品の評価、業務筋とのマッチング等 
     委託先：民間企業 
     契約方法：随意契約 
      
   ・土産物・特産品開発対応 
     委託内容：土産物・特産品コンクールの実施、テスト販売等 
     委託先：未定 
     契約方法：随意契約（プロポーザル） 
 
 （2）市場対応商品開発事業費補助金 6,000千円 
    補助先：県内事業者 
    補助率：１／２ 
    補助対象：商品の開発・改良に必要な経費 
 
 （3）食品企業総合支援事業（報償費） 4,875千円      
            

  （産業振興推進部 地産地消・外商課） 
 
 

 
 

NEW 

      事業承継や中核人材の確保支援 116,682  
                  【債務負担】   10,000 

 
 

 後継者不在等による地域産業基盤の脆弱化に対応するため、事業承継や中核
人材のマッチングに関する相談をワンストップで対応する窓口や実務に精通し
た専門スタッフが一貫してサポートする機能を備えた「事業承継・人材確保セ
ンター」を設置し、関係機関や専門家等との連携による一貫した支援等を行う
ことにより、円滑な事業承継等を促進する。  
 （1）事業承継・人材確保支援事業委託料 106,296千円 
   ・委託内容：事業承継・人材確保センターの運営 
   ・委託先 ：高知商工会議所 
 （2）事務費等          10,386千円 
              【債務負担】   10,000千円 

（商工労働部 商工政策課） 
 
 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 
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伝統的工芸品産業等の振興 6,380 
  
  持続可能な伝統的工芸品産業等の形成に向けて、伝統的産業を支える担い

手の育成や、新たな商品開発及び販路拡大等に対して助成することによ
り、本県の伝統的産業の振興を図る。 

 
  （1）伝統的工芸品産業等後継者育成対策事業費補助金  5,880千円 
    補助先：市町村 
    補助対象事業及び補助率 
    ①短期体験研修開催事業 ２/３以内 
    ②研修場所・環境整備事業 ２/３以内 
    ③研修者受入事業 
      研修者滞在費 ２/３以内(上限１００千円/月) 
      研修指導費  定額(上限５０千円/月) 
    ※市町村負担の継ぎ足し補助１/３あり 
 
  （2）伝統的工芸品産業支援事業費補助金  500千円 
    補助先：高知県手すき和紙協同組合 
    補助率：国２/３、県１/６、団体１/６ 
    補助対象事業：伝統的工芸品産業の振興に関する法律指定の産地が作成  
          した振興計画及び共同振興計画に基づく事業 
 

（商工労働部 工業振興課） 
    

          

NEW 

県内の設備投資促進 100,000    
     【債務負担】 124,000    

（ものづくり産業強化事業費補助金-設備投資促進事業） 
 
   
  県内企業(製造業)の設備投資に対して助成することで、企業の生産性等を

高め、企業活動の継続・拡大と雇用の確保を図る。 
  ・補助先：県内企業（製造業） 
      ・補助対象：設備、設備投資を伴う土地又は建物の取得経費等 
  ・補助率：①：6.8%、②：25％ 
  ・補助要件：①県内新規雇用1名以上純増、または売上10億円以下の企業 
         においては県経済への貢献3,000千円以上                      
         設備投資額25,000千円以上【拡充】  
        ②売上10億円以下の企業において県内新規雇用2名以上純増          
         設備投資額25,000千円以上【新規】 

 
（商工労働部 工業振興課） 

 
 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

企業誘致活動の推進 665,026 
      【債務負担】  773,250 

  
  積極的な企業誘致活動により県外からの企業誘致や工場の新増設等を推進

するとともに、新たに農業分野への企業等の誘致を図ることにより、県内
における雇用機会の創出と県経済の活性化につなげる。 

 
  ○企業立地促進事業費補助金      398,011千円 
              【債務負担】 746,250千円 
  （製造業分野） 
   補助先：企業立地促進要綱に基づく指定企業 
   補助率：１０～２５％（※）、定額 
   補助対象等：土地取得、建物又は機械設備の取得経費、雇用奨励金等 
 
  （農業分野） 
   補助先：民間企業、農業生産法人 
       農家と民間企業の共同事業体 等 
   補助率：２５％（※）、定額 
   補助対象：土地取得、建物又は機械設備の取得経費、雇用奨励金等 
   （※）条件により別途加算（１０～２０％）あり 
 
  ○コールセンター等立地促進事業費補助金 214,816千円 
   （※債務負担は企業立地促進事業費補助金と同じ） 
   補助先：企業立地促進要綱に基づく指定企業 
   補助率：２０％、２５％、５０％、定額 
   補助対象等：土地取得、建物又は機械設備の取得 
         又は賃借、通信費、雇用奨励金等 
 
  ○大規模コールセンター誘致推進事業費補助金 20,700千円 
                 【債務負担】 27,000千円 
   補助先：大規模な賃貸用オフィスを取得する事業者 
   補助率：１５％ 
   補助対象等：大規模コールセンター事業者への賃貸 
         に供するためのオフィスの取得経費 
 
  ○事務費等  31,499千円 

 
（商工労働部 企業立地課） 
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工業団地の整備  833,015 
  【債務負担】 385,205 

   
  県内外からの企業立地の実現を図り、県経済の活性化につなげるた

め、高知市との共同開発により（仮称）高知一宮団地の整備を進めると
ともに、南国市との共同開発により（仮称）南国日章工業団地の開発を
進める。 

 
  ○（仮称）高知一宮団地整備費 819,191千円 
    ・造成等工事請負費 727,009千円 
    ・用地取得委託料 35,840千円 
    ・事務費等 56,342千円 
 
  ○（仮称）南国日章工業団地整備費 13,824千円 
    ・水文調査 5,348千円 
    ・事務費等 8,476千円 

（商工労働部 企業立地課） 
    

          
   魅力ある店舗の増加による商店街の活性化 15,000 

（店舗魅力向上事業費補助金） 

 
 

  商店街のさらなる魅力向上を図るため、新たな商品やサービスの提供を行
うなどの経営革新に取り組もうとする個店を支援することで、商店街の活
性化を図る。 

 
  ・補助先：民間事業者 
  ・補助対象経費：店舗改装費 等 
  ・補助率：1/2 
  ・補助要件：商店街の振興計画に沿った経営革新事業であること 

 
（商工労働部 経営支援課） 

    

          

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

２ 南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化 
   ～高知県南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～ 

   総合防災訓練及び地域防災フェスティバル 17,788 
   
  総合防災拠点を含めた複数の会場で実践的な訓練を実施する。また、地域

住民の地震防災対策への意識の啓発を行うために、地域防災フェスティバ
ルを開催する。 

 
 （１）総合防災訓練（実践型）実施事業費 12,668千円 
    
    ①総合防災訓練委託料（3,003千円）    
    ②総合防災訓練用工作物等工事請負費（9,665千円） 
 
 （２）地域防災フェスティバル開催委託料 5,120千円 
 

（危機管理部 危機管理・防災課） 
（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 

 

新たな行動計画策定に関する基礎調査 14,152  
 （第３期行動計画基礎調査委託料） 

   
    南海トラフ地震対策行動計画に基づいて進めた施策の被害軽減効果と、

新たな行動計画の減災目標を算出する。  
  ・委託内容：被害軽減効果と減災目標の算出 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：一般競争入札 

（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 

NEW 

   緊急輸送道路等沿道建築物の耐震診断の支援 6,508 
（建築物耐震対策緊急促進事業費補助金の一部） 

   
  県の道路指定により、耐震診断が義務付けられた建築物の耐震診断を行う

所有者に対して市町村が補助する場合に、その費用の一部を補助する。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/4  
  ・補助対象：緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震診断に係る経費 
 

（土木部 住宅課） 
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住宅の耐震化の促進 624,035  
（住宅耐震化促進事業費補助金） 

            

  昭和56年5月以前に建てられた住宅を対象に、市町村が耐震対策を進める
ために行う下記の事業に対して、その費用の一部を補助する。 

  市町村が取り組む戸別訪問などを支援することにより、住宅の耐震化のス
ピードアップを図る。 

 

  ・補助先：市町村 

  ・補助率：1/4 

  ・補助対象（補助対象事業費・件数）： 

    ①住宅耐震診断事業     37千円/戸・2,300戸 

    ②住宅耐震改修設計事業   205千円/戸・1,350戸 

    ③住宅耐震改修事業     925千円/戸・1,350戸 

    ④コンクリートブロック塀耐震対策事業 

                                     205千円/件・350件 

    ⑤老朽住宅等除却事業 1,645千円/件・210件 

    ⑥空き家活用促進事業 9,000千円/件・65件 

    

    ⑦住宅耐震対策市町村緊急支援事業 

                             15,000千円/市町村・34市町村 
 

（土木部 住宅課） 
 
  

耐震3兄弟Ⓒ村岡マサヒロ 

次男: 
仮設住宅の勝ちゃん 

三男: 
老朽住宅除却のジョー 

NEW 

津波避難路・避難場所等の整備  2,160,298 
 （津波避難対策等加速化臨時交付金） 

   
  「緊急防災・減災事業債」等を活用した交付金制度により、市町村の財政

負担を軽減し、津波避難施設等の整備を大幅に加速化する。 
 （平成27年度予算化事業まで対応） 
  
  ・交付先：市町村 
  ・補助率：定額 
  ・交付対象：防災目的基金への積立 
 
 
 

（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 

保育所等の高台移転及び高層化に対する補助 312,550   
（保育所・幼稚園等高台移転施設整備事業費補助金） 

            

  南海トラフ地震で発生する津波から乳幼児の安全を確保するため、高知県
職員等こころざし特例基金を活用し、保育所等の高台移転及び高層化に伴
う施設整備に対して助成する。 

  ・補助先：市町村等 
  ・補助率：3/4以内 
  ・補助対象：保育所等の高台移転及び高層化に 
        伴う施設整備に要する経費 
 

（教育委員会 幼保支援課） 

港湾海岸緑地公園の津波対策の推進 363,805  
   
 （1）手結港海岸緑地公園津波避難タワー実施設計委託料 4,913千円 
     ・委託内容：津波避難タワーの実施設計 
     ・委託先：未定 
     ・契約方法：競争入札 
 （2）甲浦港海岸緑地公園津波避難タワー設置工事  
                  357,128千円 
     ・契約先：未定 
     ・契約方法：競争入札 
 （3）甲浦港海岸緑地公園避難タワー設置工事管理委託 1,764千円 
     ・委託内容：避難タワーの設置工事管理委託 
     ・委託先：未定 
     ・契約方法：競争入札 
 

（土木部 港湾・海岸課） 
 
    宿毛湾内における地震・津波対策の推進 61,200 

 （海岸調査委託料）  
  
  地震や津波から宿毛市街地周辺を守る海岸堤防の整備に向けて、地質調査

や耐震照査・設計を行う。  
  ・委託内容：宿毛湾内の４海岸における地質調査、 
          堤防の耐震照査・設計 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：競争入札 
 

（土木部 港湾・海岸課） 
 
  

NEW 
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地震火災対策の推進 18,684   
（地震火災対策事業委託料） 

 
  地震による木造住宅密集市街地での大規模火災による人的被害の軽減を図

るため、安全な避難の計画を策定する地域での延焼シミュレーション等を
作成し、市町における地震火災対策を促進する。    

  ・委託内容：延焼シミュレーション、ハザードマップの作成 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：競争入札 
  
 

 
 
 

（危機管理部 消防政策課） 

山津波（土砂災害）に備える取組 878,046 
  
 （１）大規模土砂災害防災訓練委託料 11,998千円 
    大規模土砂災害を想定した防災訓練、災害図上訓練を実施。 
 
 （２）土砂災害啓発冊子の全戸配布 6,761千円 
 
 （３）防災学習会の拡充 2,187千円 
 
 （４）砂防等基礎調査費 535,500千円 
 
 （５）がけくずれ対策の加速化 321,600千円 
 

（土木部 防災砂防課） 
 
    がけくずれ対策の加速化 321,600 ＜再掲＞ 

  （高知県「がけくずれ」住家防災対策事業補助金） 

          
   土砂災害対策の加速化により、市町村からの要望増が予想される高知県

「がけくずれ」住家防災対策事業補助金を拡充する。 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：1/2 
   ・補助対象：「がけくずれ」住家防災対策事業補助金の 
         採択基準に適合する市町村の防災事業に要する工事費  
 

（土木部 防災砂防課） 

 総合防災拠点の整備 112,761 
   
  災害発生時の応急対策等の迅速な対応を図るため、総合防災拠点の整備を

図る。 
  
  （１）総合防災拠点設備設計等委託料         3,630千円 
  （２）総合防災拠点設備整備等工事請負費  22,356千円 
  （３）資機材購入費（医療救護活動用）     56,752千円 
  （４）事務費（通信機器等）              30,023千円     

 
（危機管理部 危機管理・防災課）  

 （健康政策部 医療政策課 ） 
 

         防災行政無線中継局燃料タンクの改修 151,179 
   
  防災行政無線中継局の非常用発電機が7日間連続して運転可能となるよう

燃料タンクの容量を拡大する。 
  
  ○中継局燃料タンク改修工事請負費 151,179千円  
   ・箇所数：14箇所 
   ・契約方法：競争入札 

 
（危機管理部 危機管理・防災課） 

  

NEW 

 災害対策支部の体制整備・強化 74,582 
   
  市町村の災害対策の支援や地域の実情に応じた総合防災拠点の運用などを

行うため、災害対策支部の体制を強化する。 
 
      （1）災害対策支部等震災対策訓練委託料 13,824千円 
        災害対策支部における市町村等と連携した実践的な訓練の 
        ための企画運営等補助 
 
      （2）災害対策地図作成委託料 2,181千円 
        災害対策支部管内の地図の作成  
 
      （3）災害対策支部改修工事請負費 4,002千円 
         災害対策支部の設営場所の整備を行う。 
 
      （4）事務費（情報通信機器、非常勤職員配備等） 54,575千円 
 

（危機管理部 危機管理・防災課） 
 

NEW 

NEW 

NEW 
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   災害用ヘリコプター離着陸場のデータベース化 
19,894 

 （ ヘリコプター離着陸場調査等委託料） 

   

  孤立集落等への物資搬送や救助・救出に活用するヘリコプター離着陸場の

調査を行いデータベース化し、応急救助機関や市町村等と情報共有するこ

とにより、応急救助機関のヘリコプターの円滑かつ安全な運航に活用す

る。 

  ・委託内容：ヘリコプターの離着陸可能な適地の調査を行うとともに、 

        関係機関と情報共有するためのヘリコプター離着陸場の 

        データベース化を行う。 

  ・委託先：未定  

  ・契約方法：一般競争入札 
（危機管理部 危機管理・防災課） 

 
  緊急用ヘリコプター離着陸場の整備 341,773 

  （緊急用ヘリコプター離着陸場整備事業費補助金） 

   

  地震で孤立が想定される集落への物資搬送や救助・救出のための緊急用ヘ

リコプター離着陸場の整備を図る。 

 

  ・補助先：市町村 

  ・補助率：2/3 

  ・補助限度額：10,000千円/箇所 

 

（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 
 

NEW 

航空燃料の確保 5,000 
（航空機燃料タンク設計委託料） 

   
  南海トラフ地震や大規模災害発生後のヘリコプターによる応急救助活動等

に必要となる燃料確保のための給油（備蓄）施設の設計委託を行う。 
 
  ・委託内容：備蓄施設の設計 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：一般競争入札 

 
 

（危機管理部 危機管理・防災課） 
 

NEW 
災害時の燃料確保  28,000 

（災害対応型給油所整備促進事業費補助金） 

  
  地震による停電時にも安定した燃料の供給を確保するため、給油所が自家

発電設備、緊急可搬式ポンプを整備する費用に対して補助する。 
   ・補助先：市町村 
   ・補助率：1/2 
   ・補助限度額 1,000千円/事業者 
 
 

（危機管理部 消防政策課） 

前方展開型の医療救護体制の構築 4,615 
   
  医療救護計画の見直しを踏まえ、前方展開型の医療救護活動を実現するた

めの周知活動や地域ごとの行動計画の策定、災害医療に関する研修制度の
創設に取り組む。 

  ・事務費 4,615千円 
（健康政策部 医療政策課） 

NEW 

健診車の災害対応化 33,104 
（医療救護活動車両整備事業費補助金） 

   
   (公財)高知県総合保健協会が保有する健診車を、医療救護活動に対応でき

るようにするため、必要な改造や資機材整備に対する助成を行う。 
    
  ・補助先：(公財)高知県総合保健協会 
  ・補助率：定額、1/2 

 
（健康政策部 医療政策課） 

 

NEW 

広域火葬体制整備の促進 15,684  
  
  災害時の効率的な広域火葬体制の整備促進を図るため、広域火葬訓練、研

修会の開催や地域モデル事業の実施を行うとともに、火葬場の設備整備に
対して助成を行う。 

  （1）広域火葬設備整備事業費補助金  14,514千円 
    ・補助先：市町村、一部事務組合 
    ・補助率：１/２ 
    ・補助対象：非常用自家発電設備、予備燃料タンク設置  等 
  （2）事務費等  1,170千円  

（健康政策部 食品・衛生課） 
 
  

NEW 
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応急期機能配置計画策定の促進 84,696 
（応急期機能配置計画策定事業費補助金） 

   
  応急期に必要となる応急救助機関の活動拠点などの機能を配置する計画の

策定に要する経費を助成する。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：２／３ 
  ・補助期間：平成27年度～平成28年度 
 

（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 
  

NEW 

集会所や公民館等の耐震化の促進 161,893 
（地域集会所耐震化促進事業費補助金） 

   
  耐震改修促進法の改正（H25.11.25施行）に伴う国の新たな補助制度を活

用し、住まいの近くで避難生活を可能とするとともに、避難者の収容力の
拡大を図るため、自治会等が所有する集会所や公民館等の耐震化に対し助
成する。 

 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：耐震診断・耐震設計1/4、耐震改修工事3/10 
    ※市町村から自治会等に対し、 
     国・県と合わせて5/6（耐震改修工事の場合は14/15）補助とする 
    ※別途、国の直接補助制度 
     （補助率1/6 ただし、耐震改修工事の場合は補助率1/15がある） 
  ・補助対象：耐震診断、耐震設計、耐震改修工事に要する経費 
 

 
（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 

 

避難所運営マニュアル作成の促進  14,904  
（避難所運営マニュアル作成委託料） 

  
  地域本部ごとのモデル地区（５ブロック×２避難所）において取り組む避

難所運営マニュアルの作成を支援する。 
  ・委託内容：避難所運営マニュアル作成の支援業務  
  ・委託先：コンサルタント会社 
  ・契約方法：一般競争入札 

 
（危機管理部 南海トラフ地震対策課） 

NEW 

避難所へのラジオの整備 10,875 
（避難所用ラジオ整備事業費補助金） 

   
  市町村が避難所に高性能ラジオを整備する場合の経費に対し補助を行う。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2以内 
  ・補助期間：Ｈ27～Ｈ28 
 

 
 

（文化生活部 情報政策課） 
 

NEW 

  福祉避難所の指定促進や運営訓練の実施への支援 
45,000 

（福祉避難所指定促進等事業費補助金） 
   
  要配慮者の避難生活に必要となる福祉避難所の指定促進に向け必要な資材

等の購入や災害発生時に備えるための運営訓練に要する経費を助成する。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2 
  ・補助対象経費：物資・器材、備蓄倉庫などの購入や福祉避難所の 
          運営訓練に要する経費 
 

（地域福祉部 地域福祉政策課） 
 

要配慮者の避難支援対策の推進 19,632 
（要配慮者避難支援対策事業費補助金） 

   
  避難行動要支援者名簿を活用した個別避難計画の作成や避難訓練に要する

経費を助成する。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2 
  ・補助対象経費：要配慮者の個別避難計画の作成や、 
          避難訓練に要する経費 

 
（地域福祉部 地域福祉政策課） 
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３ 日本一の健康長寿県づくり 
    ～第2期日本一の健康長寿県構想  

 体育学習・健康教育を指導・助言する 
        アドバイザーの派遣  5,817  
   
  学校の健康教育をさらに充実させるため、体育学習や健康教育に精通した

体育・保健体育専門の退職校長２名を小中学校に派遣し、授業の質的向上
を図るとともに、学校が組織として健康教育に取組めるよう指導・助言を
行う。 

 
  ・体育・健康アドバイザー報酬等  
 
 
                     

（教育委員会 スポーツ健康教育課） 
   
 
   
 
  

NEW 

派遣 

市町村が実施する乳幼児健診の支援 6,450  
（乳幼児健診受診促進事業費補助金） 

   
  市町村が実施する１歳６か月児・３歳児健診の受診促進に関する取り組み

や、より有意義な健診に向けた取り組みに対して支援する。  
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象：受診勧奨、受診啓発、 
        有意義な健診支援、人材育成                       
 
 
                      （健康政策部 健康対策課） 

がん検診の受診促進  69,936   
      
  がんの早期発見・早期治療につなげるため、がん検診の個別通知の拡充

（40歳～62歳）、一度に複数のがん検診が受診できるセット検診日や医療
機関での土・日曜日の検診の拡大を図り、がん検診の受診を促進する。 

 
  （1）がん検診受診促進事業費補助金 48,294千円 
     補助先：市町村 
     補助率：定額・1/2 
     補助対象：個別通知等の受診勧奨事業 
  （2）がん検診利便性向上対策事業費補助金 9,945千円 
     補助先：（公財）高知県総合保健協会 等 
     補助率：定額 
     補助対象：検診利便性向上のための人件費 
  （3）がん検診受診率向上キャンペーン実施委託料 5,308千円 
     委託内容：テレビCM、新聞広告等 
  （4）がん検診広域実施委託料  1,509千円 
     委託内容：居住地以外の市町村検診 
     委託先：（公財）高知県総合保健協会 
  （5）事務費  4,880千円 

（健康政策部 健康対策課） 
 
     
  

拡充 

拡充 

   健康づくり団体連携促進事業費補助金   8,800 
 
  県民の健康づくりを図るため、高知県健康づくり婦人会連合会及び高知県

食生活改善推進協議会が実施する活動や地域の健康づくり団体が連携して
取り組む活動に対して補助を行う。 

  ・補助先：①高知県健康づくり婦人会連合会、 
         高知県食生活改善推進協議会 
         ②市町村  
  ・補助率：①定額、②定額（200千円まで）+1/2（200千円超）     
 

（健康政策部 健康長寿政策課） 
 

NEW 

高知家健康づくり支援薬局の整備 5,820 
 
  地域の薬局を総合的な健康情報拠点「高知家健康づくり支援薬局」に認定

し、健康相談や薬の飲み残しなどの状況に応じた服薬支援、特定健診・が
ん検診・乳幼児健診の受診勧奨等を行う。 

  （1）健康情報拠点整備事業委託料  5,437千円 
     委託先：（公社）高知県薬剤師会   
  （2）事務費  383千円        

                   （健康政策部 医事薬務課） 

健康維新の志士 
けん しん太郎くん 
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産前・産後ケア体制の充実 1,368  
（分娩待機施設確保事業費補助金） 

   
  安全・安心な出産を支援するため、ドナルド・マクドナルド・ハウスこう

ちに居室を確保し、分娩施設により近い場所で分娩待機等ができる体制を
整備する。 

  
  ・補助先:ドナルド・マクドナルド・ハウスこうち 
  ・補助対象：2部屋を確保するため必要な経費 
 

                   （健康政策部 健康対策課） 
 
   

NEW 在宅医療と介護の連携の促進 72,310 
（医療介護連携情報システム整備事業費補助金）  

   
  在宅医療と介護の質の向上を図るため、在宅療養患者の情報を医療・介護

の関係機関がスムーズに共有できるよう、ＩＣＴ技術を活用した情報共有
システムの整備を支援する。 

 
  ・補助先：国立大学法人高知大学 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象：情報共有システムの検討及び開発に係る経費 

                   （健康政策部 医療政策課） 
 
   

糖尿病患者への栄養指導 1,543 
（管理栄養士派遣事業委託料） 

  
  栄養士がいない診療所に対して栄養士を派遣し、糖尿病患者への栄養指導

を行うモデル事業の実施地域を拡大する。 
    
  ・委託先：高知県栄養士会 
  ・委託内容：診療所での栄養士による栄養指導の実施 
 

               （健康政策部 医療政策課） 
 
   

訪問看護提供サービスの整備 61,837  
    
  中山間地域等の訪問看護師不足の解消のため、高知県立大学に寄附講座を

設置して、大学や地域で訪問看護ステーションの新任訪問看護師への研修
を実施し、訪問看護ステーションに対して研修期間の人件費を助成する。 

  また、小児に対応できる訪問看護の指導者を育成するための研修費用など
を助成するとともに、中山間地域等の不採算な地域への訪問看護に対する
助成について、対象となる地域を拡大し、訪問看護を行う医療機関も対象
施設に追加する。 

 
     ○中山間地域等訪問看護師育成講座開設寄附金 20,000千円 
      ・寄附先：高知県立大学 
 
     ○中山間地域等訪問看護師育成事業費補助金 9,180千円   
      ・補助先：訪問看護ステーション 
      ・補助率：10/10 
      ・補助対象：新任訪問看護師の研修参加期間の人件費 
 
     ○小児在宅医療体制整備事業費補助金 6,995千円 
      ・補助先：高知県看護協会 
      ・補助率：10/10 
      ・補助対象：小児に対応できる専門性の高い訪問看護師の育成な  
            どに係る経費 
 
       ○中山間地域等訪問看護サービス確保対策事業費補助金 
                                                                                  25,662千円 
       ・補助先：高知県訪問看護ステーション連絡協議会 
       ・補助率：10/10 
       ・補助対象：訪問看護に要する経費 

                    （健康政策部 医療政策課） 
 
 
 
  

NEW  

拡充 

NEW  

NEW  

 働き盛りの健康づくり総合啓発事業 20,305   
   
  特定健診の受診勧奨やたばこ・高血圧対策について、全戸配布リーフレッ

トやテレビCM、広報番組等により県民への啓発を行う。 
 
  （1）健康づくり推進キャンペーン実施委託料  18,007千円 
     委託内容：テレビCM放送、情報誌への掲載、 
          ポスター、全戸配布用リーフレット等の作成 
     契約方法：随意契約（プロポーザル方式） 
   
  （2）広報番組制作放送業務委託料  1,780千円  
     委託内容：「健康づくりひとくちメモ」コーナーの制作・放送 
     委託先：テレビ高知 
     契約方法：随意契約 
   
  （3）事務費等  518千円 
 
                    （健康政策部 健康長寿政策課） 
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新しい介護予防・生活支援サービスの 
       提供拠点づくり         5,000   

 （介護予防等サービス拠点整備事業費補助金） 
   
 
  新しい総合事業の実施に向けて、「あったかふれあいセンター」等をサー

ビスの提供拠点として活用するために必要となる経費を助成する。 
 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象経費：サービス提供に必要となる施設改修や人材の養成に要 
          する経費          
 
           

（地域福祉部 高齢者福祉課） 

医師確保に向けた医師住宅の整備 44,160 
（指定医療機関等医師住宅整備事業費補助金） 

   
  医師の確保・定着を図るため、地域の中核的な医療機関が行う医師住宅の

整備を支援する。 
 
  ・補助先：医師養成奨学貸付金等貸与条例に定める県内指定医療機関、 
        県と大学の連携事業に基づく派遣医師の受入医療機関 
  ・補助率：定額 
  ・補助対象：医師住宅の新築及び増改築に係る経費 
 

（健康政策部 医師確保・育成支援課） 
 
   

難病相談支援センターの設置 16,915  
 （難病相談支援センター運営委託料） 

   
  難病相談支援センターを新たに設置し、難病患者の療養生活に関する各種

相談や患者交流会、研修会などを行い、難病患者の相談支援体制の充実を
図る。 

 
  ・委託先：NPO法人高知県難病団体連絡協議会 
 
 

                   （健康政策部 健康対策課） 
 
   

NEW 

NEW 

平成26年度2月補正予算へ前倒し 

地域福祉ネットワークの構築 14,877  
    

  地域住民や民生委員・児童委員などからの相談をワンストップで受け止 
 め、適切な支援機関へと確実につなぐための仕組みを構築する。 
 
  （1）地域福祉活動推進事業費補助金   11,289千円 
     補助先：高知県社会福祉協議会 
     補助率：10/10 
     補助対象経費：地域福祉活動の要となる市町村社会福祉協議会が、 
            地域の実践活動を支援する取組などに要する経費 
 
  （2）地域福祉ネットワーク構築支援事業   3,588千円 
     報償費 2,471千円 
     事務費 1,117千円 
 
                    （地域福祉部 地域福祉政策課） 
 

NEW 

NEW 

高知県自殺対策行動計画の推進 39,012  
 
  自殺に関連する様々な問題の啓発広報や、相談支援業務などに従事する人

材養成などの対策を講じることにより、地域における自殺対策の強化を図
る。 

 
  （1）自殺対策啓発事業委託料 3,330千円 
    委託内容：自殺予防啓発事業の実施 
    委託先：未定 
    契約方法：一般競争入札 
  （2）こころのケアサポーター養成研修委託料 2,400千円 
    委託内容：研修の企画及び開催 
    委託先：高知県社会福祉協議会 
    契約方法：随意契約 
  （3）高知いのちの電話活動強化支援事業費補助金 5,795千円 
    補助先：高知いのちの電話協会  
    補助率：10/10 
    補助対象経費：相談員の資質の向上を目指した研修への参加や 
             相談員養成等に係る経費 
  （4）自殺対策強化事業費補助金 19,000千円 
    補助先：市町村及び民間団体 
    補助率：1/2～10/10 
    補助対象経費：市町村等が実施する自殺対策 
             強化事業に係る経費 
  （5）事務費等  8,487千円 
                    （地域福祉部 障害保健福祉課） 
  

NEW 
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   認知症の早期発見と早期対応に向けた支援体制の構築 
   8,000 

（認知症初期集中支援連携体制整備モデル事業費補助金） 
 
  認知症になってもできる限り住み慣れた地域で安心して暮らし続けること

ができるよう、認知症の早期発見と対応につながる連携支援体制を整備す
る。 

  ・補助先：市町村 
  ・補助率：10/10 
  ・補助対象経費：地域包括支援センター、認知症疾患医療センター、                            
                              病院等が連携した初期集中支援体制の構築に要す 
          る経費 
 

（地域福祉部 高齢者福祉課） 
                   

    要配慮高齢者向け住まいの確保対策 27,500    
 （高齢者向け住まい確保対策モデル事業費補助金） 

   
  低所得や独居などの配慮を必要とする高齢者向け住まいの確保対策に取り

組む市町村等を積極的に支援する。 
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/4 
  ・補助対象経費：配慮を必要とする高齢者が低廉な家賃で入居し、日常 
          の生活支援サービスなどを利用しながら、安心して暮 
          らし続けられる住まいの整備に要する経費 
  
                     （地域福祉部 高齢者福祉課） 

NEW     障害のある子どもたちへの支援体制の整備 4,000   
 （発達障害児地域支援モデル事業費補助金） 

   
  事業者の参入が進まない中山間地域などにおいて、子どもたち一人一人の

障害特性に応じた支援が提供できる体制づくりを支援する。 
  
  ・補助先：市町村 
  ・補助率：1/2 
  ・補助対象経費：専門研修や個別の指導計画の作成支援等に 
          要する経費 
 
                    （地域福祉部 障害保健福祉課） 
                   
                      

NEW 

働く障害者の交流拠点の整備 3,760  
（就労障害者交流拠点設置事業委託料） 

   
  働く障害者の職場定着を支援するため、就業後や休日などに集まる交流拠

点を整備し、就労や生活面などに関する相談支援を実施する。 
 
  ・委託内容：働く障害者の集いの場の整備及び 
        就労や生活面などに関する相談支援 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：随意契約（プロポーザル） 
 
 

     （地域福祉部 障害保健福祉課） 

   福祉・介護分野の人材確保対策の抜本強化 67,784  
  （福祉人材センター運営委託料） 

   
  不足が見込まれる人材の安定確保に向けて、福祉人材センターの体制を強

化するとともに、福祉研修センターと連携した新規就業・復職希望者向け
研修の拡充等を図る。 

 
  ・委託内容：民間の派遣人材の確保や求人・求職のマッチング業務等 
  ・委託先：高知県社会福祉協議会 
  ・契約方法：随意契約 
 
 
                    （地域福祉部 地域福祉政策課） 
 

中央児童相談所の体制強化  6,507  
  

  児童虐待の問題などへの迅速・適切な対応力の向上を図るため、中央児童
相談所の体制を強化する。 

 
  ○市町村の要保護児童対策地域協議会のサポート体制の強化 
   ・専門職員の配置 
  ○出張児童相談所の取組による市町村への伴走型支援の強化 
      ○休日・夜間の電話相談への対応力の強化 
   ・非常勤職員4名の配置 
 
                     
                      （地域福祉部 児童家庭課） 
  

114 



高知家の子ども見守りプランの推進  48,805  
   
  無職の非行少年の就職に向けたきっかけづくりとするため、「見守り雇用

主」の登録事業所において、「見守りしごと体験講習」を実施する。 
  また、青少年の非行防止、被害少年へのケア技術向上等、青少年の健全育

成を推進する。 
  （1）就労体験講習委託料 2,243千円 
    ・委託内容：無職の非行少年を見守り雇用主に紹介し、 
          見守りしごと体験講習を実施する業務 
    ・委託先：高知県経営者協会 
    ・契約方法：随意契約 
  （2）青少年非行防止対策費 46,562千円 
    ・入口型犯罪対策強化事業 36,384千円 
    ・青少年非行防止啓発TVCM事業等 5,554千円 
    ・職員研修・少年補導等活動費 4,624千円  

（地域福祉部 児童家庭課） 
（公安委員会） 

                       
  

４ 教育の充実と子育て支援 
   ～高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～ 

厳しい環境にある就学前の子どもたちへの支援 68,578   
   
  厳しい環境にある就学前の子どもたちに対する支援策を講じる。  
 
   （1）保育サービス等推進総合補助金 
    （家庭支援推進事業） 47,337千円 
     補助先：市町村 
     補助率：1/2以内 
     補助対象：課題を有する子ども等を支援 
          するための加配保育士の人件費 
   （2）特別支援保育・教育推進事業費補助金 
    （特別支援保育推進事業） 19,567千円 
     補助先：市町村  
     補助率：1/2以内 
     補助対象：親育ち・特別支援保育コーディネーターの人件費 
   （3）一時預かり事業利用料減免補助金 1,674千円 
     補助先：市町村 
     補助率：1/2以内 
     補助対象：生活保護世帯、ひとり親世帯等に対する利用料の減免 

（教育委員会 幼保支援課） 
 

NEW 

拡充 

拡充 

放課後等における学習支援 57,629 
（放課後等学習支援事業費補助金） 

   
  小学校及び中学校が計画的に行う放課後の補完学習の充実等のために学習

支援員を配置する市町村に対し助成する。 
  ・補助先：市町村（学校組合） 
    ・補助率：2/3以内 
    ・補助対象：市町村（学校組合）立小学校及び 
        中学校に配置される放課後等学習 
        支援員の人件費  
                      （教育委員会 小中学校課） 

 

NEW 

   スクールソーシャルワーカーによる児童生徒への支援  
   100,868  

  児童生徒を取り巻く環境への働きかけを行い、厳しい環境にある児童生徒

への支援を充実させるため、社会福祉等の専門的な知識・技術を有するス
クールソーシャルワーカーの配置を拡充する。 

   （1）スクールソーシャルワーカー活用事業委託料  92,235千円 
    委託先：市町村（Ｈ26：25市町村42人→Ｈ27：27市町村59人）  
    ※Ｈ27は高知市8人を含む7市15人を追加重点配置し、 
    さらなる支援の拡充を行う。   
   （2）スクールソーシャルワーカー活動費  7,308千円 
    ※Ｈ27：重点校（県立高校5校、特別支援学校１校）に新規配置 
 （3）事務費等 1,325千円 

（教育委員会 人権教育課） 
 

放課後等の安全・安心な居場所、 
                      学びの場づくりの推進  55,284 

（放課後学びの場充実事業） 
   
  学校支援地域本部、放課後子ども教室及び放課後児童クラブにおける、 

学習活動の場を充実させるための助成を行う（国費対象事業以外） 
  ・補助先：市町村（学校組合） 
  ・補助率：①:2/3以内、上限90万円、②～④:1/2以内、上限60万円 
                     ⑤:2/3以内、上限60万円 
  ・補助対象：①学習支援者謝金 
        ②発達障害児等支援 
        ③防災対策経費  
        ④小・中学校の教材等経費 
        ⑤食育学習経費  

 
（教育委員会 生涯学習課）  

  

NEW 

NEW 

NEW 

拡充 

NEW 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

NO!! 
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市町村や総合型クラブ等が連携して行う 
        各地域でのスポーツ振興  4,800 

 （地域スポーツ活動促進事業費補助金） 

   
  市町村や総合型クラブ等が連携して行う、各地域でのスポーツ振興に向け

た事業に補助する。 
  ・補助先：各ブロック協議会 
  ・補助率：１／２ 
  ・補助対象経費：地域の課題解決を図るために、 
          複数の市町村や総合型クラブ等が 
          連携して行う事業 

 
（教育委員会 スポーツ健康教育課） 

      
  
  

NEW 

  オリンピック・パラリンピック等の事前合宿招致 
       に向けた取組み  8,630 

 
  2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の事前合宿招致に向けた

活動を開始するとともに、2015世界陸上北京大会の事前合宿受入活動を行
い、各国とのネットワークを構築する。 

 
  （1）2015世界陸上北京大会事前合宿受入事務費等 
                     5,790千円         
 
  （2）オリンピック・パラリンピック東京大会 
     事前合宿招致活動事務費等    2,840千円    
 

 （教育委員会 スポーツ健康教育課） 
      

  

NEW 

基本的生活習慣の向上  3,803  
   
  基本的生活習慣を確立するため、啓発パンフレットを作成し、全保育所・

幼稚園等に配布するとともに、保護者、保育士等に対する学習会等を実施
する。 

  
  （1）パンフレット作成等委託料 3,312千円 
      委託内容：就学前の基本的生活習慣についてのパンフレット作成 
      契約方法：随意契約（プロポーザル） 
   
    （2）事務費 491千円 
      基本的生活習慣についての講演会、パンフレットの活用に関する保育 
      者説明会、保護者に対する学習会の実施 
                      （教育委員会 幼保支援課） 

小中学生の学力向上対策 103,423 
 
  国語、算数・数学の教材の作成・活用、教員研修の充実により、教員の授

業実践力を向上させ、児童生徒の思考力・判断力・表現力を育成する。 
 
  （1）国語対策  66,918千円 
    ・課題克服指導資料集の作成・配布 
    ・授業改善シートに基づく教材活用の徹底 
 
  （2）算数・数学対策 3,339千円 
    ・数学思考力問題集の活用（H25作成済） 
    ・授業改善プランに基づく教材活用の徹底 
    ・単元テストの見直し 
    ・採用10年未満の中学校数学教員を対象に半年間の研修を実施 
 
  （3）英語対策 33,166千円 
    ・英語学習への意欲向上に向けた教材の作成・配布 
     「中学校でこれだけは身につけてほしい基礎英単語1200」を活用し  
     た語彙検定の実施 
      高知県を題材とした読み物教材の作成 
    ・授業改善プランに基づく教材活用の徹底 
    ・教員英語力を向上させ、英検取得を促進するための 
     e-learning研修の実施    
 

（教育委員会 教育政策課）  
                      （教育委員会 小中学校課） 

NEW 

高校生の学力向上対策 15,410 
   
  高校1年生の必履修科目（国語、英語、数学）を確実に理解させるため

に、義務教育段階の学習内容に立ち返りながら高校の内容を学習できる教
材を作成する。 

  （1）学習問題作成委託料 13,746千円 
      委託内容：教材（国語、英語）の作成 
        契約方法：随意契約（プロポーザル） 
  （2）事務費(需用費）1,664千円 
      数学教材の印刷 

（教育委員会 高等学校課） 
 

NEW 
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            各競技の拠点となるスポーツ施設等の整備 59,952  
   

    オリンピック・パラリンピックを契機とした県民の運動・スポーツ活動

の活性化を図るため、各競技の拠点となるスポーツ施設や学校のトレーニ

ング設備など県内のスポーツ施設・設備を整備する。 

  

  （1）県立青少年センター 体操床等の更新 

     （H27備品購入）     34,565千円 

 

  （2）県立高知東高校 レスリング場の整備 

     （H27設計）                 25,387千円  

 
 
 
 
 

（教育委員会 生涯学習課） 
（教育委員会 学校安全対策課） 

 

競技スポーツ選手の育成強化 91,925 
（競技力向上総合対策事業費補助金） 

   

   国体をはじめとした各種全国大会において、各競技で優秀な成績が残せる

よう競技力を高めるための事業に補助する。 

    

  ・補助先：（公財）高知県体育協会 

  ・補助率：定額 

  ・補助対象経費：強化事業・指導力向上事業等 

    ①競技力向上プロジェクトチーム会議 

    ②基礎強化  

    ③特別強化選手支援    

    ④障害者スポーツ選手強化   

    ⑤アドバイザー招聘 

      ⑥一貫指導プログラムによる育成強化 

      ⑦コーチアカデミー 

 
             （教育委員会 スポーツ健康教育課） 

       
  
  NEW 

県立高等学校再編振興計画の推進 70,856  
          【債務負担】71,814 

   
  平成30年度に開設する新たな中高一貫教育校の施設整備及び平成31年度

に開設する高吾地域の拠点校の施設整備を行う。 
 
  (1) 新中高一貫教育校設計等委託料 36,939千円 
            【債務負担】 71,814千円 
  (2) 高吾地域拠点校設計等委託料 33,744千円 
  (3) 事務費（報償費）173千円 
 

（教育委員会 高等学校課） 
 

グローバル教育の推進 98,068  
   

  グローバルな課題について、生徒自ら課題研究に取り組むことで、論理的

思考や判断力、表現力を身につけるとともに、英語運用能力の向上を図

り、将来グローバル人材として活躍できる資質を育成する。 

 

  (1) ICT環境の整備 58,276千円 

    タブレット型パソコン等整備、Wi-Fi整備    

  (2) グローバル教育推進委員会 4,121千円 

    有識者による協議会 

  (3) 高知南中・高等学校のプログラム 6,173千円 

    アドバイザーによる助言、 

    ス－パーティーチャ―による模範授業等 

  (4) 高知西高等学校のプログラム 16,092千円  

  (5) グローバル教育フォーラム 1,863千円   

  (6) 高校生国際交流促進費補助金 6,200千円 

    補助先：個人 

    補助率：定額（長期派遣300千円、短期派遣100千円） 

    補助内容：留学費用 

  (7) 国際バカロレア認定の研究事業 3,140千円 

      国際バカロレアワークショップへの参加等 

  (8) キャリア支援事業 2,203千円 

      キャリア教育支援員の配置    

（教育委員会 高等学校課） 

 

世界から高知へ 

高知から世界へ 

NEW 

NEW 
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新図書館等の整備 4,834,721 
  【債務負担】  933,943 

  新図書館等複合施設の建築工事を本格化させるとともに、開館に向けた移

転準備等を行う。 

   

  （1）建築工事請負費    4,703,886千円 

              【債務負担】473,669千円 

 

  （2）建築工事監理委託料 52,938千円 

            【債務負担】20,067千円  

 

  （3）新図書館情報システム等構築等委託料 60,692千円 

                    【債務負担】14,295千円 

 

  （4）図書移転等業務委託料 

        【債務負担】 150,228千円  

  

  （5）その他経費（事務費含む）17,205千円 

            【債務負担】275,684千円  

 

 

（教育委員会 新図書館整備課） 

 

 

  子ども・子育て支援新制度による子育て支援の充実 
          （子ども・子育て支援事業費）     2,347,716    
 
  平成27年４月からスタートする「子ども・子育て支援新制度」において、

幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を図る。 
 
  （1） 施設型給付費負担金 2,025,629千円 
    負担先：市町村 
    負担率：1/4（国1/2、県1/4、市町村1/4） 
    負担対象：私立保育所、私立幼稚園、 
           私立認定こども園（公立は一般財源化） 
 
  （2）地域型保育等給付費負担金 104,474千円 
   ①地域型保育給付費負担金 92,155千円 
    負担先：市町村 
    負担率：1/4（国1/2、県1/4、市町村1/4） 
    負担対象:小規模保育事業、事業所内保育事業等 
 
   ②特例地域型保育給付費負担金 12,319千円 
    負担先：市町村 
    負担率：1/4（国1/2、県1/4、市町村1/4） 
    負担対象:へき地保育事業 
 
  （3）施設型給付費補助金 113,168千円 
    補助先：市町村 
    補助率：1/2（県1/2、市町村1/2） 
    補助対象:１号認定子ども（施設型給付対象の私立幼稚園、 
                       私立認定こども園）に係る地方単独費用部分 
 
  （4）地域子ども・子育て支援事業費補助金 101,017千円 
    補助先：市町村 
    補助率：1/3（国1/3、県1/3、市町村1/3） 
    補助対象: ①病児・病後児保育事業 
        ②延長保育促進事業 
        ③一時預かり事業 
        ④実費徴収に係る補足給付を行う事業 
 
  （5）保育所運営費過年度精算負担金  3,428千円 
 
 

（教育委員会 幼保支援課） 
 
  

NEW 
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建設業の活性化の支援  16,556    
 

  「高知県建設業活性化プラン」に基づき、建設業者の技術開発の支援、施

工力向上の支援、コンプライアンスの確立を行う。H27年度からは、人材

確保の促進にかかる取組を拡充、強化する。 

 

 （1）建設業活性化事業委託料 5,510千円 

   建設業者の施工力向上、雇用環境改善のための講習会開催、 

   建設生産システムの効率化の検討 

 

 （2）建設業活性化事業費補助金 3,500千円 

   ・補助先：建設業関係団体 

   ・補助率：１／２ 

   ・補助対象：建設業の魅力発信、入職・定着促進、 

         技術開発の支援に関する取組 

 

 （3）事務費 7,546千円    

 

  （土木部 建設管理課） 

   

床上浸水対策の実施 1,140,300 
                   

  指定区間内の一級河川及び二級河川において、床上浸水被害を解消するた
め河川改良工事を行い概ね５年間で事業を完了させるもの。 

 

 
 （１）宇治川（いの町）903,000千円 
    事業内容：測量設計、用地補償、護岸工 
  
 （２）日下川（日高村）237,300千円 
    事業内容：測量設計、残土処理場 

 
 （土木部 河川課） 

     

NEW 

えだがわ 

枝川地区（いの町）浸水状況 

高知新港高台企業用地の整備  190,000    
 

  高知新港において、最大クラスの津波に対して安全な企業用地を確保する

ため、高台企業用地の整備を行う。 

 

  ・工事請負費 190,000千円 

  ・工事内容：道路工（進入路）、付帯工（水路等） 

  ・契約方法：競争入札 

 

 

                                           （土木部 港湾・海岸課） 

   

平成26年8月台風第12号、第11号被害の復旧    
4,578,437 

  
 （1）地すべり防止事業費  100,000千円 
   ・大豊町粟生 
 
 （2）団体営農地災害復旧事業費  89,689千円 
 
 （3）団体営農業用施設災害復旧事業費  252,755千円 
 
 （4）治山激甚災害対策特別緊急事業  407,142千円 
   ・大豊町安野々 ほか９箇所 
 
 （5）地すべり激甚災害対策特別緊急事業  234,591千円 
   ・大豊町中内 ほか３箇所 
 
 （6）災害関連緊急地すべり対策事業費  294,000千円 
   ・高知市鏡的渕 
 
 （7）公共土木施設災害復旧事業費  2,897,077千円 
 
 （8）国直轄災害復旧事業費負担金  303,183千円 
 
 
 

（農業振興部 農業基盤課）   
 （林業振興・環境部 治山林道課） 

（土木部 防災砂防課） 
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森林におけるシカ捕獲の推進  9,878    
（森林地域シカ捕獲技術研究委託料） 

 

  森林地域でのシカ捕獲を推進するため、皆伐地等で、シカネットや餌付け

と組み合わせた新たな手法によるくくりわなでの捕獲技術の開発を行う。 

 

  ・委託内容：森林地域でのシカ捕獲技術開発 

  ・委託先：専門機関等 

  ・契約方法：随意契約                   

 

 

 

 

  

 
 （産業振興推進部 鳥獣対策課） 

   

 中山間対策の充実・強化 

集落活動センターの推進  246,426   
    

  集落機能の維持や地域活動の担い手確保等、中山間地域が抱える課題を解

決するため、集落活動センターの取り組みへの支援を行うほか、集落活動

センターの情報発信の強化や高知ふるさと応援隊のスキルアップを図る。 

 

 （1）集落活動センター推進事業費補助金 

                 238,000千円 

  ・補助先：市町村 

  ・補助率：1/2 

  ・補助対象：①集落活動センターを開設・運営するために必要なハード、   

         ソフト事業（補助対象期間：３年） 

        ②センターの立ち上げ準備・活動に従事する者の人件費等 

         （補助対象期間：準備１年、活動３年） 

        ③①の期間が満了したセンターが実施する、 

         経済活動の拡充を図るために必要な経費 

         （補助対象期間：３年） 

 

 （2）集落活動センターポータルサイト構築等委託料 3,445千円 

  ・委託内容：センターの活動周知のためのポータルサイトの構築等 

  ・委託先：未定 

  ・契約方法：随意契約（プロポーザル） 

 

 （3）高知ふるさと応援隊研修等委託料  

                4,981千円 

  ・委託内容：高知ふるさと応援隊等を対象とした 

        研修会の実施等 

  ・委託先：未定  

  ・契約方法：随意契約（プロポーザル）  

 
 

                  
（産業振興推進部 中山間地域対策課） 

   

野生鳥獣に強い県づくりの推進  8,516    
（野生鳥獣に強い県づくり事業委託料） 

 

  被害を軽減した集落での成功事例を県内に普及・拡大するため、鳥獣被害

対策専門員を中心に被害集落への総合的な支援を実施する。 

 

  ・委託内容：鳥獣被害対策専門員が支援する集落における集落環境調査や  

        野生鳥獣出没調査等 

  ・委託先：専門機関等 

  ・契約方法：随意契約        

       

     
 
 
 
 
  

 （産業振興推進部 鳥獣対策課） 
   

NEW 

NEW 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 
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 少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大 

「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」の 
     拡充による相談支援体制の強化      20,325   
 
  母子保健の専門職員を配置することにより、相談支援体制の充実・強化を

図るとともに、地域に直接出向いての積極的な子育てサポート活動等を実
施する。  

  （1）非常勤報酬、共済費（２名） 4,888千円 
   
  （2）出会い・結婚・子育て応援窓口運営業務等委託料 15,437千円 
    委託内容：出会い・結婚・子育て応援窓口の運営等 
    委託先：（社）高知県法人会連合会 
    契約方法：随意契約 
                       （地域福祉部 少子対策課） 
  

出会いの機会の拡充  4,873   
（出会い応援システム改修等委託料） 

  
  「高知で恋しよ！！応援サイト」に結婚を希望する相手を見つけるための

マッチング機能を付加する。 
  ・委託内容：マッチングシステムの構築等 
  ・委託先：民間企業等 
  ・契約方法：随意契約 
                       

 （地域福祉部 少子対策課） 
 
  

NEW 公共交通の基盤強化 125,819 
    

  路線バス利用者の利便性向上及びバス事業者のデータ経営を推進するた

め、ＩＣカード「ですか」の普及拡大や、バスロケーションシステムの導

入に対し補助するとともに、公共交通乗換検索システム「アクセスこう

ち」のシステム改修を行い、公共交通の基盤強化を図る。 

 

 （1）公共交通乗換検索システム改修委託料 9,688千円 

    委託内容：システム改修 

        （バスロケーションシステムとの連携） 

    委託先：未定 

    契約方法：一般競争入札  

 （2）公共交通基盤整備事業費補助金  

                 116,131千円 

    補助先：①路線バス事業者、②㈱ですか 

    補助率：①定額、②２／３ 

    補助対象：①ＩＣカード「ですか」の導入に必要な初期費用 

           ②バスロケーションシステムの導入に必要な初期費用    

 

（産業振興推進部 交通運輸政策課） 

         広域的バス路線の運行及び利用促進事業への支援 
                             266,070     

            （バス運行対策費補助金） 
   

  地域住民の移動手段を確保するため、広域的幹線的バス路線の運行経費等

を補助するとともに、路線の利便性向上及び利用者の増を図るため、利用

促進の取り組みを行う市町村やバス事業者に支援を行う。 

   

  ・補助先：①路線バス事業者、②市町村・路線バス事業者 

  ・補助率：①1/2、②2/3 

  ・補助対象：①運行経費及び車両減価償却費等 

        ②利用促進の取り組みに要する費用 
                                                      
                

    （産業振興推進部 交通運輸政策課） 
 
 
 
   
   

NEW 

平成26年度2月補正 
予算へ前倒し 

 求職する女性への支援 20,042   
（女性就労支援事業委託料） 

 
   平成26年6月に開室した「高知家の女性しごと応援室」のスタッフを１

名増員し、計4名体制で求職中の女性を支援する。 
 
  ・委託内容：高知家の女性しごと応援室の運営 
    ・委託先：未定 
    ・契約方法：プロポーザルによる随意契約 
 
 

（文化生活部 県民生活・男女共同参画課） 
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坂本龍馬記念館の整備  57,274    
      【債務負担】100,330  

  
  坂本龍馬記念館の新館及び既存館の整備に向けた、設計等を行う。 
 
 （１）設計等委託料（建築・展示基本設計等）51,222千円 
 （２）仮設工事請負費 5,299千円 
 （３）事務費 753千円 
 （４）設計委託料（建築・展示実施設計）【債務負担行為】100,330千円 

  （文化生活部 文化推進課） 
   

新南国警察署（仮称）整備事業  1,538,351    
  
  警察署再編計画に伴い、新南国警察署（仮称）の新築工事等を行う。 
 
 （１）監理委託料 14,610千円 
 
 （２）新築工事損害調査委託料 9,561千円 
        工事後の損害調査 
    契約方法：競争入札 
 
 （３）什器物等移転作業等委託料 5,433千円 
    新南国警察署（仮称）への移転作業や落成式会場設営等に必要な委託料 
    契約方法：競争入札、随意契約 
 
 （４）工事請負費  1,446,887千円 
    債務負担の現年化及び設計変更分 
 
 （５）初度調弁等費用 61,860千円 
    初度調弁費、警察署統合に伴う看板等名称変更等に必要な費用 
        契約方法：競争入札、随意契約 

  （公安委員会） 
    

高知警察署整備事業  590,617   
  
  南海トラフ地震に備え、老朽化が激しく狭隘である高知警察署の建て替え

に向け、移転先の土地・建物の購入、地質調査及び新築設計を行う。 
 
 （１）設計委託料 18,023千円 
    建て替えに向け建築基本設計を行う。 
    契約方法：随意契約 
 
 （２）地質調査委託料 11,759千円 
    移転先の地質調査業務 
    契約方法：競争入札 
 
 （３）土地等公有財産購入費 552,267千円 
    移転先の土地及び建物購入費用 
    契約方法：随意契約 
 
 （４）補償補填及び賠償金 8,568千円 
    移転先用地の補償に必要な費用 

 （公安委員会） 

NEW 

 その他 

新資料館の整備  2,784,537 
  【債務負担】  132,198     

  
  
 新資料館（県立高知城歴史博物館）整備のための建築工事等を行う。 
 
 （１）建築工事監理等委託料 34,297千円 
 （２）展示ケース製作等委託料 226,719千円 
 （３）建築等工事請負費 2,516,259千円 
 （４）給水装置新設分担金 2,865千円 
 （５）事務費 4,397千円 
 （６）収蔵棚製作等委託料【債務負担行為】132,198千円 

  （文化生活部 文化推進課） 
   

女性登用等促進事業 4,811千円 
（女性登用等促進事業委託料）     

 
  経営者層・中間管理職層を対象にしたセミナーや、働く女性の継続就業に

向けた研修の実施により、県内企業の女性の登用等を促進する。 
  ・委託内容 
  （1）経営者等の理解促進のためのトップセミナー 1,247千円  
  （2）女性が働きやすい職場づくりのためのミドルセミナー 1,383千円 
  （3）高知家の女性活躍応援塾 2,181千円 
  ・委託先：未定 
  ・契約方法：随意契約 

 （文化生活部 県民生活・男女共同参画課） 

NEW 
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平成27年度の主な組織改正等の概要 

基本的な 
考え方 

１ 経済の活性化 

①地方創生への体制強化 
   産業振興計画と一体となった人口ビジョン･県版総合戦略の策定と 
  市町村の策定支援を総合的に行うため､人口問題対策室を計画推進 
  課に統合し､専任の企画監等を配置するなど、体制を大幅に強化 
 

②産学官民連携センターの設置 
  県内外の産学官民の多くの英知の結集や交流促進により、産学官民 
  連携によるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出を目指し､県内の大学等と連携して、 
  ①《知》産学官民連携のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ窓口､②《交流》交流機会の創出､ 
  ③《人材育成》土佐MBA等人材育成事業  の３つの拠点機能を整備 
 

③事業承継・人材確保センターの設置 
  県内事業者の円滑な事業承継や､中核人材のﾏｯﾁﾝｸﾞによる経営拡大等 
    につなげるため､県が商工会議所に委託して設置する｢事業承継･人材 
    確保ｾﾝﾀｰ｣に職員を派遣し､官民協働の充実した実施体制を整備 
 

④次世代園芸推進室の設置 
  環境制御技術を導入した｢次世代型こうち新施設園芸ｼｽﾃﾑ｣の県域へ 
    の普及促進と､本県農業のｽﾃｰｼﾞｱｯﾌﾟをもたらす経営体の県内外から  
   の参入を支援するため､次世代園芸推進室を産地･流通支援課内に設置 
 

⑤農業担い手育成センターの体制強化 
     農業の担い手確保を加速化させるため、研修機能と先進技術の実証 
   機能を充実させるとともに、中山間地域における収益性の高い園芸 
     作物の実証及び普及機能を山間試験室から集約 
 

⑥林業学校の設置 
  全国の林業をリードできる人材を輩出する「林業学校」を開校する 
  など担い手対策を強化するため、森づくり推進課の体制を充実 

 
  

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

３ 日本一の健康長寿県づくり 

福祉・介護人材対策室の設置 
 

 大幅な不足が見込まれる福祉・介護分野の人材の安定確保を図るため 
 効果的かつ効率的な対策の推進に向けて所管を一元化することとし、 
 福祉・介護人材対策室を地域福祉政策課内に設置 

全国に先駆けて人口減少が進む中、人口減少による負のスパイラルを克服するため、本県が直面する課題を真正面から受け止
め、課題解決の先進県を目指した力強い取組を実行するための体制づくりを推進 

４ インフラの充実と有効活用 

技術管理課の設置 
 

 建設工事の技術基準に関する相談窓口を一元化するとともに、新技術 
 導入に向けた対応や検査業務、企業研修を充実(建設検査課の名称を 
 変更し、建設管理課の設計基準業務を移管) 

２ 南海トラフ地震対策の抜本強化･加速化 

南海トラフ地震対策推進地域本部の体制強化 
 

 市町村が実施する｢命を守る｣対策や「命をつなぐ」対策を積極的に支 
 援するなど地域の防災対策を一層推進するため、地域本部の職員を増 
 員するとともに、福祉保健所及び土木事務所の職員も兼務させること 
 により、地域本部の体制を強化 
  （各地域本部10～11名体制(兼務職員等を含む) 合計51名） 
 

 東日本大震災被災地への職員派遣(15名)についても継続 
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平成27年度の主な機構改革 

  《平成26年度》 《平成27年度》 

【新設】 

 産地・流通支援課  産地・流通支援課 

 次世代園芸推進室 

 山間試験室  【廃止】 

 農業技術センター  農業担い手育成センター 
（実証普及業務） 

 建設検査課 

 建設管理課 

 技術管理課 

（設計基準業務） 

 産学官民連携センター 

 地域福祉政策課 

福祉・介護人材対策室 

 地域福祉政策課 

 高齢者福祉課 
（介護人材業務） 

 人口問題対策室 

 政策企画課 

 計画推進課 
（地方創生の人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ・総合戦略） 

○総 務 部 

○地域福祉部 

○農業振興部 

○農業振興部 

○土 木 部 

【統合】 

【改編】 

○産業振興推進部 

県立大学永国寺キャンパス内に設置。 
県内外の産学官民の多くの英知の結集や交流促進により、産学官民連携によるイノ
ベーションの創出を目指し､県内の大学等と連携して、①《知》産学官民連携のワンス
トップ窓口、②《交流》交流機会の創出､③《人材育成》土佐MBA等人材育成事業  の３
つの拠点機能を整備 
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